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Ⅰ．はじめに

１９７０年代末から８０年代にかけて，欧米主要国においては，
簡素・中立を理念とした比較的大きな税制改革が行われた。
具体的には，所得税や法人税について課税ベースの拡大とと
もに税率引下げ及び累進緩和が行われ，併せて，多くの国に
おいては付加価値税率が引き上げられた。
１９９０年代に入ると，各国において財政赤字の累積が大きな
問題となった。この問題に対処するため，例えば，アメリカ
においては包括財政調整法（OBRA９０，９３）においてペイ・
アズ・ユー・ゴー原則，キャップ制といった財政規律が規定
されるとともに，複数年にわたる財政健全化目標が掲げら
れ，その達成のため，歳出削減とあわせ，税率引上げや課税
ベース拡大といった増税措置がとられた。また，１９９３年に欧
州通貨統合に向けたマーストリヒト条約が発効したことによ
り，同条約において規定された対GDP比財政赤字３％以
下，対GDP比債務残高６０％以内という財政基準を達成する
ため，フランスにおいて付加価値税率が引き上げられるな
ど，欧州各国において歳出削減措置・増税措置がとられた。
こうした財政再建への努力が奏効し，各国とも概ね２０００年ま
でには財政状況が大きく改善することとなった。
２０００年代に入ると，財政状況の好転を背景とし，欧米主要
国においては，財政余剰の使途を巡る議論や国民負担率の高
まりに対する議論が行われ，アメリカにおけるいわゆるブッ
シュ減税をはじめとして，各国において減税措置が講じられ
た。しかしながら，ITバブルの崩壊や米国同時多発テロの
影響等により，各国は景気対策としての減税を余儀なくさ
れ，結果として再び財政赤字が拡大することとなった。さら
に，２００７年のサブプライム・ローンの焦付きに端を発し，
２００８年のリーマンショックを通じて世界各国の実体経済に影
響を及ぼした金融危機は，各国の経済政策による財政出動圧
力を強め，財政状況を悪化させた。また，２００９年末にギリ
シャにおける財政統計の粉飾問題が顕在化し，マーケットが
不安定化すると，アイルランド・ポルトガルといった国の政
府債務についても不安が伝播し，これらの国においては厳し
い歳出削減や増税を余儀なくされるとともに，IMFや EU
からの資金支援を受けるに至り，こうした欧州政府債務危機
問題は，EU全体の財政状況に不安の影を落としている。
こうした中，２０１０年６月にトロントで開催されたG２０にお

いては，財政問題が主要な議題となり，サミット宣言におい
ては「先進国は，２０１３年までに少なくとも赤字を半減さ
せ，２０１６年までに政府債務の対GDP比を安定化または低下

させる財政計画にコミット」することとされた（但し，日本
については，これと異なり，サミット直前に閣議決定した
「財政運営戦略」における財政健全化目標（２０１５年度までに
基礎的財政赤字対GDP比を２０１０年度から半減し，２０２１年度
以降において，公債残高の対GDP比を安定的に低下させる
など）にコミットした）。その後，同年１１月のソウル・サミッ
トにおける議論を経て，２０１１年１１月のカンヌ・サミットにお
いては，各国が財政健全化を含む中長期的な政策コミットメ
ントを集約したアクションプランを策定し，各国とも，中長
期的な財政健全化を見据えた財政運営を行っている。
欧米主要国における２０１１年度税制改正及び税制改革案は，
政党間の対立を背景として生じた債務上限問題を契機とする
内部要因や国債の格下げや国債金利の上昇といった外部要因
の影響を受け，追加的財政再建策の提案を余儀なくされたア
メリカやフランスと，概ね計画通り財政健全化を進め，財政
再建目標を堅持する中で国民負担に配慮した税制措置を講じ
たイギリスやドイツとではその内容が異なる。
アメリカにおいては，２０１１年５月以降，連邦政府の債務残
高が，法定された上限額である１４兆２，９４０億ドルに達する中，
上限額の引上げにあわせて講じる財政再建策について，歳出
削減のみによるべきとする共和党と増税にもよるべきとする
民主党との間で攻防が続けられていた。資金繰り限度の見通
しが８月２日とされ，デフォルトの懸念も高まる中，７月末
に両党において合意が成立し，８月２日に２０１１年予算管理法
が成立した。同法においては，債務上限額の２兆ドル規模の
引上げと併せ，今後１０年間の財政再建策として，新規の裁量
的経費への上限設定により経済成長見通しを織り込んだベー
スライン比で約９，０００億ドルの削減を行うとともに，社会保
障及び税制の改革を含む約１．６兆ドルの削減策を検討するた
めの超党派委員会を設置し，１１月２３日までに提案を行うこと
とされた（仮に提案が行われなかった場合，ベースライン比
１．２兆ドルの歳出一律削減措置を発動）。
しかしながら，法案成立直後の８月５日，スタンダード・
アンド・プアーズ社は，この財政再建策が，アメリカ財政の
中期的な安定に必要とされる内容としては不十分であるとし
て，アメリカ国債の格付けをAA＋に格下げした。その後，
オバマ大統領は２０１１年予算管理法で規定された財政赤字削減
の目標額を上乗せして１０年間で４．４兆ドル規模とし，そのう
ち約１．６兆ドルを高所得者に対するブッシュ減税の不延長等
の富裕層増税を柱とする税制改正で賄うこととする案を超党
派委員会に提案したが，超党派委員会は期限の１１月２３日まで
に結論を得ることができなかったため，２０１１年予算管理法に
基づき，ベースライン比１．２兆ドルの歳出一律削減措置の発
動が確定した。
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連邦議会下院
（４３５議席）

連邦議会上院
（１００議席）

民 主 党 １９３議席 ５３議席
共 和 党 ２４２議席 ４７議席

連邦議会上下院の議席数

オバマ大統領が２０１２年２月に公表した２０１３年度予算教書に
おいては，再び高所得者に対するブッシュ減税の不延長等の
富裕層増税が提案されている。
フランスにおいては，２０１０年１０月に成立した複数年財政計

画法に基づく財政健全化を行っていたところ，経済見通しの
下方修正を受け，税収の落込みによる財政赤字拡大を防ぐた
め，２０１１年８月２４日に２０１１・２０１２両年で１２０億ユーロ規模の
財政赤字削減計画を発表，さらに１１月７日には２０１２－２０１６の
５年間で６４７億ユーロの追加財政赤字削減計画を発表した。
これらの計画に係る税制改正は，４次にわたる２０１１年修正予
算法及び２０１２年予算法において，所得税，相続・贈与税，富
裕税に係るインデクセーションの停止による課税最低限の実
質的引下げ，売上高２．５億ユーロ超の企業に対する法人税付
加税（法人税額の５％）導入，食料品を除く大半の品目に対
する付加価値税の軽減税率の引上げ（５．５％→７％）といっ
た措置が講じられた。
こうした措置にも関わらず，欧州諸国の信用不安はフラン
スにも及び，２０１１年末には，フランスの国債金利が急上昇し
た。そして，２０１２年１月１３日，スタンダード・アンド・プ
アーズ社は，フランスの財政赤字と労働硬直性を理由に，国
債格付けをAA＋に引き下げた。
これを受け，サルコジ大統領は２０１２年修正予算法を議会に

提出，２月２９日に成立したことにより，企業の競争力強化及
び雇用促進のため，家族手当保険料の企業負担を軽減するた
め，資本所得に係る社会税の税率引き上げ（３．４％→５．４％）
及び付加価値税の標準税率引上げ（１９．６％→２１．２％）が行わ
れるとともに，財政赤字削減のため，一定の株式取得等に係
る金融取引税を導入することとされた。
ただし，５月６日に決選投票が行われたフランス大統領選
挙においては，大幅な所得増税を提案し，付加価値税率の引
上げに反対していた社会党オランド候補が勝利したため，今
後，税制改正の方向性が変更される可能性がある。
一方，アメリカやフランスと異なり着実に財政健全化を推
進しているイギリスやドイツにおいては，その路線を堅持す
ることを前提として，減税策も提案されている。
イギリスにおいては付加価値税率を２００８年１２月から１５％に
引き下げていたところ，２０１０年１月には１７．５％に，２０１１年１
月には２０％に引き上げたり，減価償却の特例を見直し，法人
税の課税ベースを拡大したりするなど，着実に財政再建化の
道を歩んでいる。２０１２年のバジェットにおいても，財政再建
目標を堅持しつつ，公平で成長を支える持続可能な税制の実
現といった観点から，所得税の最高税率の５０％から４５％への
引下げや法人税率の引下げの前倒し（バジェット２０１１におい
ては２０１２年４月に２６％→２５％とされていたところ，２４％へ引
下げ）が提案されている。
ドイツにおいても，２０１０年６月に閣議決定された２０１４年ま
での「財政健全化の基本方針」に基づき，２０１１年から航空税
及び核燃料税が導入されるなど，財政再建が着実に進められ
る中，与党のキリスト教民主同盟（CDU），キリスト教社会
同盟（CSU）及び自由民主党（FDP）は，所得減税の方針

について合意した。具体的には，名目所得が増えても限界税
率の上昇とインフレにより実質所得が減少する「冷たい累進
性」と呼ばれる現象に歯止めをかけるため，税率の累進性を
緩和し，６０億ユーロ規模の減税を行う２０１２年４月４日に連邦
議会を通過したところであり，今後，連邦参議院で可決され
れば，法案が成立することとなる。
以下，欧米主要国における直近の税制改革の動向（２０１２年
５月現在）を概観する。

Ⅱ．アメリカ

Ⅰ．最近の税制改正を巡る状況

１． 政 治

２０１０年の上下両院の選挙によって，上院は民主党，下院は
共和党が過半数を占めることになり，議会はねじれ状態と
なっている。２０１１年は，連邦債務の上限引上げを巡る議論に
おいて，４月には政府機能の一時閉鎖の懸念，連邦債務残高
が法定上限に達し，８月にデフォルトに陥る恐れとなる事態
に陥った。また，赤字削減のための歳出削減幅やその方法を
巡り両党間で対立し，結果的に合意がまとまらないという事
態が生じたほか，２０１１年末で期限切れとなる社会保障税に係
る減税措置延長の財源措置を巡る対立も生じるなど，両党間
の対立を原因として，税財政措置の議論に大きな影響を与え
た。
２０１２年１１月に，大統領選挙及び上下両院の選挙を実施予定
であり，両党の候補者は，民主党が再選を狙うオバマ大統
領，共和党がロムニー氏で実質的に確定しており，両者の対
決となる見込みである。両者の税制政策に関する提案を比較
すると，オバマ大統領は富裕層に対する増税措置，ロムニー
氏は全体的に減税措置を主張しているなど両者で大きく異
なっている。

２． 経 済

２０１１年の経済成長率は前年比１．７％となり，主な内訳とし
ては，個人消費が前年比２．２％増，設備投資が前年比８．７％
増，住宅投資は前年比１．３％減であった。国際収支では，貿
易・サービス収支は▲５，６００億ドルと前年に引き続き赤字幅
が拡大し，経常収支全体でも，▲４，７３４億ドルと２年で赤字
幅が拡大した。雇用情勢では，失業率は通年平均で８．９％
と，１９８３年（９．６％）以来の高水準となった前年より低下し
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たものの，以前高い水準のままであった。また，消費者物価
上昇率は，エネルギー・原料価格高騰などにより，前年比
３．２％となった。
２０１２年２月１３日，オバマ大統領が公表した「２０１３年度大統
領予算教書」の経済見通しによると，経済成長について
は，２００９年からの回復が継続しており，大統領の提案が実現
すると，２０１２年は名目成長率４．５％，実質成長率２．７％，物価
についてはインフレ率２．２％と予測している。失業率に関し
ては，経済成長の加速に伴い，徐々に低下するものの，６％
以下にまで低下するのは２０１７年以降になると予測している。

３． 財 政

アメリカでは連邦政府の債務の上限が法定されており，こ
れまで債務残高が上限に近づく度に法定上限を改正してきた
（２０００年以降の連邦政府の債務残高と法定上限は下記の表を
参照）。２０１１年に，債務残高が法定上限に達する見込みと
なったが，この上限引上げのための法律改正を行う政治的な
前提として，民主党は増税を含む財政健全化策を主張する一
方，共和党は歳出削減のみによるべきと反発した。２０１１年５
月に連邦政府の債務残高は上限に達した。その後は，「異例
の措置」として，州・地方政府の余裕資金運用のための非市
場性債権の発行の停止，公務員年金基金が資金の運用として
購入している国債を償還して運用対象の無利子の政府預金へ
の切り替えの資金繰り措置を講じていたが，８月２日には，
当該措置による資金繰りが困難となるとの見通しが発表され
ており，債務上限が引き上げられなければ，最悪の場合，デ
フォルトに陥る恐れがあった。そのような状況の中，７月末

に両党間で合意が成立し，８月２日に予算管理法が成立した
ほか，法定債務上限が引き上げられることとなった（２０１２年
１月末時点の法定上限は，１兆３，９４０億ドル）。しかし，その
後，スタンダード・アンド・プアーズ社は，合意された財政
再建計画が，政府の中期的な財政状況の安定のために必要と
されるであろうと当社が考えるものと比べて不十分との理由
から，米国債の格付けを最上級の「AAA」から「AA＋」
に１ノッチ引き下げるとともに，今後の長期的な格付け見通
しを「ネガティブ」とした（ムーディーズ社及びフィッチ社
は最上級の格付けを維持）。
２０１１年予算管理法では，①歳出削減策と同時に債務上限を
引き上げること，②超党派の委員会を設置し，１１月２３日まで
に財政再建策をとりまとめ，同額の債務上限を引き上げるこ
と（仮に決裂した場合又は赤字削減額が１．２兆ドルを下回る
場合は，９年間の合計でベースライン比で最大１．２兆ドルの
歳出の一律削減措置が発動する）を内容とするものである。
同法に基づき設置された超党派委員会においても，民主党
は増税を含む歳出・歳入両面での対策を主張した一方，共和
党は増税に反対して歳出削減のみによるべきと主張し，両党
の対立が繰り返された。２０１１年１１月２１日，同委員会は財政健
全化策のとりまとめを断念する旨を発表し，２０１３年以降，総
額約１．２兆ドルの歳出の一律削減措置が発動されることが確
定した。なお，超党派委員会のとりまとめ断念の発表後，主
要格付け会社３社は格付け判断について変更は行われなかっ
た（ムーディーズ社は，その理由として，最低１．２兆ドルの
削減が確保されていることから，超党派委員会の結果が短期
的には米国の格付けに影響を及ぼさないことを示唆）。

税制政策 オバマ大統領 ロムニー候補

個人所得税 高所得者に対する税率の引上げ
（最高税率３５％→３９．６％）

全ブラケットにおける税率を２０％引下げ（最高
税率３５％→２８％）

法人所得税 最高税率を３５％→２８％に引下げ 最高税率を３５％→２５％に引下げ

配当・長期キャピタル
ゲイン課税

・配当の総合課税化（個人所得税の税率ブラ
ケットを適用）

・高所得者に対する長期キャピタルゲインにか
かる税率を１５％→２０％に引上げ

・現行の税率（０％，１５％）の維持
・所得が２０万ドル未満の世帯に対する非課税

遺産税 ・最高税率を３５％→４５％に引上げ
・課税最低限を５００万ドル→３５０万ドルに引下げ 廃止

暦 年 ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７
名目ＧＤＰ １４５，２７０ １５１，０６０ １５７，７９０ １６５，２２０ １７３，９７０ １８４，４８０ １９５，３３０ ２０６，５１０

名目成長率 ４．２ ４．０ ４．５ ４．７ ５．３ ６．０ ５．９ ５．７

実質成長率 ３．０ １．８ ２．７ ３．０ ３．６ ４．１ ４．０ ３．９

インフレ率 １．６ ３．２ ２．２ １．９ ２．０ ２．０ ２．１ ２．１

失 業 率 ９．６ ９．０ ８．８ ８．６ ８．１ ７．３ ６．５ ５．８

長 期 金 利 ３．２ ２．８ ２．８ ３．５ ３．９ ４．４ ４．７ ５．０

オバマ大統領とロムニー候補の主な税制政策の比較

（注）オバマ政権の政策については予算教書等，ロムニー候補の政策についてはロムニー候補のHP等により作成。

（単位：億ドル，％）

（注）２０１０年は実績。２０１１年以降は見通し。
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また，２０１３年会計年度の予算教書（２０１２年２月１３日公表）
によると，２０１２年会計年度の財政収支は，▲約１兆３，２６９億
ドル（対GDP比▲８．５％）となり，２００９年度以降４年連続
で１兆ドルの大台を超える水準となる見通しであることが示
されている。２０１３年会計年度予算教書では，２０２２年会計年度
までの今後１０年間で，財政収支を対GDP比▲３％以下とす
ることを目標とし，約４兆ドルの財政赤字の削減を行うこと
としている。

Ⅱ．２０１１年及び２０１２年における税制改革に係る動き

２０１１年末に社会保障減税，２０１２年末にブッシュ減税（２００１
年及び２００３年に実施）等の期限が到来することから，期限が
到来する措置について，オバマ大統領は延長又は廃止に係る
提案を行っている。また，オバマ大統領は，大規模な財政赤
字削減策を発表するとともに，国内の雇用創出の観点から，
雇用創出法案や法人税改革案を提案している。
（参考） 社会保障減税（２０１０年減税延長法）

社会保障税は労使折半で負担されており，各々の負担に
ついては，公的年金部分は給与又は１０６，８００ドル（２０１０年
当時）のいずれか少ない額に６．２％を乗じた額，メディケ
ア部分は給与の１．４５％となっている（自営業者については，
公的年金部分が１２．４％，メディケア部分が２．９％）。２０１０年
減税延長法において，２０１１年のみの１年間の措置として，
被用者負担部分の公的年金部分の負担率が６．２％から４．２％
（自営業者については，公的年金部分の負担率を１２．４％か
ら１０．４％）に引き下げられた。

（参考） 主なブッシュ減税の内容
①個人所得税率の段階的引下げ（１５％，２８％，３１％，３６％，
３９．６％→１０％，１５％，２５％，２８％，３３％，３５％）。
②配当所得に係る税率の引下げ（１５％，２８％，３１％，３６％，
３９．６％→０％，１５％）
③長期（１年超）保有のキャピタルゲインに係る税率の引
下げ（１０％，２０％→０％，１５％）
④人的控除及び項目別控除の逓減措置の段階的縮減（２０１０
年廃止）
⑤遺産税の段階的廃止（課税最低限：６７．５万ドル→３５０万
ドルに引き上げ，最高税率：５５％→４５％に引き下げた
後，２０１０年廃止）

⑥贈与税の段階的引下げ（課税最低限：６７．５万ドル→１００
万ドル，最高税率：５５％→３５％）
⑦児童税額控除の拡充（５００ドル／人→１，０００ドル／人）
※ 上記措置については，２０１０年減税延長法等におい
て，２０１２年末まで延長（修正・拡充措置を含む）されて
いる。

１． オバマ大統領の赤字削減策

２０１１年９月１９日，オバマ大統領は，２０１１年予算管理法で規
定された財政赤字削減の目標額を積み上げ（１０年間で約４．４
兆ドルの赤字削減）し，雇用対策（４，４７０億ドル）の財源を
確保することを目的として，財政赤字削減策を発表し，「財
政赤字削減のための合同特別委員会」に提出した。
本提案における主な税制改正の提案（１０年間で約１．５兆ド

ルの増収）は以下の通り。
【個人に対する増税措置】
⑴ 高所得者に対するブッシュ減税の不延長（１０年間８，６６０
億ドルの増収）
２０１３年以降，２０１０年減税延長法によって２０１２年末まで延
長された個人所得税率の引下げ措置について，所得２５万ド
ル超の高所得者に対し，２０１３年以降，当該措置を不延長。

⑵ 高所得者に対する所得控除の制限（１０年間で４，１００億ド
ルの増収）
世帯所得２５万ドル超（単身の場合は２０万ドル超）の高所
得者に対する項目別控除等に関しては無制限に認められて
いるところ，２０１３年以降，高所得者の項目別控除等に対す
る適用税率を２８％に制限。

（参考） 制限のイメージ
収入２００，項目別控除１００，適用税率３５％（累進構造は考慮
しない），その他の控除が存在しない場合，従来の税額は
３５（＝（２００－１００）×３５％）だが，今回の措置が成立する
と，税額は４２（＝２００×３５％－１００×２８％）となる。
⑶ 投資パートナーシップにおける勤労に係る所得の通常所
得化（１０年間で１３０億ドルの増収）
投資パートナーシップにおいて，パートナー（ファンド
マネージャー等）の勤労により発生した所得の分配額（成
功報酬）は，キャピタルゲインとして取扱いが可能となっ
ているところ，２０１３年以降，当該所得について，総合課税
化（１５％～３９．６％の税率）を適用。

（参考） 短期キャピタルゲインは総合課税（通常の所得税
率），長期（１年超の保有）キャピタルゲインは，０％，１５％
の税率で二段階課税される。

【企業に対する増税措置】
⑴ 石油業界への優遇措置の縮減・撤廃（１０年間で４１０億ド
ルの増収）
２０１３年以降，石油会社に対する優遇税制を以下の通り廃
止・縮減。
・油田に注入する化学物質に係る即時費用化の廃止
・石油等に係る国内生産控除（国内生産活動に係る所得に
対し３％の控除）を廃止
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・地質調査費用等に係る償却年数が２年間であるとこ
ろ，７年に延長
・アラスカ等における天然ガス投資等に係る費用に対する
１５％の税額控除を廃止

⑵ 後入先出法の廃止（１０年間で５２０億ドルの増収）
棚卸資産の売上原価の計算において，後入先出法の適用
が可能であるところ，後入先出法による売上原価の計上の
廃止。
⑶ 国際課税の見直し（１０年間で１，１３０億ドルの増収）

所得算入が繰り延べられている海外所得に関連する支払
利息の損金算入の繰延等の実施。
⑷ 連邦失業保険の付加税部分の恒久化（１０年間で１５０億ド
ルの増収）
雇用主に対して課されている０．８％（うち付加税０．２％）
の連邦失業保険税について，２０１１年７月以降，付加税が廃
止されるところ，当該付加税部分を恒久化。

（参考） 連邦失業保険税は，日本の失業保険料に相当するも
のとして，雇用主に対し，支払給与額又は７，０００ドルの
少ない方に０．８％（うち付加税０．２％）を乗じた額を課す
もの。

２． 雇用創出法案

２０１１年９月８日，オバマ大統領は議会演説を行い，雇用対
策として，総額４，４７０億ドルの雇用創出法案を発表した。な
お，減税措置については２０１２年度単年度のものが多く，効果
は短期間に集中すると考えられる内容となっている。
本法案の主な内容は以下の通り。
⑴ 中小企業の雇用促進・投資促進に係る税制措置（７００億
ドルの減収）
○ 社会保障税（公的年金部分）の雇用主負担分の税率を，
企業の支払給与額の５００万ドルまでについて，６．２％から
３．１％に引下げ。
○ 新規の雇用又は既存従業員の給料の増加により支払給
与額が増加した小規模事業者に対し，５，０００万ドルまで
の増加分については，社会保障税（公的年金部分）の雇
用主負担を全額免除。
○ ２０１０年減税延長法により，２０１０年９月９日から２０１１年
末までの設備投資につき，初年度に取得減価全額の償却
（即時償却）が認められているところ，当該措置を２０１２
年末まで延長。

⑵ 米国の再建，近代化に伴う雇用創出に係る税制措置
（１，４００億ドルの減収）
○ ６ヶ月以上求職中の退役軍人を雇用した企業に対
し，１人当たり５，６００ドルの税額控除を，６ヶ月以上求
職中の軍役に係る障害を負った軍人を雇用した企業に対
し，１人当たり９，６００ドルの税額控除を実施。

⑶ 求職者への機会提供に係る税制措置（８０億ドルの減収）
○ ６ヶ月以上求職中の者を雇用した企業に対し，１人当
たり４，０００ドルの税額控除を実施。

⑷ 全米の勤労者，家庭への税制措置（１，７５０億ドルの減収）

○ 社会保障税（公的年金部分）の被用者の負担率につい
て，２０１０年減税延長法により，２０１１年末までの時限措置
として６．２％から４．２％に引き下げられているところ，
２０１２年の１年間の措置として，当該負担率を３．１％に引
下げ。

３． 法人税改革案

２０１２年２月２２日，ホワイト・ハウスと財務省は共同で，税
法の単純化，多数の税の抜け穴と補助金の除去，国内での雇
用創出の促進を目的とした法人税制改革案「法人税改革のフ
レームワーク」を公表した。
本改革案の主な提言内容は以下の通り。
⑴ 課税ベースの拡大と法人税率の引下げ
○ 法人税率の引下げ（最高税率３５％→２５％）
○ 税制優遇措置の大幅な縮小

主な内容は以下の通り。
・後入先出法の廃止
・石油及びガス関連特別措置の廃止
・役員及び従業員に係る保険購入に対応する負債利子
の原則損金不算入
・ファンドマネージャーの成功報酬を通常所得として
課税
・非商業用法人ジェットに対する特別償却制度の廃止

○ 課税ベースの適正化
主な内容は以下の通り。
・減価償却表の見直し
・利払費の損金不算入等により，借入れによる資金調
達優遇を見直し
・法人大企業と非法人の大企業との間の中立性を確保

⑵ 製造業とイノベーションの強化
○ 製造業に対する法人税の実効税率の２５％への引下げ
現行の国内製造による所得に対する控除制度につい
て，製造業に対する控除率を９％から１０．７％に引き上
げ，先端製造業に対する控除率を（会見録では）１８％に
引き上げることにより，製造業に対する法人税率を実質
２５％まで引下げ。
○ 試験研究費税額控除の拡充・簡素化・恒久化

複雑かつ時限的な試験研究費税額控除について，簡便
法による控除割合を１４％から１７％に引き上げるととも
に，当該制度を恒久化。

⑶ 国内投資促進のための国際課税制度の強化
○ 海外での収益に対する課税

米企業の海外子会社の所得についてもミニマム税を課
税。また，海外移転に要する費用を損金不算入とする一
方，海外から米国内への移転に要する費用に対して２０％
の税額控除を実施。

⑷ 中小企業に対する税制簡素化及び減税
主な内容は以下の通り。
・中小企業による１００万ドルまでの適格投資に係る即
時償却を恒久化 等
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⑸ 財政規律の回復
○ 時限的な事業関連租税優遇措置における財源確保

４． 社会保障減税の延長

２０１１年末で期限が到来する社会保障税の減税措置の延長を
巡る議論が議会で活発に行われた。民主党及び共和党とも
に，社会保障減税には賛成していたものの，その財源を巡
り，民主党は，高所得者向けの個人所得税の増税，共和党は
GSE（政府支援機関）による保証料引上げ，連邦政府職員及
び議員の給与凍結延長等による歳出削減を主張して対立して
いた。その結果，民主党が上院で法案を提出するものの，ク
ローチャー動議（注）が否決され採決されないという状態が続
いた。しかし，２０１１年１２月２３日，２０１２年２月末まで同措置を
延長すること等を目的とした「２０１１年一時的給与減税延長法」
（Temporary Payroll Tax Cut Continuation Act of ２０１１）
が，オバマ大統領の署名をもって成立した。なお，その財源
は，GSEによる保証料を引き上げ，増額分を国庫に納付す
ることによって賄われている。
また，２０１２年２月末の期限切れに向け，同措置の延長に係

る議論が両党で行われ，２月２２日，２０１２年末まで同措置を延
長すること等を目的とした「２０１２年中間層減税及び雇用創出
法」（Middle Class Tax Relief and Job Creation Act of ２０１２）
が，オバマ大統領の署名をもって成立した。なお，その財源
の一部は連邦政府職員の年金給付及び医療費関連支出の削減
を充てるものの，その財源の大半については裏付けがなく，
ペイ·アズ·ユー·ゴー原則の対象外としている。
（注）クローチャー動議：上院において，提出された法案
の修正案を何度も提出して審議を求めるなどのフィリ
バスター（議事進行妨害）といわれる行為を行うこと
が可能であり，審議が際限なく行われる可能性がある。
クローチャー動議は，当該法案の審議を打ち切り，採
決を行うか否かを決めるための投票を求める動議であ
る。なお，クローチャー動議の可決には６０票の賛成が
必要である。

Ⅲ．２０１３年度予算教書における税制改革案

２０１２年２月１３日，オバマ大統領は，取り組むべき政策及び
今後１０年間の財政見通しを示す「２０１３年度大統領予算教書」
を公表した。
同予算教書においては，財政健全化に向けて，国防費等の
海外活動経費及び医療関連支出等の削減，高所得者に対して
２０１２年末で期限切れとなるブッシュ減税を延長しない等の増
収策の実施により，今後１０年間で財政収支を対GDP比▲
３％以下にする目標を達成するために今後１０年間で財政赤字
を約４兆ドル削減することを提案した。また，「競争力強化
に向けた取組」として，人材育成，イノーベーションへの投
資，２１世紀型インフラの整備，市場開放・国民の安全の確保
を国内政策の重点分野と位置付けた。

本予算教書における主な税制改正の提案は以下の通り。

１． 増税措置（１０年間で２兆３６１億ドルの増収）

⑴ 富裕層増税（１０年間で１兆４，３３１億ドルの増収）
○ 所得税率の引上げ（１０年間で４，４１６億ドルの増収）

２０１０年減税延長法により，２０１２年末までの時限措置と
して，所得が２５万ドル（夫婦共同申告）超の高所得者に
対して，３３％又は３５％の税率を適用。
○ 配当の総合課税化

２０１０年減税延長法により，２０１２年末までの時限措置と
して，配当については所得税率のブラケットに応じ
て，０％又は１５％の軽減税率が適用されているとこ
ろ，２０１３年以降，配当に係る税率について総合課税化
（１５％～３９．６％）を実施。
○ 人的控除及び項目別控除の逓減廃止措置の見直し

２０１０年減税延長法により，２０１２年末までの時限措置と
して，高所得者に対する人的控除及び項目別控除（医療
費等の実額控除）の逓減措置が廃止されているとこ
ろ，２０１３年以降，人的控除について，所得２５万ドル（夫
婦共同申告）から３７．５万ドルで逓減・消失し，項目別控
除について，所得２５万ドルを超える部分の３％（上限は
特定の項目別控除対象費用の８０％）を控除額から減額。
○ 長期キャピタルゲインに係る税率引上げ

２０１０年減税延長法により，２０１２年末までの時限措置と
して，長期（１年超保有）キャピタルゲインについては
所得税率のブラケットに応じて，０％，１５％の軽減税率
が適用されているところ，２０１３年以降，所得２５万ドル
（夫婦共同申告）超の高所得者について，長期キャピタ
ルゲインに係る税率を２０％（５年超保有については１８％）
に引上げ。
○ 項目別控除の控除割合の見直し（１０年間で５，４８２億ド
ルの増収）
世帯所得２５万ドル超（単身の場合は２０万ドル超）の高
所得者に対する項目別控除等に関しては無制限に認めら
れているところ，２０１３年以降，高所得者の項目別控除等
に対する適用税率を２８％に制限。

⑵ 遺産税等の見直し（１０年間で１，４３３億ドルの増収）
２０１０年減税延長法により，２０１２年は遺産税等について，
最高税率３５％，課税最低限５００万ドルとなっているとこ
ろ，２０１３年以降，遺産税・贈与税等について，最高税率
４５％，課税最低限３５０万ドル（世代飛越移転税は１００万ドル）
を適用。
（参考）「世代飛越移転税」とは，孫世代への財産移転に

対して課される税。
⑶ 国際課税の強化（１０年間で１，４７５億ドルの増収）

２０１３年以降の措置の提案として，主な内容は以下の通
り。
・海外子会社からの将来の配当に対応する支払利子の損金
算入の繰延べ
・受取配当に係る外国税額控除を連結ベースにより算定
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・移転価格税制等における無形資産の範囲にのれん等が含
まれるよう，無形資産の定義の明確化 等

⑷ 金融機関及びその商品の取扱いの見直し（１０年間で８０６
億ドルの増収）
○ 金融機関への金融危機責任負担金の賦課
TARP（不良資産買取プログラム）の損失を取り戻す
ため，資産総額５００億ドル以上の金融機関に対し
て，２０１４年以降，「金融危機責任負担金（Financial Crisis
Responsibility Fee）」を賦課する。税額は，リスクウェ
イト調整後の資産総額から自己資本，保護預金及び一部
の中小企業に対する貸付金を差し引いた額に０．１５％を乗
じた額である。

２． 減税措置（１０年間で３，８６１億ドルの減収）

⑴ 個人向けの減税措置（１０年間で１，７９３億ドルの減収）
○ 大学教育費税額控除の拡充の恒久化

２０１０年減税延長法により，２０１２年までの時限措置とし
て，大学教育費に係る税額控除が給付付き税額控除化さ
れている。控除額は，２，５００ドルを上限とし，給付部分
の上限は税額控除総額の４０％，税額控除額は所得１６万ド
ル～１８万ドル（夫婦共同申告）で逓減・消失とされてい
るところ，２０１３年以降，当該時限措置を恒久化するとと
もに，逓減開始所得及び逓減停止所得のインデクセー
ションを行う。
○ 勤労所得税額控除の拡充の恒久化

２０１０年減税延長法により，２０１２年末までの時限措置と
して，控除額は所得額に適格児童（納税者と同居し，収
入の半分超の支援を受ける１９歳未満の者等）の数に応じ
た控除率を乗じて算出される勤労所得税額控除の向上率
の上昇は３人目の適格児童まで拡大されているとこ
ろ，２０１３年以降，当該措置を恒久化。

○ 児童養育費税額控除の拡大
家庭内の適格扶養親族（１３歳未満の扶養親族又は同居
中の肉体的・精神的障害を有する配偶者・扶養親族）が
勤労のために育児サービス等を受けることが必要な場
合，育児サービス等に要した費用の一定割合（低所得者
は３５％，所得に応じ逓減し高所得者は２０％）の税額控除
が認められており（給付は行わない），３５％の税額控除
の逓減開始所得は１５，０００ドル，逓減停止所得は４３，０００ド
ルとなっているところ，２０１３年より，３５％税額控除の逓
減開始所得を７５，０００ドルに，逓減停止所得を１０３，０００ド
ルに引上げ。

⑵ 雇用創出及び成長のための一時的な減税措置（１０年間で
２４９億ドルの減税措置）
○ 被雇用者及び自営業者に対する社会保障税（公的年金
部分）の減税措置の延長
社会保障税は労使折半（公的年金部分は被雇用者の給
与又は１０６，８００ドルの６．２％，メディケア部分は給与の
１．４５％）となっているところ，２０１０年減税延長法等によ
り，２０１２年２月末までの時限措置として，被雇用者の公
的部分が２％引き下げられているところ，２０１２年末まで
の時限措置として，被雇用者の年金部分について，給与
又は１１０，１００ドルのいずれか少ない額に課税する税率を
４．２％（自営業者は１０．４％）とする引下げ措置を維持。

（参考） 予算教書の公表後，２０１２年末までの時限措置とし
て，被雇用者の公的年金部分に係る税率を４．２％（自
営業者は１０．４％）に引き下げる措置を講ずる法律が成
立。

○ 即時償却措置の延長（２０１２年末まで）
２０１０年減税延長法により，２０１０年９月９日から２０１１年
までの設備投資につき初年度に取得減価全額の償却（即
時償却）が認められているところ，当該措置を２０１２年末
まで延長。
○ 新規雇用又は賃上げを行う企業に対する税額控除の導
入（２０１２年末まで）
新規雇用又は賃上げを行う企業に対して，新規雇用に
ついては２０１２年の賃金の２０％，賃上げについては２０１２年
の上昇分について，１０％の税額控除を実施。

⑶ 国内製造等拡大のための措置（１０年間で１，２０６億ドルの
減収）
○ 試験研究費税額控除の拡充及び恒久化

２０１０年減税延長法により，２０１１年末まで，一定額を超
える試験研究費に対して税額控除が認められているとこ
ろ，２０１２年以降，当該措置を恒久化するとともに，簡便
法による控除割合を１４％から１７％に引上げ。

（参考） 試験研究費の税額控除額の計算方法は以下の２つ
より選択可能。
① 当年の適格研究費から，その企業の１９８４年から１９８８
年までの適格研究費の平均に基づいて算出した額と当
年の適格研究費の５０％のどちらか大きい方を引いた額
の２０％（原則法）

② 当年の適格研究費のうち，直近の過去３年間の適格
研究費の平均額の５０％を超える額の１４％（簡便法）

適格児童の数 ０人 １人 ２人 ３人以上
控除率 ７．６５％ ３４．００％ ４０．００％ ４５．００％
控除限度額 ４７５ドル ３，１６９ドル ５，２３６ドル ５，８９１ドル
逓減開始所得額 １２，９８０ドル ２２，３００ドル ２２，３００ドル ２２，３００ドル
逓減停止所得額 １９，１９０ドル ４２，１３０ドル ４７，１６２ドル ５０，２７０ドル

（参考）２０１２年の控除額（夫婦共同申告）
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項目名
措置の規模

（１０年間の増減収規模）
（▲は減収）

Ⅰ 個人向けの減税措置 ▲１，７９３億ドル（１３．８兆円）

１ 大学教育費税額控除拡充の恒久化 ▲１，３７４億ドル（１０．６兆円）

２ 雇用主による個人退職勘定（IRA）等への自動登録プラン提供の義務付け等 ▲１５０億ドル（ １．２兆円）

３ 勤労所得税額控除の拡充の恒久化 ▲１４０億ドル（ １．１兆円）

４ 児童養育費税額控除の拡大 ▲１０２億ドル（ ０．８兆円）

Ⅱ 雇用創出及び成長のための一時的な減税措置 ▲２４９億ドル（ １．９兆円）

１ 被雇用者及び自営業者に対する社会保障税（公的年金部分）の減税措置の延
長（２０１２年末まで）

▲３１２億ドル（ ２．４兆円）

２ 即時償却措置の延長（２０１２年末まで） ３０９億ドル（ ２．４兆円）

３ 新規雇用又は賃上げを行う企業に対する税額控除の導入（２０１２年末まで） ▲１８４億ドル（ １．４兆円）

Ⅲ 国内製造等拡大のための措置 ▲１，２０６億ドル（ ９．３兆円）

１ 試験研究費税額控除の拡充及び恒久化 ▲１，０８５億ドル（ ８．４兆円）

Ⅳ 中小企業への減税措置 ▲２５２億ドル（ １．９兆円）

１ 中小企業の新規発行株式に係る売却益の非課税措置 ▲７９億ドル（ ０．６兆円）

Ⅴ 地域発展の促進措置 ▲９６億ドル（ ０．７兆円）

１ 新市場税額控除の拡充 ▲３４億ドル（ ０．３兆円）

Ⅵ ２０１３年までに期限切れとなる一部の時限措置の延長 ▲２６４億ドル（ ２．０兆円）

Ⅴ 富裕層増税（所得が２５万ドル（夫婦共同申告の場合）を超える者を対象） １兆４，３３１億ドル（ １１０兆円）

１
ブッシュ減税の不延長（所得税率の引上げ，配当の総合課税化，長期キャピ
タルゲインに係る税率引上げ，人的控除・項目別控除の逓減廃止措置の見直
し）

８，４８９億ドル（６５．４兆円）

２ 項目別控除の控除割合の見直し ５，８４２億ドル（４５．０兆円）

Ⅵ 遺産税等の見直し １，４３３億ドル（１１．０兆円）

Ⅶ 国際課税の強化 １，４７５億ドル（１１．４兆円）

Ⅷ 金融機関及びその商品の取扱いの見直し ８０６億ドル（ ６．２兆円）

Ⅸ 石油会社等への優遇措置の廃止 ２９６億ドル（ ２．３兆円）

Ⅹ その他の歳入に係る改正措置等 １，８９９億ドル（１４．６兆円）

１ 後入先出法の廃止 ７３８億ドル（ ５．７兆円）

２ ファンドマネージャーの成功報酬に対する適用税率の見直し １３５億ドル（ １．０兆円）

Ⅺ タックスギャップの縮小 １２１億ドル（ ０．９兆円）

（参考）２０１３年度予算教書における主な税制措置の一覧（１０年間で総計約１兆６，８２４億ドル（１３０兆円）の増収）

（注）増減収額の見積りの前提は，①２０１３年以降，２０１０年１２月減税延長法による中低所得者層に対するブッシュ減税の延長を維持，②２０１３年以降，２０１２
年の遺産税等の水準を維持，③２０１０年１２月減税延長法における代替ミニマム税の基礎控除額に係るインデクセーションの維持。

（備考）邦貨換算レート：１ドル＝７７円（基準外国為替相場：２０１１年１２月中における実勢相場の平均値）。なお，金額の合計は四捨五入の関係上，必ずし
も一致しない。

※当該大統領予算教書による税制改正案は，今後，与党議員により法案化され審議される可能性が高いが，全て実現するとは限らないことに留意。
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保守党 自由民主党 労働党 中立 その他 計
下院（庶民院） ３０５ ５７ ２５６ － ３２ ６５０

上院（貴族院） ２１８ ９１ ２４０ １８３ ５５ ７８７

（注）上院は一代貴族，一部の世襲貴族，司教等から構成され，公選制
は導入されておらず，任期は終身。

（出典）外務省ホームページ

２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６
２０１２年３月 ０．８ ０．８ ２．０ ２．７ ３．０ ３．０

２０１１年１１月 ０．９ ０．７ ２．１ ２．７ ３．０ ３．０

２０１１年３月 １．７ ２．５ ２．９ ２．９ ２．８ －

（参考）実質GDP成長率の見通し
（単位：％）

Ⅲ．イギリス

Ⅰ．最近の税制改正を巡る状況

１． 政 治

２０１０年５月に実施された下院総選挙の結果，保守党が下院
の第一党となったが，単独過半数に達しなかったため，自由
民主党との連立を組み，キャメロン保自連立政権が誕生し
た。これにより，１３年間続いた労働党政権に終止符が打たれ
た。なお，２０１１年１０月現在の議席数は以下の通り（次回選挙
は２０１５年を予定）。

２． 経 済

２０１１年３月の見通しでは，２０１１年から２０１３年の経済成長率
は，それぞれ１．７％，２．５％，２．９％と見積もられていたが，
ユーロ圏債務危機等の影響により，２０１１年１１月に大幅下方修
正された。
その後，２０１２年３月の経済財政見通しにおいては，２０１１年
第４四半期及び２０１２年第１四半期はプラス成長で，英国経済
がテクニカル景気後退（２四半期連続でのマイナス成長）に
陥ることはないと見込まれていた。しかし，２０１２年４月に発
表された２０１２年第１四半期の経済成長率が▲０．２％（一次速
報）となったことを受け，オズボーン財務大臣は，現在，英
国は極めて厳しい経済状況にあるとの認識を示している。

３． 財 政

２０１１年３月の経済財政見通しにおいて，構造的財政赤字
（対GDP比）は，２００９年度の１１．２％をピークに減少を続
け，２０１６年度には０．７％まで低下，構造的経常収支（対GDP
比）は，２００９年度の▲５．５％をピークに減少し，２０１６年度に
黒字化（＋０．５％），純債務残高（対GDP比）は，２００９年度
の５２．５％から増加し，２０１４年度にピーク に 達 し た 後
（７６．３％），減少傾向に入ると見込まれている。
なお，２０１１年度から２０１２年度にかけて，構造的財政赤字の
大幅減少（６．４％⇒４．０％）が見込まれているが，これは，英
国政府が２０１２年４月に，ロイヤルメール職員の年金に係る資
産及び債務を承継することとなっており，その資産承継額分
（２８０億ポンド）の投資歳出が減少し，結果として同年度の
財政赤字も減少することによる。なお，同要因を除けば，１１
月見通しから大きな変更はない。なお，同要因により，２０１２
年度以降の政府純債務残高（対GDP比）が１．５％程度減少
することとなる。
このような状況下において，英国政府は２０１１年１１月の秋の

財政演説において，従来の財政政策を継続するだけでは，財
政目標（注）の実現が困難となる中，英国の財政に対する市場
のコンフィデンスを維持するため，２０１５年度及び２０１６年度に
おける経常歳出の削減（計１５１億ポンド，具体的な内容は今
後決定予定）等の追加的な財政削減を行うことを決定し，財
政目標の達成を堅持することとした。
なお，２０１２年第１四半期の経済成長率が予想を下回ったも
のの，オズボーン財務大臣は，政府が現在掲げる財政健全化
計画を中止し，借入による債務の拡大は状況をさらに悪化さ
せることになるとして，財政健全化路線を維持する旨を述べ
ている。
（注）財政目標：①２０１６年度までに，構造的経常財政収支

を黒字化させること，②２０１５年度までに，純債務残高
（対GDP比）を減少させること。

Ⅱ．２０１１年及び２０１２年における税制改革に係る動き

２０１２年３月発表のバジェット２０１２（注）において，経済見通
しが昨年１１月と大きく変わらない中，既存の経済政策等の方
針を維持したまま，①安定的な経済，②より公平，効率的で
簡素な税制，③成長を支える改革を実現するための措置を講
じることが提案された。なお，当バジェットは財政中立を前
提として提案されており，２０１６年度においては，１１．４億ポン

２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６
構造的財政赤字 ▲６．４ ▲４．０

（５．７） ▲４．１ ▲２．９ ▲１．９ ▲０．７

構造的経常収支 ▲４．６ ▲４．２ ▲２．７ ▲１．５ ▲０．７ ０．５

純債務残高 ６７．３ ７１．９ ７５．０ ７６．３ ７６．０ ７４．３

【（参考）財政統計】
（対GDP比，単位：％）

（注）２０１２年のカッコ書きは，ロイヤルメール職員年金に係る資産・負債の承継の影響を考慮しない場合。
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ド（歳入減０．４億ポンド，歳出減１１．８億ポンド）の財政健全
化効果が見込まれる。
（注）バジェットとは，将来的な戦略及び経済予測等を含
んだ税制・歳出の両面に関する予算案で，そのうち税
制改正措置については，原則として，下院における予
算演説の直後，１０会期日内の確認決議を条件に，仮の
効力を発する動議を付すことができるほか，当該動議
に付されなかった措置についても，予算審議終了後の
下院決議により施行が可能（原則として８月５日に失
効）。

１． 所得税及び印紙税等に係る措置

⑴ 基礎控除の引上げ等（８，１０５ポンド→９，２０５ポンド）等
【▲３５．８億ポンド（４，４０３億円）】

政府は，中低所得者の支援等を目的として，２０１５年度ま

でに基礎控除を１０，０００ポンドに引き上げることを表明して
おり，２０１３年度については，基礎控除額を１，１００ポンド引
き上げる（８，１０５ポンド→９，２０５ポンド）。一方で，高所得
者がその恩恵を受けないよう，２０１３年度に２０％の税率が適
用されるブラケットの上限を２，１２５ポンド引き下げる
（３４，３７０ポンド→３２，２４５ポンド）。
⑵ 所得税最高税率の引下げ（現行５０％→４５％）

【▲１．１億ポンド（１３５億円）】
英国における所得税の最高税率はG２０の中で最も高く，

英国内で勤労することの魅力が損なわれるリスクが存在す
る。バジェット２０１１（２０１１年３月発表）において，歳入関
税庁（HMRC）が５０％の最高税率の効果について検証す
ることとされたことを受け，歳入関税庁が検証した結果に
よると，当該税率は，経済的に効率的ではなく，当該税率
は英国税制の競争力を阻害し，長期的には歳入に対して負

項 目 名
２０１６年度の増減収規模

億ポンド 億円
１ 所得税及び印紙税等に係る措置

⑴ 基礎控除の引上げ等
（２０１３年度の当初予定８，１０５ポンド→９，２０５ポンド）

▲３５．８ ▲４，４０３

⑵ 所得税最高税率の引下げ（現行５０％→４５％） ▲１．１ ▲１３５

⑶ 軽減措置の制限（所得控除５０，０００ポンド超の利用者に所得の
２５％のキャップ）

３．０ ３６９

２ 成長・企業

⑴ 法人税率の更なる引下げ（２０１２年度：２４％，２０１３年度２３％。
２０１４年度：２２％）

▲９．２ ▲１，１３２

⑵ 銀行税の税率引上げ（２０１３年度：０．０７５％→０．１０５％） ４．６ ５６６

３ 環境
⑴ 社用車の使用に係るフリンジベネフィット課税の強化 ６．０ ７３８

４ 諸税
⑴ タバコ税率の引上げ（インフレ率＋５％） ０．５ ６２

５ 簡素化
⑴ 高齢者に係る基礎控除の増額凍結 １２．５ １，５３８

⑵ 付加価値税における軽減税率等の適用対象の変更 １．６ １９７

６ その他の措置
⑴ 職域年金制度等への自動加入方式の適用時期の一部延期 ３．４ ４１８

税 率 ２０１１年度 ２０１２年度 ２０１３年度
２０％
（Basic Rate） ０～３５，０００ ０～３４，３７０ ０～３２，２４５

４０％
（Higher Rate） ３５，００１～１５０，０００ ３４，３７１～１５０，０００ ３２，２４６～１５０，０００

５０％
（Additional Rate） １５０，００１～ １５０，００１～ １５０，００１～

※税率は４５％

基礎控除額 ７，４７５ ８，１０５ ９，２０５

（参考）税率表（利子・配当所得を除く給与所得等） （単位：ポンド）
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の影響を与える可能性があるなどと結論付けられた。
この検証結果を踏まえ，２０１３年度の所得税の最高税率を
５％引き下げることとした（５０％→４５％）。
⑶ 軽減措置の制限（所得控除５０，０００ポンド超の利用者に所
得の２５％のキャップ） 【▲３．０億ポンド（３６９億円）】
所得控除等の軽減措置は，投資や慈善活動の促進といっ
た正当な理由に基づいて存在するが，控除額が無制限であ
る場合，高所得者の実効税率が中低所得者よりも低くなる
こともあり，不公平が生じる。そこで，軽減措置の過度な
利用を抑制するため，所得控除５０，０００ポンド超の利用者に
対し，控除額を所得の２５％に制限する。なお，当該措置が
多額の寄附に依存する慈善活動団体に深刻な影響を与えな
いようにする方法を別途検討することとする。

２． 成長・企業

⑴ 法人税率の更なる引下げ（２０１２年度：２４％，２０１３年度
２３％，２０１４年度：２２％） 【▲９．２億ポンド（１，１３２億円）】
バジェット２０１１において，英国法人税制の競争力を改善

するため，２０１１年４月に法人税率を２％引き下げ（２８％→
２６％），その後も毎年１％ずつ引き下げ，最終的に２０１４年
４月には２３％とするとされていたところ，２０１２年４月の引
下げ幅を１％から２％に拡大し，２４％に引き下げるととも
に，翌年度以降も１％ずつ引き下げ，２０１４年４月には２２％
とする。
⑵ 銀行税の税率引上げ（２０１３年度：０．０７５％→０．１０５％）

【４．６億ポンド（５６６億円）】
銀行税の税収を当初の見込みどおり，最低年間２５億ポン

ド確保するとともに，法人税率の引下げが金融機関に与え
る利益を考慮し，２０１３年度の銀行税の税率を０．１０５％とす
る。なお，２０１２年度の税率についても０．０８８％に引上げ。

３． 環 境

⑴ 社用車の使用に係るフリンジベネフィット課税の強化
【６．０億ポンド（７３８億円）】

社用車を個人目的で使用する場合，原則として，取得原
価に１kmあたりのCO２排出量に応じた適用割合（５％～
３５％）を乗じた額が，年間の受益額として所得に算入され
る。今回，二酸化炭素の排出量が７５g/km以上の車両に係
る適用割合を２０１４年度に１％引き上げる（最大適用割合は
３５％のまま）とともに，２０１５年度及び２０１６年度についてさ
らに２％引き上げ（最大適用割合３７％）。また，社用車の
減価償却については，１kmあたりのCO２排出量に応じ
て初年度全額償却，１８％定率法または８％定率法のいずれ
かが認められているところ，２０１３年度以降，初年度全額償
却及び１８％定率法に係る排出量の基準を厳格化。

４． 諸 税

⑴ タバコ税率の引上げ（インフレ率＋５％）
【０．５億ポンド（６２億円）】

２０１２年３月２１日午後６時より，タバコ税の従量税部分に

ついて，小売物価指数の伸び率＋５％の割合で引き上げる
（例：紙巻たばこ１５４．９５ポンド／１，０００本→１６７．４１ポン
ド／１，０００本）。なお，従価税部分（小売価格の１６．５％）は
変更せず。

５． 簡素化

⑴ 高齢者に係る基礎控除の増額凍結
【１２．５億ポンド（１，５３８億円）】

財務大臣に対する独立した助言機関である租税簡素化室
（Office of Tax Simplification）が２０１２年３月６日に公表
した年金課税の見直しに係る中間報告書において，高齢者
に係る基礎控除が税制の複雑性をもたらしていると指摘さ
れたことなどを踏まえ，年齢に関わらず基礎控除を同額と
し，勤労世代と年金世代が減税措置を等しく享受できるよ
うにするため，２０１３年度以降，高齢者に係る基礎控除額に
つき，通常の基礎控除と同水準になるまで，２０１２年度の水
準（１９３８年４月６日～１９４８年４月１５日に出生した者につい
ては，１０，５００ポンド，それ以前に出生した者については
１０，６６０ポンド）に凍結。
⑵ 付加価値税における軽減税率の適用対象の変更

【１．６億ポンド（１９７億円）】
以下の状況に対応するため，一部の温かいテイクアウト
商品やスポーツドリンク等，軽減税率等が適用されている
一部商品・サービスを標準税率化する（２０１２年１０月より適
用予定）。なお，法令案のパブコメ（２０１２年５月１８日締切）
を踏まえ，今後，その内容を決定予定。
ⅰ 軽減税率等の適用対象が１９７３年の付加価値税の導入以
来，ほとんど変更されていなかったところ，当時予見で
きなかったタイプの商品・サービスの提供が行われてき
ていること
ⅱ 法令ではなく判例で事例が蓄積されてきたことによる
不確実性の上昇

（参考） 変更例
① スポーツ飲料

スポーツ飲料は水分補給等の目的を有し，糖分が含ま
れる場合は標準税率の適用になっているところ，水分補
給等の目的ではなく，身体能力の向上等の目的であると
主張されていた一部のスポーツ飲料はゼロ税率の適用と
なっていた（判例）。今回，法令上，スポーツ飲料がゼ
ロ税率適用対象外と明記。
② 温かいテイクアウト商品

現行の付加価値税法上，食品にはゼロ税率が適用され
るが，その例外として，「ケータリングの過程」で提供
される食品（すなわち，提供地で消費される全ての食品
及び提供地外で消費される「温かい食品」）は除くとさ
れている。
「温かい食品」は，気温より高い温度での消費を可能
とすることを目的として温められ続けるとともに，提供
された時点でも気温より高い温度であると定義されてお
り，見た目の改善目的や衛生関連規則の遵守目的で温め
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与党派 中立派 野党派
議席数（割合） ２８（４１％） １５（２２％） ２６（３８％）

連邦参議院の議席数（２０１２年４月現在）

（注）中立は，連邦議会における与党と野党が州議会において連立を組
んでいる場合。

られ続けていると主張されていたパンやパスティ（牛ひ
き肉等のパイ包み）は「温かい食品」とはみなされず，
現在ゼロ税率が適用されている。
今回，「温かい食品」の定義規定が改正され，パンを
除き，消費者に提供された時点で気温より高い温度を有
する食品は目的を問わず全て「温かい食品」に含まれる
こととなり，パスティについても「温かい食品」として
標準税率の適用となる。

（注）５月末の報道によると，本改正に係る批判が大き
かったことから，要件を変更し，温かい棚で陳列販売
される食品が標準税率の対象とされる見込み（４，０００万
ポンドの減収見込み）。

６． その他の措置

⑴ 職域年金制度等への自動加入方式の適用時期の一部延期
【３．４億ポンド（４１８億円）】

２００８年年金法において，全ての事業者に対し，一定の年
齢要件及び所得要件等を満たす被用者を雇用する場合，当
該被用者を職域年金制度等に一律強制加入させる義務を負
うこととされ（被用者の脱退は任意），２０１２年１０月より２０１５
年にかけて，大規模事業者から順にその適用が開始される
予定だった。今回，例外的に厳しい経済状況を鑑み，２０１２
年１月に雇用労働省が発表したスケジュールに従い，小規
模事業者（従業員５０人未満）について，原則として，２０１５
年８月（従業員数３０～４９人）または２０１６年１月（従業員数
３０人未満）にその適用時期を延期。なお，当該年金への拠
出につき，政府から税額控除の形で実質的な補助が行われ
ることから，適用時期の延期により，政府歳入は増加する
こととなる。

Ⅳ．ドイツ

Ⅰ．最近の税制改正を巡る状況

１． 政 治

⑴ ２０１３年秋の連邦議会選挙に向けた動き
ドイツでは，２００９年９月に連邦議会（下院）選挙が行わ
れ，メルケル首相率いるキリスト教民主／社会同盟
（CDU/CSU）が勝利し，社会民主党（SPD）との連立政
権を解消して，自由民主党（FDP）との中道右派連立政
権を樹立した。その後の州議会選挙を受けて，連邦参議院
（上院）においては与党派が過半数を割るというねじれの
状態が発生し，連邦議会を通過した法案が連邦参議院で修
正を受ける，という事態が生じている。与党が州議会選挙
で敗北を続ける中，２０１３年秋には，再度，連邦議会選挙が
行われる予定である。与党を構成するFDPは，各州議会
選挙で議席確保に必要な得票率５％すら獲得できておら

ず，連邦参議院におけるねじれの状態がさらに強まってい
る。
このような中，２０１１年１２月に，ゼロ税率適用限度額の拡
大や税率の累進性緩和などの所得税減税を盛り込んだ「冷
たい累進性排除法案」が連邦議会に提出された。少数与党
のFDPが３年前の政権合意当時から所得税減税を強く主
張してきたこともあり，最大与党のCDUは減税に慎重な
姿勢を示してきたものの，円滑な政権運営のため，FDP
の要求をある程度受け入れ，法案提出に至った。ショイブ
レ財務相（CDU）は「公的債務の削減路線から逸脱しな
い」範囲で譲歩したとコメントしているが，エコノミスト
や市民の間では，減税よりも財政再建を行い，マーストリ
ヒト条約をいち早く達成すべきという声が大半を占めてい
る。現在，すでに連邦議会を通過し，野党が過半数を占め
る連邦参議院に法案が提出されているが，全野党は減税を
批判しており，現時点では成立しない可能性が高い。

⑵ 各州議会選挙の動向
ドイツでは，２０１０年５月に行われたノルトライン・ヴェ

ストファーレン州議会選挙で連立与党が敗北してから，連
邦参議院で野党が過半数を占めるねじれ状態にある。
２０１１年９月４日にメクレンブルク・フォアポンメルン州
において州議会選挙が行われ，SPDと緑の党（Grüne）が
得票率を大きく拡大する一方，国政レベルの与党である
CDU/CSUと FDPはともに大敗した。FDPは議席獲得に
必要な５％を大きく割り込んだため，議席を獲得すること
が出来なかった（議席数，得票率については下記参照）。
２０１１年９月１８日にベルリン州において州議会選挙が行わ
れ，同州与党の SPDが得票率を落としながらも第１党の
地位を維持した一方，選挙戦の終盤にギリシャの債務不履
行をタブー視しないとのキャンペーンを打ち出したFDP
は得票率が前回選挙（２００６年）から激減，メクレンブルク・
フォアポンメルン州と同様，議席獲得に必要な５％を大き
く割り込んだ。同州選挙の台風の目となったのは初参加の
海賊党（Piraten）で，得票率８．９％を獲得し，国内で初め
て議席を獲得した。同党はインターネットの利用を前提と
した政治・社会生活の実現や著作権規制の緩和，公共交通
機関の無料化などを要求しており，選挙公約には総合性が
ないものの，政治不信の高まりが追い風となり議会進出を
果たした（議席数，得票率については下記参照）。
２０１２年３月２５日にザールラント州において州議会選挙が
行われ，２大政党のCDU/CSUと SPDがともに得票率を
伸ばした。CDU/CSUが得票率を伸ばした結果，同州与党
の SPDと合わせて５１議席中３６議席を獲得し，安定的に政
権を運営できる基盤を確保した。これまで同州の与党だっ
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たFDPは得票率が前回の９．２％から１．２％へと激減し，議
席獲得に必要な５％を大きく下回った。国政レベルでの人
気凋落のほか，州レベルでの党内の内紛も響いたと考えら
れる。ベルリン州に続き，同州選挙の初参加となった海賊
党は，いきなり得票率７．４％を獲得し，初の議席獲得を達
成した（議席数，得票率については下記参照）。
各州議会選挙を受け，連邦参議院において，州議会の与
党に連邦議会の野党が含まれない州の有する議席数は，全
体の４１％（２０１２年４月現在）と過半数を割り込み，依然と
してねじれの状態が継続していることが窺える。
⑶ 欧州債務危機への対応

２０１１年８月１６日に行われた独仏首脳会談において，独仏
共同でユーロ圏における金融取引税の創設を提案すること
及び，２０１３年以降，両国で法人税の税率及び課税ベースを
共通化する予定であることが発表された。
欧州債務危機を背景に，英国とチェコを除く欧州連合
（EU）加盟国２５カ国は１月末の首脳会談で，各国の財政
規律を強化する新条約に調印することで合意。この合意に
基づき，２０１２年３月２日に，欧州連合の欧州理事会（EU
首脳会談）において，中長期的にユーロ圏の財政的安定を
目指す「経済通貨同盟における安定，調整および統治に関
する条約（財政条約）」に署名。当該条約は，遅くとも２０１３
年１月１日の発効を目標としている。
先の独仏首脳会談で導入に関する合意が行われた金融取
引税について，メルケル首相個人としてはユーロ圏内での
導入も考えているが，連立与党であるFDPが EU加盟国
２７カ国全体での導入を主張しており，ドイツ政府として

は，EU域内で共通に導入されるべき税制と捉えている。
FDPを始めとするユーロ圏内導入反対派の論拠としては，
大きな金融市場であるロンドンを有するイギリスを巻き込
まないことで，金融市場における自国の競争力低下を招く
点が挙げられている。
ドイツの想定する金融取引税は，幅広くデリバティブも
含めた金融取引に課税するもので，租税債務者には金融機
関だけでなく市場で活動しているヘッジファンドも含まれ
る。投機的な金融取引に課税をし，間接的に投機を抑制す
る目的で導入を検討しており，国際連帯税のように目的税
化する予定はない。また，すでに金融危機への対応として
銀行負担金が導入されているが，両者は並び立つものであ
り，銀行負担金が廃止されることはない。なお，ドイツが
考える金融取引税は，あくまでもEUの指令に基づき，各
国が税制として定め，各国が徴収する税である。

２． 経 済

連邦財務省が２０１２年４月に発表した２０１２年安定化プログラ
ムによれば，２０１１年の実質経済成長率は３．０％であり，２０１２
年も０．７％と引き続きプラス成長すると予測している。また，
連邦経済技術省によれば，雇用の増大，収入の増加，安定的
な物価といった背景から，ドイツ経済は引き続き堅調であ
り，２０１２年中に経済成長のペースは回復すると予測してい
る。

キリスト民主同盟
（CDU）

自由民主党
（FDP）

社会民主党
（SPD）

緑の党
（Grüne）

左翼党
（Linke） その他

獲得議席数 １８ ０ ２７ ７ １４ ５

（ ）内は増減数 （▲４） （▲７） （＋４） （＋７） （＋１） （▲１）

得票率 ２３．０ ２．８ ３５．６ ８．７ １８．４ １１．５

キリスト民主同盟
（CDU）

自由民主党
（FDP）

社会民主党
（SPD）

緑の党
（Grüne）

左翼党
（Linke）

海賊党
（Piraten） その他

獲得議席数 ３９ ０ ４８ ３０ ２０ １５ ０

（ ）内は増減数 （＋２） （▲１３） （▲５） （＋７） （▲３） （＋１５） （０）

得票率 ２３．４ １．８ ２８．３ １７．６ １１．７ ８．９ ８．３

キリスト民主同盟
（CDU）

自由民主党
（FDP）

社会民主党
（SPD）

緑の党
（Grüne）

左翼党
（Linke）

海賊党
（Piraten） その他

獲得議席数 １９ ０ １７ ２ ９ ４ ０

（ ）内は増減数 （０） （▲５） （＋４） （▲１） （▲２） （＋４） （０）

得票率 ３５．２ １．２ ３０．６ ５．０ １６．１ ７．４ ４．５

メクレンブルク・フォアポンメルン州議会選挙結果（２０１１年９月４日実施）

ベルリン州議会選挙結果（２０１１年９月１８日実施）

ザールラント州議会選挙結果（２０１２年３月２５日実施）
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資本＋負債－（自己資本＋預金）の額 負担率（超過累進）
３億ユーロ超１００億ユーロ以下 ０．０２％

１００億ユーロ超１，０００億ユーロ以下 ０．０３％

１，０００億ユーロ超２，０００億ユーロ以下 ０．０４％

２，０００億ユーロ超３，０００億ユーロ以下 ０．０５％

３，０００億ユーロ超 ０．０６％

負担額（＋）

①＋②の値

（①＋②）×５％の値

０

翌期以降に
繰越される部分

営業利益の 20％
（負担額＋繰越額の上限）

営業利益（＋）

（参考）上限額を加味した負担額のイメージ

３． 財 政

⑴ ２０１２年予算の概要
２０１２年予算は，２０１１年７月に閣議決定し，同年１１月に成
立した２０１２年予算法（Haushaltsgesetz ２０１２）により規定
されている。同予算における歳出総額は，前年予算比４億
ユーロ増の３，０６２億ユーロとなり，歳入については，税収
が前年予算比２００億ユーロ増の２，４９２億ユーロ，税外収入が
前年予算比２７億ユーロ増の３０９億ユーロとなった。その結
果，本予算における公債収入額は２６１億ユーロとなった。
⑵ 財政見通し

２０１２年安定化プログラムによれば，２０１１年の構造的財政
収支（対GDP比）は▲０．７％となっている。ドイツでは
２００９年７月のドイツ基本法改正により，連邦予算につい
て，２０１１年以降，構造的財政収支（対GDP比）が０．３５％
を上回ってはいけないという債務抑制条項（通称「債務ブ
レーキ」）が存在する（ドイツ基本法１０９条・１１５条）。ただ
し，連邦は２０１５年末までに，州は２０１９年末までに当該条項
を満たせばよい（ドイツ基本法１４３d条）。同安定化プログ
ラムによれば，２０１４年以降，当該条項は達成される見通
し。
また，マーストリヒト条約に基づき，財政収支（対GDP

比）は▲３．０％まで，債務残高（対GDP比）は６０％まで
とされているところ，ドイツの２０１１年の財政収支（対GDP
比）は▲１．０％と目標を満たしているが，債務残高（対GDP
比）は８１．２％と以前と高い数字のままであり，２０１６年まで
の見積りにおいても，６０％は達成されないままである。

Ⅱ．２０１１年及び２０１２年における税制改革に係る動き

１． 銀行負担金に関する政令（Restrukturierungsfonds-
Verordnung（RStruktFV））

２０１０年１２月に成立した金融機関再生関連法における，銀行
負担金の創設及び負担率等については政令で別途定めるとの
規定に基づき，２０１１年７月に銀行負担金に関する政令が成立
した。銀行負担金は，金融機関の存続危機あるいはシステ
ミックリスクに際し，金融安定化のための資本注入等を行う
金融再生基金の原資を確保することを目的として導入され

た。負担金の賦課対象者はドイツ国内で銀行業務を営む金融
機関（単体ベース）及びEEA（EU＋ノルウェー＋アイスラ
ンド＋リヒテンシュタイン）外の外国金融機関のドイツ支店。
なお，負担額の算出方法は下記計算方法により算出された金
額の合計。負担額には上限額が設定されており，営業利益の
２０％，又は下記⑴＋⑵により算出される金額の５％に相当す
る額のどちらか大きい方とされている。超過額については，
翌年以降に繰越し（２０１９年までは翌年以降２年間，２０２０年か
らは翌年以降５年間繰越し）。また，負担額＋繰越額の上限
は営業利益の２０％である。なお，銀行負担金の法人税法上及
び営業税法上の損金算入は不可。２０１２年の増収額（見積り）
は１０億ユーロ（０．１兆円，報道ベース）である。
⑴ 負債と資本の合計額から，自己資本及び預金等を除いた
部分に下表の負担率を乗じた額

⑵ 期末日に対象金融機関が保有しているデリバティブの想
定元本に０．０００３％を乗じた額

（注）１ドイツにおいて本措置は税ではなく，使途が特定さ
れた負担金として分類されている。

２銀行負担金の負担率等は政令によって定められると
されているため，負担率等はドイツ連邦財務省が発
表した政令によるもの。

２０１１年
（見積り）

２０１２年
（見積り）

２０１３年
（見積り）

２０１４年
（見積り）

２０１５年
（見積り）

２０１６年
（見積り）

実質経済成長率 ３．０％ ０．７％ １．６％ １．６％ １．６％ １．６％

構造的財政収支
（対GDP比） ▲０．７％ ▲０．５％ ▲０．５％ ０％ ０％ ０％

財政収支
（対GDP比） ▲１．０％ ▲１．０％ ▲０．５％ ▲０％ ０％ ０％

債務残高
（対GDP比） ８１．２％ ８２％ ８０％ ７８％ ７６％ ７３％

経済・財政指標

（出典）ドイツ連邦財務省「２０１２年安定化プログラム」
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２． 租税簡素化法（Steuervereinfachungsgesetz ２０１１）

納税者及び税務当局の事務負担の軽減を目的として，租税

簡素化法案が２０１１年９月２３日に連邦参議院で可決され成立
し，１１月１日より施行されている。減収額は平年度ベースで
約５．９億ユーロ（各年の減税額については下記参照）。

同法における主な税制改正は以下の通り。
① 被用者概算控除額を９２０ユーロから１，０００ユーロへ増額
② 児童保育費控除適用に関する要件（片親世帯について，
児童の年齢制限が３歳以上６歳未満）の廃止
③ 児童手当適用に関する要件（児童の所得が８，００４ユー
ロ以下）の廃止

（注）①については２０１１年１月から遡及適用。②・③は
２０１２年１月から適用。

３． 冷たい累進性排除法案（Gesetz zum Abbau der kalten
Progression）

冷たい累進性排除法案は２０１２年４月４日に連邦議会を通過
し，現在，連邦参議院に提出されており，今回連邦参議院で
可決された場合には，法案が成立することとなる。減収額は
平年度ベースで６１．１億ユーロ（各年の減税額については下記
参照）。

主な税制改正は以下の通り（内容は閣議決定後のもの）。
○ ゼロ税率適用限度額の拡大と累進性緩和

２０１３年度の税額算出式（[ ]内は２０１４年度以降のもの）
を以下の通りとする。
S＝税額
①課税所得 ８，１３０［８，３５４］ユーロ以下
S＝０
②課税所得 ８，１３１［８，３５５］ユーロ以上

１３，６８５［１４，０６２］ユーロ以下
S＝（８９７．３９［８７３．４４］Y＋１，４００）×Y
（Yは課税所得から８，１３０［８，３５４］ユーロを減じた
額の１０，０００分の１）

③課税所得 １３，６８６［１４，０６３］ユーロ以上
５３，７２７［５５，２０８］ユーロ以下

S＝（２２５．１４［２１９．１０］Z＋２，３９７）×Z＋１，０５５［１，０８４］

（Zは課税所得から１３，６８５［１４，０６２］ユーロを減じ
た額の１０，０００分の１）
④課税所得 ５３，７２８［５５，２０９］ユーロ以上

２４９，９９９ユーロ以下
S＝０．４２X－８，３０３［８，５３１］

⑤課税所得 ２５０，０００ユーロ以上
S＝０．４５X－１５，８０３［１６，０３１］
（Xは課税所得）

４． 税制改正による税収見積り

２０１２年に行われる税制改正を加味した２０１２年から２０１５年ま
での税収見積りは以下の通り（２０１３年～２０１５年の税収見積り
は，２０１２年予算と同時に提出された中期財政計画に基づくも
の）。

単位
（億ユーロ）

２０１２年
（見積り）

２０１３年
（見積り）

２０１４年
（見積り）

２０１５年
（見積り）

２０１６年
（見積り）

総税収 ▲８．３ ▲５．７ ▲５．９ ▲５．９ ▲５．９

連邦 ▲８．４ ▲５．７ ▲５．９ ▲５．９ ▲５．９

州及び市町村 ０．２ － － － －

単位
（億ユーロ）

２０１３年
（見積り）

２０１４年
（見積り）

２０１５年
（見積り）

２０１６年
（見積り）

２０１７年
（見積り）

総税収 ▲１９．５ ▲５６．７ ▲６２．６ ▲６４．１ ▲６５．８

連邦 ▲１２．６ ▲３７．７ ▲４０．３ ▲４１．０ ▲４１．８

州及び市町村 ▲６．９ ▲１９．１ ▲２２．２ ▲２３．１ ▲２４．０

（単位）
１０億ユーロ

２０１１年
（確定）

２０１２年
（見積り）

２０１３年
（見積り）

２０１４年
（見積り）

２０１５年
（見積り）

総税収 ２４８．１ ２４９．２ ２５６．４ ２６５．８ ２７５．７

（出典）ドイツ連邦財務省「月次統計（Monatsbericht）（２０１２年３月）」
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Ⅴ．フランス

Ⅰ．最近の税制改正を巡る状況

１． 政 治

⑴ ねじれ国会の出現
２０１１年９月２５日の上院選挙（全３４８議席のうち約半数改
選）後，社会党を中心とする左派勢力が議席の過半数を占
めるに至った。下院においては，国民運動連合（UMP）
を中心とする与党勢力が多数を占めているため，「ねじれ
国会」状況が出現し，数次の予算編成において，上院によ
る否決後に下院による再可決という事態が連続し，税制改
正において政府が野党に譲歩する場面も散見されることと
なった。
⑵ 大統領選挙

欧州債務危機を背景に財政健全化の重要性を説くサルコ
ジ大統領（UMP）は，財政再建への取組を堅持する姿勢
を保つことで，「危機に強い大統領」として有権者へのア
ピールを図った。また，年明け後の２０１２年１月２９日にはテ
レビ・インタビューの中で，大統領選挙を見据えた政策の
重要課題として，市場の信認を確保する観点から財政赤字
の削減に加え，経済対策を重視する観点から企業の競争力
強化・失業対策を軸とする改革案を発表し，その後２０１２年
第１次修正予算法として成立させた。
しかし，大統領選をめぐる世論調査では，社会党前第一
書記のオランド氏がほぼ一貫して支持率でサルコジ大統領
の優位に立つ状況が続き，２０１２年４月２２日の大統領選第一
回投票では，サルコジ大統領及び社会党前第一書記のオラ
ンド氏が各々約２６％，約２８％の得票率で決選投票に進ん
だ。そして，その２週間後の５月６日に行われた決選投票
の結果，約５２％の得票率で，オランド氏がサルコジ大統領
を破り，仏第５共和制下での第７代大統領に選出された。
左派政権の誕生はミッテラン政権以来１８年振りとなり，ま
た，オランド氏が選挙期間中，大幅な所得増税を提案し，
付加価値税率の引上げに反対していたこともあって，今
後，税制改正の方向性が変更される可能性がある。

２． 経 済

２０１０年９月の２０１１年予算法案提出時には各 １々．５％・２．０％
との見通しを打ち出していた２０１１年及び２０１２年の実質GDP
成長率については，２０１１年６月の政府見通し発表時に
は，２．０％・２．２５％に上方修正したものの，２０１１年８月の財
政赤字削減計画（後述３⑵ⅰ）発表時には各 １々．７５％に下方
修正することとなった。さらに，２０１２年の実質GDP成長率
については，２０１１年１１月の追加財政赤字削減計画（後述３⑵
ⅱ）発表時には１．０％へ，２０１２年２月の２０１２年第１次修正予

算法案（後述Ⅱ３）発表時には０．５％へと下方修正を続けた。
なお，２０１１年の消費者物価上昇率についてフランス政府は

２．１％と発表している。

３． 財 政

⑴ 財政健全化に関する憲法改正案を巡る動き
毎年の予算法案と社会保障予算法案について，多年次の
複数年財政計画法に服する内容とすることを義務付ける憲
法改正案が２０１１年３月１６日に閣議決定された後，下院，上
院での国会審議を経て，２０１１年７月１３日に下院で最終的に
可決された。もっとも，憲法改正案の成立には，両院総会
で全議員（下院５７７議席，上院３４８議席）の６０％以上の賛成
票（５５５議席）が必要となるところ，左派勢力が勝利した
９月２５日の上院選挙により，憲法改正は絶望的となり，両
院総会への憲法改正案の提出は見送られることとなった。
⑵ 財政赤字削減計画の発表

憲法改正には至らなかったものの，一貫して財政赤字対
GDP比の継続的な削減（後掲参考）を目指す政府は，経
済見通しの相次ぐ下方修正を受け，税収の落込みによる財
政赤字拡大を防ぐため，２０１１年８月２４日にⅰ財政赤字削減
計画，同年１１月７日にⅱ追加財政赤字削減計画を発表し
た。
ⅰ 財政赤字削減計画（増収見込み額：２０１１年・２０１２年で
１２０億ユーロ）
公務員新規雇用の抑制の継続等による１０億ユーロの歳
出削減を打ち出すとともに，富裕層及び大企業への課税
強化を中心とした税制改正による１１０億ユーロの歳入増
を図り，２年間で総額１２０億ユーロの財政赤字削減が見
込まれている。同計画中打ち出された主な税制関連措置
は以下の通り（増収見込み額は財政赤字削減計画
中，２０１２年の増収見込み額として示されたもの）。なお，
①～④については２０１１年９月８日成立の２０１１年第２次修
正予算法，⑤については同年１１月２９日成立の２０１２年社会
保障予算法，⑥⑦については同年１２月２１日成立の２０１２年
予算法により各々成立している。
① 欠損金の繰越し控除額の制限及び繰戻し期間の短縮
（増収見込み額１５億ユーロ）
従来，欠損金につき，繰越し控除額は無制限であっ
たところ，今回の改正により，所得が１００万ユーロ超
の場合には，控除可能額を１００万ユーロ＋所得のうち
１００万ユーロ超の部分の６０％に制限する。また，全て
の法人に対して繰戻し期間を３年から１年に短縮す
る。
② 資本所得に係る社会税の税率引上げ（増収見込み額
１３億ユーロ）
有価証券キャピタルゲイン及び家賃・地代等につき

２０１１年の所得分より，不動産キャピタルゲイン及び利
子・配当等につき２０１１年９月２０日以降得た所得分よ
り，社会税の税率を２．２→３．４％に引き上げる（資本所
得に係る社会保障関連諸税の合計は，１３．５％となる。
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なお，社会税の税率については後述Ⅱ３⑶参照）。
③ 個人保有の不動産譲渡益に対する課税強化（増収見
込み額２２億ユーロ）
従来，個人が保有する不動産のキャピタルゲインに
係る税額算出においては，５年超の保有期間年数×
１０％分を所得控除することが認められていたところ，
今回の改正により，８月２５日以降に行なわれた譲渡に
関しては，所得控除を廃止する。
なお，主たる住居については，従来からの免税措置
が継続される。
④ 医療保険契約に係る保険契約税税率の引上げ（増収
見込み額１１億ユーロ）
従来保険業者に対し，保険契約の種類に応じて税率
の異なる保険契約税が契約で定められた保険料等につ
いて課されていたところ，２０１１年１０月１日より，疾病
歴の審査を行わない任意加入の医療保険契約である
「連帯と責任」保険契約につき３．５％→７％，その他
の医療保険契約につき７％→９％へ税率を引き上げ
る。
⑤ 一般社会税における経費控除の見直し（増収見込み
額７億ユーロ）
従来，一般社会税（CSG）の税額算出をする際の必
要経費控除として，給与所得については３％の概算控
除が認められていたところ，２０１１年以降は概算控除率
を３％→１．７５％へと引き下げる。

⑥ 一時的に発生した高額所得に係る所得課税の導入
（増収見込み額２億ユーロ）（後述Ⅱ１）
⑦ 砂糖入りの清涼飲料に係る新税の導入（増収見込み
額１．２億ユーロ）（後述Ⅱ１）
ⅱ 追加財政赤字削減計画（増収見込み額：２０１２－
２０１６年で６４７億ユーロ）
２０１０年９月成立の年金制度改革法により定められ
た年金受給開始年齢の引上げ（６０歳→６２歳）実施時
期の前倒し等，社会保障支出の抑制を中心に２８０億
ユーロの歳出削減を打ち出す一方，引続き富裕層や
大企業への課税強化に注力した税制改正を進めるこ
とにより３６７億ユーロの歳入増を図り，５年間で総
額６４７億ユーロの財政赤字削減が見込まれる。同計
画中で打ち出された主な税制措置は，いずれも２０１１
年第４次修正予算法により成立している（後述Ⅱ
２）。

Ⅱ．２０１１年及び２０１２年における税制改革に係る動き

１． ２０１２年予算法（２０１１年９月２８日閣議決定，同年１２月２１日
成立）

２０１１年８月発表の財政赤字削減計画で出された経済見通し
（前述Ⅰ２）及び財政赤字削減目標（後掲参考）を踏まえた
経済・財政見通しの下，財政赤字削減に向けた増税措置を策

２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年
▲７．７％ ▲６．０％ ▲４．６％ ▲３．０％ ▲２．０％

２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年
▲７．１％ ▲５．７％ ▲４．５％ ▲３．０％ ▲２．０％

２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年
▲５．７％ ▲４．５％ ▲３．０％ ▲２．０％ ▲１．０％

２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 ２０１６年
▲５．７％ ▲４．５％ ▲３．０％ ▲２．０％ ▲１．０％ ０

２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 ２０１６年
▲５．３％ ▲４．５％ ▲３．０％ ▲２．０％ ▲１．０％ ０

（参考）財政赤字対GDP比削減目標

（２０１０年１２月複数年財政計画法成立時）

（２０１１年８月財政赤字削減計画発表時）

（２０１１年９月２０１２年予算法案閣議決定時）

（２０１１年１１月追加財政赤字削減計画発表時）

（２０１２年２月２０１２年第１次修正予算法案提出時）
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納税義務者 製造者又は輸入者

課 税 標 準 砂糖入りの清涼飲料（スープや乳製品等は課
税対象から除外）の体積

税 率 １リットル当たり０．０７１６ユーロ
施 行 時 期 ２０１２年１月１日

納税義務者
２００８年１月１日から２０１２年１２月３１日の間に
CO２排出権を６万トン以上割り当てられた
企業

課 税 標 準 年間売上高

税 率
０．０３％から０．０７％の間で政令により定められ
る割合（２０１２年４月１１日付政令により０．０５２
％とされた）

施 行 時 期 ２０１２年１月１日

定（主な税制措置としては後述⑴～⑸。⑴～⑶については，
財政赤字削減計画でも発表されていた。増収見込み額は２０１１
年９月２８日予算法案閣議決定時に示された見積額）。
⑴ 一時的に発生した高額所得に係る所得課税の導入（増収
見込み額２億ユーロ）
財政赤字が解消するまでの時限措置として，２０１２年より
一時的に発生した高額所得が単身世帯で２５万ユーロ，夫婦
世帯で５０ユーロを超える場合，当該超過部分につき新規の
所得課税が課税される（最高税率４％）。なお，偶然の事
情で所得が一時的に増加したものへの課税を避けるため，
過去３年間の所得の平均が課税最低限を下回る場合は，課
税対象から除外される。
⑵ 砂糖入りの清涼飲料に係る新税の導入（増収見込み額１．２
億ユーロ）
８月発表の財政赤字削減計画（前述（前述Ⅰ３⑵ⅰ）で
打ち出されていた砂糖入りの清涼飲料に係る新税について
は，次のように定められた。

⑶ CO２排出権を６万トン以上割り当てられた企業に対す
る新税導入（増収見込み額２億ユーロ）
８月発表の財政赤字削減計画（前述（前述Ⅰ３⑵ⅰ）で

打ち出されていたCO２排出権を６万トン以上割り当てら
れた企業に対する新税については次のように定められた。

⑷ 賃貸用の住宅の購入に係る税額控除の見直し
８月発表の財政赤字削減計画（前述（前述Ⅰ３⑵ⅰ）で
打ち出されていた賃貸用の住宅の購入に係る税額控除の見
直しについては，改正内容は以下の通り。

２． ２０１１年第４次修正予算法（２０１１年１１月１６日閣議決定，同
年１２月２１日成立）

２０１１年１１月発表の追加財政赤字削減計画で出された経済見
通し（前述Ⅰ２）及び財政赤字削減目標（前掲表）に基づき，
増税措置を策定。主な税制措置は以下の通り（増収見込み額
については，追加財政赤字削減計画中，２０１２年の増収見込み
額として示されたもの）。
⑴ 所得税，相続・贈与税及び富裕税の税率表の改定凍結
（増収見込み額１７億ユーロ）
毎年度実施してきた所得税，相続・贈与税及び富裕税の
税率表のインデクセーションによる改定を２０１２年以降実施

２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年
財政赤字（対GDP比） ▲５．７％ ▲４．５％ ▲３．０％ ▲２．０％ ▲１．０％

累積債務残高（対GDP比） ▲８４．１％ ▲８５．５％ ▲８５．４％ ▲８４．３％ ▲８２．３％

物価上昇率 ２．１％ １．７％ １．７５％ １．７５％ １．７５％

実質GDP成長率 １．７５％ １．７５％ ２．０％ ２．０％ ２．０％

２０１１年まで ２０１２年より

適用対象 省エネ基準（注）を満たす新築住宅の購入 新築住宅だけでなく，改装住宅も含める（年数制限は
存在しない。）。

控除割合 取得原価の２２％ １６％に引下げ。
適用期限 ２０１２年１２月３１日までの時限的措置 ２０１５年１２月３１日まで延長

２０１１年まで ２０１２年より
適用対象 新築または改装後１５年以内の住宅の購入 変更なし
控除割合 取得原価の１８％ １４％に引下げ
適用期限 ２０１２年１２月３１日までの時限的措置 ２０１５年１２月３１日まで延長

予算規模：一般会計歳入３，７７０億ユーロ（税収３，５８０億ユーロ），一般会計歳出４，５０９億ユーロ

※データは予算法案閣議決定時のもの

○家具なし賃貸用の住宅の購入に係る税額控除

（注）平方メートル当たり年間消費電力量が５０Kwh未満等であることが必要となる。

○家具付き賃貸用の住宅の購入に係る税額控除
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しない。これにより，所得税，相続・贈与税及び富裕税の
課税最低限は実質的に引き下げられることとなる。なお，
フランス政府は修正予算法案提出時においては，当該措置
は財政赤字対GDP比が３％になるまでの時限的措置であ
ると説明している。
⑵ 配当・利子に係る分離課税の引上げ（増収見込み額６億
ユーロ）
２０１２年１月１日以降得られる配当につき分離課税の税率
を１９％→２１％に，利子につき分離課税の税率を１９％→２４％
に各々引上げ（各々につき別途，社会保障関連諸税が
１３．５％の税率で課税される。なお，社会保障関連諸税の税
率は２０１２年７月１日以降１５．５％となる。後述３⑴参照）
⑶ 大企業に対する法人税付加税の導入（増収見込み額１７億
ユーロ）
売上高２．５億ユーロ超の大企業に対しては，２０１１年１２月

３１日から２０１３年１２月３０日の間に終了する事業年度につき，
法人税額の５％の付加税を課す（法人実効税率は約３５％と
なる）。
⑷ 付加価値税の中間税率（７．０％）の創設（増収見込み額
１８億ユーロ）
従来５．５％の軽減税率が適用されてきたほぼ全ての品目
（旅客輸送，宿泊施設の利用・外食サービス等）に係る付
加価値税の軽減税率を２０１２年１月１日より７％に引上げ。
ただし，キャビア・マーガリン等従来から標準税率が適用
されてきた品目を除く食料品及び非アルコール飲料の購入
代金，出力３６kVA以下で加入申込みをした電気及びガス
の加入契約金，水道の利用料金等に係る軽減税率について
は，５．５％に維持されている。
なお，書籍に係る軽減税率５．５％の７％への引上げの施
行日については，事業年度の開始日と合わせる旨の書籍業
界からの要請を受け，２０１２年４月１日まで延期された（た
だし，電子書籍については２０１２年１月１日より施行）。

３． ２０１２年第１次修正予算法（２０１２年２月８日閣議決定，
２０１２年２月２９日成立）

企業の競争力強化及び雇用促進のため，家族手当保険料
（賃金の５．４％相当額）に関する企業負担部分の軽減を行う
一方，その財源措置として⑴社会税の引上げ及び⑵付加価値
税の標準税率の引上げを行う。また，経済見通しの下方修正
（前述Ⅰ２）を踏まえ財政赤字削減（前掲参考）に向けた税
制措置として，⑶金融取引税の導入を行う。
修正後の２０１２年予算規模は，一般会計歳入３，７７６億ユーロ
（税収３，５８４億ユーロ），一般会計歳出４，５５０億ユーロとなる。
主な税制措置は以下の通り（増収見込み額は２月８日修正予
算法案閣議決定時に示された見積額）。
⑴ 資本所得に係る社会税の税率引上げ（増収見込み額２６億
ユーロ）
有価証券キャピタルゲイン及び賃・地代等につき２０１２年
の所得分より，不動産キャピタルゲイン及び利子・配当等
につき２０１２年７月１日以降得た所得分より，社会税の税率

を３．４％→５．４％に引き上げる（資本所得に係る社会保障関
連諸税の合計は，１５．５％となる）。税収分は全国家族手当
金庫（家族手当保険の公的運用機関）に繰り入れられる。
⑵ 付加価値税の標準税率の引上げ（増収見込み額１０６億ユー
ロ）
２０１２年１０月１日より付加価値税の標準税率を１９．６％→

２１．２％に引き上げる。付加価値税収の６．７％相当額が金融
支援会計（社会保障機関等の運営のため融資を経理する特
別会計）を経由して，全国家族手当金庫に貸し付けられる。
⑶ 金融取引税の導入（増収見込み額１１億ユーロ）

２０１２年８月１日より金融取引税を導入し一定の株式等取
得につき税率０．１％，EU加盟国の国債に係るネイキッド
CDS取得（当該国債等を保有していない取引主体による
CDS取得）及び株式等に係る一定の高頻度取引（短時間
で連続した注文の発注をコンピュータにより自動的に行う
取引）につき税率０．０１％で課税。

１９
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１． 国民所得及び国内総生産は「国民経済計算（９３SNA）」による実績額である。ただし，平成２３年度及び平成２４年度は「平成２４年度の経済見
通しと経済財政運営の基本的態度」による実績見込額及び見通し額である。
なお，国民所得については，昭和２５年度以前は「国民経済計算（５３SNA）」，昭和３０年度から昭和５０年度までは「国民経済計算（６８SNA）」
及び昭和５５年度から平成２２年度までは「国民経済計算（９３SNA）」による実績額であり，それぞれ接続しない。また，国内総生産については，
昭和３０年度から昭和５０年度までは「国民経済計算（６８SNA）」，昭和５５年から平成２２年度までは「国民経済計算（９３SNA）」による実績額であ
り，接続しない。

２． 国税は，特別会計分及び日本専売公社納付金を含む。平成２２年度以前は決算額であり，平成２３年度は補正後予算額，平成２４年度は予算額で
ある。

３． 地方税は地方分与税，交付税及び譲与税を含まず，平成２２年度以前は決算額（昭和１９年度のみ予算額），平成２３年度は実績見込額，平成２４
年度は見込額である。

ア メ リ カ

�
�
�
�
�
�

１． 国民所得，国内総生産については昭和４５年以降９３SNAベース，それより前は６８SNAベース（出典は，OECD“National Accounts”）。
２． 租税負担額は，昭和４０年以降はOECD“Revenue Statistics”，それ以前は商務省資料に基づく。“Revenue Statistics”のデータは，平成２
年以降は暦年ベース，それ以前は会計年度ベースである。

３． 連邦の会計年度は１０月／９月（ただし，昭和５０年以前に開始する会計年度については７月／６月）であり，州及び地方政府税については，
各州，地方の６月３０日までに終了する会計年度をその年のデータとして用いている。なお，租税負担額には社会保障税は含まない。

１． 国 民 所 得 に 対 す る

区 分

番

号

イ ギ リ ス

国 民
所 得
A

国 内
総生産
B

租 税 負 担 額 租税負担率
（対国民所得比）

（付）租税負担率
（対国内総生産比）

国 税
C

地方税
D

合 計
E

国 税

（ C
A ）

合 計

（ E
A ）

国 税

（ C
B ）

合 計

（ E
B ）

百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド ％ ％ ％ ％
昭和 ９～１１年度 １ ４，１２６ … ７４７ １８４ ９３１ １８．１ ２２．６ … …

１６………… ２ ６，８８６ … １，９６２ ２２６ ２，１８８ ２８．５ ３１．８ … …
１９………… ３ ８，１１８ … ３，１３５ ２３５ ３，３７０ ３８．６ ４１．５ … …

２５………… ４ １０，７８３ … ３，６９６ ３３７ ４，０３３ ３４．３ ３７．４ … …
３０………… ５ １５，５５１ … ４，６５８ ４７５ ５，１３３ ３０．０ ３３．０ … …
３５………… ６ ２１，０４１ ２５，８５７ ５，５８０ ７７１ ６，３５１ ２６．５ ３０．２ ２１．６ ２４．６
４０………… ７ ２９，０８５ ３５，９６４ ８，０３２ １，２２８ ９，２６０ ２７．６ ３１．８ ２２．３ ２５．７

４５………… ８ ４１，３３７ ５２，３６４ １４，５８０ １，８４５ １６，４２５ ３５．３ ３９．７ ２７．８ ３１．４
５０………… ９ ８６，７５２ １０７，５１７ ２６，６７６ ４，１２７ ３０，８０３ ３０．７ ３５．５ ２４．８ ２８．６
５５………… １０ １７３，１２１ ２３４，４９９ ５９，０４７ ８，５７５ ６７，６２２ ３４．１ ３９．１ ２５．２ ２８．８
６０………… １１ ２６６，１７７ ３６０，８０５ ９６，３５０ １３，５８２ １０９，９３２ ３６．２ ４１．３ ２６．７ ３０．５

平成 ２………… １２ ４１７，８５２ ５７０，２８３ １５３，９７５ １４，１４６ １６８，１２１ ３６．８ ４０．２ ２７．０ ２９．５
７………… １３ ５４４，８８０ ７３３，２６６ １９５，８９７ ９，３０３ ２０５，２００ ３６．０ ３７．７ ２６．７ ２８．０
１２………… １４ ７３５，０５９ ９７６，５３３ ２８０，７６４ １４，０６７ ２９４，８３１ ３８．２ ４０．１ ２８．８ ３０．２
１８………… １５ １，０２７，３７５ １，３２５，７９５ ３７２，０７４ ２２，４２１ ３９４，４９５ ３６．２ ３８．４ ２８．１ ２９．８
１９………… １６ １，０９２，２２６ １，３９８，８８２ ３８８，９４４ ２３，６１８ ４１２，５６２ ３５．６ ３７．８ ２７．８ ２９．５
２０………… １７ １，１５４，９３２ １，４４８，３９２ ３９３，６６５ ２４，７１１ ４１８，３７６ ３４．１ ３６．２ ２７．２ ２８．９
２１………… １８ １，０９９，９５８ １，３９４，９８９ ３５９，２５５ ２５，４０２ ３８４，６５７ ３２．７ ３５．０ ２５．８ ２７．６

区 分

番

号

日 本

国 民
所 得
A

国 内
総生産
B

租 税 負 担 額 租税負担率
（対国民所得比）

（付）租税負担率
（対国内総生産比）

国 税
C

地方税
D

合 計
E

国 税

（ C
A ）

合 計

（ E
A ）

国 税

（ C
B ）

合 計

（ E
B ）

百万円 億円 百万円 百万円 百万円 ％ ％ ％ ％
昭和 ９～１１年度 １ １４，３７２ … １，２２６ ６２９ １，８５５ ８．５ １２．９ … …

１６………… ２ ３５，８３４ … ４，９３１ ８７９ ５，８１０ １３．８ １６．２ … …
１９………… ３ ５６，９３７ … １２，７１５ ８６２ １３，５７７ ２２．３ ２３．８ … …

億円 億円 億円 億円
２５………… ４ ３３，８１５ … ５，７０２ １，８８３ ７，５８５ １６．９ ２２．４ … …
３０………… ５ ６９，７３３ ８５，９７９ ９，３６４ ３，８１５ １３，１７９ １３．４ １８．９ １０．９ １５．３
３５………… ６ １３４，９６７ １６６，８０６ １８，０１０ ７，４４２ ２５，４５２ １３．３ １８．９ １０．８ １５．３
４０………… ７ ２６８，２７０ ３３７，６５３ ３２，７８５ １５，４９４ ４８，２７９ １２．２ １８．０ ９．７ １４．３

４５………… ８ ６１０，２９７ ７５２，９８５ ７７，７３３ ３７，５０７ １１５，２４０ １２．７ １８．９ １０．３ １５．３
５０………… ９ １，２３９，９０７ １，５２３，６１６ １４５，０４２ ８１，５４８ ２２６，５９０ １１．７ １８．３ ９．５ １４．９
５５………… １０ ２，０３８，７８７ ２，４８３，７５９ ２８３，６８８ １５８，９３８ ４４２，６２６ １３．９ ２１．７ １１．４ １７．８
６０………… １１ ２，６０５，５９９ ３，３０３，９６８ ３９１，５０２ ２３３，１６５ ６２４，６６７ １５．０ ２４．０ １１．８ １８．９

平成 ２………… １２ ３，４６８，９２９ ４，５１６，８３０ ６２７，７９８ ３３４，５０４ ９６２，３０２ １８．１ ２７．７ １３．９ ２１．３
７………… １３ ３，６８９，３６６ ５，０４５，９４３ ５４９，６３０ ３３６，７５０ ８８６，３８０ １４．９ ２４．０ １０．９ １７．６
１２………… １４ ３，７１８，０３９ ５，１０８，３４７ ５２７，２０９ ３５５，４６４ ８８２，６７３ １４．２ ２３．７ １０．３ １７．３
１８………… １５ ３，７８１，０５１ ５，０９１，０６３ ５４１，１６９ ３６５，０６２ ９０６，２３１ １４．３ ２４．０ １０．６ １７．８
１９………… １６ ３，８１０，６１５ ５，１３０，２３３ ５２６，５５８ ４０２，６６８ ９２９，２２６ １３．８ ２４．４ １０．３ １８．１
２０………… １７ ３，５４７，６７２ ４，８９５，２０１ ４５８，３０９ ３９５，５８５ ８５３，８９４ １２．９ ２４．１ ９．４ １７．４
２１………… １８ ３，４２５，１８９ ４，７３８，５９２ ４０２，４３３ ３５１，８３０ ７５４，２６３ １１．７ ２２．０ ８．５ １５．９
２２………… １９ ３，４９２，７７７ ４，７９２，０４６ ４３７，０７４ ３４３，１６３ ７８０，２３７ １２．５ ２２．３ ９．１ １６．３
２３………… ２０ ３，４２３，０００ ４，７０１，０００ ４４３，６１４ ３３９，８９０ ７８３，５０４ １３．０ ２２．９ ９．４ １６．７
２４………… ２１ ３，４９４，０００ ４，７９６，０００ ４５２，８３０ ３４１，２８２ ７９４，１１２ １３．０ ２２．７ ９．４ １６．６

２０ 一般統計
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１． 国民所得及び国内総生産は，昭和３０年以前は“National Income and Expenditure”，昭和３５年以降はOECD“National Accounts”に基づく。
昭和４５年以降は９３SNAによる計数である（それ以前は６８SNAベース）

２． 租税負担額は，昭和１９年以前は，国税は“Financial Statement”，地方税は“Annual Abstract of Statistics”に基づき，昭和２５～３０年はと
もに“National Income and Expenditure”，昭和３５年以降はOECD“Revenue Statistics”に基づく。

３． 会計年度は，４月／３月であるが，資料の関係上暦年計数で示してある。

ド イ ツ
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１． 国民所得及び国内総生産は，昭和１９年以前は“国連世界統計年鑑１９５３”，昭和２５年以降昭和３０年までは“Statistisches Jahrbuch１９５３，１９６９”，
昭和３５年以降はOECD“National Accounts”に基づく。昭和４５年以降は９３SNAによる計数である（それ以前は６８SNAベース）。昭和２５年及
び３０年は西ベルリン，ザール州をともに含まず，昭和３５年以降は両者をともに含む。なお，昭和４５年以降は新推計による計数であり，それ以
前の計数と接続しない。平成２年は旧西ドイツ，平成３年以降は全ドイツの数値である。

２． 租税収入は，昭和９～１１年は“Statistisches Jahrbuch１９３５及び１９３６”（昭和９年と１０年の平均値によった。），昭和１６年及び１９年は“Bulletin
de Législation Comparée１９４８”，昭和２５年は，“Statistisches Jahrbuch１９５３”，昭和３０～４５年は“Finanzbericht１９６５―１９９５”，昭和５０年以降は
OECD“Revenue Statistics”に基づく。

３． 会計年度は昭和３６年度以降４月／３月から１月／１２月に変更されたが，資料の関係上暦年計数で示してある。
４． 所得税，法人税及び付加価値税は共有税であるので，税収の配分割合に応じて，連邦・州・市町村税にそれぞれ組み入れてある（なお，営
業税は本来市町村税であるが，連邦及び州にも税収が配分されているため同様の措置をとった。）。

租 税 負 担 率 の 国 際 比 較
ア メ リ カ

番

号

国 民
所 得
A

国 内
総生産
B

租 税 負 担 額 租税負担率
（対国民所得比）

（付）租税負担率
（対国内総生産比）

連邦税
C

州 税
D

地 方
政府税
E

合 計
F

連邦税

（ C
A ）

州 税

（ D
A ）

合 計

（ F
A ）

連邦税

（ C
B ）

州 税

（ D
B ）

合 計

（ F
B ）

億ドル 億ドル 億ドル 億ドル 億ドル 億ドル ％ ％ ％ ％ ％ ％
５７９ ７３３ ３６ ６５ １０２ ６．０ １７．３ ４．８ １３．６ １

１，０４３ １，２６７ １２４ ８５ ２１０ １２．０ ２０．１ ９．９ １６．６ ２
１，８４３ ２，１９７ ３５３ ８９ ４４３ １９．２ ２４．０ １６．１ ２０．２ ３

２，４１０ ２，９４３ ４３３ １６５ ５９８ １８．０ ２４．８ １４．７ ２０．３ ４
３，３８５ ４，１５２ ６２０ ２４３ ８６４ １８．３ ２５．５ １４．９ ２０．８ ５
４，２３７ ５，１１７ ７６７ ３６５ １，１３４ １８．１ ２６．７ １５．０ ２２．２ ６
５，８７８ ７，２０１ ９３０ ５１８ １，４４８ １５．８ ２４．６ １２．９ ２０．１ ７

８，４２９ １０，２４８ １，４５０ ８７２ ２，３２２ １７．２ ２７．５ １４．１ ２２．７ ８
１３，１３２ １６，２３４ １，８８５ ８０８ ６１１ ３，３０３ １４．４ ６．２ ２５．２ １１．６ ５．０ ２０．３ ９
２２，４２４ ２７，６７５ ３，４６８ １，３７６ ８６４ ５，７０９ １５．５ ６．１ ２５．５ １２．５ ５．０ ２０．６ １０
３４，０９５ ４１，８４８ ４，５０６ ２，１５７ １，３４５ ８，００８ １３．２ ６．３ ２３．５ １０．８ ５．２ １９．１ １１
４６，９０４ ５７，５７２ ６，５３８ ３，０９７ ２，１３６ １１，７７１ １３．９ ６．６ ２５．１ １１．４ ５．４ ２０．４ １２
５９，９９２ ７３，５９３ ８，５９５ ４，０６５ ２，７０７ １５，３６７ １４．３ ６．８ ２５．６ １１．７ ５．５ ２０．９ １３
８２，７６２ ９８，９８８ １３，３７７ ５，４７６ ３，５３２ ２２，３８５ １６．２ ６．６ ２７．０ １３．５ ５．５ ２２．６ １４
１１０，９５７ １３３，３６２ １５，８６２ ７，３７１ ５，１７２ ２８，４０５ １４．３ ６．６ ２５．６ １１．９ ５．５ ２１．３ １５
１１４，７４２ １４０，１０８ １６，７３７ ７，６７９ ５，５０９ ２９，９２４ １４．６ ６．７ ２６．１ １１．９ ５．５ ２１．４ １６
１１６，４１４ １４３，６９４ １４，５００ ７，７３９ ５，６８０ ２７，９１９ １２．５ ６．６ ２４．０ １０．１ ５．４ １９．４ １７
１１２，６０７ １４０，４３９ １１，６３１ ６，９８０ ５，７３２ ２４，３４４ １０．３ ６．２ ２１．６ ８．３ ５．０ １７．３ １８

１９
２０
２１

ド イ ツ
番

号

国 民
所 得
A

国 内
総生産
B

租 税 負 担 額 租税負担率
（対国民所得比）

（付）租税負担率
（対国内総生産比）

連邦税
C

州 税
D

市 町
村 税
E

合 計
F

連邦税

（ C
A ）

州 税

（ D
A ）

合 計

（ F
A ）

連邦税

（ C
B ）

州 税

（ D
B ）

合 計

（ F
B ）

億マルク 億マルク 百万マルク 百万マルク 百万マルク 百万マルク ％ ％ ％ ％ ％ ％
５６９ … ８，９８３ ３，６１１ １２，５９４ １５．８ ２２．１ … … １
９７８ … ３２，３３８ … … ３３．１ … … … ２
９００ … ３８，０１０ … … ４２．２ … … … ３

７８５ … １７，４２３ ２，５４９ １９，９７２ ２２．２ ２５．４ … … ４
１，４２２ … ３６，７５５ ５，５６１ ４２，３１６ ２５．８ ２９．８ … … ５
２，４０１ ３，０２７ ５８，８１１ ９，６３７ ６８，６６７ ２４．５ ２８．５ １９．４ ２２．６ ６
３，５８５ ４，５９２ ９２，４００ １３，０６３ １０６，２３０ ２５．８ ２９．４ ２０．１ ２３．０ ７

百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ
３１０，１７１ ３９０，８５８ … … ７９，２３４ … ２５．５ … ２０．３ ８
４７０，０２５ ５９７，２４５ ６５，６１３ ４２，１１６ １７，０４２ １２４，７７１ １４．０ ９．０ ２６．５ １１．０ ７．１ ２０．９ ９
６６５，５７８ ８５４，６８５ ９７，４９９ ６４，８７０ ２６，２２４ １８８，５９３ １４．６ ９．７ ２８．３ １１．４ ７．６ ２２．１ １０
８３１，５９１ １，０６７，０１２ １１５，９９６ ７７，９８０ ３１，４７５ ２２５，４５１ １３．９ ９．４ ２７．１ １０．９ ７．３ ２１．１ １１

１，１０９，１３１ １，４１６，３２４ １４８，０８１ ９７，７９３ ３８，４４１ ２８４，３１５ １３．４ ８．８ ２５．６ １０．５ ６．９ ２０．１ １２
１，３８６，６４０ １，８４８，４５０ ２２０，３４８ １４８，９０２ ５０，６６６ ４１９，９１６ １５．９ １０．７ ３０．３ １１．９ ８．１ ２２．７ １３
１，５１７，６３０ ２，０６２，５００ ２３８，５８１ １７２，０６２ ５６，９６２ ４６７，６０５ １５．７ １１．３ ３０．８ １１．６ ８．３ ２２．７ １４
１，７７８，２００ ２，３２５，１００ ２５６，５３２ １８２，１３６ ６８，０３９ ５０６，７０７ １４．４ １０．２ ２８．５ １１．０ ７．８ ２１．８ １５
１，８３８，２００ ２，４２８，２００ ２８１，３８４ ２００，０５２ ７３，２７３ ５５４，７０９ １５．３ １０．９ ３０．２ １１．６ ８．２ ２２．８ １６
１，８８３，７７０ ２，４９５，８００ ２８８，８０５ ２０６，８４７ ７６，６３１ ５７２，２８３ １５．３ １１．０ ３０．４ １１．６ ８．３ ２２．９ １７
１，７９２，５９０ ２，３９７，１００ ２８１，６４８ １９１，９０４ ６９，４０７ ５４２，９５９ １５．７ １０．７ ３０．３ １１．７ ８．０ ２２．７ １８

２１一般統計



フ ラ ン ス

�
�
�
�
�
�

１． 国民所得及び国内総生産は，昭和９～１１年はDR Bernoville 氏調査（“Revenus d’Économie Politique, 1939”），昭和２５年以降はOECD“Na-
tional Accounts”に基づく。昭和４５年以降は９３SNAによる計数である（それ以前は６８SNAベース）。

２． 租税収入は，昭和４０年以前は“Statistiques et Études Financiéres”，昭和４５年以降はOECD“Revenue Statistics”
に基づく。
３． 会計年度は１月／１２月である。

イ タ リ ア

�
�
�
�
�
�
�

１． 国民所得及び国内総生産は，昭和３０年以前は“Ralazione Generalesulla Situazione Economica del Paese”，昭和３５年以降は，OECD“Na-
tional Accounts”に基づく。昭和45年以降は93SNAによる計数である（それ以前は68SNAベース）。

２． 租税負担額は，昭和９～１１年は“Gazzetta Ufficiale”，昭和１６年は“Bulletin de L égislation Comparée １９４８”，昭和２５年及び３０年は“国連
統計年鑑”，昭和３５年～４５年は“Ralazione Generale Sulla Situazione Economica Del Paese”，昭和５０年以降はOECD“Revenus Statistics”
に基づく。計数は決算額である。

３． 会計年度は，昭和４０年以降７月／６月から１月／１２月に変更された。

１． 国 民 所 得 に 対 す る

区 分

番

号

フ ラ ン ス

国 民
所 得
A

国 内
総生産
B

租 税 負 担 額 租税負担率
（対国民所得比）

（付）租税負担率
（対国内総生産比）

国 税
C

地方税
D

合 計
E

国 税

（ C
A ）

合 計

（ E
A ）

国 税

（ C
B ）

合 計

（ E
B ）

億フラン 億フラン 百万フラン 百万フラン 百万フラン ％ ％ ％ ％
昭和 ９～１１年度 １ １８ … ３３３ … … １８．５ … … …

１６………… ２ … … ６４７ … … … … … …
１９………… ３ … … １，０１６ １８６ １，２０２ … … … …

２５………… ４ ７６５ １，００２ １７，１４９ ２，７５６ １９，９０５ ２２．４ ２６．０ １７．１ １９．９
３０………… ５ １，２９６ １，７０５ ２７，７７７ ４，６４３ ３２，４２０ ２１．４ ２５．０ １６．３ １９．０
３５………… ６ ２，３０８ ３，００７ ５６，２２６ ８，５４０ ６４，７６６ ２４．４ ２８．１ １８．７ ２１．５
４０………… ７ ３，６９０ ４，８３５ ９３，６００ １５，２４４ １０８，８４４ ２５．４ ２９．５ １９．４ ２２．５

百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ
４５………… ８ ９８，６４３ １２４，４５６ … … ２７，０２６ … ２７．４ … ２１．７
５０………… ９ １７８，２５３ ２３３，３８４ ４２，８２３ ６，２４８ ４９，０７１ ２４．０ ２７．５ １８．３ ２１．０
５５………… １０ ３３７，０８４ ４４５，２３１ ８９，６８４ １２，６５７ １０２，３４１ ２６．６ ３０．４ ２０．１ ２３．０
６０………… １１ ５５２，２０１ ７４３，８８９ １５２，８６６ ２７，６９３ １８０，５５９ ２７．７ ３２．７ ２０．５ ２４．３

平成 ２………… １２ ７７４，６３１ １，０３３，０２６ ２０２，４２８ ４０，２０２ ２４２，６３０ ２６．１ ３１．３ １９．６ ２３．５
７………… １３ ８８６，１１１ １，１９４，６００ ２３８，２７６ ５６，５９５ ２９４，８７１ ２６．９ ３３．３ １９．９ ２４．７
１２………… １４ １，０８５，５８０ １，４４１，３７３ ３４６，５８１ ６４，８３６ ４１１，４１７ ３１．９ ３７．９ ２４．０ ２８．５
１８………… １５ １，３３９，２５３ １，８０６，４２９ ４１０，２２９ ９２，１１３ ５０２，３４２ ３０．６ ３７．５ ２２．７ ２７．８
１９………… １６ １，４１１，４００ １，８９５，２８４ ４２２，２２８ ９９，１０９ ５２１，３３７ ２９．９ ３６．９ ２２．３ ２７．５
２０………… １７ １，４４１，６７３ １，９４８，５１１ ４２８，６０８ １０２，２１４ ５３０，８２２ ２９．７ ３６．８ ２２．０ ２７．２
２１………… １８ １，４０２，３４９ １，９０７，１４５ ３８３，５５９ １０５，４３７ ４８８，９９６ ２７．４ ３４．９ ２０．１ ２５．６

区 分

番

号

カ ナ ダ

国 民
所 得
A

国 内
総生産
B

租 税 負 担 額 租税負担率
（対国民所得比）

（付）租税負担率
（対国内総生産比）

連邦税
C

州 税
D

地方税
E

合 計
F

連邦税

（ C
A ）

州 税

（ D
A ）

合 計

（ F
A ）

連邦税

（ C
B ）

州 税

（ D
B ）

合 計

（ F
B ）

百万カナダ・ドル百万カナダ・ドル百万カナダ・ドル百万カナダ・ドル百万カナダ・ドル百万カナダ・ドル ％ ％ ％ ％ ％ ％
昭和 ９～１１年度 １ … … … … … … … … … … … …

１６………… ２ … … … … … … … … … … … …
１９………… ３ … … … … … … … … … … … …

２５………… ４ … … … … … … … … … … … …
３０………… ５ … … ４，３１１ １，２１６ ６３６ ６，１６３ … … … … … …
３５………… ６ ２８，８５８ ３９，４０５ ５，６１８ １，８４０ １，４４９ ８，９０７ … … ３０．９ … … ２２．６
４０………… ７ ４２，２５８ ５７，４２６ … … … １４，４６４ … … ３４．２ … … ２５．２

４５………… ８ ６７，２４８ ９０，１７９ … … … ２５，４６１ … … ３７．９ … … ２８．２
５０………… ９ １３３，９３４ １７３，６２１ ２７，４３８ １８，７２１ ５，６８５ ５１，８４４ ２０．５ １４．０ ３８．７ １５．８ １０．８ ２９．９
５５………… １０ ２４０，７３７ ３１４，３９０ ４３，７０３ ３６，７１９ ９，９４４ ９０，３６６ １８．２ １５．３ ３７．５ １３．９ １１．７ ２８．７
６０………… １１ ３６３，０６３ ４８５，７１４ ６６，１１０ ５７，９１０ １４，９８２ １３９，００２ １８．２ １６．０ ３８．３ １３．６ １１．９ ２８．６

平成 ２………… １２ ４８８，５９２ ６７９，９２１ １０１，７０１ ８９，２７４ ２３，５２４ ２１４，４９９ ２０．８ １８．３ ４３．９ １５．０ １３．１ ３１．５
７………… １３ ５７１，６５６ ８１０，４２６ １１３，３９７ １０７，４３９ ２８，４８３ ２４９，３１９ １９．８ １８．８ ４３．６ １４．０ １３．３ ３０．８
１２………… １４ ７８２，７８０１，０７６，５７７ １６５，６７０ １３９，９０５ ３１，５５０ ３３７，１２５ ２１．２ １７．９ ４３．１ １５．４ １３．０ ３１．３
１８………… １５ １，０８８，７８５１，４４９，２１５ １９９，３５８ １７５，５２２ ４１，４８７ ４１６，３６７ １８．３ １６．１ ３８．２ １３．８ １２．１ ２８．７
１９………… １６ １，１５１，４４４１，５３２，９４４ ２０９，６４３ １８３，３３２ ４４，２１４ ４３７，１８９ １８．２ １５．９ ３８．０ １３．７ １２．０ ２８．５
２０………… １７ １，２１１，８４５１，６００，０８１ ２０３，９５７ １８６，２１９ ４６，６７０ ４３６，８４６ １６．８ １５．４ ３６．０ １２．７ １１．６ ２７．３
２１………… １８ １，１２３，３９８１，５２７，２５９ １８９，５００ １８１，０６５ ４８，２３９ ４１８，８０４ １６．９ １６．１ ３７．３ １２．４ １１．９ ２７．４

２２ 一般統計



カ ナ ダ
�
�
�
�

１． 国民所得及び国内総生産はOECD“National Accounts”に基づく。昭和４５年以降は９３ＳＮＡによる計数である（それ以前は６８SNAベース）。
２． 租税収入はOECD“Revenue Statistics”に基づく。“Revenue Statistics”のデータは会計年度ベース。
３． 連邦及び州の会計年度は４月／３月，地方政府の会計年度は１月／１２月である。

スウェーデ
ン

�
�
�
�

１． 国民所得及び国内総生産はOECD“National Accounts”に基づく。
２． 租税負担額はOECD“Revenue Statistics”に基づく。
３． 会計年度は１月／１２月である。

租 税 負 担 率 の 国 際 比 較（続）

イ タ リ ア
番

号

国 民
所 得
A

国 内
総生産
B

租 税 負 担 額 租税負担率
（対国民所得比）

（付）租税負担率
（対国内総生産比）

国 税
C

地方税
D

合 計
E

国 税

（ C
A ）

合 計

（ E
A ）

国 税

（ C
B ）

合 計

（ E
B ）

十億リラ 十億リラ 億リラ 億リラ 億リラ ％ ％ ％ ％
… … １６７ … … … … … … １
… … ２８５ … … … … … … ２
… … … … … … … … … ３

… … １１，８８７ … … … … … … ４
１２，１１５ １５，０３２ ２３，５２５ ３，７３２ ２７，２５７ １９．４ ２２．５ １５．６ １８．１ ５
１９，９３１ ２４，７７５ ３５，０３９ ４，７７７ ３９，８１６ １７．６ ２０．０ １４．１ １６．１ ６
３１，９６８ ３６，５３０ ６２，０９０ ７，９７０ ７０，０６０ １９．４ ２１．９ １７．０ １９．２ ７

百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ
２８，４８２ ３５，２６７ … … ５，６３９ … １９．８ … １６．０ ８
６０，３８１ ７３，９７６ ９，９９１ １６８ １０，１５９ １６．５ １６．８ １３．５ １３．７ ９
１６４，７４０ ２０３，３８３ ３６，４３２ １，０１３ ３７，４４６ ２２．１ ２２．７ １７．９ １８．４ １０
３３７，０８７ ４２９，６４９ ９１，０１８ ３，３４７ ９４，３６５ ２７．０ ２８．０ ２１．２ ２２．０ １１
５３１，０１５ ７０１，３５２ １７０，１６５ ７，６９５ １７７，８６０ ３２．０ ３３．５ ２４．３ ２５．４ １２
６９５，２１９ ９４７，３３９ ２３９，９０６ ２０，５１４ ２６０，４２０ ３４．５ ３７．５ ２５．３ ２７．５ １３
８４６，０４４ １，１９１，０５７ ２８２，３１４ ７７，１５３ ３５９，４６７ ３３．４ ４２．５ ２３．７ ３０．２ １４

１，０４４，９８８ １，４８５，３７７ ３４１，５２８ １０１，３００ ４４２，８２８ ３２．７ ４２．４ ２３．０ ２９．８ １５
１，０８２，４７２ １，５４６，１７７ ３６０，５７６ １０９，６１８ ４７０，１９４ ３３．３ ４３．４ ２３．３ ３０．４ １６
１，０８８，５６２ １，５６７，８５１ ３５７，８３０ １０９，２００ ４６７，０３０ ３２．９ ４２．９ ２２．８ ２９．８ １７
１，０５０，６１７ １，５１９，７０２ ３５２，３４９ ９８，５７２ ４５０，９２１ ３３．５ ４２．９ ２３．２ ２９．７ １８

ス ウ ェ ー デ ン
番

号

国 民
所 得
A

国 内
総生産
B

租 税 負 担 額 租税負担率
（対国民所得比）

（付）租税負担率
（対国内総生産比）

国 税
C

地方税
D

合 計
E

国 税

（ C
A ）

合 計

（ E
A ）

国 税

（ C
B ）

合 計

（ E
B ）

百万クローネ 百万クローネ 百万クローネ 百万クローネ 百万クローネ ％ ％ ％ ％
… … … … … … … … … １
… … … … … … … … … ２
… … … … … … … … … ３

… … … … … … … … … ４
… … ８，９５６ ３，７２７ １２，６８３ … … … … ５

５８，１０４ ７２，９４６ １３，５３７ ５，２２５ １８，７６２ ２３．３ ３２．３ １８．６ ２５．７ ６
８８，９０３ １１４，３１４ … … ３５，１５２ … ３９．５ … ３０．８ ７

１４２，７１１ １８３，２５１ … … ５８，９３２ … ４１．３ … ３２．２ ８
２４８，９００ ３２０，０４０ ６７，６５３ ３８，５６４ １０６，２１７ ２７．２ ４２．７ ２１．１ ３３．２ ９
４３２，７６３ ５５８，８７８ １０１，８７６ ８２，６９３ １８４，５６９ ２３．５ ４２．６ １８．２ ３３．０ １０
６６０，３５９ ９１５，２５６ １９３，６６８ １３１，６００ ３２５，２６８ ２９．３ ４９．３ ２１．２ ３５．５ １１

１，０２０，３９８ １，４４７，４１２ ３２９，０６９ ２２１，０１７ ５５０，０８６ ３２．２ ５３．９ ２２．７ ３８．０ １２
１，３４４，４２６ １，８０９，５７５ ３５５，８４８ ２６５，８５４ ６２１，７０２ ２６．５ ４６．２ １９．７ ３４．４ １３
１，６３３，０４８ ２，２６５，４４７ ５２１，８７１ ３３６，３０４ ８５８，１７５ ３２．０ ５２．６ ２３．０ ３７．９ １４
２，１８１，３７６ ２，９４４，４８０ ６０５，９３２ ４５４，１１７ １，０６０，０４９ ２７．８ ４８．６ ２０．６ ３６．０ １５
２，３４５，１８１ ３，１２６，０１８ ６１５，６６３ ４７９，０６８ １，０９４，７３１ ２６．３ ４６．７ １９．７ ３５．０ １６
２，３８２，２９８ ３，２１３，６５９ ６０２，５６８ ５１５，８７３ １，１１８，４４１ ２５．３ ４６．９ １８．８ ３４．８ １７
２，１７８，２４６ ３，０８９，１８１ ５６７，７４３ ５２４，８２９ １，０９２，５７３ ２６．１ ５０．２ １８．４ ３５．４ １８

２３一般統計



（備考）１． 各国の国民所得及び租税負担額については 「１． 国民所得に対する租税負担率の国際比較」の備考を参照のこと。
２． 日本の人口は毎月全国推計人口（総務省）の年度平均である。（平成２３年３月までは国勢調査に基づく補間補正後）
３． 諸外国の人口は“Monthly Bulletin of Statistics”（国際連合）による。ドイツについては，昭和２５年及び３０年の人口の上欄は，西ベルリン及び
ザール州を含まない人口（１人当たり国民所得の算出に用いる。），下欄は，西ベルリンは含むがザール州を含まない人口（１人当たり租税負担額

２． 1 人 当 た り 国 民 所 得 及

区 分

番

号

日 本

１ 人 当 た り

国 民 所 得

１人当たり租税負担額
人 口

国 税 国税，地方税計

円 円 円 万人
昭和 ９～１１年度… １ ２０９ １８ ２７ ６，８６５

１６…………… ２ ５００ ６９ ８１ ７，１６０

１９…………… ３ ７７２ １７２ １８４ ７，３８０

２５…………… ４ ４０，６５８ ６，８５６ ９，１２０ ８，３１７

３０…………… ５ ７８，１５０ １０，４９４ １４，７７０ ８，９２３

３５…………… ６ １４４，５２０ １９，２８５ ２７，２５３ ９，３３９

４０…………… ７ ２７３，１８７ ３３，３８６ ４９，１６４ ９，８２０

４５…………… ８ ５８５，９７９ ７４，６３６ １１０，６４８ １０，４１５

５０…………… ９ １，１０８，６４４ １２９，６８７ ２０２，６０２ １１，１８４

５５…………… １０ １，７４２，７０２ ２４２，４８９ ３７８，３４５ １１，６９９

６０…………… １１ ２，１５３，９２２ ３２３，６３６ ５１６，３８２ １２，０９７

平成 ２…………… １２ ２，８０７，４８５ ５０８，０９２ ７７８，８１４ １２，３５６

７…………… １３ ２，９３９，７３５ ４３７，９５２ ７０６，２７９ １２，５５０

１２…………… １４ ２，９３０，１２８ ４１５，４８５ ６９５，６２１ １２，６８９

１７…………… １５ ２，９２８，２５７ ４０９，３１９ ６８１，７６０ １２，７７５

１８…………… １６ ２，９５９，７２７ ４２３，６１６ ７０９，３７８ １２，７７５

１９…………… １７ ２，９８２，８６９ ４１２，１７８ ７２７，３７８ １２，７７５

２０…………… １８ ２，７７８，７８３ ３５８，９７９ ６６８，８２９ １２，７６７

２１…………… １９ ２，６８６，２１２ ３１５，６０９ ５９１，５３２ １２，７５１

２１（邦貨換算） ２０
２２…………… ２１ ２，７３４，７１４ ３４２，２１３ ６１０，８９６ １２，７７２

区 分

番

号

イ ギ リ ス

１ 人 当 た り

国 民 所 得

１人当たり租税負担額
人 口

国 税 国税，地方税計

ポンド ポンド ポンド 万人
昭和 ９～１１年度… １ ８８ １６ ２０ …

１６…………… ２ １４３ ４１ ４５ …

１９…………… ３ １７１ ６４ ６９ …

２５…………… ４ ２１２ ７３ ８０ …

３０…………… ５ ３０４ ９１ １００ ５，１２０

３５…………… ６ ４０２ １０６ １２１ ５，２３５

４０…………… ７ ５３５ １４８ １７０ ５，４３５

４５…………… ８ ７４３ ２６２ ２９５ ５，５６３

５０…………… ９ １，５４３ ４７４ ５４８ ５，６２２

５５…………… １０ ３，０７３ １，０４８ １，２００ ５，６３３

６０…………… １１ ４，６９６ １，７００ １，９４０ ５，６６８

平成 ２…………… １２ ７，２５９ ２，６７５ ２，９２１ ５，７５６

７…………… １３ ９，２９７ ３，３４２ ３，５０１ ５，８６１

１２…………… １４ １２，４８２ ４，７６８ ５，００６ ５，８８９

１７…………… １５ １６，３６０ ５，６８３ ６，０３６ ６，０２４

１８…………… １６ １６，９５６ ６，１４１ ６，５１１ ６，０５９

１９…………… １７ １７，９１１ ６，３７８ ６，７６６ ６，０９８

２０…………… １８ １８，８１５ ６，４１３ ６，８１６ ６，１３８

２１…………… １９ １７，７９６ ５，８１２ ６，２２３ ６，１８１

２１（邦貨換算） ２０ （３，３８１，１４６） （１，１０４，３０９） （１，１８２，３９２）

２４ 一般統計



の算出に用いる。）であり，昭和３５年以降の人口には西ベルリン及びザール州の双方が含まれている。平成２年度は旧西ドイツの数値，平成３年
度以降は全ドイツの数値である。フランスについては，昭和２５年以前は国際連合の“Demographic Yearbook 1960”によった。イタリアについて
は，昭和５５年以降の計数はそれ以前の計数と接続しない。

４． 諸外国欄の（ ）書は邦貨換算額である。

び 租 税 負 担 額 の 国 際 比 較

ア メ リ カ 番

号

１ 人 当 た り

国 民 所 得

１人当たり租税負担額
人 口

連 邦 税 州 税 連邦税，州税，
地方政府税計

ドル ドル ドル ドル 万人
４５５ ２８ … ７９ １２，７２３ １
７８０ ９４ … １５７ １３，３６７ ２

１，３７６ ２６４ … ３３１ １３，３９１ ３
１，５８７ ２８５ … ３９４ １５，１８７ ４
２，０５１ ３７５ … ５２２ １６，５０７ ５
２，３４５ ４２３ … ６２８ １８，０６８ ６
３，０２５ ４７９ … ７４５ １９，４３０ ７
４，１１１ ７０７ … １，１３２ ２０，５０５ ８
６，０８０ ８７３ ３７４ １，５２９ ２１，５９７ ９
９，８４５ １，５２３ ６０４ ２，５０７ ２２，７７６ １０
１４，２９６ １，８８９ ９０４ ３，３５８ ２３，８４９ １１
１８，７６５ ２，６１６ １，２３９ ４，７０９ ２４，９９５ １２
２２，８０７ ３，２６８ １，５４５ ５，８４２ ２６，３０４ １３
２９，３２８ ４，７４０ １，９４１ ７，９３２ ２８，２１９ １４
３５，１６２ ４，７６１ ２，３２０ ８，７０９ ２９，５９０ １５
３７，１３９ ５，３０９ ２，４６７ ９，５０８ ２９，８７６ １６
３８，０４２ ５，５４９ ２，５４６ ９，９２１ ３０，１６２ １７
３８，２８７ ４，７６９ ２，５４５ ９，１８２ ３０，４０６ １８
３６，６７９ ３，７８９ ２，２７４ ７，９２９ ３０，７０１ １９

（３，８５１，２９２） （３９７，７９４） （２３８，７３４） （８３２，５８５） ２０
２１

ド イ ツ 番

号

１ 人 当 た り

国 民 所 得

１人当たり租税負担額
人 口

連 邦 税 州 税 連邦税，州税，
市町村税計

マルク マルク マルク 万人
８５１ １３４ １８８ … １

１，３９２ ４６０ … … ２
１，２８８ ５４４ … … ３

１，６７３ ３５５ ４０７ �
�
４，６９１
４，９０５ ４

２，８９０ ７４７ ８２３ �
�
４，９２０
５，１４０ ５

４，３３２ １，０６１ １，２３５ ５，５４３ ６
６，１１６ １，５７６ １，７９９ ５，８６２ ７
ユーロ ユーロ ユーロ ユーロ
５，１１４ １，３０６ ６，０６５ ８
７，５９９ １，０６１ ６８１ ２，０１７ ６，１８５ ９
１０，８１５ １，５８４ １，０５４ ３，０６５ ６，１５４ １０
１３，６３７ １，９０２ １，２７９ ３，６９７ ６，０９８ １１
１７，５３６ ２，３４１ １，５４６ ４，４９５ ６，３２５ １２
１６，９８１ ２，６９８ １，８２３ ５，１４２ ８，１６６ １３
１８，４６５ ２，９０３ ２，０９３ ５，６８９ ８，２１９ １４
２０，５４２ ２，９１８ ２，０２４ ５，６７５ ８，２４７ １５
２１，５８８ ３，１１４ ２，２１１ ６，１５２ ８，２３７ １６
２２，３４６ ３，４２１ ２，４３２ ６，７４３ ８，２２６ １７
２２，９３６ ３，５１６ ２，５１９ ６，９６８ ８，２１３ １８
２１，８８８ ３，４３９ ２，３４３ ６，６３０ ８，１９０ １９

（３，３０５，０１９） （５１９，２７８） （３５３，８１６） （１，００１，０６０） ２０

２５一般統計



５． 邦貨換算レートは，２００９年上期の基準及び裁定外国為替相場による。

２． 1 人 当 た り 国 民 所 得 及

区 分

番

号

フ ラ ン ス

１ 人 当 た り

国 民 所 得

１人当たり租税負担額
人 口

国 税 国税，地方税計

フラン フラン フラン 万人
昭和 ９～１１年度… １ ４４ ８ … ４，１３４

１６…………… ２ … １７ … ３，８８０

１９…………… ３ … ２７ ３１ ３，８３０

２５…………… ４ １，８３３ ４１１ ４７７ ４，１７４

３０…………… ５ ２，９８４ ６４０ ７４６ ４，３４３

３５…………… ６ ４，９３７ １，２３１ １，４１８ ４，５６８

４０…………… ７ … … … …

ユーロ ユーロ ユーロ
４５…………… ８ １，９４３ … ５３２ ５，０７７

５０…………… ９ ３，３７７ ８１１ ９３０ ５，２７９

５５…………… １０ ６，２５６ １，６６５ １，８９９ ５，３８８

６０…………… １１ １０，００９ ２，７７１ ３，２７３ ５，５１７

平成 ２…………… １２ １３，６５５ ３，５６８ ４，２７７ ５，６７３

７…………… １３ １５，３２０ ４，１２０ ５，０９８ ５，７８４

１２…………… １４ １８，３８１ ５，８６８ ６，９６６ ５，９０６

１７…………… １５ ２０，８４９ ６，３９８ ７，８２３ ６，１１８

１８…………… １６ ２１，７４５ ６，６６１ ８，１５６ ６，１５９

１９…………… １７ ２２，７８７ ６，８１７ ８，４１７ ６，１９４

２０…………… １８ ２３，１４８ ６，８８２ ８，５２３ ６，２２８

２１…………… １９ ２２，３９５ ６，１２５ ７，８０９ ６，２６２

２１（邦貨換算） ２０ （３，３８１，５８３） （９２４，９０３） （１，１７９，１５０）

区 分

番

号

カ ナ ダ

１ 人 当 た り

国 民 所 得

１人当たり租税負担額
人 口

連 邦 税 州 税 連邦税，州税，
地方政府税計

カナダ・ドル カナダ・ドル カナダ・ドル カナダ・ドル 万人
昭和 ９～１１年度… １ … … … … …

１６…………… ２ … … … … …

１９…………… ３ … … … … …

２５…………… ４ … … … … …

３０…………… ５ … … … … …

３５…………… ６ … … … … …

４０…………… ７ ２，１４７ … … ７３５ １，９６８

４５…………… ８ ３，１５４ … … １，１９４ ２，１３２

５０…………… ９ ５，８９２ １，２０７ ８２４ ２，２８１ ２，２７３

５５…………… １０ １０，０１４ １，８１８ １，５２７ ３，７５９ ２，４０４

６０…………… １１ １４，４３０ ２，６２８ ２，３０２ ５，５２５ ２，５１６

平成 ２…………… １２ １７，６３９ ３，６７２ ３，２２３ ７，７４４ ２，７７０

７…………… １３ １９，５１０ ３，８７０ ３，６６７ ８，５０９ ２，９３０

１２…………… １４ ２５，５０６ ５，３９８ ４，５５９ １０，９８５ ３，０６９

１７…………… １５ ３１，５２４ ５，８９８ ５，１９０ １２，３１６ ３，２２５

１８…………… １６ ３３，５１４ ６，１１９ ５，３８７ １２，７８０ ３，２５８

１９…………… １７ ３４，９８０ ６，３６６ ５，５６７ １３，２７６ ３，２９３

２０…………… １８ ３６，３５９ ６，１１９ ５，５８７ １３，１０７ ３，３３３

２１…………… １９ ３３，３１５ ５，６２０ ５，３７０ １２，４２０ ３，３７２

２１（邦貨換算） ２０ （３，１９８，２８６） （５３９，５０３） （５１５，４８７） （１，１９２，３２５）

２６ 一般統計



び 租 税 負 担 額 の 国 際 比 較（続）

イ タ リ ア 番

号

１ 人 当 た り

国 民 所 得

１人当たり租税負担額
人 口

国 税 国税，地方税計

リラ リラ リラ 万人
… ３９１ … … １
… … … … ２
… … … … ３
… ２５，５０９ … ４，６６０ ４

２５１，２４４ ４８，７８７ ５６，５２６ ４，８２２ ５
４０１，５１１ ７０，５８６ ８０，２１０ ４，９６４ ６
６１４，８８７ １１９，４２７ １３４，７５７ ５，１９９ ７
ユーロ ユーロ ユーロ
５３１ … １０５ ５，３６６ ８

１，１２２ １８６ １８９ ５，３８２ ９
２，９１９ ６４６ ６６４ ５，６４３ １０
５，９５７ １，６０８ １，６６８ ５，６５９ １１
９，３６２ ３，０００ ３，１３６ ５，６７２ １２
１２，２３１ ４，２２１ ４，５８２ ５，６８４ １３
１４，８５９ ４，９５８ ６，３１３ ５，６９４ １４
１７，３２３ ５，２３７ ６，８９１ ５，８６１ １５
１７，７３０ ５，７９５ ７，５１３ ５，８９４ １６
１８，２３０ ６，０７２ ７，９１８ ５，９３８ １７
１８，１９４ ５，９８１ ７，８０６ ５，９８３ １８
１７，４５５ ５，８５４ ７，４９２ ６，０１９ １９

（２，６３５，７０７） （８８３，９４６） （１，１３１，２３６） ２０

ス ウ ェ ー デ ン 番

号

１ 人 当 た り

国 民 所 得

１人当たり租税負担額
人 口

国 税 国税，地方税計

クローネ クローネ クローネ 万人
… … … … １
… … … … ２
… … … … ３
… … … … ４
… … … … ５
… … … … ６

１１，５０１ … ４，５４７ ７７３ ７
１７，７５０ … ７，３３０ ８０４ ８
３０，３９１ ８，２６０ １２，９６９ ８１９ ９
５２，０７７ １２，２５９ ２２，２１０ ８３１ １０
７９，０８５ ２３，１９４ ３８，９５４ ８３５ １１
１１９，２０５ ３８，４４３ ６４，２６２ ８５６ １２
１５２，２５７ ４０，３００ ７０，４０８ ８８３ １３
１８４，１０９ ５８，８３６ ９６，７５０ ８８７ １４
２２５，５４２ ６１，５９５ １０９，８３１ ９０３ １５
２４０，２４０ ６６，７３３ １１６，７４５ ９０８ １６
２５６，３０４ ６７，２８６ １１９，６４３ ９１５ １７
２５８，３８４ ６５，３５４ １２１，３０６ ９２２ １８
２３５，９９６ ６１，５１１ １１８，３７２ ９２３ １９

（３，７７５，９４１） （９８４，１７１） （１，８９３，９５０） ２０

２７一般統計



（備考）１． 平成２２年度以前は決算額であり，平成２３年度は補正後予算額，平成２４年度は当初予算額である。
２． 昭和１６年度の直接税及び間接税等の「その他」の内容は次のとおりである。

直接税のその他 配当利子特別税（１０百万円），外貨債特別税（９ 〃 ），鉱業税・鉱区税（１０ 〃 ），地租（２５ 〃 ），
営業収益税（１４ 〃 ），営業税（８７ 〃 ），資本利子税（０ 〃 ），法人資本税（５ 〃 ），利益配当税（１ 〃 ），
公債及び社債利子税（０ 〃 ），戦時利得税（０ 〃 ）， 北支事件特別税（１ 〃 ）

間接税等のその他 建築税（２百万円），清涼飲料税（１２ 〃 ），織物消費税（１３０ 〃 ），遊興飲食税（２０１ 〃 ），入場税（３３ 〃 ），
兌換銀行券発行税（１１ 〃 ）

３． 国 税 の 税 目 別

区 分
番

号

昭和１６年度 ２５ ３０ ３５

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

直 接 税 １ ３，１６１ ６４．１ ３，１３６ ５５．０ ４，８１１ ５１．４ ９，７８４ ５４．３

所 得 税 ２ ※ １，５８５ ３２．１ ２，２０１ ３８．６ ２，７８７ ２９．８ ３，９０６ ２１．７

�
�
�

源 泉 分 ３ － － １，２７５ ２２．４ ２，１４１ ２２．９ ２，９２９ １６．３

申 告 分 ４ － － ９２６ １６．２ ６４６ ６．９ ９７７ ５．４

法 人 税 ５ ※ １，３４９ ２７．４ ８３８ １４．７ １，９２１ ２０．５ ５，７３４ ３１．８

会 社 臨 時 特 別 税 ６ － － － － － － － －

相 続 税 ７ ６５ １．３ ２７ ０．５ ５６ ０．６ １２３ ０．７

旧 税 ８ － － － － － － － －

再 評 価 税 ９ － － ６４ １．１ ４３ ０．５ ２１ ０．１

そ の 他 １０ １６２ ３．３ ６ ０．１ ５ ０．１ ０ ０．０

間 接 税 等 １１ １，７７０ ３５．９ ２，５６６ ４５．０ ４，５５２ ４８．６ ８，２２６ ４５．７

酒 税 １２ ３５９ ７．３ １，０５４ １８．５ １，６０５ １７．１ ２，４８５ １３．８

砂 糖 消 費 税 １３ １２０ ２．４ ７ ０．１ ４７６ ５．１ ２８１ １．６

揮 発 油 税 １４ １２ ０．２ ７４ １．３ ２５５ ２．７ １，０３０ ５．７

石 油 ガ ス 税 １５ － － － － － － － －

航 空 機 燃 料 税 １６ － － － － － － － －

石 油 税 １７ － － － － － － － －

物 品 税 １８ １８１ ３．７ １６５ ２．９ ２６９ ２．９ ８２２ ４．６

ト ラ ン プ 類 税 １９ － － － － － － ３ ０．０

取 引 所 税 ２０ ２８ ０．６ － － ２ ０．０ ６ ０．０

有 価 証 券 取 引 税 ２１ ３ ０．１ ０ ０．０ ８ ０．１ １１１ ０．６

通 行 税 ２２ ２９ ０．６ １１ ０．２ ２４ ０．３ ４３ ０．２

入 場 税 ２３ － － － － １４４ １．５ １６４ ０．９

自 動 車 重 量 税 ２４ － － － － － － － －

関 税 ２５ ８７ １．８ �
�
�

１６ ０．３
２７０ ２．９ １，０９８ ６．１

と ん 税 ２６ １ ０．０ ３ ０．０ ８ ０．０

日 本 銀 行 券 発 行 税 ２７ － － － － ５ ０．１ ５ ０．０

印 紙 収 入 ２８ １４６ ３．０ ９２ １．６ ２３３ ２．５ ５０６ ２．８

日 本 専 売 公 社 納 付 金 ２９ ４１５ ８．４ １，１３８ ２０．０ １，１８２ １２．６ １，４６５ ８．１

地 方 道 路 税（特） ３０ － － － － ７７ ０．８ １８８ １．０

石油ガス税（譲与分）（特） ３１ － － － － － － － －

航空機燃料税（譲与分）（特） ３２ － － － － － － － －

自動車重量税（譲与分）（特） ３３ － － － － － － － －

特 別 と ん 税（特） ３４ － － － － － － １１ ０．１

原 重 油 関 税（特） ３５ － － － － － － － －

電 源 開 発 促 進 税（特） ３６ － － － － － － － －

そ の 他 ３７ ３８９ ７．９ ８ ０．１ ０ ０．０ － －

合 計 ３８ ４，９３１ １００．０ ５，７０２ １００．０ ９，３６４ １００．０ １８，０１０ １００．０

２８ 一般統計



３． 昭和１６年度の所得税には個人臨時利得税（１８４百万円）を含み，法人税には法人臨時利得税（８１４百万円）を含んでいる。
４． 入場税は昭和３６年度までは特別会計に属していた。
５． 電源開発促進税は，平成１９年度より一般会計に組み入れられている。
６． 揮発油税（特）は，平成２１年度より一般会計に組み入れられている。

収 入 の 累 年 比 較

４０ ４５ ５０ ５５ 番

号金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

１９，４１６ ５９．２ ５１，３４４ ６６．１ １００，５８３ ６９．３ ２０１，６２８ ７１．１ １
９，７０４ ２９．６ ２４，２８２ ３１．２ ５４，８２３ ３７．８ １０７，９９６ ３８．１ ２
７，１２２ ２１．７ １７，２８７ ２２．２ ３９，６６３ ２７．３ ８２，３５４ ２９．０ ３
２，５８１ ７．９ ６，９９５ ９．０ １５，１６０ １０．５ ２５，６４３ ９．０ ４
９，２７１ ２８．３ ２５，６７２ ３３．０ ４１，２７９ ２８．５ ８９，２２７ ３１．５ ５
－ － － － １，３７４ ０．９ ０ ０．０ ６
４４０ １．３ １，３９１ １．８ ３，１０４ ２．１ ４，４０５ １．６ ７
－ － ０ ０．０ ２ ０．０ ０ ０．０ ８

�
�
�

０ ０．０
�
�
�
－ － － － － －

９
１０

１３，３６９ ４０．８ ２６，３８８ ３３．９ ４４，４６０ ３０．７ ８２，０６０ ２８．９ １１
３，５２９ １０．８ ６，１３６ ７．９ ９，１４０ ６．３ １４，２４４ ５．０ １２
２８９ ０．９ ４４２ ０．６ ４２６ ０．３ ４３０ ０．２ １３

２，５４５ ７．８ ４，９８７ ６．４ ８，２４４ ５．７ １５，４７４ ５．５ １４
０ ０．０ １２２ ０．２ １３９ ０．１ １４９ ０．１ １５
－ － － － １８３ ０．１ ４８８ ０．２ １６
－ － － － － － ４，０４１ １．４ １７

１，３７９ ４．２ ３，３９５ ４．４ ６，８２５ ４．７ １０，３７９ ３．７ １８
５ ０．０ ６ ０．０ ９ ０．０ ５ ０．０ １９
２５ ０．１ ４９ ０．１ ９７ ０．１ １５２ ０．１ ２０
８２ ０．３ １５８ ０．２ ６６８ ０．５ ２，０８７ ０．７ ２１
４２ ０．１ １２２ ０．２ ３４５ ０．２ ６３７ ０．２ ２２
１０４ ０．３ １３５ ０．２ ２６ ０．０ ５４ ０．０ ２３
－ － － － ２，２０３ １．５ ３，９５１ １．４ ２４

２，２２０ ６．８ ３，８１５ ４．９ ３，７３３ ２．６ ６，４６９ ２．３ ２５
２９ ０．１ ５１ ０．１ ６７ ０．０ ８９ ０．０ ２６
４ ０．０ ８ ０．０ ４０ ０．０ － － ２７

８２７ ２．５ ２，１８７ ２．８ ４，７９８ ３．３ ８，４０９ ３．０ ２８
１，７９３ ５．５ ２，７２３ ３．５ ３，３８０ ２．３ ８，０８１ ２．８ ２９
４６１ １．４ ９０３ １．２ １，４９６ １．０ ２，７８３ １．０ ３０
０ ０．０ １２２ ０．２ １３９ ０．１ １４９ ０．１ ３１
－ － － － ３３ ０．０ ８９ ０．０ ３２
－ － － － ７３４ ０．５ １，３１７ ０．５ ３３
３６ ０．１ ６３ ０．１ ８４ ０．１ １１１ ０．０ ３４
－ － ９６３ １．２ １，３４９ ０．９ １，３８７ ０．５ ３５
－ － － － ２９９ ０．２ １，０８５ ０．４ ３６
－ － － － － － － － ３７

３２，７８５ １００．０ ７７，７３３ １００．０ １４５，０４２ １００．０ ２８３，６８８ １００．０ ３８

（単位 16年度 百万円
25年度以降 億円，％）

２９一般統計



３． 国 税 の 税 目 別

区 分
番

号

昭和６０年度 平成２ ７ １２

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

直 接 税 １ ２８５，１７０ ７２．８ ４６２，９７１ ７３．７ ３６３，５１９ ６６．１ ３２３，１９３ ６１．３

所 得 税 ２ １５４，３５０ ３９．４ ２５９，９５５ ４１．４ １９５，１５１ ３５．５ １８７，８８９ ３５．６

�
�
�

源 泉 分 ３ １２２，４９５ ３１．３ １８７，７８７ ２９．９ １５７，２５９ ２８．６ １５８，７８５ ３０．１

申 告 分 ４ ３１，８５５ ８．１ ７２，１６８ １１．５ ３７，８９１ ６．９ ２９，１０４ ５．５

法 人 税 ５ １２０，２０７ ３０．７ １８３，８３６ ２９．３ １３７，３５４ ２５．０ １１７，４７２ ２２．３

法 人 特 別 税 ６ － － － － ４４ ０．０ １ ０．０

相 続 税 ７ １０，６１３ ２．７ １９，１８０ ３．１ ２６，９０３ ４．９ １７，８２２ ３．４

地 価 税 ８ － － － － ４，０６３ ０．７ ９ ０．０

旧 税 ９ ０ ０．０ ０ ０．０ － － ０ ０．０

法 人 臨 時 特 別 税（特） １０ － － － － ４ ０．０ － －

所 得 税（譲与分）（特） １１ － － － － － － － －

地 方 法 人 特 別 税（特） １２ － － － － － － － －

復 興 特 別 所 得 税（特） １３ － － － － － － － －

復 興 特 別 法 人 税（特） １４ － － － － － － － －

間 接 税 等 １５ １０６，３３２ ２７．２ １６４，８２７ ２６．３ １８６，１１１ ３３．９ ２０４，０１６ ３８．７

消 費 税 １６ － － ４６，２２７ ７．４ ５７，９０１ １０．５ ９８，２２１ １８．６

酒 税 １７ １９，３１５ ４．９ １９，３５０ ３．１ ２０，６１０ ３．７ １８，１６４ ３．４

た ば こ 税 １８ ８，８３７ ２．３ ９，９５９ １．６ １０，４２０ １．９ ８，７５５ １．７

砂 糖 消 費 税 １９ ４０８ ０．１ ０ ０．０ － － － －

揮 発 油 税 ２０ １５，５６８ ４．０ １５，０５５ ２．４ １８，６５１ ３．４ ２０，７５２ ３．９

石 油 ガ ス 税 ２１ １５５ ０．０ １５７ ０．０ １５３ ０．０ １４２ ０．０

航 空 機 燃 料 税 ２２ ５２１ ０．１ ６４１ ０．１ ８５５ ０．２ ８８０ ０．２

石 油 石 炭 税
（１５年９月３０日までは石油税） ２３ ４，００４ １．０ ４，８７０ ０．８ ５，１３１ ０．９ ４，８９０ ０．９

電 源 開 発 促 進 税 ２４ － － － － － － － －

物 品 税 ２５ １５，２７９ ３．９ ４６ ０．０ ３ ０．０ － －

ト ラ ン プ 類 税 ２６ ４ ０．０ ０ ０．０ － － － －

取 引 所 税 ２７ １１１ ０．０ ４１３ ０．１ ４３８ ０．１ － －

有 価 証 券 取 引 税 ２８ ６，７０９ １．７ ７，４７９ １．２ ４，７９１ ０．９ ０ ０．０

通 行 税 ２９ ７５３ ０．２ △ ４ △ ０．０ － － － －

入 場 税 ３０ ５０ ０．０ ０ ０．０ ０ ０．０ － －

自 動 車 重 量 税 ３１ ４，５２３ １．２ ６，６０９ １．１ ７，８３７ １．４ ８，５０７ １．６

関 税 ３２ ６，３６９ １．６ ８，２５２ １．３ ９，５００ １．７ ８，２１５ １．６

と ん 税 ３３ ８６ ０．０ ８９ ０．０ ８７ ０．０ ８８ ０．０

印 紙 収 入 ３４ １４，１２６ ３．６ １８，９４４ ３．０ １９，４１３ ３．５ １５，３１８ ２．９

消 費 税（譲与分）（特） ３５ － － １１，５５７ １．８ １４，４７５ ２．６ － －

地 方 道 路 税（特） ３６ ２，９９９ ０．８ ３，６０８ ０．６ ２，６３５ ０．５ ２，９６２ ０．６

石油ガス税（譲与分）（特） ３７ １５５ ０．０ １５７ ０．０ １５３ ０．０ １４２ ０．０

航空機燃料税（譲与分）（特） ３８ ９５ ０．０ １１６ ０．０ １５５ ０．０ １６０ ０．０

自動車重量税（譲与分）（特） ３９ １，５０８ ０．４ ２，２０３ ０．４ ２，６１２ ０．５ ２，８３６ ０．５

特 別 と ん 税（特） ４０ １０７ ０．０ １１２ ０．０ １０９ ０．０ １１１ ０．０

原 油 等 関 税（特） ４１ １，２０４ ０．３ １，０２９ ０．２ ８２１ ０．１ ５５０ ０．１

電 源 開 発 促 進 税（特） ４２ ２，３３５ ０．６ ２，９４７ ０．５ ３，３８６ ０．６ ３，７４６ ０．７

揮 発 油 税（特） ４３ １，１１０ ０．３ ５，０１１ ０．８ ５，９７６ １．１ ６，９３４ １．３

石 油 臨 時 特 別 税（特） ４４ － － － － ０ ０．０ － －

た ば こ 特 別 税（特） ４５ － － － － － － ２，６４４ ０．５

合 計 ４６ ３９１，５０２ １００．０ ６２７，７９８ １００．０ ５４９，６３０ １００．０ ５２７，２０９ １００．０

３０ 一般統計



収 入 の 累 年 比 較（続）

１７ ２２ ２３（補正後） ２４（当 初） 番

号金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比
３１５，４１３ ６０．３ ２４６，２２５ ５６．３ ２５１，９５７ ５６．８ ２５９，１８２ ５７．２ １
１５５，８５９ ２９．８ １２９，８４４ ２９．７ １３４，０００ ３０．２ １３４，９１０ ２９．８ ２
１２９，５５８ ２４．８ １０６，７７０ ２４．４ １０９，８９０ ２４．８ １１０，９４０ ２４．５ ３
２６，３０１ ５．０ ２３，０７３ ５．３ ２４，１１０ ５．４ ２３，９７０ ５．３ ４
１３２，７３６ ２５．４ ８９，６７７ ２０．５ ８８，０７０ １９．９ ８８，０８０ １９．５ ５

－ － － － － － － － ６
１５，６５７ ３．０ １２，５０４ ２．９ １４，２３０ ３．２ １４，３００ ３．２ ７

２ ０．０ １ ０．０ － － － － ８
０ ０．０ ０ ０．０ － － － － ９
－ － － － － － － － １０

１１，１５９ ２．１ － － － － － － １１
－ － １４，２００ ３．２ １５，６５７ ３．５ １６，５８７ ３．７ １２
－ － － － － － ４９５ ０．１ １３
－ － － － － － ４，８１０ １．１ １４

２０７，４９２ ３９．７ １９０，８４９ ４３．７ １９１，６５７ ４３．２ １９３，６４８ ４２．８ １５
１０５，８３４ ２０．２ １００，３３３ ２３．０ １０１，９９０ ２３．０ １０４，２３０ ２３．０ １６
１５，８５３ ３．０ １３，８９３ ３．２ １３，４８０ ３．０ １３，３９０ ３．０ １７
８，８６７ １．７ ９，０７７ ２．１ ９，９４０ ２．２ ９，４５０ ２．１ １８
－ － － － － － － － １９

２１，６７６ ４．１ ２７，５０１ ６．３ ２６，３４０ ５．９ ２６，１１０ ５．８ ２０
１４２ ０．０ １１９ ０．０ １２０ ０．０ １１０ ０．０ ２１
８８６ ０．２ ７４９ ０．２ ４６０ ０．１ ４４０ ０．１ ２２

４，９３１ ０．９ ５，０１９ １．１ ５，１２０ １．２ ５，４６０ １．２ ２３

－ － ３，４９２ ０．８ ３，４６０ ０．８ ３，２９０ ０．７ ２４
－ － － － － － － － ２５
－ － － － － － － － ２６
－ － － － － － － － ２７
０ ０．０ － － － － － － ２８
－ － － － － － － － ２９
－ － － － － － － － ３０

７，５７４ １．４ ４，４６５ １．０ ４，２８０ １．０ ４，１７０ ０．９ ３１
８，８５７ １．７ ７，８５９ １．８ ８，１５０ １．８ ９，１００ ２．０ ３２
９１ ０．０ ９５ ０．０ ９０ ０．０ １００ ０．０ ３３

１１，６８８ ２．２ １０，２４０ ２．３ １０，５７０ ２．４ １０，３２０ ２．３ ３４
－ － － － － － － － ３５

３，１１２ ０．６ ２，９４２ ０．７ ２，８１８ ０．６ ２，７９３ ０．６ ３６
１４２ ０．０ １１９ ０．０ １２０ ０．０ １１０ ０．０ ３７
１６１ ０．０ １３６ ０．０ １３１ ０．０ １２６ ０．０ ３８

３，７８７ ０．７ ３，０６５ ０．７ ２，９３８ ０．７ ２，８６２ ０．６ ３９
１１４ ０．０ １１９ ０．０ １１３ ０．０ １２５ ０．０ ４０
４４６ ０．１ － － － － － － ４１

３，５９２ ０．７ － － － － － － ４２
７，４０８ １．４ － － － － － － ４３
－ － － － － － － － ４４

２，３２９ ０．４ １，６２５ ０．４ １，５３７ ０．３ １，４６２ ０．３ ４５
５２２，９０５ １００．０ ４３７，０７４ １００．０ ４４３，６１４ １００．０ ４５２，８３０ １００．０ ４６

（単位 億円，％）

３１一般統計



（備考）１． 日本は平成２４年度予算額，アメリカは平成２１年１０月／平成２２年９月会計年度決算額，イギリスは２２年度実績額，ドイツは平成２２年決算額，フラ
ンスは平成２２年実績額（本表の数値は，一般会計に係る税収），イタリアは平成２２年決算額である。

４． 国 税 の 税 目 別

日 本（億円，％） アメリカ（百万ドル，％） イギリス（百万ポンド，％）

税 目 金 額 構成比 税 目 金 額 構成比 税 目 金 額 構成比

直 接 税 ２５９，１８２ ５７．２ 直 接 税 １，１０８，８７１ ９２．３ 直 接 税 ２１８，６８５ ５８．５

所 得 税 １３４，９１０ ２９．８ 個 人 所 得 税 ８９８，５４９ ７４．８ 所 得 税 １４７，９４９ ３９．６

�
�
�

源 泉 分 １１０，９４０ ２４．５ 法 人 所 得 税 １９１，４３７ １５．９ 法 人 税 ４２，１２１ １１．３

申 告 分 ２３，９７０ ５．３ 遺産税・贈与税 １８，８８５ １．６ キャピタル・ゲイン税 ３，６０１ １．０

法 人 税 ８８，０８０ １９．５ 相 続 税 ２，７２３ ０．７

相 続 税 １４，３００ ３．２ 間 接 税 等 ９２，２０７ ７．７ 石 油 収 入 税 １，４５８ ０．４

地方法人特別税（特） １６，５８７ ３．７ 一 般 財 源 １８，２５６ １．５ 非居住用資産レイト ２０，８３３ ５．６

復興特別所得税（特） ４９５ ０．１ 酒 税 ９，２２９ ０．８

復興特別法人税（特） ４，８１０ １．１ た ば こ 税 １７，１６０ １．４ 間 接 税 等 １５５，１５２ ４１．５

電信電話サービス税 ９９３ ０．１ 付 加 価 値 税 ８３，５０２ ２２．３

間 接 税 等 １９３，６４８ ４２．８ 輸 送 燃 料 税 △１１，０３０ △０．９ 炭 化 水 素 油 税 ２７，２５６ ７．３

消 費 税 １０４，２３０ ２３．０ そ の 他 １，９０４ ０．２ た ば こ 税 ９，１４４ ２．４

酒 税 １３，３９０ ３．０ 関 税 ２５，２９８ ２．１ 酒 税 ９，３９７ ２．５

た ば こ 税 ９，４５０ ２．１ 特 定 財 源 ４８，６５３ ４．１ 賭 博 ・ 遊 戯 税 １，５３３ ０．４

揮 発 油 税 ２６，１１０ ５．８ ハイウェイ財源 ３４，９９２ ２．９ 関 税 ２，９９８ ０．８

石 油 ガ ス 税 １１０ ０．０ 空港・航空路財源 １０，６１２ ０．９ 航 空 旅 客 税 ２，１５５ ０．６

航 空 機 燃 料 税 ４４０ ０．１ そ の 他 ３，０４９ ０．３ 保 険 税 ２，４００ ０．６

石 油 石 炭 税 ５，４６０ １．２ 埋 立 税 １，０６５ ０．３

電源開発促進税 ３，２９０ ０．７ 気 候 変 動 税 ６７４ ０．２

自 動 車 重 量 税 ４，１７０ ０．９ 採 掘 税 ２８８ ０．１

関 税 ９，１００ ２．０ 自 動 車 税 ５，８０８ １．６

と ん 税 １００ ０．０ 印 紙 税 ８，９３２ ２．４

印 紙 収 入 １０，３２０ ２．３

地方揮発油税（特） ２，７９３ ０．６ そ の 他 ０ ０．０

石油ガス税（譲与分）（特） １１０ ０．０

航空機燃料税（〃）（特） １２６ ０．０

自動車重量税（〃）（特） ２，８６２ ０．６

特別とん税（特） １２５ ０．０

たばこ特別税（特） １，４６２ ０．３

合 計 ４５２，８３０ １００．０ 合 計 １，２０１，０７８ １００．０ 合 計 ３７３，８３７ １００．０

３２ 一般統計



２． 諸外国の計数の原資料は，各国の租税統計資料である。そのため，合計額はOECD資料を原資料とする第１表の租税負担額（国税分）とは必
ずしも一致しない。

収 入 の 国 際 比 較

ドイツ（百万ユーロ，％） フランス（百万ユーロ，％） イタリア（百万ユーロ，％）

税 目
金 額

構成比 税 目 金 額 構成比 税 目 金 額 構成比
連邦税 州 税 計

直 接 税 ９６，９５４ ９２，９９７ １８９，９５１ ４１．３ 直 接 税 １４７，６０７ ４３．０ 直 接 税 ２３５，７９４ ５３．４

所 得 税 ７７，９３３ ７７，９３３ １５５，８６６ ３３．９ 所 得 税 ５５，１０１ １６．０ 所 得 税 １７３，５１５ ３９．３

法 人 税 ６，０２１ ６，０２１ １２，０４２ ２．６ 徴収名簿による
法人税・給与税
等

７，８０５ ２．３
法 人 税 ４５，６３１ １０．３

財 産 税 ０ １ １ ０．０ 資本所得に係る
源 泉 税 ８，０９５ １．８

相続・贈与税 ０ ４，４０４ ４，４０４ １．０ 法 人 税 ４９，７６７ １４．５ 相続・贈与税 ４９３ ０．１

営 業 税 １，２８７ ４，６３８ ５，９２５ １．３ 富 裕 税 ４，４６４ １．３ そ の 他 ８，０６０ １．８

連帯付加税 １１，７１３ ０ １１，７１３ ２．５ 金融機関支出特
別税 ０ ０．０

相続・贈 与 税 ７，８３７ ２．３ 間 接 税 等 ２０５，８２０ ４６．６

間 接 税 等 １５３，２２５ １１７，０５５ ２７０，２８０ ５８．７ その他 ２２，６３３ ６．６ 付 加 価 値 税 １３１，０２５ ２９．７

付加価値税 ９５，８６０ ８０，５８８ １７６，４４８ ３８．３ 酒 税 １，０３７ ０．２

関 税 ４，３７８ ０ ４，３７８ １．０ 間 接 税 等 １９５，８７２ ５７．０ たばこ消費税 １１，５３８ ２．６

不動産取得税 ０ ５，２９０ ５，２９０ １．１ 登 録 税 ４，５６１ １．３ 鉱 油 税 ２０，２６３ ４．６

自 動 車 税 ８，４８８ ０ ８，４８８ １．８ 印 紙 税 １１８ ０．０ 電気ガス消費税 ６，１９９ １．４

保 険 税 １０，２８４ ０ １０，２８４ ２．２ 関 税 ３７４ ０．１ ディーゼル油付
加税 １ ０．０

競馬富くじ税 ０ １，４１２ １，４１２ ０．３ 石油産品内国消
費税 １４，２０２ ４．１ 自 動 車 税 ６３９ ０．１

防 火 税 ０ ３２６ ３２６ ０．１ 付 加 価 値 税 １７０，７２４ ４９．７ 印紙税・登録税 １４，１１６ ３．２

た ば こ 税 １３，４９２ ０ １３，４９２ ２．９ た ば こ 税 ３０２ ０．１ 抵当権等登記税 ２，１０２ ０．５

コーヒー税 １，００２ ０ １，００２ ０．２ 汚染活動一般税 １１９ ０．０ 興 行 税 ５８ ０．０

ビ ー ル 税 ０ ７１３ ７１３ ０．２ そ の 他 ５，４７２ １．６ 富 く じ 税 ５，２３２ １．２

蒸 留 酒 税 １，９９０ ０ １，９９０ ０．４ 政 府 免 許 税 １，６１２ ０．４

アルコホップ税 ２ ０ ２ ０．０ テレビ受信税 １，６９８ ０．４

発泡ワイン税 ４２２ ０ ４２２ ０．１ そ の 他 １０，３００ ２．３

中間製品税 ２２ ０ ２２ ０．０

エネルギー税 ３９，８３８ ０ ３９，８３８ ８．７

電 気 税 ６，１７１ ０ ６，１７１ １．３

そ の 他 ２ ０ ２ ０．０

連邦と州間の
調整等 △２８，７２６ ２８，７２６ － －

合 計 ２５０，１７８ ２１０，０５２ ４６０，２３０ １００．０ 合 計 ３４３，４７９ １００．０ 合 計 ４４１，６１４ １００．０

３３一般統計



（備考）１． 日本は平成２２年度以前は決算額，平成２３年度は補正後予算額，平成２４年度は予算額であり，いずれも特別会計に属する諸税を含まない。
２． アメリカは，会計年度は，昭和５０年以前に開始する年度については７月／６月，それ以降については１０月／９月，歳入額及び税収入額の上段
は，社会保障税を控除した額であり，（ ）書は，社会保障税を含めた額である。原資料は「予算教書」である。

３． イギリスは，中央歳出額及び中央歳入額は，昭和１９年度以前は年度決算額，昭和２５～５０年度は暦年実績額，昭和５５年度以降は年度実績額であ
る。原資料は昭和１９年度以前は“Financial Statement”，昭和２５～４５年度は“National Income and Expenditure”，昭和５０年度は“United Kingdom
National Accounts”，昭和５５年度～平成１９年度は“Financial Statistics”，平成２０年度以降は“Consolidated Fund Account”に基づく。なお，中

４． ドイツの原資料は，昭和１６年及び１９年についてはR.W.Lindholm“German Finance in World War Ⅱ”，昭和２５年以降は“Finanzbericht”によ
る。なお，昭和３６年度以降，会計年度が４月／３月から暦年に変更されたため，昭和３５年度は４月／１２月であるが，４月／３月の予算額を掲げ
た。４月／１２月による決算額は連邦歳出額３３，１２９百万マルク，連邦歳入額３３，０７８百万マルク，連邦税収入２９，７３９百万マルクである。昭和４７年以降
の一般会計歳出額にはＥＵ拠出金を含む。平成２年（但し，７月／１２月のみ）及び平成３年以降は，旧東ドイツ地域を含めた数値である。

５． フランスは平成８年以前は決算額，平成９年以降は実績見込額，原資料は，“Statistiques et Études Financières”，“LesNotes Bleues”，及び
“Annuaire Statistique de la France”である。なお，地方交付金及びEU拠出金は，原資料では歳出に含まず，歳入の減少項目という取扱いが

５． 歳 出 及 び 歳 入 に 対 す る

区 分
番

号

日 本

一般会計
歳出総額
A

一般会計
歳入総額
B

租税及び
印紙収入
C

租税及び印紙
収入と日本専
売公社納付金
の計D

C
A

D
A

C
B

D
B

百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％ ％ ％
昭和 ９～１１年度… １ ２，２１７ ２，２９３ １，０２４ １，２２６ ４６．２ ５５．３ ４４．７ ５３．５

１６…………… ２ ８，１３４ ８，６０２ ４，４０３ ４，８１８ ５４．１ ５９．２ ５１．２ ５６．０

１９…………… ３ １９，８７２ ２１，０４０ １１，６６５ １２，７１５ ５８．７ ６４．０ ５５．４ ６０．４

億円 億円 億円 億円
２５…………… ４ ６，３３３ ７，１６８ ４，５６４ ５，７０２ ７２．１ ９０．０ ６３．７ ７９．５

３０…………… ５ １０，１８２ １１，２６４ ７，９６０ ９，０９７ ７８．２ ８９．３ ７０．７ ８０．８

３５…………… ６ １７，４３１ １９，６１０ １６，１８３ １７，６４８ ９２．８ １０１．２ ８２．５ ９０．０

４０…………… ７ ３７，２３０ ３７，７３１ ３０，４９６ ３２，２８９ ８１．９ ８６．７ ８０．８ ８５．６

４５…………… ８ ８１，８７７ ８４，５９２ ７２，９５８ ７５，６８１ ８９．１ ９２．４ ８６．２ ８９．５

５０…………… ９ ２０８，６０９ ２１４，７３４ １３７，５２７ １４０，９０７ ６５．９ ６７．５ ６４．０ ６５．６

５５…………… １０ ４３４，０５０ ４４０，４０７ ２６８，６８７ ２７６，７６８ ６１．９ ６３．８ ６１．０ ６２．８

６０…………… １１ ５３０，０４５ ５３９，９２６ ３８１，９８８ ３８１，９８８ ７２．１ ７２．１ ７０．７ ７０．７

平成 ２…………… １２ ６９２，６８７ ７１７，０３５ ６０１，０５９ ６０１，０５９ ８６．８ ８６．８ ８３．８ ８３．８

７…………… １３ ７５９，３８５ ８０５，５７２ ５１９，３０８ ５１９，３０８ ６８．４ ６８．４ ６４．５ ６４．５

１２…………… １４ ８９３，２１０ ９３３，６１０ ５０７，１２５ ５０７，１２５ ５６．８ ５６．８ ５４．３ ５４．３

１７…………… １５ ８５５，１９６ ８９０，００３ ４９０，６５４ ４９０，６５４ ５７．４ ５７．４ ５５．１ ５５．１

２２…………… １６ ９５３，１２３ １，００５，３４６ ４１４，８６８ ４１４，８６８ ４３．５ ４３．５ ４１．３ ４１．３

２３（補正後）… １７ １，０７５，１０５ １０７，５１０，４６７ ４２０，３００ ４２０，３００ ３９．１ ３９．１ ０．４ ０．４

２４（当 初）… １８ ９０３，３３９ ９０３，３３９ ４２３，４６０ ４２３，４６０ ４６．９ ４６．９ ４６．９ ４６．９

区 分
番

号

ド イ ツ フ
連 邦
歳 出 額
A

連 邦
歳 入 額
B

連 邦
税 収 入
C

C
A

C
B

一般会計
歳 出 額
A

一般会計
歳 入 額
B

百万マルク 百万マルク 百万マルク ％ ％ 億フラン 億フラン
昭和 ９～１１年度… １ … … … … … ５ ４

１６…………… ２ １０１，０００ ７２，４００ ３２，３３８ ３２．０ ４４．７ １２ ８
１９…………… ３ １７６，０００ １０８，２００ ３８，０１０ ２１．６ ３５．１ ２６ １２
２５…………… ４ １４，６８５ １４，４２８ １１，９０４ ８１．１ ８２．５ ２３６ ２０８
３０…………… ５ ２９，７００ ３２，８２１ ２７，２４０ ９１．７ ８３．０ ３９５ ３４５
３５…………… ６ ４１，９３８ ４１，９３８ ３８，０８２ ９０．８ ９０．８ ６００ ６２０
４０…………… ７ ６９，１７８ ６８，４５０ ６０，０３４ ８６．８ ８７．７ ９８２ １，０１８

百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ
４５…………… ８ ４８，１７８ ４８，１７８ ４３，５５１ ９０．４ ９０．４ １，７１６ １，７４７
５０…………… ９ ８４，８８０ ８４，８８０ ６４，６１５ ７６．１ ７６．１ ３，５２５ ３，１６４
５５…………… １０ １１５，９４４ １１５，９４４ ９５，５２７ ８２．４ ８２．４ ６，８２２ ６，４７０
６０…………… １１ １３９，４４８ １３９，４４８ １１３，２３９ ８１．２ ８１．２ １２，７５５ １１，２１０

平成 ２…………… １２ ２０５，５７１ ２０５，５７１ １５２，１５１ ７４．０ ７４．０ １６，５８１ １５，６１７
７…………… １３ ２５８，２２２ ２５８，２２２ ２０７，６２３ ８０．４ ８０．４ ３１３，１１１ ２６６，７６６
１２…………… １４ ２６６，３７２ ２６６，３７２ ２２０，６２３ ８２．８ ８２．８ ３６１，９８４ ３３２，６６９
１７…………… １５ ２８１，９１３ ２８１，９１３ ２１１，８５７ ７５．１ ７５．１ ４３０，４８６ ３８５，３３５
２０…………… １６ ３０５，３８１ ３０５，３８１ ２６２，２６１ ８５．９ ８５．９ ４４０，２８４ ３８３，２９５
２１…………… １７ ３１２，７５４ ３１２，７５４ ２４８，４９７ ７９．５ ７９．５ ４７８，７９４ ３４８，８８８
２２…………… １８ ３２８，０２５ ３２８，０２５ ２５０，１７８ ７６．３ ７６．３ ５１５，５７６ ３６４，７７２

３４ 一般統計



央歳出額及び中央歳入額にはNational Insurance の支出及び収入は含まれていない。
また，国税収入は，昭和１９年度以前は“Financial Statement”，昭和２５～３５年度は“National Income and Expenditure”，昭和４０～５０年度は，
OECD“Revenue Statistics”に基づき，昭和５５年度以降は“Financial Statistics”，平成２０年度以降は“Consolidated Fund Account”に基づく統
合国庫基金への繰入額である。
なお，資料の関係上，出典が変更された年度の計数は，その前年度の計数と接続しない。

なされているが，我が国に倣い歳出に立てて計算してある。会計年度は１月／１２月である。
６． イタリアは昭和２５年以前は“国連統計年鑑”，昭和３０年及び３５年は“International Financial Statistics”（国際通貨基金）及び“Relazione Generale-
sulla Situazione Economica del Paese”，昭和４０年は“Assemblea Generale Ordinaria dei Partec ipanti”，昭和４５年以降５５年までは“Relazione Gen-
eralesulla Situazione Economica del Paese”，昭和６０年以降はイタリア中央銀行“Relazione Annuale”による。なお，中央歳出額・歳入額の５５年
以降は，計算方法の変更により，それ以前の計数と接続しない。

７． アメリカ，イギリス，フランスについては，歳入額に公債発行による収入を含めていない。

租 税 収 入 の 割 合 の 国 際 比 較

ラ ン ス イ タ リ ア 番

号
国 税
収 入
C

C
A

C
B

中 央
歳 出 額
A

中 央
歳 入 額
B

国 税
収 入
C

C
A

C
B

億フラン ％ ％ 億リラ 億リラ 億リラ ％ ％
３ ６０．０ ７５．０ ２０１ ２０１ １６７ ８３．１ ８３．１ １
６ ５０．０ ７５．０ ９９０ ３６２ ２８５ ２８．８ ７８．７ ２
１０ ３８．５ ８３．３ … … … … … ３
１７１ ７２．５ ８２．２ １６，３５０ １２，８２６ １１，８８７ ７２．７ ９２．７ ４
２７８ ７０．４ ８０．６ ２７，３９０ ２５，７１５ ２３，５２５ ８５．９ ９１．５ ５
５６２ ９３．７ ９０．６ ４３，５７５ ３９，４９１ ３５，０３９ ８０．４ ８８．７ ６
９３６ ９５．３ ９１．９ ７８，８１０ ６６，４６０ ６２，０９０ ７８．８ ９３．４ ７

１，５７２ ９１．６ ９０．０ １４３，１３８ １２７，０９８ １０２，５２０ ７１．６ ８０．７ ８
２，８６９ ８１．４ ９０．７ ４０２，０１５ ３２３，１３０ １９７，６７３ ４９．２ ６１．２ ９
５，９７０ ８７．５ ９２．３ １５５，９６４ １５５，９６４ ７１，７８９ ４６．０ ４６．０ １０
１０，１４６ ７９．５ ９０．５ ３３４，２２６ ２２１，５８９ １７８，０９８ ５３．３ ８０．４ １１
１３，９５０ ８４．１ ８９．３ ５３５，４４１ ４０６，８５８ ３３０，７１０ ６１．８ ８１．３ １２
２３２，３１２ ７４．２ ８７．１ ６４１，５７９ ５２５，４１９ ４６７，９７８ ７２．９ ８９．１ １３
２９６，１８０ ８１．８ ８９．０ ３８７，８０８ ３５０，８６６ ３１５，６０３ ８１．４ ８９．９ １４
３４１，０４３ ７９．２ ８８．５ ４３５，５１２ ３８８，２６２ ３５６，５５８ ８１．９ ９１．８ １５
３５２，１３５ ８０．０ ９１．９ ５０３，１５０ ４４０，４７４ ４１２，３１８ ８１．９ ９３．６ １６
３２５，９１９ ６８．１ ９３．４ ５０２，２７７ ４３９，７０４ ４０１，４５３ ７９．９ ９１．３ １７
３４３，４７９ ６６．６ ９４．２ ４８７，６２８ ４２９，２９９ ３９７，２２４ ８１．５ ９２．５ １８

区 分

ア メ リ カ イ ギ リ ス 番

号
連 邦
歳 出 額
A

連 邦
歳 入 額
B

連 邦
税 収 入
C

C
A

C
B

中 央
歳 出 額
A

中 央
歳入額
B

国 税
収 入
C

C
A

C
B

億ドル 億ドル 億ドル ％ ％ 百万ポンド百万ポンド百万ポンド ％ ％
昭和 ９～１１年度… ７１ ３５ … … … １，０１９ ７７０ ７４７ ７３．３ ９７．０ １

（３５） … …
１６…………… １３７ ６８ ６８ ４９．５ ９９．８ ４，７７６ ２，０７４ １，９６２ ４１．１ ９４．６ ２

（８７） （８７） （６３．７）
１９…………… ９１３ ４０３ ４０２ ４４．１ ９９．９ ６，０５８ ３，２３８ ３，１３５ ５１．７ ９６．８ ３

（４３７） （４３７） （４７．９）

２５…………… ４２６ ３５１ ３４９ ８１．９ ９９．３ ３，４６１ ３，９７７ ３，６９６ １０６．８ ９２．９ ４
（３９４） （３９２） （９２．１）

３０…………… ６８４ ５７６ ５７２ ８３．６ ９９．４ ４，５６７ ５，０７９ ４，６５８ １０２．０ ９１．７ ５
（６５５） （６５１） （９５．１）

３５…………… ９２２ ７７８ ７６６ ８３．１ ９８．４ ５，９１７ ６，２３３ ５，５４６ ９３．７ ８９．０ ６
（９２５） （９１３） （９９．０）

４０…………… １，１８２ ９４６ ９３０ ７８．６ ９８．３ ８，５１１ ８，８８９ ８，０３２ ９４．４ ９０．４ ７
（１，１６８） （１，１５２） （９７．５）

４５…………… １，９５６ １，４８４ １，４５０ ７４．１ ９７．７ １２，８５７ １６，２０８ １４，５８０ １１３．４ ９０．０ ８
（１，９２８） （１，８９４） （９６．８）

５０…………… ３，３２３ １，９４６ １，８７８ ５６．５ ９６．６ ３１，７６７ ３１，０６５ ２６，６７６ ８４．０ ８５．９ ９
（２，７９１） （２，７２４） （８２．０）

５５…………… ５，９０９ ３，５９３ ３，４６６ ５８．６ ９６．５ ７６，１７０ ６６，２１３ ５６，４９６ ７４．２ ８５．３ １０
（５，１７１） （５，０４４） （８５．３）

６０…………… ９，４６４ ４，６８９ ４，５０４ ４７．６ ９６．０ １１０，１２７ １０６，１３２ ９５，２６８ ８６．５ ８９．８ １１
（７，３４１） （７，１５５） （７５．６）

平成 ２…………… １２，５３１ ６，５２０ ６，２３９ ４９．８ ９５．７ １６４，０２４ １６２，３６６ １４０，６３１ ８５．７ ８６．６ １２
（１０，３２１） （１０，０４０） （８０．１）

７…………… １５，１５９ ８，６７５ ８，３８８ ５５．３ ９６．７ ２４１，３６８ ２０１，４７４ １９１，１８９ ７９．２ ９４．９ １３
（１３，５１９） （１３，２３３） （８７．３）

１２…………… １７，８９２ １３，７２６ １３，２９５ ７４．３ ９６．９ ２６６，８８９ ３００，６９４ ２７１，３７８ １０１．７ ９０．３ １４
（２０，２５４） （１９，８２４） （１１０．８）

１７…………… ２４，７２２ １３，５９７ １３，２６７ ５３．７ ９７．６ ３８２，２３０ ３３６，０３１ ３２２，３１５ ８４．３ ９５．９ １５
（２１，５３９） （２１，２０９） （８５．８）

２０…………… ２９，８２９ １６，２４２ １５，７３８ ５２．８ ９６．９ ５６０，２６０ ３９４，７４１ ３６０，６７１ ６４．４ ９１．４ １６
（２５，２４３） （２４，７４０） （８２．９）

２１…………… ３５，１７７ １２，１４１ １１，６２０ ３３．０ ９５．７ ５４９，５９３ ３５３，９９３ ３２７，９８７ ５９．７ ９２．７ １７
（２１，０５０） （２０，５２９） （５８．４）

２２…………… ３４，５６２ １２，９７９
（２１，６２７）

１２，０１１ ３４．８ ９２．５ ５２３，０８５ ３８２，４０４ ３６３，５６５ ６９．５ ９５．１ １８
（２０，６５９） （５９．８）

３５一般統計



（備考）１． 平成２２年度以前は決算額，平成２３年度は補正予算額，平成２４年度は予算額である。
２． 平成２０年度の歳入の内訳には，上記以外に決算調整資金からの受入れがある。
３． 昭和２５年以前の科目別収入は科目の組替えのため若干の推計を含んでいる。

（備考）１． 増減税額欄の外書については，平成１８年度以前は特別会計への振替額であり，平成１９年度及び２１年度は特別会計から一般会計への組入額である。
２． 記号※は前年度を示す。

６． 一 般 会 計 歳 入

７． 租 税 及 び 印 紙 収 入（一般会計）予 算 額

区 分 番
号

租 税 及 び
印 紙 収 入 専売納付金 官業益金及び

官 業 収 入
政 府 資 産
整 理 収 入 雑 収 入

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
昭和 ９～１１年度… １ １，０２４ ４４．７ ２０２ ８．８ ５５ ２．４ ２０ ０．９ ２４４ １０．６

１６…………… ２ ４，４０３ ５１．２ ４１５ ４．８ １８５ ２．２ １０ ０．１ ５９８ ７．０
１９…………… ３ １１，６６５ ５５．４ １，０５０ ５．０ ５６３ ２．７ １０ ０．０ ８９９ ４．３

億円 億円 億円 億円 億円
２５…………… ４ ４，５６４ ６３．７ １，１４５ １６．０ ５０ ０．７ １７４ ２．４ ６４４ ９．０
３０…………… ５ ７，９６０ ７０．７ １，１４３ １０．１ １３８ １．２ ８３ ０．７ ４９８ ４．４
３５…………… ６ １６，１８３ ８２．５ １，４７０ ７．５ １８３ ０．９ ２２６ １．２ ５２７ ２．７
４０…………… ７ ３０，４９６ ８０．８ １，８０４ ４．８ １５７ ０．４ ２４６ ０．７ １，６９９ ４．５
４５…………… ８ ７２，９５８ ８６．２ ２，７４４ ３．２ ３６ ０．０ ２７７ ０．３ ３，１９９ ３．８
５０…………… ９ １３７，５２７ ６４．０ ３，４０５ １．６ ４１ ０．０ ３０４ ０．１ ７，８５７ ３．７

５５…………… １０ ２６８，６８７ ６１．０ ８，１２４ １．８ ９９ ０．０ ６４１ ０．１ １１，２６０ ２．６

６０…………… １１ ３８１，９８８ ７０．７ １０８ ０．０ ２２５ ０．０ １，６３１ ０．３ ２５，８６５ ４．８

平成 ２…………… １２ ６０１，０５９ ８３．８ １１１ ０．０ ２２４ ０．０ １，６２０ ０．２ ２７，０１１ ３．８

７…………… １３ ５１９，３０８ ６４．５ １６３ ０．０ ２２４ ０．０ ２，７４４ ０．３ ４３，４０９ ５．４

１２…………… １４ ５０７，１２５ ５４．３ ２０５ ０．０ ２０５ ０．０ ２，２４９ ０．２ ４０，３９８ ４．３

１７…………… １５ ４９０，６５４ ５５．１ － － １６０ ０．０ ３，３２１ ０．４ ４３，１７０ ４．９

１８…………… １６ ４９０，６９１ ５８．１ － － １６０ ０．０ ２，７５４ ０．３ ４１，０１６ ４．９

１９…………… １７ ５１０，１８２ ６０．３ － － １６１ ０．０ ２，９４３ ０．３ ４８，７５６ ５．８

２０…………… １８ ４４２，６７３ ４９．６ － － １５６ ０．０ ２，４８３ ０．３ ８０，７９９ ９．１

２１…………… １９ ３８７，３３１ ３６．２ － － １５３ ０．０ １，４４７ ０．１ １１７，５５３ １１．０

２２…………… ２０ ４１４，８６８ ４１．３ － － １５５ ０．０ ７，８５２ ０．８ ９８，０３３ ９．８

２３（補正後）… ２１ ４２０，３００ ３９．１ － － １５７ ０．０ ３，１０１ ０．３ ７２，９６１ ６．８

２４（予 算）… ２２ ４２３，４６０ ４６．９ － － １６７ ０．０ １，５２２ ０．２ ３５，７５１ ４．０

区 分
番

号

現行法による
収入見込額 年度間増収額 改正増減（△）

税 額 当初予算額 補 正 額 補正後予算額

A ※
B=Ａ-Ｄ C D＝A＋C E F＝D＋E

億円 億円 億円 億円 億円 億円
昭和４０年度……… １ ３３，６９０ ４，６４７ △８１３ ３２，８７７ △２，５９０ ３０，２８７

４５…………… ２ ７１，１５２ １３，７７１ △１，７６８ ６９，３８４ ３，０１１ ７２，３９５
５０…………… ３ １７５，４５０ ３７，８３０ △２，０５０ １７３，４００ △３８，７９０ １３４，６１０
５５…………… ４ ２６０，８５０ ４５，９８０ ３，２６０ ２６４，１１０ ７，３４０ ２７１，４５０

６０…………… ５ ３８３，７２０ ３７，７６０ 外△１，１１０
２，８９０ ３８５，５００ △４，０５０ ３８１，４５０

平成 ２…………… ６ ５８３，５４０ ７３，４４０ △３，５００ ５８０，０４０ １１，２７０ ５９１，３１０
７…………… ７ ５３７，０６０ ４１０ ２５０ ５３７，３１０ △３０，５００ ５０６，８１０
１２…………… ８ ４８８，１１０ １６，９２０ △１，５２０ ４８６，５９０ １２，３６０ ４９８，９５０

１７…………… ９ ４４５，２７０ ２７，８００ 外△６，９１０
１，７１０ ４４０，０７０ ３０，３５０ ４７０，４２０

１９…………… １０ ５３５，３００ ７６，５２０ 外３，４６０
△４，０９０ ５３４，６７０ △９，１６０ ５２５，５１０

２０…………… １１ ５３５，６３０ ９６０ △９０ ５３５，５４０ △７１，２５０ ４６４，２９０

２１…………… １２ ４５８，８８０ △７６，６６０ 外６，５００
△４，３５０ ４６１，０３０ △９２，４２０ ３６８，６１０

２２…………… １３ ３７４，３４０ △８６，６９０ △３８０ ３７３，９６０ ２２，４７０ ３９６，４３０
２３…………… １４ ４１２，１３０ ３８，１７０ △２，８６０ ４０９，２７０ １１，０３０ ４２０，３００
２４…………… １５ ４２３，２７０ １４，０００ １９０ ４２３，４６０

３６ 一般統計



４． 昭和５０年度から昭和６０年度まで，平成１２年度から平成２４年度の公債金欄の（ ）書は特例公債分の計数であり，平成７年度の同欄の（ ）書は
減税特例公債分及び特例公債分の計数である。

３． 平成７年度の補正額は，１次分（△１，３８０億円）と３次分（△２９，１２０億円）の合計額を計上してある。
４． 単位未満の端数は，それぞれ四捨五入によっている。

構 成 の 累 年 比 較

並 び に 決 算 額 等 の 累 年 比 較

公 債 金 前年度剰余金受入 歳 入 合 計 歳出合計 本 年 度
剰 余 金

うち新規
純剰余金

番
号

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 百万円
６７７ ２９．５ ７１ ３．１ ２，２９３ １００．０ ２，２１７ ７６ － １

２，４０６ ２８．０ ５８５ ６．８ ８，６０２ １００．０ ８，１３４ ４６８ － ２
５，３９５ ２５．６ １，４５８ ６．９ ２１，０４０ １００．０ １９，８７２ １，１６８ － ３

億円 億円 億円 億円 億円 億円
－ － ５９２ ８．３ ７，１６８ １００．０ ６，３３３ ８３５ ２６９ ４
－ － １，４４３ １２．８ １１，２６４ １００．０ １０，１８２ １，０８２ ３２３ ５
－ － １，０２２ ５．２ １９，６１０ １００．０ １７，４３１ ２，１７９ １，２５１ ６

１，９７２ ５．２ １，３５８ ３．６ ３７，７３１ １００．０ ３７，２３０ ５０１ ２１ ７
３，４７２ ４．１ １，９０６ ２．３ ８４，５９２ １００．０ ８１，８７７ ２，７１５ ９９５ ８
５２，８０５ ２４．６ １２，７９３ ６．０ ２１４，７３４ １００．０ ２０８，６０９ ６，１２５ ３，２４１ ９

（内７２，１５２）
１４１，７０２ ３２．２ ９，８９４ ２．２ ４４０，４０７ １００．０ ４３４，０５０ ６，３５６ ８９７ １０

（内６０，０５０）
１２３，０８０ ２２．８ ７，０２８ １．３ ５３９，９２６ １００．０ ５３０，０４５ ９，８８１ ４，４２９ １１

（内９，５６５）
１２

７３，１２０ １０．２ １３，８８９ １．９ ７１７，０３５ １００．０ ６９２，６８７ ２４，３４８ １４，８６８
２１２，４７０ ２６．４ ２７，２５４ ３．４ ８０５，５７２ １００．０ ７５９，３８５ ４６，１８７ ９，２２０ １３

（内１１０，４１３）
３３０，０４０ ３５．４ ５３，３８９ ５．７ ９３３，６１０ １００．０ ８９３，２１０ ４０，４００ ４，５９９ １４

（内２０９，２４０）
３１２，６９０ ３５．１ ４０，００７ ４．５ ８９０，００３ １００．０ ８５５，１９６ ３４，８０７ １５，０４０ １５

（内２３５，０７０）
２７４，７００ ３２．５ ３４，８０７ ４．１ ８４４，１２７ １００．０ ８１４，４５５ ２９，６７２ ８，３２１ １６

（内２１０，５５０）
２５３，８２０ ３０．０ ２９，６７２ ３．５ ８４５，５３５ １００．０ ８１８，４２６ ２７，１０９ ６，３１９ １７

（内１９３，３８０）
３３１，６８０ ３７．２ ２７，１０９ ３．０ ８９２，０８２ １００．０ ８４６，９７４ ４５，１０８ － １８

（内２６１，９３０）
５１９，５５０ ４８．５ ４５，１０８ ４．２ １，０７１，１４２ １００．０ １，００９，７３４ ６１，４０８ ２２，００５ １９

（内３６９，４４０）
４２３，０３０ ４２．１ ６１，４０８ ６．１ １，００５，３４６ １００．０ ９５３，１２３ ５２，２２２ ２０，１０６ ２０

（内３４７，０００）
５５８，４８０ ５１．９ ２０，１０６ １．９ １，０７５，１０５ １００．０ １，０７５，１０５ ２１

（内３５９，３００）
４４２，４４０ ４９．０ － － ９０３，３３９ １００．０ ９０３，３３９ ２２

（内３８３，３５０）

決 算
剰 余 額 決 算 額

当初予算額－
前年度当初予
算額

当初予算額
前 年 度
当初予算額

決 算 額 －
当初予算額

決 算 額
当初予算額

決 算 額 －
前年度決算額

決 算 額
前年度決算額 番

号G H＝F＋G ※
Ⅰ＝Ｄ-Ｄ

※
J＝D／D K＝H－D L＝H／D ※

M＝H－H
※

N＝H／H
億円 億円 億円 ％ 億円 ％ 億円 ％
２０９ ３０，４９６ ３，８３４ １１３．２ △２，３８２ ９２．８ ９９９ １０３．４ １
５６３ ７２，９５８ １２，００３ １２０．９ ３，５７４ １０５．２ １２，７１５ １２１．１ ２

２，９１７ １３７，５２７ ３５，７８０ １２６．０ △３５，８７３ ７９．３ △１２，８３１ ９１．５ ３
△２，７６３ ２６８，６８７ ４９，２４０ １２２．９ ４，５７７ １０１．７ ３１，３９２ １１３．２ ４

５３８ ３８１，９８８ ３９，５４０ １１１．４ △３，５１２ ９９．１ ３２，９０５ １０９．４ ５

９，７４９ ６０１，０５９ ６９，９４０ １１３．７ ２１，０１９ １０３．６ ５１，８４０ １０９．４ ６
１２，４９８ ５１９，３０８ ６６０ １００．１ △１８，００２ ９６．６ ９，００７ １０１．８ ７
８，１７５ ５０７，１２５ １５，４００ １０３．３ ２０，５３５ １０４．２ ３４，７８０ １０７．４ ８

２０，２３４ ４９０，６５４ ２２，６００ １０５．４ ５０，５８４ １１１．５ ３４，７６４ １０７．６ ９

△１５，３２８ ５１０，１８２ ７５，８９０ １１６．５ △２４，４８８ ９５．４ １９，４９２ １０４．０ １０

△２１，６１７ ４４２，６７３ ８７０ １００．２ △９２，８６７ ８２．７ △６７，５０９ ８６．８ １１

１８，７２１ ３８７，３３１ △７４，５１０ ８６．１ △７３，６９９ ８４．０ △５５，３４２ ８７．５ １２

１８，４３８ ４１４，８６８ △８７，０７０ ８１．１ ４０，９０８ １１０．９ ２７，５３７ １０７．１ １３
３５，３１０ １０９．４ １４
１４，１９０ １０３．５ １５

３７一般統計



８． 平成２４年度租税及び印紙収入予算額（一般会計）

税 目

平成２３年度 平 成 ２４ 年 度

当 初 予 算 額
前年度予算額に
対する現行法に
よる増減（△）
収見込額

現行法に
よる収入
見込額

税制改正
による増
減（△）
収見込額

改正法に
よる収入
見 込 額
（予算額）

前年度予算額に
対する増減（△）
収見込額

A B C＝A＋B D E＝C＋D F＝E－A

億円 億円 億円 億円 億円 億円

源 泉 分 １１１，７２０ △９５０ １１０，７７０ １７０ １１０，９４０ △７８０

所得税

�
�
�
�
�
�
�
�

申 告 分 ２３，１８０ ８１０ ２３，９９０ △２０ ２３，９７０ ７９０

計 １３４，９００ △１４０ １３４，７６０ １５０ １３４，９１０ １０

法 人 税 ７７，９２０ １０，０７０ ８７，９９０ ９０ ８８，０８０ １０，１６０

相 続 税 １４，２３０ ７０ １４，３００ － １４，３００ ７０

消 費 税 １０１，９９０ ２，２４０ １０４，２３０ － １０４，２３０ ２，２４０

酒 税 １３，４８０ △９０ １３，３９０ － １３，３９０ △９０

た ば こ 税 ８，１６０ １，２９０ ９，４５０ － ９，４５０ １，２９０

揮 発 油 税 ２６，３４０ △２３０ ２６，１１０ － ２６，１１０ △２３０

石 油 ガ ス 税 １２０ △１０ １１０ － １１０ △１０

航 空 機 燃 料 税 ４６０ △２０ ４４０ － ４４０ △２０

石 油 石 炭 税 ５，１２０ △５０ ５，０７０ ３９０ ５，４６０ ３４０

電源開発促進税 ３，４６０ △１７０ ３，２９０ － ３，２９０ △１７０

自 動 車 重 量 税 ４，２８０ ３５０ ４，６３０ △４６０ ４，１７０ △１１０

関 税 ８，１５０ ９４０ ９，０９０ １０ ９，１００ ９５０

と ん 税 ９０ １０ １００ － １００ １０

収入印紙 ７，５７０ △２１０ ７，３６０ １０ ７，３７０ △２００

印紙
収入

�
�
�
�
�
�
�
�

現金収入 ３，０００ △５０ ２，９５０ － ２，９５０ △５０

計 １０，５７０ △２６０ １０，３１０ １０ １０，３２０ △２５０

合 計 ４０９，２７０ １４，０００ ４２３，２７０ １９０ ４２３，４６０ １４，１９０

３８ 一般統計



９． 一般会計歳出の主要経費別予算額

事 項 前年度当
初予算額

平成２３年
度予算額

比 較
増△減 伸 率 事 項 前年度当

初予算額
平成２３年
度予算額

比 較
増△減 伸 率

百万円 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 百万円 ％

社 会 保 障 関 係 費 地方交付税交付金 １６，３９６，８５８ １６，４６６，５４４ ６９，６８６ ０．４

地 方 特 例 交 付 金 ３８７，６５２ １２７，４６７ △２６０，１８５ △６７．１１．年金医療介護保
険給付費 ２１，０３６，５９８ １９，０８４，５２５ △１，９５２，０７３ △９．３

防 衛 関 係 費 ４，７７５，２０８ ４，７１３，７８２ △６１，４２６ △１．３
２．生 活 保 護 費 ２，６０６，５１１ ２，８３１，８８７ ２２５，３７６ ８．６

公 共 事 業 関 係 費
３．社 会 福 祉 費 ４，４１９，４０１ ３，８７４，５９２ △５４４，８０９ △１２．３ １．治山治水対策事

業費 ６５５，８７９ ６５９，５５５ ３，６７６ ０．６

４．保健衛生対策費 ３９０，４７８ ３７８，７７５ △１１，７０３ △３．０ ２．道路整備事業費 ９８６，２３８ １，０２０，２４９ ３４，０１１ ３．４

５．雇用労災対策費 ２５４，８７９ ２２０，３５１ △３４，５２８ △１３．５ ３．港湾空港鉄道等
整備事業費 ３３７，２１３ ３３６，９４３ △２７０ △０．１

４．住宅都市環境整
備事業費 ４７７，１３０ ４１９，７４２ △５７，３８８ △１２．０計 ２８，７０７，８６６ ２６，３９０，１２９ △２，３１７，７３７ △８．１

５．公園水道廃棄物
処理等施設整備
費

１５４，２１３ １２６，８４６ △２７，３６７ △１７．７
文教及び科学振興費

６．農林水産基盤整
備事業費 ４３５，２６４ ４０８，９２６ △２６，３３８ △６．１

１．義務教育費国庫
負担金 １，５６６，６４９ １，５５７，５２８ △９，１２１ △０．６

７．社会資本総合整
備事業費 １，７５３，８７０ １，４３９，５３０ △３１４，３４０ △１７．９

２．科学技術振興費 １，３３５，１６５ １，２９４，２８５ △４０，８８０ △３．１
８．推 進 費 等 １０１，８３２ ８８，５５６ △１３，２７６ △１３．０

３．文 教 施 設 費 ９１，６９６ ６０，１０９ △３１，５８７ △３４．４
小 計 ４，９０１，６３９ ４，５００，３４７ △４０１，２９２ △８．２

４．教育振興助成費 ２，３７６，６３８ ２，３５５，７９９ △２０，８３９ △０．９ ９．災害復旧等事業
費 ７２，６９９ ７３，０４９ ３５０ ０．５

計 ４，９７４，３３８ ４，５７３，３９６ △４００，９４２ △８．１５．育 英 事 業 費 １３９，８４７ １３８，０２０ △１，８２７ △１．３

経 済 協 力 費 ５２９，７８０ ５２１，５５８ △８，２２２ △１．６
計 ５，５０９，９９５ ５，４０５，７４１ △１０４，２５４ △１．９

中 小 企 業 対 策 費 １９６，８９７ １８０，１６４ △１６，７３３ △８．５

国 債 費 ２１，５４９，１００ ２１，９４４，２１７ ３９５，１１７ １．８

エネルギー対策費 ８５５，８８５ ８２０，１７５ △３５，７１０ △４．２

恩 給 関 係 費
食料安定供給関係費 １，１５８，６６２ １，１０４，１１５ △５４，５４７ △４．７

１．文官等恩給費 ２０，３０３ １８，０９８ △２，２０５ △１０．９ その他の事項経費 ５，５６５，９７３ ６，２５５，３９８ ６８９，４２５ １２．４

２．旧軍人遺族等恩
給費 ５９０，４７８ ５２４，７３４ △６５，７４４ △１１．１ 経済危機対応・地域

活性化予備費 ８１０，０００ ９１０，０００ １００，０００ １２．３

予 備 費 ３５０，０００ ３５０，０００ ― ―３．恩給支給事務費 １，８９９ １，７５１ △１４８ △７．８

４．遺族及び留守家
族等援護費 ３０，７２１ ２６，６６３ △４，０５８ △１３．２

計 ６４３，４００ ５７１，２４６ △７２，１５４ △１１．２

合 計 ９２，４１１，６１３ ９０，３３３，９３２ △２，０７７，６８１ △２．２

３９一般統計



（備考）１． 増減収額は，各年度毎に予算ベースで計算した平年度増減収額である。
２． 一般会計と特別会計との間の振替による減収額は含んでいない。
３． 平成５年度の外書は「新総合経済対策（平成５年４月１３日閣議決定）における税制上の措置（租税特別措置法の一部を改正する法律（平成５年
法律第６８号））」及び「緊急経済対策（平成５年９月１６日閣議決定）における税制上の措置」による減収額の合計である。平成６年度の所得税のそ
の他欄の減収額は「総合経済対策（平成６年２月８日閣議決定）における所得減税の実施（平成６年分所得税の特別減税のための臨時措置法）」

１０． 税 制 改 正 に よ る 増 減 収 額

区 分 番
号 平成６年度 ６年１１月

税制改革 ７ ８

国 税

所

得

税

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

諸

控

除

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

基 礎 控 除 １ － △１，７５０ － －

配 偶 者 控 除 ２ － △６７０ － －

配偶者特別控除 ３ － △５７０ － －

扶 養 控 除 ４ － △１，５４０ － －

�
�
うち特定扶
養親族分

�
	 ５ （－） （△３１０） （－） （－）

給与所得控除 ６ － △３２９０ － －

そ の 他 ７ － △１２０ － －

小 計 ８ － △７，９４０ － －

税 率 ９ － △１６，３００ － －

そ の 他 １０ △３８，４３０ △１３，７６０ － △１４，０５０

計 １１ △３８，４３０ △３８，０００ － △１４，０５０

特 別 措 置 等 １２ �
�
外△８０
△２０ － ２０ ５０

再 計 １３ �
�
外△８０
△３８，４５０ △３８，０００ ２０ △１４，０００

法
人
税

�
�
�
�
�
�

税 率 １４ － － － －

特 別 措 置 等 １５ ８８０ － �
�
外△４８０

４２０ ２６０

計 １６ ８８０ － �
�
外△４８０

４２０ ２６０

法 人 特 別 税 １７ △３，１５０ － － －

相 続 税 等 １８ △３，３５０ － �
�
外△２００
△４０ △１，８２０

直 接 税 計 １９ �
�
外△８０
△４４，０７０ △３８，０００ �

�
外△６８０

４００ △１５，５６０

消 費 税 ２０ △７４０ ２６，４５０ － ４２０

酒 税 ２１ １，３４０ － － ５０

揮 発 油 税 ２２ － － － －

石油石炭税（15年９月30日
ま で は 石 油 税 ） ２３ － － － －

印 紙 収 入 ２４ － － △１０ －

関 税 Ⓐ ２５ △３９０ － △３０ △７０

そ の 他 ２６ － － － △７００

間 接 税 計 ２７ ２１０ ２６，４５０ △４０ △３００

計 Ⓑ ２８ �
�
外△８０
△４３，８６０ △１１，５５０ �

�
外△６８０

３６０ △１５，８６０

（うち内国税）Ⓑ－Ⓐ ２９ �
�
（外△８０）
（△４３，４７０） （△１１，５５０） �

�
（外△６８０）
（３９０） （△１５，７９０）

４０ 一般統計



によるものである。平成６年１１月税制改革の所得税のその他欄の減収額は，「平成７年分所得税の特別減税」によるものである。平成６年度の外
書は「阪神・淡路大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平成７年法律第１１号）」による減収額である。平成７年度の外
書は「阪神・淡路大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律の一部を改正する法律（平成７年法律第４８号）」及び「緊急円高・
経済対策（平成７年４月１４日閣議決定）に伴う税制上の措置（租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第９９号））」による減収額であ
る。平成８年度の所得税のその他欄の減収額は，「平成８年分所得税の特別減税」によるものである。平成１０年度の所得税のその他欄の減収額は

（一般会計，平年度）の 累 年 比 較

９ １０ １１ １２ １３ １４ 番
号

－ － － － － － １

－ △１０ － － － － ２

－ － － － － － ３

－ △５９０ △２，８５０ ２，０３０ － － ４

（－） （△５７０） （△５５０） （－） （－） （－） ５

－ － － － － － ６

－ △５０ － － － － ７

－ △６５０ △２，８５０ ２，０３０ － － ８

－ － △２，６４０ － － － ９

－ �
�
外△１４，０６０
△１４，０４０ △２６，４６０ － △１０ － １０

－ �
�
外△１４，０６０
△１４，６９０ △３１，９５０ ２，０３０ △１０ － １１

△８２０ �
�
外△１，６２０
△２５０ △１２，５５０ △３，５６０ �

�
外△９１０
△９，４２０ － １２

△８２０ �
�
外△１５，６８０
△１４，９４０ △４４，５００ △１，５３０ �

�
外△９１０
△９，４３０ － １３

－ △１３，８００～△１４，４２０ △１６，９４０ － － － １４

１６０ �
�

外△１，０１０
１１，２１０～１２，２７０

�
�
外△２０
△６，４３０ △５，０９０ △１，７３０ △２３０ １５

１６０ �
�

外１，０１０
△２，５９０～△２，１５０

�
�
外△２０
△２３，３７０ △５，０９０ △１，７３０ △２３０ １６

－ － － － － － １７

－ △１，３４０ △１，１００ △５０ △５３０ △５０ １８

△６６０ �
�

外△１６，６９０
△１８，８７０～△１８，４３０

�
�
外△２０
△６８，９７０ △６，６７０ �

�
外△９１０
△１１，６９０ △２８０ １９

－ ７０～７０ △２０ － － － ２０

△２９０ － － － － － ２１

－ － － － － － ２２

△１５０ － － － － － ２３

△４１０ － �
�
外△２０
△７７０ △２０ － △３０ ２４

△９０ △１０ － △５０ △３０ △３０ ２５

△４０ △２，１１０ △３，２４０ － － △６０ ２６

△９８０ △２，０５０～△２，０５０ �
�
外△２０
△４，０３０ △７０ △３０ △１２０ ２７

△１，６４０ �
�

外△１６，６９０
△２０，９２０～△２０，４８０

�
�
外△４０
△７３，０００ △６，７４０ �

�
外△９１０
△１１，７２０ △４００ ２８

（△１，５５０）�
�

（外△１６，６９０）
（△２０，９１０～△２０，４７０）

（外△４０）�
�（△７３，０００） （△６，６９０） 外△９１０�

�（△１１，６９０） （△３７０） ２９

（単位 億円）

４１一般統計



「平成１０年分所得税の特別減税」によるものであり，外書は「総合経済対策（平成１０年４月２４日閣議決定）における税制上の措置」による減収額
である。平成１１年度の外書は「産業活力再生特別措置法（平成１１年法律第１３１号）における税制上の措置」によるものである。平成１３年度の外書
は「租税特別措置法の一部を改正する法律（平成１３年法律第６７号）」による減収額である。平成２１年度の外書は「租税特別措置の一部を改正する
法律（平成２１年法律第６１号）」による減収額である。平成２３年度の増減収額は，２３年６月の「現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制
の整備を図るための所得税法等の一部を改正する法律（平成２３年法律第８２号）」及び２３年１２月の「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を

１０． 税 制 改 正 に よ る 増 減 収 額

区 分 番
号 １５ １６ １７ １８

国 税

所

得

税

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

諸

控

除

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

基 礎 控 除 １ － － － －

配 偶 者 控 除 ２ － － － －

配偶者特別控除 ３ ４，７９０ － － －

扶 養 控 除 ４ － － － －

�
�
うち特定扶
養親族分

�
	 ５ （－） （－） （－） （－）

給与所得控除 ６ － － － －

そ の 他 ７ － ２，４００ △１０ △８０

小 計 ８ ４，７９０ ２，４００ △１０ △８０

税 率 ９ － － － △３０，９７０

そ の 他 １０ － － １２，５２０ １３，０６０

計 １１ ４，７９０ ２，４００ １２，５１０ △１７，９９０

特 別 措 置 等 １２ △１，３２０ △２，１５０ △１０ ２０

再 計 １３ ３，４７０ ２５０ １２，５００ △１７，９７０

法
人
税

�
�
�
�
�
�

税 率 １４ － － － －

特 別 措 置 等 １５ △１４，０３０ △１，９１０ △２００ ４，５１０

計 １６ △１４，０３０ △１，９１０ △２００ ４，５１０

法 人 特 別 税 １７ － － － －

相 続 税 等 １８ △１，６５０ △２０ △１０ －

直 接 税 計 １９ △１２，２１０ △１，６８０ １２，２９０ △１３，４６０

消 費 税 ２０ ５，０４０ － － －

酒 税 ２１ ７７０ － － －

揮 発 油 税 ２２ － － － －

石油石炭税（15年９月30日
ま で は 石 油 税 ） ２３ ８５０ － － －

印 紙 収 入 ２４ △２，１００ － ０ １，１８０

関 税 Ⓐ ２５ － － － ５０

そ の 他 ２６ １，１００ － － ９４０

間 接 税 計 ２７ ５，６６０ － ０ ２，１７０

計 Ⓑ ２８ △６，５５０ △１，６８０ １２，２９０ △１１，２９０

（うち内国 税 ）Ⓑ― Ⓐ ２９ （△６，５５０） （△１，６８０） （１２，２９０） （△１１，３４０）

４２ 一般統計



図るための所得税法等の一部を改正する法律（平成２３年法律第１１４号）」等によるものである。平成２３年度の外書は「東日本大震災の被災者に係る
国税関係法律の臨時特例に関する法律の一部を改正する法律（平成２３年法律第１１９号）」による減収額である。

４． 平成１０年度の法人税及び消費税については，増減収見込額の経過措置期間（平成１０年度～１５年度）における平均値を，その計算の基礎となる課
税所得等の計数の平成１１年度以降の伸率が３．５％及び１．７５％（「構造改革のための経済社会計画」で見込まれている名目経済成長率）の場合につい
て機械的に計算している（「～」の左側の計数は名目経済成長１．７５％の場合，右側の計数は名目経済成長率３．５％の場合である。）

（一般会計，平年度）の 累 年 比 較（続）

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ 24 番
号

－ － － － － － １

－ － － － － － ２

－ － － － － － ３

－ － － ６，１４２ － － ４

（－） （－） （－） （９５７） （－） （－） ５

－ － － － － ８４２ ６

△２０ － △１７０ △６２７ － － ７

△２０ － △１７０ ５，５１５ － ８４２ ８

－ － － － － － ９

△８０ － － △５ △６ ８９ １０

△１００ － △１７０ ５，５１０ △６ ９３１ １１

△６９０ ３，０７０ △１，７７０ △１８８ △４０ △１５ １２

△７９０ ３，０７０ △１，９４０ ５，３２２ △４６ ９１６ １３

－ － △１，１００ － △１３，１７０ － １４

△５，４１０ △２６０ �
�
外△６５０
△２，５００ △２６ ５，４２５ ３２ １５

△５，４１０ △２６０ �
�
外△６５０
△３，６００ △２６ △７，７４５ ３２ １６

－ － － － － － １７

－ － △２９０ １１３ － △４ １８

△６，２００ ２，８１０ �
�
外△６５０
△５，８３０ ５，４０９ �

�
外△６００
△７，７９１ ９４４ １９

－ － － ３９ ６４ － ２０

－ ２０ － － － － ２１

－ － － － － － ２２

－ － － － － ２，６１９ ２３

１０ ７７０ － １０ ２５ １７ ２４

△１０ △５０ － － ２００ １０ ２５

－ － △６８０ △４２７ △２６３ △５５０ ２６

０ ７４０ △６８０ △３７８ ２６ ２，０９６ ２７

△６，２００ ３，５５０ �
�
外△６５０
△６，５１０ ５，０３１ �

�
外△６００
△７，７６５ ３，０４０ ２８

（△６，１９０） （３，６００） �
�
（外△６５０）
（△６，５１０） （５，０３１） �

�
（外△６００）
（△７，９６５） （３，０３０） ２９

（単位 億円）

４３一般統計



（主要経済指標）
１． 国内総生産

（注）民間在庫品増加の（ ）内は国内総生産に対する寄与度

２． 労働・雇用

３． 生 産

４． 物 価

１１． 平 成 ２４ 年 度 経 済 見 通 し

平成２２年度

（ 実 績 ）

平成２３年度

（実績見込み）

平成２４年度

（見通し）

対前年度比較増減率

平成２３年度 平成２４年度

名目・兆円 名目・兆円程度 名目・兆円程度 名目・％程度 名目・％程度

民 間 最 終 消 費 支 出 ２８４．２ ２８２．７ ２８５．４ △０．５ １．０

民 間 住 宅 １３．０ １３．５ １４．５ ４．１ ７．３

民 間 企 業 設 備 ６２．１ ６１．０ ６４．２ △１．７ ５．２

民 間 在 庫 品 増 加 △１．５ △２．４ △１．８ （△０．２） （０．１）

政 府 支 出 １１７．１ １１９．８ １２０．３ ２．３ ０．４

政 府 最 終 消 費 支 出 ９５．８ ９７．９ ９８．３ ２．２ ０．４

公 的 固 定 資 本 形 成 ２１．４ ２１．９ ２１．９ ２．０ ０．１

財 貨 ・ サ ー ビ ス の 輸 出 ７３．８ ７２．５ ７７．２ △１．８ ６．６

（控除）財貨・サービスの輸入 ６９．５ ７６．９ ８０．２ １０．７ ４．２

国 内 総 生 産 ４７９．２ ４７０．１ ４７９．６ △１．９ ２．０

平成２２年度

（ 実 績 ）

平成２３年度

（実績見込み）

平成２４年度

（見通し）

対前年度比較増減率

平成２３年度 平成２４年度
万人 万人程度 万人程度 ％程度 ％程度

労 働 力 人 口 ６，５８７ ６，５３８ ６，５５１ △０．７ ０．２

就 業 者 総 数 ６，２５７ ６，２４３ ６，２６９ △０．２ ０．４

雇 用 者 総 数 ５，４６９ ５，４７４ ５，５１８ ０．１ ０．８

％ ％程度 ％程度

完 全 失 業 率 ５．０ ４．５ ４．３ － －

平 成 ２２ 年 度
（ 実 績 ）

平 成 ２３ 年 度
（実績見込み）

平 成 ２４ 年 度
（見 通 し）

鉱 工 業 生 産 指 数 ・ 増 減 率
％ ％程度 ％程度

８．９ △１．９ ６．１

平 成 ２２ 年 度
（ 実 績 ）

平 成 ２３ 年 度
（実績見込み）

平 成 ２４ 年 度
（ 見 通 し ）

国 内 企 業 物 価 指 数 ・ 変 化 率
％ ％程度 ％程度

０．７ １．９ ０．７

消 費 者 物 価 指 数 ・ 変 化 率 △０．４ △０．２ ０．１

４４ 一般統計



５． 国際収支

６． 実質国内総支出

７． 国民所得

（備考）上記の諸計数は，現在考えられる内外環境を前提とし，「平成２４年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」において表明されている経済運営
の下で想定された平成２４年度の経済の姿を示すものであり，我が国経済は民間活動がその主体をなすものであること，また，特に国際環境の変化には
予見し難い要素が多いことにかんがみ，主要経済指標の諸計数はある程度幅を持って考えられるべきである。

（ 平 成 ２４ 年 １ 月 ２４ 日 閣 議 決 定 ）

平成２２年度

（ 実 績 ）

平成２３年度

（実績見込み）

平成２４年度

（見通し）

対前年度比較増減率

平成２３年度 平成２４年度

兆円 兆円程度 兆円程度 ％程度 ％程度

貿 易 ・ サ ー ビ ス 収 支 ５．２ △３．６ △１．７ － －

貿 易 収 支 ６．５ △１．６ ０．１ － －

輸 出 ６４．５ ６４．２ ６９．１ △０．４ ７．６

輸 入 ５８．０ ６５．８ ６９．０ １３．６ ４．８

経 常 収 支 １６．１ ９．９ １２．２ － －

％ ％程度 ％程度

経 常 収 支 対 名 目 GDP 比 ３．４ ２．１ ２．５ － －

対 前 年 度 比 較 増 減 率

平 成 ２３ 年 度
（実績見込み）

平 成 ２４ 年 度
（見 通 し）

％程度 ％程度

主

要

項

目

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

民 間 最 終 消 費 支 出 △０．１ ２．２

民 間 住 宅 ０．３ １．１

民 間 企 業 設 備 ２．９ ６．３

政 府 支 出 ２．３ ０．６

財 貨 ・ サ ー ビ ス の 輸 出 ０．０ ６．５

（控除）財貨・サービ ス の 輸 入 ４．６ ３．３

国 内 総 支 出 （ ＝ 国 内 総 生 産 ） △０．１ ２．２

うち
内 需 寄 与 度 ０．６ １．８

外 需 寄 与 度 △０．７ ０．４

平成２２年度

（実 績）

平成２３年度

（実績見込み）

平成２４年度

（見 通 し）

対前年度比較増減率

平成２３年度 平成２４年度

兆円 兆円程度 兆円程度 ％程度 ％程度

雇 用 者 報 酬 ２４４．３ ２４４．５ ２４６．９ ０．１ １．０

財 産 所 得 １９．８ １９．１ １９．７ △３．５ ２．７

企 業 所 得 ８５．２ ７８．６ ８２．９ ６７．７ ５．４

合 計 ： 国 民 所 得 ３４９．３ ３４２．３ ３４９．４ △２．０ ２．１

４５一般統計



１２． 平成２４年度予算の後年度歳出・歳入への影響試算
平成２４年１月
財 務 省

平成24年度予算を基に「社会保障・税一体改革素案」及び
「中期財政フレーム」を前提とした後年度歳出・歳入への影響試算
�
�
�
�

本試算は，平成２４年度予算における制度・施策を前提とした後年度負担額推計等に基づき，「社会保障・税一体改革素案」及び「中期財政フレーム（平
成２４年度～平成２６年度）」を前提とした上で，平成２４年度予算が平成２７年度までの歳出・歳入に与える影響を機械的に試算したものである。なお，本試
算は，将来の予算編成を拘束するものではなく，計数は試算の前提等に応じ変化するものである。

�
�
�
�

［試算１－１］（名目経済成長率１％台半ばを前提）

（注）１． ２３年度は当初予算額。
２．「基礎的財政収支対象経費」は，国の一般会計の歳出のうち，国債費を除いたもの。「中期財政フレーム（平成２４年度～平成２６年度）」で定められ
た歳出の大枠に，「社会保障・税一体改革素案」に基づいて，社会保障の制度改革に伴う増（国分），消費税率引上げに伴う社会保障支出等の増（国
分）を加算。２６年度からは基礎年金国庫負担割合の２分の１への引上げ所要額を含む。それまでの間は，２４年度の措置が継続するものと機械的に想
定し，年金交付国債の償還費は「国債費」に加算。２７年度は，［試算１－２］における「基礎的財政収支対象経費」の伸びを含む。

３．「税収」は，「社会保障・税一体改革素案」に基づく税制抜本改革による税収増を含む。
４．「差額」は，「歳出」の計から「税収」及び「その他収入」の計を単純に差し引いた額であり，「差額」が新規国債発行額となることを意味するも
のではない。

５．「基礎的財政収支」は，「税収等－基礎的財政収支対象経費（年金交付国債の償還費を含む）」により算出。

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
（２０１１年度） （２０１２年度） （２０１３年度） （２０１４年度） （２０１５年度）

歳

出

国 債 費 ２１．５
（１．８％）

２１．９
（６．９％）

２３．５
（１０．０％）

２５．８
（６．５％）

２７．５

基礎的財政収支対象経費 ７０．９
（▲３．５％）

６８．４
（０．０％）

６８．４
（５．９％）

７２．４
（２．０％）

７３．９

計 ９２．４
（▲２．２％）

９０．３
（１．７％）

９１．９
（６．９％）

９８．２
（３．２％）
１０１．４

差 額 ４４．３
（▲０．１％）

４４．２
（３．４％）

４５．７
（▲０．９％）

４５．３
（０．２％）

４５．４

税

収

等

税 収 ４０．９
（３．５％）

４２．３
（０．９％）

４２．７
（１６．５％）

４９．７
（６．１％）

５２．８

そ の 他 収 入 ７．２
（▲４７．９％）

３．７
（▲８．６％）

３．４
（▲６．７％）

３．２
（０．０％）

３．２

計 ４８．１
（▲４．２％）

４６．１
（０．１％）

４６．１
（１４．８％）

５２．９
（５．７％）

５６．０

基 礎 的 財 政 収 支 ▲２２．７ ▲２２．３ ▲２２．３ ▲１９．８ ▲１８．２

（単位：兆円）
（ ）書きは対前年度伸率

４６ 一般統計



平成24年度予算における制度・施策を基にした後年度歳出・歳入への影響試算
�
�
�

本試算は，平成２４年度予算における制度・施策を前提とした後年度負担額推計等に基づき，平成２４年度予算が平成２７年度までの歳出・歳入に与える影
響を機械的に試算したものである。なお，本試算は，将来の予算編成を拘束するものではなく，計数は試算の前提等に応じ変化するものである。

�
�
�

［試算１－２］

（再掲）［試算１－１］の基礎的財政収支

［試算１－２］からの収支改善額

（注）１． ２３年度は当初予算額。
２． ２５年度以降の「歳出」及び「差額」における上段の計数は基礎年金国庫負担割合の２分の１への引上げ所要額について「歳出」に計上しない場合
の額，下段の括弧内の計数は当該所要額を機械的に「歳出」に加算した場合の額。なお，当該所要額を機械的に「歳出」に加算した場合の社会保障
関係費（２４年度２８．９兆円）は，２５年度２９．８兆円，２６年度３０．８兆円，２７年度３１．７兆円。

３．「収支改善額」で比較する［試算１－２］の基礎的財政収支は，２５年度は基礎年金国庫負担割合の２分の１への引上げ所要額を「歳出」に計上し
ない場合の額，２６年度及び２７年度は当該所要額を機械的に「歳出」に加算した場合の額。

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
（２０１１年度） （２０１２年度） （２０１３年度） （２０１４年度） （２０１５年度）

歳

出

国 債 費 ２１．５
（１．８％）

２１．９
（７．０％）

２３．５
（８．９％）

２５．６
（７．０％）

２７．４

基礎的財政収支対象経費 ７０．９
（▲３．５％）

６８．４

（２．１％）
６９．８

（７２．５）

（０．７％）
７０．３

（７３．０）

（０．８％）
７０．９

（７３．７）

社 会 保 障 関 係 費 ２８．７
（▲８．１％）

２６．４
（３．２％）

２７．２
（３．３％）

２８．１
（３．１％）

２９．０

地 方 交 付 税 等 １６．８
（▲１．１％）

１６．６
（▲０．１％）

１６．６
（▲２．６％）

１６．１
（▲１．４％）

１５．９

そ の 他 ２５．４
（０．１％）

２５．４
（２．４％）

２６．０
（０．１％）

２６．０
（▲０．２％）

２６．０

計 ９２．４
（▲２．２％）

９０．３

（３．３％）
９３．３

（９５．９）

（２．８％）
９５．９

（９８．６）

（２．５％）
９８．２

（１０１．１）

税

収

等

税 収 ４０．９ （３．５％）
４２．３

（０．９％）
４２．７

（２．０％）
４３．６

（１．５％）
４４．２

そ の 他 収 入 ７．２ （▲４７．９％）
３．７

（▲８．６％）
３．４

（▲６．７％）
３．２

（０．０％）
３．２

計 ４８．１ （▲４．２％）
４６．１

（０．１％）
４６．１

（１．３％）
４６．７

（１．４％）
４７．４

差 額 ４４．３
（▲０．１％）

４４．２

（６．６％）
４７．２

（４９．８）

（４．２％）
４９．１

（５１．９）

（３．５％）
５０．８

（５３．６）

基 礎 的 財 政 収 支 ▲２２．７ ▲２２．３
▲２３．７

（▲２６．３）
▲２３．６

（▲２６．３）
▲２３．５

（▲２６．３）

基 礎 的 財 政 収 支 ▲２２．７ ▲２２．３ ▲２２．３ ▲１９．８ ▲１８．２

基 礎 的 財 政 収 支 － － １．４ ６．５ ８．１

（単位：兆円）
（ ）書きは対前年度伸率

４７一般統計



１２． 平成２４年度予算の後年度歳出・歳入への影響試算（続）

平成２４年度予算を基に「社会保障・税一体改革素案」及び
「中期財政フレーム」を前提とした後年度歳出・歳入への影響試算
［試算２－１］（名目経済成長率３％程度を前提）

（注）１． ２３年度は当初予算額。
２．「基礎的財政収支対象経費」は，国の一般会計の歳出のうち，国債費を除いたもの。「中期財政フレーム（平成２４年度～平成２６年度）」で定められ
た歳出の大枠に，「社会保障・税一体改革素案」に基づいて，社会保障の制度改革に伴う増（国分），消費税率引上げに伴う社会保障支出等の増（国
分）を加算。２６年度からは基礎年金国庫負担割合の２分の１への引上げ所要額を含む。それまでの間は，２４年度の措置が継続するものと機械的に想
定し，年金交付国債の償還費は「国債費」に加算。２７年度は，［試算２－２］における「基礎的財政収支対象経費」の伸びを含む。

３．「税収」は，「社会保障・税一体改革素案」に基づく税制抜本改革による税収増を含む。
４．「差額」は，「歳出」の計から「税収」及び「その他収入」の計を単純に差し引いた額であり，「差額」が新規国債発行額となることを意味するも
のではない。

５．「基礎的財政収支」は，「税収等－基礎的財政収支対象経費（年金交付国債の償還費を含む）」により算出。

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
（２０１１年度） （２０１２年度） （２０１３年度） （２０１４年度） （２０１５年度）

歳

出

国 債 費 ２１．５
（１．８％）

２１．９
（７．３％）

２３．６
（１１．４％）

２６．２
（８．６％）

２８．５

基礎的財政収支対象経費 ７０．９
（▲３．５％）

６８．４
（０．０％）

６８．４
（５．９％）

７２．５
（１．９％）

７３．９

計 ９２．４
（▲２．２％）

９０．３
（１．８％）

９２．０
（７．３％）

９８．７
（３．７％）
１０２．３

差 額 ４４．３
（▲０．１％）

４４．２
（２．６％）

４５．４
（▲１．８％）

４４．６
（▲０．６％）

４４．３

税

収

等

税 収 ４０．９
（３．５％）

４２．３
（１．８％）

４３．１
（１８．０％）

５０．９
（７．７％）

５４．８

そ の 他 収 入 ７．２
（▲４７．９％）

３．７
（▲８．６％）

３．４
（▲６．７％）

３．２
（０．０％）

３．２

計 ４８．１
（▲４．２％）

４６．１
（１．０％）

４６．５
（１６．２％）

５４．１
（７．３％）

５８．０

基 礎 的 財 政 収 支 ▲２２．７ ▲２２．３ ▲２１．９ ▲１８．７ ▲１６．２

（単位：兆円）
（ ）書きは対前年度伸率

４８ 一般統計



平成24年度予算における制度・施策を基にした後年度歳出・歳入への影響試算
［試算２－２］

（再掲）［試算２－１］の基礎的財政収支

［試算２－２］からの収支改善額

（注）１． ２３年度は当初予算額。
２． ２５年度以降の「歳出」及び「差額」における上段の計数は基礎年金国庫負担割合の２分の１への引上げ所要額について「歳出」に計上しない場合
の額，下段の括弧内の計数は当該所要額を機械的に「歳出」に加算した場合の額。なお，当該所要額を機械的に「歳出」に加算した場合の社会保障
関係費（２４年度２８．９兆円）は，２５年度２９．８兆円，２６年度３０．８兆円，２７年度３１．７兆円。

３．「収支改善額」で比較する［試算２－２］の基礎的財政収支は，２５年度は基礎年金国庫負担割合の２分の１への引上げ所要額を「歳出」に計上し
ない場合の額，２６年度及び２７年度は当該所要額を機械的に「歳出」に加算した場合の額。

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
（２０１１年度） （２０１２年度） （２０１３年度） （２０１４年度） （２０１５年度）

歳

出

国 債 費 ２１．５
（１．８％）

２１．９
（７．４％）

２３．６
（１０．３％）

２６．０
（９．２％）

２８．４

基礎的財政収支対象経費 ７０．９
（▲３．５％）

６８．４

（２．０％）
６９．８

（７２．４）

（０．６％）
７０．２

（７２．９）

（０．７％）
７０．６

（７３．４）

社 会 保 障 関 係 費 ２８．７
（▲８．１％）

２６．４
（３．２％）

２７．２
（３．４％）

２８．２
（３．１％）

２９．０

地 方 交 付 税 等 １６．８
（▲１．１％）

１６．６
（▲０．５％）

１６．５
（▲３．５％）

１５．９
（▲２．５％）

１５．５

そ の 他 ２５．４
（０．１％）

２５．４
（２．４％）

２６．０
（０．２％）

２６．１
（▲０．０％）

２６．１

計 ９２．４
（▲２．２％）

９０．３

（３．３％）
９３．３

（９６．０）

（３．０％）
９６．２

（９８．９）

（３．０％）
９９．０

（１０１．８）

税

収

等

税 収 ４０．９ （３．５％）
４２．３

（１．８％）
４３．１

（３．３％）
４４．５

（３．１％）
４５．９

そ の 他 収 入 ７．２ （▲４７．９％）
３．７

（▲８．６％）
３．４

（▲６．７％）
３．２

（０．０％）
３．２

計 ４８．１ （▲４．２％）
４６．１

（１．０％）
４６．５

（２．６％）
４７．７

（２．９％）
４９．１

差 額 ４４．３
（▲０．１％）

４４．２

（５．７％）
４６．８

（４９．４）

（３．５％）
４８．４

（５１．２）

（３．１％）
４９．９

（５２．７）

基 礎 的 財 政 収 支 ▲２２．７ ▲２２．３
▲２３．２

（▲２５．９）
▲２２．４

（▲２５．２）
▲２１．５

（▲２４．３）

基 礎 的 財 政 収 支 ▲２２．７ ▲２２．３ ▲２１．９ ▲１８．７ ▲１６．２

収 支 改 善 額 － － １．４ ６．５ ８．２

（単位：兆円）
（ ）書きは対前年度伸率

４９一般統計



平成２４年度
（２０１２年度）
（政府経済見通し）

２５年度
（２０１３年度）

２６年度
（２０１４年度）

２７年度
（２０１５年度）

［試算１-１］ 名目経済成長率 ２．０％ １．４％ １．５％ １．６％

［試算１-２］ 消費者物価上昇率 ０．１％ ０．４％ ０．７％ １．０％

［試算２-１］ 名目経済成長率 ２．０％ ２．３％ ２．７％ ３．０％

［試算２-２］ 消費者物価上昇率 ０．１％ ０．７％ １．０％ １．５％

［経済指標の前提］

平成２４年度
（２０１２年度）

２５年度
（２０１３年度）

２６年度
（２０１４年度）

２７年度
（２０１５年度）

［試算１-１］
金利（１０年国債） ２．０％ ２．０％ ２．０％ ２．０％

［試算１-２］

［試算２-１］
金利（１０年国債） ２．０％ ２．２％ ２．４％ ２．６％

［試算２-２］

・［試算１－１］及び［試算１－２］は，「財政運営戦略」における「財政健全化の道筋を示すに当たっ
ては，慎重な経済見通しを前提とすることを基本とすべきである」との記述等に基づき設定。

・［試算２－１］及び［試算２－２］は，「日本再生の基本戦略」における「２０１１年度から２０２０年度ま
での平均で名目成長率３％程度，実質成長率２％程度を政策努力の目標として取り組む」との記述
等に基づき設定。

［算出要領］
国 債 費：・［試算１－１］及び［試算１－２］は，平成２４（２０１２）年度予算における積算金利により仮置き。

・［試算２－１］及び［試算２－２］は，平成２４（２０１２）年度は予算における積算金利，平成２５（２０１３）
年度以降は市場に織り込まれた金利の将来予想を加味した金利により仮置き。

・歳出と税収等の差額は全て公債金で賄われると仮定して推計。

基礎的財政収支対象経費
（地方交付税等を除く）

：平成２４（２０１２）年度予算における制度・施策を前提とし，消費者物価上昇率等を用いて後年度負担額
を推計。

地 方 交 付 税 等：法定率分について名目経済成長率×弾性値１．２等を用いるとともに，地方交付税法附則で定められる
加算などにより推計。

税 収：名目経済成長率×弾性値１．１に，平成２４（２０１２）年度税制改正の影響等を調整して推計。
そ の 他 収 入：平成２４（２０１２）年度予算額を基本とし，個別要因を勘案して推計。なお，現時点で具体的に見込めな

い収入については計上していない。

５０ 一般統計



名目経済成長率
（上記の前提からの変化幅）

２５年度
（２０１３年度）

２６年度
（２０１４年度）

２７年度
（２０１５年度）

＋２％ ０．９
（４３．６）

２．２
（５１．９）

３．５
（５６．３）

＋１％ ０．５
（４３．２）

１．１
（５０．８）

１．７
（５４．５）

－１％ ▲０．５
（４２．２）

▲１．１
（４８．７）

▲１．７
（５１．１）

（単位：兆円）
（ ）書きは「税収」の額

金 利
（上記の前提からの変化幅）

２５年度
（２０１３年度）

２６年度
（２０１４年度）

２７年度
（２０１５年度）

＋２％ ２．０
（２５．５）

４．９
（３０．７）

８．３
（３５．８）

＋１％ １．０
（２４．５）

２．４
（２８．３）

４．１
（３１．６）

－１％ ▲１．０
（２２．４）

▲２．４
（２３．４）

▲４．１
（２３．４）

（単位：兆円）
（ ）書きは「国債費」の額

［参 考］名目経済成長率及び金利が変化した場合の試算（［試算１－１］を基に算出）
○平成２５（２０１３）年度以降名目経済成長率が変化した場合の税収の増減額

○平成２５（２０１３）年度以降金利が変化した場合の国債費の増減額

５１一般統計



13. 所 得 税 負 担 額 の

区 分 年 次
番

号

給与年額200万円 300 万 円

税 額 負 担 率 税 額 負 担 率

単

身

者

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

昭和２５…… １ １，００９，７５０ ５０．５ １，５５９，７５０ ５２．０

３０…… ２ ７９９，２５０ ４０．０ １，３４２，３５０ ４４．７

４０…… ３ ３６７，１２０ １８．４ ７２５，２８０ ２４．２

５０…… ４ ９４，８００ ４．７ １８３，８００ ６．１

６０…… ５ ８４，３００ ４．２ １６３，８００ ５．５

６３…… ６ ７６，５００ ３．８ １３９，５００ ４．７

平成元～５… ７ ７４，５００ ３．７ １３７，５００ ４．６

所 得 税 ６…… ８ ５９，６００ ３．０ １１０，０００ ３．７

７・８…… ９ ５９，５００ ３．０ １１３，０５０ ３．８

９…… １０ ７０，０００ ３．５ １３３，０００ ４．４

１０…… １１ ３２，０００ １．６ ９５，０００ ３．２

１１…… １２ ５６，０００ ２．８ １０６，４００ ３．５

１２～１７… １３ ５１，２００ ２．６ ９９，２００ ３．３

１８…… １４ ５７，６００ ２．９ １１１，６００ ３．７

１９～２４… １５ ３２，０００ １．６ ６２，０００ ２．１

昭和２５…… １６ １，２４２，６９２ ６２．１ １，９３６，２２０ ６４．５

３０…… １７ ９４８，６９５ ４７．４ １，５８９，７２８ ５３．０

４０…… １８ ４８９，９６４ ２４．５ ９６１，９６４ ３２．１

５０…… １９ １５３，０００ ７．７ ３０８，７００ １０．３

６０…… ２０ １３０，２５０ ６．５ ２６１，６５０ ８．７

６３…… ２１ １２１，５５０ ６．１ ２３３，０００ ７．８

平成元…… ２２ １１５，２５０ ５．８ ２２２，０００ ７．４

（付） ２…… ２３ １１４，２５０ ５．７ ２２０，０００ ７．３

個 人 住 民 税 を
加 え た 場 合

３～５… ２４ １１３，７５０ ５．７ ２０８，２５０ ６．９

６…… ２５ ９１，０００ ４．６ １６６，６００ ５．６

７…… ２６ ９２，０１２ ４．６ １７２，３３７ ５．７

８…… ２７ ９１，３７５ ４．６ １７１，７００ ５．７

９…… ２８ １０７，５００ ５．４ ２０２，０００ ６．７

１０…… ２９ ５２，５００ ２．６ １４７，０００ ４．９

１１…… ３０ ８７，８７５ ４．４ １６５，０５０ ５．５

１２～１７… ３１ ８０，５２５ ４．０ １５４，０２５ ５．１

１８…… ３２ ８９，５１３ ４．５ １７１，２６３ ５．７

１９～２４… ３３ ９８，５００ ４．９ １８８，５００ ６．３

夫

婦

の

み

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

昭和２５…… ３４ １，００３，１５０ ５０．２ １，５５３，１５０ ５１．８

３０…… ３５ ７７９，２５０ ３９．０ １，３２０，３５０ ４４．０

４０…… ３６ ３３１，８７０ １６．６ ６７８，２８０ ２２．６

５０…… ３７ ６３，６００ ３．２ １４７，４００ ４．９

６０…… ３８ ４５，６７５ ２．３ １２０，３００ ４．０

６３…… ３９ ２７，０００ １．４ ９０，０００ ３．０

平成元～５… ４０ ４，５００ ０．２ ６７，５００ ２．３

所 得 税 ６…… ４１ ３，６００ ０．２ ５４，０００ １．８

７・８…… ４２ ― ― ４８，４５０ １．６

９…… ４３ ― ― ５７，０００ １．９

１０…… ４４ ― ― ― ―

１１…… ４５ ― ― ４５，６００ １．５

１２～１５… ４６ ― ― ３８，４００ １．３

１６・１７… ４７ ２０，８００ １．０ ６８，８００ ２．３

１８…… ４８ ２３，４００ １．２ ７７，４００ ２．６

１９～２４… ４９ １３，０００ ０．７ ４３，０００ １．４
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５２ 所 得 税



累 年 比 較（給与所得者）

400 万 円 500 万 円 700 万 円 1,000 万 円 番

号税 額 負 担 率 税 額 負 担 率 税 額 負 担 率 税 額 負 担 率
２，１０９，７５０ ５２．７ ２，６５９，７５０ ５３．２ ３，７５９，７５０ ５３．７ ５，４０９，７５０ ５４．１ １
１，９３７，２５０ ４８．４ ２，５３７，２５０ ５０．７ ３，８３０，５００ ５４．７ ５，７８０，５００ ５７．８ ２
１，１２１，０４０ ２８．０ １，５５０，４４０ ３１．０ ２，４９５，５００ ３５．７ ３，９９５，５００ ４０．０ ３
３０７，２００ ７．７ ４４９，４００ ９．０ ８３１，６００ １１．９ １，６２３，６００ １６．２ ４
２６４，６５０ ６．６ ３８８，７５０ ７．８ ７４９，７５０ １０．７ １，４６６，０００ １４．７ ５
２０９，５００ ５．２ ２８２，５００ ５．７ ５９７，０００ ８．５ １，２３７，５００ １２．４ ６
２０７，５００ ５．２ ２８０，５００ ５．６ ５９３，０００ ８．５ １，２３１，５００ １２．３ ７
１６６，０００ ４．２ ２２４，４００ ４．５ ４７４，４００ ６．８ ９８５，２００ ９．９ ８
１７０，０００ ４．３ ２３２，０５０ ４．６ ４８６，０００ ６．９ １，０１４，０００ １０．１ ９
２００，０００ ５．０ ２７３，０００ ５．５ ５３６，０００ ７．７ １，０６４，０００ １０．６ １０
１６２，０００ ４．１ ２３５，０００ ４．７ ４９８，０００ ７．１ １，０２６，０００ １０．３ １１
１６０，０００ ４．０ ２１８，４００ ４．４ ４２８，８００ ６．１ ８５１，２００ ８．５ １２
１５０，４００ ３．８ ２０６，４００ ４．１ ３７９，２００ ５．４ ７７２，８００ ７．７ １３
１６９，２００ ４．２ ２３２，２００ ４．６ ４２６，６００ ６．１ ８６９，４００ ８．７ １４
９４，０００ ２．４ １６０，５００ ３．２ ３７６，５００ ５．４ ８６８，５００ ８．７ １５

２，６３０，２２０ ６５．８ ３，３２４，２２０ ６６．５ ４，７２９，７４７ ６７．６ ６，８３８，７４７ ６８．４ １６
２，２９２，２１０ ５７．３ ３，０００，２１０ ６０．０ ４，５２６，４４７ ６４．７ ６，８２７，４４７ ６８．３ １７
１，４７６，４５２ ３６．９ ２，０３１，７６０ ４０．６ ３，２４７，３００ ４６．４ ５，１６７，３００ ５１．７ １８
５２５，８００ １３．１ ７６５，２００ １５．３ １，３７１，９００ １９．６ ２，５４６，６００ ２５．５ １９
４３８，８００ １１．０ ６５０，１５０ １３．０ １，２１８，９００ １７．４ ２，２９３，３００ ２２．９ ２０
３７３，０００ ９．３ ５２４，５００ １０．５ １，０３８，２００ １４．８ ２，０４７，０００ ２０．５ ２１
３６２，０００ ９．１ ５０８，０００ １０．２ ９８６，５００ １４．１ １，９９７，７５０ ２０．０ ２２
３６０，０００ ９．０ ５０６，０００ １０．１ ９８４，５００ １４．１ １，９９４，７５０ １９．９ ２３
３３９，０００ ８．５ ４８５，０００ ９．７ ９６３，５００ １３．８ １，９４８，２５０ １９．５ ２４
２７１，２００ ６．８ ３８８，０００ ７．８ ７７０，８００ １１．０ １，５５８，６００ １５．６ ２５
２６３，０７５ ６．６ ３９４，５５０ ７．９ ８１４，５００ １１．６ １，６１２，７５０ １６．１ ２６
２５９，２５０ ６．５ ３９０，０５０ ７．８ ８０４，０００ １１．５ １，５９７，０００ １６．０ ２７
３０５，０００ ７．６ ４５１，０００ ９．０ ８７４，０００ １２．５ １，６６７，０００ １６．７ ２８
２５０，０００ ６．３ ３９６，０００ ７．９ ８１９，０００ １１．７ １，６１２，０００ １６．１ ２９
２４９，２５０ ６．２ ３６９，７００ ７．４ ７２６，８００ １０．４ １，４１３，８００ １４．１ ３０
２３２，４２５ ５．８ ３４４，９５０ ６．９ ６４６，２００ ９．２ １，２８５，８００ １２．９ ３１
２５８，４６３ ６．５ ３８２，９７５ ７．７ ７１３，６００ １０．２ １，４０２，４００ １４．０ ３２
２８４，５００ ７．１ ４２１，０００ ８．４ ７８１，０００ １１．２ １，５１９，０００ １５．２ ３３

２，１０３，１５０ ５２．６ ２，６５３，１５０ ５３．１ ３，７５３，１５０ ５３．６ ５，４０３，１５０ ５４．０ ３４
１，９１３，２５０ ４７．８ ２，５１３，２５０ ５０．３ ３，８０４，５００ ５４．４ ５，７５４，５００ ５７．５ ３５
１，０７４，０４０ ２６．９ １，４９７，５２５ ３０．０ ２，４３６，７５０ ３４．８ ３，９３６，７５０ ３９．４ ３６
２６５，６００ ６．６ ３９８，４００ ８．０ ７６９，２００ １１．０ １，５３５，２００ １５．４ ３７
２１５，６００ ５．４ ３３２，６５０ ６．７ ６６７，２５０ ９．５ １，３６７，０００ １３．７ ３８
１６０，０００ ４．０ ２３３，０００ ４．７ ４９８，０００ ７．１ １，０８９，０００ １０．９ ３９
１３７，５００ ３．４ ２１０，５００ ４．２ ４５３，０００ ６．５ １，０２１，５００ １０．２ ４０
１１０，０００ ２．８ １６８，４００ ３．４ ３６２，４００ ５．２ ８１７，２００ ８．２ ４１
１０５，４００ ２．６ １６７，４５０ ３．３ ３３４，０００ ４．８ ８６２，０００ ８．６ ４２
１２４，０００ ３．１ １９７，０００ ３．９ ３８４，０００ ５．５ ９１２，０００ ９．１ ４３
６７，０００ １．７ １４０，０００ ２．８ ３２７，０００ ４．７ ８５５，０００ ８．６ ４４
９９，２００ ２．５ １５７，６００ ３．２ ３０７，２００ ４．４ ７２９，６００ ７．３ ４５
８９，６００ ２．２ １４５，６００ ２．９ ２６０，８００ ３．７ ６５１，２００ ６．５ ４６
１２０，０００ ３．０ １７６，０００ ３．５ ３１８，４００ ４．５ ７１２，０００ ７．１ ４７
１３５，０００ ３．４ １９８，０００ ４．０ ３５８，２００ ５．１ ８０１，０００ ８．０ ４８
７５，０００ １．９ １２２，５００ ２．５ ３００，５００ ４．３ ７９２，５００ ７．９ ４９

（単位 円，％）

５３所 得 税



（注）１． 昭和６３年分の所得税については，「昭和６３年分の所得税の臨時特例に関する法律」による減税を加味している。
２． 平成６年分の所得税については，「平成６年分所得税の特別減税のための臨時措置法」による定率減税を加味している。個人住民税についても，
定率減税を加味している。

３． 平成７年分の所得税については，「平成７年分所得税の特別減税のための臨時措置法」による定率減税を加味している。個人住民税についても，
定率減税を加味している。

４． 平成８年分の所得税については，「平成８年分所得税の特別減税のための臨時措置法」による定率減税を加味している。個人住民税についても，
定率減税を加味している。

５． 平成１０年分の所得税については，「平成１０年分所得税の特別減税のための臨時措置法」による定額減税を加味している。個人住民税についても，
定額減税を加味している。

６． 平成１１年分から平成１８年分までの所得税については，「経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法
律」による減税を加味している。個人住民税についても，減税を加味している。

７． 平成１８年分の所得税及び平成１８年度分の個人住民税については，定率減税縮減後の数値である。
８． 平成１９年分以降の所得税及び平成１９年度分以降の個人住民税については，定率減税の廃止及び税源移譲後の数値である。
９． 平成２３年分以降の所得税及び平成２４年度分以降の個人住民税については，年少扶養控除の廃止後の数値である。

13. 所 得 税 負 担 額 の

区 分 年 次
番

号

給与年額200万円 300 万 円

税 額 負 担 率 税 額 負 担 率
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昭和２５…… １ １，２３５，７６８ ６１．８ １，９２９，２９６ ６４．３
３０…… ２ ９２５，２０３ ４６．３ １，５６３，８８７ ５２．１
４０…… ３ ４４７，０１４ ２２．４ ９０６，５６４ ３０．２
５０…… ４ １０８，５００ ５．４ ２５１，４００ ８．４
６０…… ５ ７４，６７５ ３．７ １９４，７５０ ６．５
６３…… ６ ４６，７５０ ２．３ １４９，７５０ ５．０

平成元…… ７ ２４，２５０ １．２ １１８，７５０ ４．０
２…… ８ １４，２５０ ０．７ １０８，７５０ ３．６

（付） ３～５… ９ １２，７５０ ０．６ １０７，２５０ ３．６
個 人 住 民 税 を
加 え た 場 合

６…… １０ １０，２００ ０．５ ８５，８００ ２．９
７…… １１ ４，４６２ ０．２ ７９，６８７ ２．７
８…… １２ ３，８２５ ０．２ ７９，０５０ ２．６
９…… １３ ４，５００ ０．２ ９３，０００ ３．１
１０…… １４ － － １０，５００ ０．４
１１…… １５ ３，８２５ ０．２ ７６，２００ ２．５

１２～１５… １６ １，２７５ ０．１ ６５，１７５ ２．２
１６…… １７ ２２，０７５ １．１ ９５，５７５ ３．２
１７…… １８ ３６，１００ １．８ １０９，６００ ３．７
１８…… １９ ４０，０５０ ２．０ １２１，８００ ４．１

１９～２４… ２０ ４４，０００ ２．２ １３４，０００ ４．５

夫
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子

２

人
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昭和２５…… ２１ ９８９，９５０ ４９．５ １，５３９，９５０ ５１．３
３０…… ２２ ７５４，２５０ ３７．７ １，２９２，８５０ ４３．１
４０…… ２３ ３０３，３７０ １５．２ ６４１，２４５ ２１．４
５０…… ２４ １１，０００ ０．６ ８２，８００ ２．８
６０…… ２５ － － ４２，５２５ １．４
６３…… ２６ － － ２４，０００ ０．８

平成元～４… ２７ － － － －
５…… ２８ － － － －

所 得 税 ６…… ２９ － － － －
７・８…… ３０ － － － －

９…… ３１ － － － －
１０…… ３２ － － － －
１１…… ３３ － － － －

１２～１５… ３４ － － － －
１６・１７… ３５ － － － －
１８…… ３６ － － － －

１９～２２… ３７ － － － －
２３・２４… ３８ － － １１，５００ ０．４
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昭和２５…… ３９ １，２２１，９２０ ６１．１ １，９１５，４４８ ６３．８
３０…… ４０ ８９５，９１９ ４４．８ １，５３１，６７４ ５１．１
４０…… ４１ ４１１，９１４ ２０．６ ８６２，３２９ ２８．７
５０…… ４２ ３４，８００ １．７ １５６，６００ ５．２
６０…… ４３ － － ７８，１２５ ２．６
６３…… ４４ － － ４７，２５０ １．６

平成元…… ４５ － － ２３，２５０ ０．８
２…… ４６ － － ８，７５０ ０．３

３・４…… ４７ － － ６，２５０ ０．２
（付） ５…… ４８ － － ６，２５０ ０．２
個 人 住 民 税 を
加 え た 場 合

６…… ４９ － － ３，８００ ０．１
７…… ５０ － － － －
８…… ５１ － － － －
９…… ５２ － － － －
１０…… ５３ － － － －
１１…… ５４ － － － －

１２～１５… ５５ － － － －
１６…… ５６ － － － －
１７…… ５７ － － ７，６５０ ０．３
１８…… ５８ － － ８，３２５ ０．３

１９～２２… ５９ － － ９，０００ ０．３
２３…… ６０ － － ２０，５００ ０．７
２４…… ６１ － － ４８，５００ １．６

５４ 所 得 税



（備考）１． 昭和３０年分以降は社会保険料控除を加味して計算しており，昭和６０年分以降の社会保険料控除は，給与の収入金額の階級別に次のとおりの社会
保険料を支払ったものとして算定した。

２． 平成元年分以降の所得税及び平成２年度以降の個人住民税については，子２人のうち１人が中学生で，１人が大学生であるものとして計算して
いる。

３． 税額は端数まで計算しているため，簡易税額表によって算定を行った場合と必ずしも一致しない。
４． 個人住民税負担額は年度分であり，所得割のみである（均等割を含まない）。
５． 個人住民税については，課税最低限を超える金額であっても，非課税限度額を超えなければ税額は発生しない。

累 年 比 較（給与所得者）（続）

400 万 円 500 万 円 700 万 円 1,000 万 円 番

号税 額 負 担 率 税 額 負 担 率 税 額 負 担 率 税 額 負 担 率
２，６２３，２９６ ６５．６ ３，３１７，２９６ ６６．３ ４，７２２，８２２ ６７．５ ６，８３１，８２３ ６８．３ １
２，２６４，０１９ ５６．６ ２，９７２，０１９ ５９．４ ４，４９５，９０７ ６４．２ ６，７９６，９０７ ６８．０ ２
１，４２１，０５２ ３５．５ １，９６９，７８５ ３９．４ ３，１７８，７５０ ４５．４ ５，０９８，７５０ ５１．０ ３
４６２，０００ １１．６ ６９１，４００ １３．８ １，２８４，８００ １８．４ ２，４３１，６００ ２４．３ ４
３６１，１５０ ９．０ ５６２，８５０ １１．３ １，１０２，６００ １５．８ ２，１５７，９００ ２１．６ ５
２８１，５００ ７．０ ４２７，５００ ８．６ ８８８，８００ １２．７ １，８３９，７００ １８．４ ６
２５０，０００ ６．３ ３９６，０００ ７．９ ８０４，５００ １１．５ １，７２４，７５０ １７．２ ７
２３０，０００ ５．８ ３７６，０００ ７．５ ７８４，５００ １１．２ １，６９４，７５０ １６．９ ８
２１２，２５０ ５．３ ３５３，０００ ７．１ ７６１，５００ １０．９ １，６４５，２５０ １６．５ ９
１６９，８００ ４．２ ２８２，４００ ５．６ ６０９，２００ ８．７ １，３１６，２００ １３．２ １０
１６６，３８７ ４．２ ２６６，４７５ ５．３ ５９６，５００ ８．５ １，３８８，５００ １３．９ １１
１６４，４７５ ４．１ ２６２，６５０ ５．３ ５８６，０００ ８．４ １，３７８，０００ １３．８ １２
１９３，５００ ４．８ ３０９，０００ ６．２ ６５６，０００ ９．４ １，４４８，０００ １４．５ １３
１１１，０００ ２．８ ２２６，５００ ４．５ ５７３，５００ ８．２ １，３６５，５００ １３．７ １４
１５８，２７５ ４．０ ２５２，８００ ５．１ ５３９，２００ ７．７ １，２２５，６００ １２．３ １５
１４３，５７５ ３．６ ２２９，３２５ ４．６ ４６５，６５０ ６．７ １，０９８，２００ １１．０ １６
１７３，９７５ ４．３ ２５９，７２５ ５．２ ５２３，２５０ ７．５ １，１５９，０００ １１．６ １７
１８８，０００ ４．７ ２８６，５００ ５．７ ５５２，４００ ７．９ １，１９２，０００ １１．９ １８
２０９，０００ ５．２ ３１８，２５０ ６．４ ６１２，２００ ８．７ １，３０１，０００ １３．０ １９
２３０，０００ ５．８ ３５０，０００ ７．０ ６７２，０００ ９．６ １，４１０，０００ １４．１ ２０

２，０８９，９５０ ５２．２ ２，６３９，９５０ ５２．８ ３，７３９，９５０ ５３．４ ５，３８９，９５０ ５３．９ ２１
１，８８３，２５０ ４７．１ ２，４８３，２５０ ４９．７ ３，７７２，０００ ５３．９ ５，７２２，０００ ５７．２ ２２
１，０３６，０４０ ２５．９ １，４５４，７７５ ２９．１ ２，３８９，２５０ ３４．１ ３，８８９，２５０ ３８．９ ２３
１８６，６００ ４．７ ３０５，６００ ６．１ ６４４，４００ ９．２ １，３６８，０００ １３．７ ２４
１２５，１００ ３．１ ２２５，４００ ４．５ ５２２，４５０ ７．５ １，１６９，０００ １１．７ ２５
９４，０００ ２．４ １６７，０００ ３．３ ３６６，０００ ５．２ ８９４，０００ ８．９ ２６
５７，５００ １．４ １３０，５００ ２．６ ２９６，５００ ４．２ ８２１，０００ ８．２ ２７
５２，５００ １．３ １２５，５００ ２．５ ２９１，５００ ４．２ ８１１，０００ ８．１ ２８
４２，０００ １．１ １００，４００ ２．０ ２３３，２００ ３．３ ６４８，８００ ６．５ ２９
２８，０５０ ０．７ ９０，１００ １．８ ２２６，１００ ３．２ ６８０，０００ ６．８ ３０
３３，０００ ０．８ １０６，０００ ２．１ ２６６，０００ ３．８ ７３０，０００ ７．３ ３１

－ － ６，０００ ０．１ １６６，０００ ２．４ ６２５，０００ ６．３ ３２
１０，４００ ０．３ ６８，８００ １．４ １９６，８００ ２．８ ５５２，０００ ５．５ ３３
８，８００ ０．２ ６４，８００ １．３ １８０，０００ ２．６ ４８９，６００ ４．９ ３４
３９，２００ １．０ ９５，２００ １．９ ２１０，４００ ３．０ ５５０，４００ ５．５ ３５
４４，１００ １．１ １０７，１００ ２．１ ２３６，７００ ３．４ ６１９，２００ ６．２ ３６
２４，５００ ０．６ ５９，５００ １．２ １６５，５００ ２．４ ５９０，５００ ５．９ ３７
４３，５００ １．１ ７８，５００ １．６ ２０３，５００ ２．９ ６６６，５００ ６．７ ３８

２，６０９，４４８ ６５．２ ３，３０３，４４８ ６６．１ ４，７０８，９７５ ６７．３ ６，８１７，９７５ ６８．２ ３９
２，２２８，８７８ ５５．７ ２，９３６，８７８ ５８．７ ４，４５７，８３８ ６３．７ ６，７５８，８３８ ６７．６ ４０
１，３７５，８５２ ３４．４ １，９１９，２３５ ３８．４ ３，１２２，８５０ ４４．６ ５，０４２，８５０ ５０．４ ４１
３４５，６００ ８．６ ５５７，８００ １１．２ １，１１５，８００ １５．９ ２，２１６，８００ ２２．２ ４２
２１５，７５０ ５．４ ３９４，０５０ ７．９ ８９０，２００ １２．７ １，８８７，１００ １８．９ ４３
１６３，５５０ ４．１ ３０５，５００ ６．１ ６８９，６００ ９．９ １，５６６，３００ １５．７ ４４
１１５，７５０ ２．９ ２６０，０００ ５．２ ５９２，０００ ８．５ １，４４０，２５０ １４．４ ４５
１０１，２５０ ２．５ ２３１，０００ ４．６ ５６３，０００ ８．０ １，３９６，７５０ １４．０ ４６
９８，７５０ ２．５ ２０８，２５０ ４．２ ５３８，０００ ７．７ １，３４４，２５０ １３．４ ４７
９３，７５０ ２．３ ２０３，２５０ ４．１ ５３３，０００ ７．６ １，３３４，２５０ １３．３ ４８
７３，８００ １．８ １６１，４００ ３．２ ４２４，０００ ６．１ １，０６３，８００ １０．６ ４９
５７，５８７ １．４ １５０，６６２ ３．０ ４１４，６００ ５．９ １，１３２，５００ １１．３ ５０
５５，６７５ １．４ １４８，７５０ ３．０ ４０４，１００ ５．８ １，１２２，０００ １１．２ ５１
６５，５００ １．６ １７５，０００ ３．５ ４６４，０００ ６．６ １，１９２，０００ １１．９ ５２

－ － ３２，５００ ０．７ ３２１，５００ ４．６ １，０４４，５００ １０．４ ５３
３７，１７５ ０．９ １２６，６００ ２．５ ３６３，４００ ５．２ ９７２，０００ ９．７ ５４
２９，６２５ ０．７ １１５，３７５ ２．３ ３１８，５５０ ４．６ ８５８，６００ ８．６ ５５
６０，０２５ １．５ １４５，７７５ ２．９ ３４８，９５０ ５．０ ９１９，４００ ９．２ ５６
７４，０５０ １．９ １５９，８００ ３．２ ３７７，０００ ５．４ ９５２，４００ ９．５ ５７
８２，０２５ ２．１ １７７，４００ ３．５ ４１８，０００ ６．０ １，０４１，２００ １０．４ ５８
９０，０００ ２．３ １９５，０００ ３．９ ４５９，０００ ６．６ １，１３０，０００ １１．３ ５９
１０９，０００ ２．７ ２１４，０００ ４．３ ４９７，０００ ７．１ １，２０６，０００ １２．１ ６０
１４４，５００ ３．６ ２４９，５００ ５．０ ５３０，０００ ７．６ １，２３９，０００ １２．４ ６１

昭和60年分～平成11年分
500万円以下 1,000万円以下 1,000万円超

7％ 2％＋25万円 45万円

平 成 12 年 分 ～
900万円以下 1,500万円以下 1,500万円超
10％ 4％＋54万円 １１４万円

（単位 円，％）

５５所 得 税



（備考）１． 日本は社会保険料控除を適用し，子２人のうち１人が特定扶養親族に該当し，１人が一般扶養親族に該当するものとして計算した場合の税額及
び負担割合である。社会保険料控除については「１３．所得税負担額の累年比較（給与所得者）」備考を参照のこと。なお，平成２５年から４９年までは，
別途復興特別所得税（所得税額の２．１％）が課される。アメリカ，イギリスでは社会保険料控除は認められない。フランスについては社会保険料
控除を適用した場合の税額及び負担割合，ドイツについては社会保険料を含めた一定の支出に対する概算控除をした後の税額及び負担割合を示し
てある。

２． 子ども手当の創設とあいまって扶養控除（年少）を廃止。高校の実質無償化に伴い，１６～１８歳の者に係る特定扶養控除の上乗せ部分を廃止（平
成２３年分以後の所得税について適用）。

３． アメリカについては，勤労所得税額控除は一定額の非適格所得（配当，利子等）を有する者には適用されないという規定があることから，考慮
していない。夫婦の場合は共同申告を想定。子２人は１７才以上として計算している。また，州所得税は，ニューヨーク州を例にとっている。地方
政府によっては，連邦・州とは別に個人所得税が課される場合がある。

４． イギリスの就労税額控除及び児童税額控除については，税額から控除されるものではなく，納税額とは別に，全額が給付されるものであること
から，個人所得課税負担額として，実際に納付している税額を国際比較する際には，これらを含めずに計算している。（なお，仮にこれらを含め
て計算した場合，イギリスの個人所得課税の負担額は，夫婦子２人の場合，各々０円（給与収入１００万円），０円（同２００万円），５４千円（同３００万

14. 所 得 税 負 担 額 の

給 与 年 額 区 分
番

号

日 本 ア

所 得 税 額 個人住民税額 合 計 連邦所得税額
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

（
（
（

１００万円
１２，８２１ド ル）
８，１３０ポンド）
９，４３４ユーロ）

単 身 者 １ － － － ２４（２．４）

夫 婦 の み ２ － － － －

夫 婦 子 ２ 人 ３ － － － －

（
（
（

２００万円
２５，６４１ド ル）
１６，２６０ポンド）
１８，８６８ユーロ）

単 身 者 ４ ３２（１．６） ６７（３．３） ９９（４．９） １５２（７．６）

夫 婦 の み ５ １３（０．７） ３１（１．６） ４４（２．２） ４８（２．４）

夫 婦 子 ２ 人 ６ － － － －

（
（
（

３００万円
３８，４６２ド ル）
２４，３９０ポンド）
２８，３０２ユーロ）

単 身 者 ７ ６２（２．１） １２７（４．２） １８９（６．３） ３０２（１０．１）

夫 婦 の み ８ ４３（１．４） ９１（３．０） １３４（４．５） １５４（５．１）

夫 婦 子 ２ 人 ９ － ９（０．３） ９（０．３） ８９（３．０）

（
（
（

５００万円
６４，１０３ド ル）
４０，６５０ポンド）
４７，１７０ユーロ）

単 身 者 １０ １６１（３．２） ２６１（５．２） ４２１（８．４） ７５０（１５．０）

夫 婦 の み １１ １２３（２．５） ２２８（４．６） ３５０（７．０） ４５４（９．１）

夫 婦 子 ２ 人 １２ ６０（１．２） １３６（２．７） １９５（３．９） ３６５（７．３）

（
（
（

７００万円
８９，７４４ド ル）
５６，９１１ポンド）
６６，０３８ユーロ）

単 身 者 １３ ３７７（５．４） ４０５（５．８） ７８１（１１．２） １，２５０（１７．９）

夫 婦 の み １４ ３０１（４．３） ３７２（５．３） ６７２（９．６） ７５４（１０．８）

夫 婦 子 ２ 人 １５ １６６（２．４） ２９４（４．２） ４５９（６．６） ６６５（９．５）

（
（
（

１，０００万円
１２８，２０５ド ル）
８１，３０１ポンド）
８９，２８６ユーロ）

単 身 者 １６ ８６９（８．７） ６５１（６．５） １，５１９（１５．２） ２，０４２（２０．４）

夫 婦 の み １７ ７９３（７．９） ６１８（６．２） １，４１０（１４．１） １，５００（１５．０）

夫 婦 子 ２ 人 １８ ５９１（５．９） ５４０（５．４） １，１３０（１１．３） １，３５２（１３．５）

（
（
（

１，５００万円
１９２，３０８ド ル）
１２１，９５１ポンド）
１４１，５０９ユーロ）

単 身 者 １９ ２，１０４（１４．０） １，１０６（７．４） ３，２０９（２１．４） ３，３４９（２２．３）

夫 婦 の み ２０ １，９７９（１３．２） １，０７３（７．２） ３，０５１（２０．３） ２，８２１（１８．８）

夫 婦 子 ２ 人 ２１ １，６４５（１１．０） ９９５（６．６） ２，６４０（１７．６） ２，６５５（１７．７）

（
（
（

２，０００万円
２５６，４１０ド ル）
１６２，６０２ポンド）
１８８，６７９ユーロ）

単 身 者 ２２ ３，６７１（１８．４） １，５８１（７．９） ５，２５２（２６．３） ４，８７９（２４．４）

夫 婦 の み ２３ ３，５４６（１７．７） １，５４８（７．７） ５，０９４（２５．５） ４，２１４（２１．１）

夫 婦 子 ２ 人 ２４ ３，２１３（１６．１） １，４７０（７．３） ４，６８２（２３．４） ４，０２２（２０．１）

（
（
（

３，０００万円
３８４，６１５ド ル）
２４３，９０２ポンド）
２８３，０１９ユーロ）

単 身 者 ２５ ７，３１６（２４．４） ２，５３１（８．４） ９，８４７（３２．８） ７，９２２（２６．４）

夫 婦 の み ２６ ７，１６４（２３．９） ２，４９８（８．３） ９，６６２（３２．２） ７，２９１（２４．３）

夫 婦 子 ２ 人 ２７ ６，７６０（２２．５） ２，４２０（８．１） ９，１８０（３０．６） ７，０９９（２３．７）

（
（
（

５，０００万円
６４１，０２６ド ル）
４０６，５０４ポンド）
４７１，６９８ユーロ）

単 身 者 ２８ １４，９１６（２９．８） ４，４３１（８．９） １９，３４７（３８．７） １４，４２３（２８．９）

夫 婦 の み ２９ １４，７６４（２９．５） ４，３９８（８．８） １９，１６２（３８．３） １３，７５７（２７．５）

夫 婦 子 ２ 人 ３０ １４，３６０（２８．７） ４，３２０（８．６） １８，６８０（３７．４） １３，５５３（２７．１）

（
（
（

１億円
１，２８２，０５１ド ル）
８１３，００８ポンド）
９４３，３９６ユーロ）

単 身 者 ３１ ３３，９１６（３３．９） ９，１８１（９．２） ４３，０９７（４３．１） ３０，５７６（３０．６）

夫 婦 の み ３２ ３３，７６４（３３．８） ９，１４８（９．１） ４２，９１２（４２．９） ３０，０５８（３０．１）

夫 婦 子 ２ 人 ３３ ３３，３６０（３３．４） ９，０７０（９．１） ４２，４３０（４２．４） ２９，８５４（２９．９）

５６ 所 得 税



円），７８２千円（同５００万円），１，５７１千円（同７００万円），２，７７１千円（同１，０００万円），５，１３９千円（同１，５００万円），７，２９４千円（同２，０００万円），１２，２９４
千円（同３，０００万円），２２，２９４千円（同５，０００万円），４７，２９４千円（同１億円），給与収入５００万円までは，夫婦のみの場合，各々０円，１３９千円，４１６
千円，８１６千円，単身の場合，０円，２１６千円，４１６千円，８１６千円で，それ以上の場合は夫婦子２人の場合と同額となる）。１，３１０千円，２，５１０千
円，４，５１０千円，６，５１０千円，１０，５１０千円，１８，５１０千円，３８，５１０千円，となる。）

５． ドイツの個人所得課税額は，所得税に連帯付加税（所得税額の５．５％）を加えた額。フランスの個人所得課税額は，一般社会税額等を加えた額。
フランスでは，所得税とは別途，収入に対して一般社会税（ＣＳＧ）等が定率で課されており，ここでは一般社会税等の額を機械的に算出した上
で所得税額に加えている。

６． 平成２４年１月現在の税法等に基づいている。邦貨換算レートは，１ドル＝７８円，１ポンド＝１２３円，１ユーロ＝１０６円（基準外外国為替相場及び
裁定外国為替相場：平成２３年１１月中における実勢相場の平均値）。

国 際 比 較（給与所得者）

メ リ カ イ ギ リ ス ド イ ツ フ ラ ン ス 番

号州所得税額 合 計 所 得 税 額 個人所得課税額 所 得 税 額 個人所得課税額
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％
１７（１．７） ４１（４．１） １６（１．６） － － ７９（７．９） １

－ － １６（１．６） － － ７９（７．９） ２

－ － １６（１．６） － － ７９（７．９） ３

６７（３．４） ２１９（１１．０） ２１６（１０．８） １５９（８．０） ４（０．２） １６１（８．１） ４

３３（１．７） ８１（４．１） ２１６（１０．８） － － １５７（７．９） ５

２７（１．３） ２７（１．３） ２１６（１０．８） － － １５７（７．９） ６

１３１（４．４） ４３３（１４．４） ４１６（１３．９） ４２８（１４．３） １６５（５．５） ４０１（１３．４） ７

７７（２．６） ２３１（７．７） ４１６（１３．９） １２５（４．２） ２１（０．７） ２５７（８．６） ８

６９（２．３） １５８（５．３） ４１６（１３．９） １２５（４．２） － ２３６（７．９） ９

２６０（５．２） １，０１０（２０．２） ８１６（１６．３） １，０９０（２１．８） ５１２（１０．２） ９０５（１８．１） １０

１９８（４．０） ６５２（１３．０） ８１６（１６．３） ６３０（１２．６） ２３０（４．６） ６２３（１２．５） １１

１８８（３．８） ５５３（１１．１） ８１６（１６．３） ６００（１２．０） ９８（２．０） ４９１（９．８） １２

３９０（５．６） １，６４０（２３．４） １，５７１（２２．４） １，９０４（２７．２） ９６０（１３．７） １，５１０（２１．６） １３

３２７（４．７） １，０８１（１５．４） １，５７１（２２．４） １，２１８（１７．４） ４３９（６．３） ９８９（１４．１） １４

３１７（４．５） ９８２（１４．０） １，５７１（２２．４） １，１９４（１７．１） ２９７（４．２） ８４７（１２．１） １５

５９０（５．９） ２，６３１（２６．３） ２，７７１（２７．７） ３，２３１（３２．３） １，６３０（１６．３） ２，４１６（２４．２） １６

５２０（５．２） ２，０２１（２０．２） ２，７７１（２７．７） ２，３０８（２３．１） １，０４０（１０．４） １，８２６（１８．３） １７

５１０（５．１） １，８６２（１８．６） ２，７７１（２７．７） ２，２１０（２２．１） ６１０（６．１） １，３９６（１４．０） １８

９２２（６．１） ４，２７１（２８．５） ５，１３９（３４．３） ５，４４６（３６．３） ３，２６０（２１．７） ４，４３９（２９．６） １９

８４７（５．６） ３，６６８（２４．５） ５，１３９（３４．３） ４，４７９（２９．９） ２，２４１（１４．９） ３，４２０（２２．８） ２０

８３６（５．６） ３，４９１（２３．３） ５，１３９（３４．３） ４，２８９（２８．６） １，７４６（１１．６） ２，９２５（１９．５） ２１

１，２６２（６．３） ６，１４１（３０．７） ７，２９４（３６．５） ７，６６２（３８．３） ５，０９０（２５．５） ６，６０２（３３．３） ２２

１，１７９（５．９） ５，３９３（２７．０） ７，２９４（３６．５） ６，６９４（３３．５） ３，６７４（１８．４） ５，２４６（２６．２） ２３

１，１６２（５．８） ５，１８４（２５．９） ７，２９４（３６．５） ６，５０４（３２．５） ３，１７９（１５．９） ４，７５１（２３．８） ２４

１，９４０（６．５） ９，８６２（３２．９） １２，２９４（４１．０） １２，１８１（４０．６） ８，９５０（２９．８） １１，３０８（３７．７） ２５

１，８５５（６．２） ９，１４６（３０．５） １２，２９４（４１．０） １１，１２５（３７．１） ７，５３４（２５．１） ９，８９２（３３．０） ２６

１，８４５（６．１） ８，９４３（２９．８） １２，２９４（４１．０） １０，９３５（３６．５） ７，０３９（２３．５） ９，３９６（３１．３） ２７

３，３１７（６．６） １７，７４０（３５．５） ２２，２９４（４４．６） ２１，６７６（４３．４） １６，６６９（３３．３） ２０，５９９（４１．２） ２８

３，２２５（６．５） １６，９８２（３４．０） ２２，２９４（４４．６） １９，９８７（４０．０） １５，２５３（３０．５） １９，１８３（３８．４） ２９

３，２１５（６．４） １６，７６７（３３．５） ２２，２９４（４４．６） １９，７９７（３９．６） １４，７５８（２９．５） １８，６８８（３７．４） ３０

７，１６４（７．２） ３７，７４０（３７．７） ４７，２９４（４７．３） ４５，４１３（４５．４） ３５，９６８（３６．０） ４３，８２８（４３．８） ３１

６，６５０（６．７） ３６，７０８（３６．７） ４７，２９４（４７．３） ４３，６０１（４３．６） ３４，５５２（３４．６） ４２，４１２（４２．４） ３２

６，６４０（６．６） ３６，４９４（３６．５） ４７，２９４（４７．３） ４３，３６３（４３．４） ３４，０５７（３４．１） ４１，９１７（４１．９） ３３

５７所 得 税



１５． 所得税課税最低限の累年比較（給与所得者）

（付 個 人 住 民 税 課 税 最 低 限）

（備考）１． 昭和９～１１年については，扶養親族に年齢制限があるため，配偶者は控除を受けられないものとして計算した。
昭和４０年については，夫婦子１人，子２人の場合の子供は１３歳未満として計算した。
昭和５８年については，「昭和５８年分の所得税の臨時特例等に関する法律」を加味していない。
昭和６２年については，「昭和６２年分の所得税に係る配偶者控除の臨時特例に関する法律」を加味している。
平成元年分以降の所得税及び平成２年度以降の個人住民税については，夫婦子１人の場合の子供は中学生として計算し，夫婦子２人の場合の子供は１人
を中学生とし，１人を大学生であるものとして計算した。

２． 昭和４０～４９年については，改正初年分の人的控除の引上げ幅が平年分の４分の３に圧縮されていた。
３． 社会保険料控除については，「１３．所得税負担額の累年比較（給与所得者）」の備考を参照のこと。なお，昭和２５年以前は社会保険料を加味していない。
４． 個人住民税については，昭和４０年度は道府県民税と市町村民税の課税最低限が異なるので，市町村民税の課税最低限を記載した。また，昭和５６年からの
（ ）書は非課税限度額である。昭和５９年度は「個人の住民税に係る地方税法の臨時特例に関する法律」による減税を適用した後のものである。

区 分
所得税（初年分） 所得税（平年分） （付）個人住民税

単身者 夫婦のみ 夫婦
子１人

夫婦
子２人 単身者 夫婦のみ 夫婦

子１人
夫婦
子２人 単身者 夫婦のみ 夫婦

子１人
夫婦
子２人

円 円 円 円
昭和 ９～１１年… １，５００ １，５００ １，６２５ １，７５０

１６………… ７２０ ９２０ １，１２０ １，３２０
千円 千円 千円 千円

２５………… ２９ ４３ ５７ ７１ 前年の所得税（初年分）に同じ
千円 千円 千円 千円

３０………… ９３ １４３ １７４ ２０５ １００ １５０ １８１ ２１２
３５………… １１８ ２１０ ２５０ ２８９ １１８ ２１０ ２５０ ２８９

千円 千円 千円 千円
４０………… １９６ ３５１ ４１３ ４７４ ２０２ ３６０ ４２５ ４９１ １３６ ２２８ ２６８ ３０７
４５………… ３４４ ５８０ ７２８ ８８０ ３４７ ５８７ ７４１ ９００ ２８１ ４２７ ５３４ ６４０
４８………… ４３９ ７１０ ９１６ １，１２１ ４５１ ７２５ ９３７ １，１４９ ３５３ ５５２ ７０６ ８６５
４９………… ７０５ ９５０ １，１８１ １，５０７ ７７８ １，０３１ １，０３９ １，７０７ ４０３ ６４３ ８２９ １，０１６
５０………… ８００ １，０７３ １，４１８ １，８３０ ６６１ ８６０ １，０３９ １，２１８
５５………… ８３１ １，１３６ １，５６９ ２，０１５ ７５７ ９８９ １，２２１ １，５８４
５６………… ８３１ １，１３６ １，５６９ ２，０１５ ７５７ ９８９ １，２２１ １，５８４

（７７０） （１，０４０） （１，３５０） （１，７５７）
５７・５８…… ８３１ １，１３６ １，５６９ ２，０１５ ７５７ ９８９ １，２２１ １，５８４

（７７０） （１，１３０） （１，５００） （１，８８５）
５９………… ９６７ １，３２２ １，８３３ ２，３５７ ８１７ １，０９６ １，４７１ １，８８８

（７９０） （１，１７０） （１，５８５） （２，０００）
６０………… ９６７ １，３２２ １，８３３ ２，３５７ ８９２ １，１７２ １，４７１ １，９１２

（８６０） （１，２４０） （１，６００） （２，０２１）
平成元………… １，０７５ １，９２８ ２，４８４ ３，１９８ ９１３ １，３６５ １，８１７ ２，２６１

（８９０） （１，３００） （１，７３５） （２，１９２）
２………… １，０７５ １，９２８ ２，４８４ ３，１９８ １，０２１ １，６９０ ２，１６６ ２，７２２

（９９０） （１，４２０） （１，８２１） （２，３０７）
３………… １，０７５ １，９２８ ２，４８４ ３，１９８ 所得税（初年分）と同じ １，０３２ １，７３８ ２，２３０ ２，８０１

（９９０） （１，４８０） （１，９０７） （２，３９２）
４………… １，０７５ １，９２８ ２，４８４ ３，１９８ １，０３２ １，７３８ ２，２３０ ２，８０１

（９９０） （１，５２０） （１，９６４） （２，４５０）
５………… １，０７５ １，９２８ ２，４８４ ３，２７７ １，０３２ １，７３８ ２，２３０ ２，８０１

（９９０） （１，５８０） （２，０５０） （２，５３５）
６………… １，０７５ １，９２８ ２，４８４ ３，２７７ １，０３２ １，７３８ ２，２３０ ２，８４９

（９９０） （１，６３３） （２，１２１） （２，６０７）
７………… １，１０７ ２，０９５ ２，６９８ ３，５３９ １，０５３ １，８３３ ２，３５７ ３，００７

（９９０） （１，６３３） （２，１２１） （２，６０７）
８・９ …… １，１０７ ２，０９５ ２，６９８ ３，５３９ １，０５３ １，８５７ ２，３８０ ３，０３１

（９９０） （１，６３３） （２，１４２） （２，６２８）
１０………… １，１０７ ２，０９５ ２，６９８ ３，６１６ １，０５３ １，８５７ ２，３８０ ３，０３１

（１，０００） （１，６６６） （２，１８５） （２，６８５）
１１………… １，１０７ ２，０９５ ２，８５７ ３，８２１ １，０５３ １，８５７ ２，３８０ ３，０６３

（１，０００） （１，６８３） （２，２００） （２，７００）
１２・１３…… １，１４４ ２，２００ ２，８３３ ３，８４２ １，０８８ １，９５０ ２，５００ ３，２５０

（１，０００） （１，７００） （２，２１４） （２，７１４）
１４・１５…… １，１４４ ２，２００ ２，８３３ ３，８４２ １，０８８ １，９５０ ２，５００ ３，２５０

（１，０００） （１，７６６） （２，２７１） （２，７７１）
１６………… １，１４４ １，５６６ ２，２００ ３，２５０ １，０８８ １，９５０ ２，５００ ３，２５０

（１，０００） （１，７５０） （２，２５７） （２，７５７）
１７………… １，１４４ １，５６６ ２，２００ ３，２５０ １，０８８ １，４５５ １，９５０ ２，７００

（１，０００） （１，７５０） （２，２５７） （２，７５７）
１８～２２…… １，１４４ １，５６６ ２，２００ ３，２５０ １，０８８ １，４５５ １，９５０ ２，７００

（１，０００） （１，７００） （２，２１４） （２，７１４）
２３………… １，１４４ １，５６６ １，５６６ ２，６１６ １，０８８ １，４５５ １，９５０ ２，７００

（１，０００） （１，７００） （２，２１４） （２，７１４）
２４………… １，１４４ １，５６６ １，５６６ ２，６１６ １，０８８ １，４５５ １，４５５ ２，１５０

（１，０００） （１，７００） （２，２１４） （２，７１４）

５８ 所 得 税



１６． 所得税課税最低限の国際比較（給与所得者）

（備考）１． 給与所得者の所得税の納税額が発生する最低の給与収入水準（「所得税の課税最低限」）及びこれに一般的な給付措置を加味した際に，税額が給付額と等
しくなる（実質的に負担額が生じ始める）給与収入水準を算出。所得税額及び給付金額の計算においては，統一的な国際比較を行う観点から，一定の家
族構成や所得を前提として一般的に適用される控除や給付等を考慮している。

２． 比較のため，モデルケースとして夫婦子１人の場合にはその子を１３歳として，夫婦子２人の場合には第１子が就学中の１９歳，第２子が１３歳として計算し
ている。

３． 日本及びフランスは社会保険料控除が適用される。アメリカ及びイギリスでは社会保険料控除は認められない。またドイツについては，社会保険料を含
めた一定の支出に対する概算控除を適用している。

４． １人当たり国民所得については，第２表参照。
５． 平成２４年１月現在の税法等に基づいている。邦貨換算レートは，１ドル＝７８円，１ポンド＝１２３円，１ユーロ＝１０６円（基準外国為替相場及び裁定外国為
替相場：平成２３年１１月中における実勢相場の平均値）。

１７． 給与所得者数，納税者数の累年比較

（備考）国税庁「民間給与実態統計調査」による。

１８． 給与所得者数，給与額，税額の累年比較

（備考）国税庁「民間給与実態統計調査」による。

区 分 日 本 ア メ リ カ イ ギ リ ス ド イ ツ フ ラ ン ス

千円 ドル ポンド ユーロ ユーロ

単 身 者
所得税額と一般的な給付
額が等しくなる給与収入 １，１４４ ９，７５０ １１，２０９ １０，８６２ １８，７３３

（７６１千円） （１，３７９千円） （１，１５１千円） （１，９８６千円）

〔課税最低限〕 〔１，１４４〕 〔９，７５０〕 〔７，４７５〕 〔１０，８６２〕 〔１８，７３３〕
（７６１千円） （９１９千円） （１，１５１千円） （１，９８６千円）

夫 婦 の み
所得税額と一般的な給付
額が等しくなる給与収入 １，５６６ １９，５００ １４，４０５ ２０，５２４ ２４，９６３

（１，５２１千円） （１，７７２千円） （２，１７６千円） （２，６４６千円）

〔課税最低限〕 〔１，５６６〕 〔１９，５００〕 〔７，４７５〕 〔２０，５２４〕 〔２４，９６３〕
（１，５２１千円） （９１９千円） （２，１７６千円） （２，６４６千円）

夫婦子１人
所得税額と一般的な給付
額が等しくなる給与収入 ４，９６４ ３３，３００ ２１，２１８ ３３，１２６ ２９，６３４

（２，５９７千円） （２，６１０千円） （３，５１１千円） （３，１４１千円）

〔課税最低限〕 〔１，５６６〕 〔３３，３００〕 〔７，４７５〕 〔２０，５２４〕 〔２９，６３４〕
（２，５９７千円） （９１９千円） （２，１７６千円） （３，１４１千円）

夫婦子２人
所得税額と一般的な給付
額が等しくなる給与収入 ５，８６４ ３７，１００ ２６，５４９ ４２，３６４ ５７，６９５

（２，８９４千円） （３，２６５千円） （４，４９１千円） （６，１１６千円）

〔課税最低限〕 〔２，６１６〕 〔３７，１００〕 〔７，４７５〕 〔２０，５２４〕 〔３２，７４１〕
（２，８９４千円） （９１９千円） （２，１７６千円） （３，４７１千円）

（参考）
１人当たり国民所得 ２，６８６千円 ３６，６７９ １７，７９６ ２１，８８８ ２２，３９５

（２，８６１千円） （２，１８９千円） （２，３２０千円） （２，３７４千円）

区 分
給 与 所 得 者 納 税 者 納 税 者 割 合

１年勤続 １年未満
勤 続 計 １年勤続 １年未満

勤 続 計 １年勤続 １年未満
勤 続 計

平成１３年度…………… ４５，０９７ ７，８６１ ５２，９５７ ３８，８２０ ３，９７０ ４２，７９０ ８６．１ ５０．５ ８０．８
１４………………… ４４，７２４ ７，８８８ ５２，６１２ ３８，０７９ ４，０９９ ４２，１７８ ８５．１ ５２．０ ８０．２
１５………………… ４４，６６１ ７，８８０ ５２，５４１ ３７，６６７ ４，０４４ ４１，７１１ ８４．３ ５１．３ ７９．４
１６………………… ４４，５３０ ７，９３７ ５２，４６７ ３８，０７８ ３，９９１ ４２，０６８ ８５．５ ５０．３ ８０．２
１７………………… ４４，９３６ ７，９１３ ５２，８４９ ３８，５２５ ４，０３０ ４２，５５５ ８５．７ ５０．９ ８０．５
１８………………… ４４，８４５ ８，１８４ ５３，０２９ ３８，２８８ ４，３８２ ４２，６７０ ８５．４ ５３．５ ８０．５
１９………………… ４５，４２５ ７，９０２ ５３，３２６ ３８，８０６ ４，１０７ ４２，９１３ ８５．４ ５２．０ ８０．５
２０………………… ４５，８７３ ８，８７７ ５４，７５０ ３８，３６５ ４，５０２ ４２，８６７ ８３．６ ５０．７ ７８．３
２１………………… ４５，０５６ ８，７５７ ５３，８１４ ３６，８２９ ４，１２２ ４０，９５１ ８１．７ ４７．１ ７６．１
２２………………… ４５，５２０ ８，７５５ ５４，２７５ ３７，５４７ ４，１６０ ４１，７０７ ８２．５ ４７．５ ７６．８

区 分 給 与
所得者数

給 料 ・ 手 当 賞 与 給 与 総 額 税 額
総 額 平 均 総 額 平 均 総 額 平 均 総 額 平 均

千人 億円 千円 億円 千円 億円 千円 億円 千円
平成１３年度…………… ４５，０９７ １，６９７，９５０ ３，７６５ ３４９，４５２ ７７５ ２，０４７，４０２ ４，５４０ ８８，９４０ １９７

１４………………… ４４，７２４ １，６７８，２５８ ３，７５２ ３２４，３３２ ７２５ ２，００２，５９０ ４，４７８ ８５，５３９ １９１
１５………………… ４４，６６１ １，６６９，３８３ ３，７３８ ３１３，２５６ ７０１ １，９８２，６３９ ４，４３９ ８４，６４９ １９０
１６………………… ４４，５３０ １，６４８，００４ ３，７０１ ３０６，１０７ ６８７ １，９５４，１１０ ４，３８８ ８７，９８８ １９８
１７………………… ４４，９３６ １，６５９，９１５ ３，６９４ ３０２，８６４ ６７４ １，９６２，７７９ ４，３６８ ８９，６３０ １９９
１８………………… ４４，８４５ １，６４８，７１４ ３，６７６ ３０１，４３９ ６７２ １，９５０，１５３ ４，３４９ ９８，９２５ ２２１
１９………………… ４５，４２５ １，６７３，７７１ ３，６８５ ３１２，１２５ ６８７ １，９８５，８９６ ４，３７２ ８７，５７５ １９３
２０………………… ４５，８７３ １，６７４，２５９ ３，６５０ ２９６，４１２ ６４６ １，９７０，６７０ ４，２９６ ８５，５５１ １８６
２１………………… ４５，０５６ １，５７５，８１７ ３，４９７ ２５２，９２８ ５６１ １，８２８，７４５ ４，０５９ ７１，２４０ １５８

男２７，２８６ １，１８２，７４１ ４，３３５ ２０１，７１７ ７３９ １，３８４，４５８ ５，０７４
２２…………………

�
�
�
�

女１８，２３３ ４２８，２３２ ２，３４９ ６２，７６５ ３４４ ４９０，９９８ ２，６９３
計４５，５２０ １，６１０，９７３ ３，５３９ ２６４，４８２ ５８１ １，８７５，４５５ ４，１２０ ７２，４７３ １５９

（単位 千人，％）

（１年を通じて勤務した給与所得者）

５９所 得 税



１９． 所 得 税 の 控 除

区 分 平 成 １６ 年 １７ １８ １９

給

与

所

得

控

除

１８０万円までの金額４０％ 同 左 同 左 同 左
３６０万円までの金額３０％
６６０万円までの金額２０％
１，０００万円までの金額１０％
１，０００万円を超える金額５％
最低控除額６５０，０００円

給
与
所
得
者
の
特
定
支
出
控
除

給与所得の金額の計算
上，特定支出の額が給与所
得控除を超える場合には，
申告により，その超える部
分を控除することができ
る。

同 左 同 左 同 左

（
青

色

申

告

特

別

控

除
）

専

従

者

控

除

青色事業専従者給与 青色事業専従者給与 青色事業専従者給与 青色事業専従者給与
青色事業専従者給与額の 同 左 同 左 同 左

うち，労務の提供の程度等
からみて労務の対価として
相当であると認められる金
額

白色事業専従者控除 白色事業専従者控除 白色事業専従者控除 白色事業専従者控除
５００，０００円 同 左 同 左 同 左

配偶者の場合 ８６０，０００円 配偶者の場合 同 左 配偶者の場合 同 左 配偶者の場合 同 左
最高限度 （ 同 左 ）（ 同 左 ）（ 同 左 ）�

�
�
�
�

事業所得等の金額
�
�
�
�
�１＋事業専従者の数

青色申告特別控除 青色申告特別控除 青色申告特別控除 青色申告特別控除
① 事業所得又は不動産所 ① 事業所得又は不動産所 同 左 同 左
得を生ずべき事業を営む 得を生ずべき事業を営む
青色申告者で，これらの 青色申告者で，これらの
所得に係る取引を正規の 所得に係る取引を正規の
簿記の原則に従い記録し 簿記の原則に従い記録し
ている者 ５５万円 ている者 ６５万円

② 簡易な簿記の方法によ
り記録している者で賃借
対照表を併せて添付した
者（平成１７年分まで）

４５万円

③①，②以外の青色申告者
１０万円 ②①以外の青色申告者

（注）（１６年度改正） １０万円
簡易な簿記の方法により

記録している者に係る経過
措置を廃止（平成１６年分ま
で適用）

公
的
年
金
等
控
除

定額控除と定率控除の合計額 定額控除と定率控除の合計額 同 左 同 左
定額控除 １，０００，０００円 定額控除 ５００，０００円
（６５歳未満の者 ５００，０００円） 定率控除
定率控除 定額控除後の年金収入に
定額控除後の年金収入に 対し，

対し， ３６０万円までの金額 ２５％
３６０万円までの金額 ２５％ ７２０万円までの金額 １５％
７２０万円までの金額 １５％ ７２０万円を超える金額 ５％
７２０万円を超える金額 ５％

最低控除額 １，４００，０００円 最低控除額 ７００，０００円
（６５歳未満の者 ７００，０００円）（６５歳未満の者１，２００，０００円）

６０ 所 得 税



及 び 税 率 の 推 移

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

同 左 同 左 同 左 同 左 （注）（２４年度改正）
１８０万円までの金額４０％
３６０万円までの金額３０％
６６０万円までの金額２０％
１，０００万円までの金額１０％
１，５００万円までの金額５％

１，５００万円超の場合
２４５万円（一定）

最低控除額 ６５万円
（平成２５年分から適用）

同 左 同 左 同 左 同 左 同左
（注）（２４年度改正）
特定支出の範囲に，弁
護士，公認会計士，税理
士などの資格取得費及び
勤務必要経費（図書費，
衣服費，交際費）を追加。
また，適用判定の基準
を，給与所得控除額の２
分の１とする。
（平成２５年分から適用）

青色事業専従者給与 青色事業専従者給与 青色事業専従者給与 青色事業専従者給与 青色事業専従者給与
同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

白色事業専従者控除 白色事業専従者控除 白色事業専従者控除 白色事業専従者控除 白色事業専従者控除
同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

配偶者の場合 同 左 配偶者の場合同左 配偶者の場合 同 左 配偶者の場合 同 左 配偶者の場合 同 左
（ 同 左 ）（ 同 左 ）（ 同 左 ）（ 同 左 ）（ 同 左 ）

青色申告特別控除 青色申告特別控除 青色申告特別控除 青色申告特別控除 青色申告特別控除
同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

６１所 得 税



１９． 所 得 税 の 控 除

区 分 平 成 １６ 年 １７ １８ １９

所

得

控

除

基礎
控除

３８０，０００円 同 左 同 左 同 左

配

偶

者

控

除

３８０，０００円 同 左 同 左 同 左
年齢７０歳以上の老人控除対
象配偶者 ４８０，０００円
同居している特別障害者で
ある控除対象配偶者

７３０，０００円
同居している特別障害者で
ある老人控除対象配偶者

８３０，０００円
控除対象配偶者の所得�

�
�
�
�

要件合計所得金額が３８
�
�
�
�
�万円以下であること

配

偶

者

特

別

控

除

最高 ３８０，０００円 同 左 同 左 同 左
合計所得金額１，０００万円以
下の者について適用する。
控除対象配偶者以外の配偶
者の所得金額に応じて以下
のように控除額を調整
配偶者の所得 控除額
３８～４０万円未満 ３８万円
４０～４５ 〃 ３６ 〃
４５～５０ 〃 ３１ 〃
５０～５５ 〃 ２６ 〃
５５～６０ 〃 ２１ 〃
６０～６５ 〃 １６ 〃
６５～７０ 〃 １１ 〃
７０～７５ 〃 ６ 〃
７５～７６ 〃 ３ 〃
７６万円以上 ０ 〃

扶

養

控

除

扶養控除 ３８０，０００円 同 左 同 左 同 左
うち，特定扶養親族
（年齢１６歳以上２３歳未満）

６３０，０００円
うち，老人扶養親族
（年齢７０歳以上）４８０，０００円
ただし，老人扶養親族のう
ち，同居している老親等

５８０，０００円
同居している特別障害者で
ある扶養親族 ７３０，０００円
同居している特別障害者で
ある特定扶養親族

９８０，０００円
同居している特別障害者で
ある老人扶養親族

８３０，０００円
同居している特別障害者で
ある同居老親等 ９３０，０００円
扶養親族の所得要件�

�
�
�
�

控除対象配偶者の場合
�
�
�
�
�と同様

及
び
勤
労
学
生
控
除

障
害
者
、
老
年
者
、
寡
婦（
寡
夫
）

控除額 ２７０，０００円 控除額 同 左 控除額 同 左 控除額 同 左
障害者のうち，特別障害 障害者のうち，特別障害 障害者のうち，特別障害 障害者のうち，特別障害

者に該当する場合は， 者に該当する場合は， 者に該当する場合は， 者に該当する場合は，
４００，０００円 同 左 同 左 同 左

老年者控除は，
５００，０００円

（注）（１６年度改正）
老年者控除は，平成１６年
分をもって廃止

６２ 所 得 税



及 び 税 率 の 推 移（続）

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

同 左 同 左 同 左 ３８０，０００円 同 左
年齢７０歳以上の老人控

（注）（２２年度改正） 除対象配偶者
扶養控除の見直しに ４８０，０００円
伴い，同居特別障害者 �

�
�
�
�
�
�

控除対象配偶者の�
�
�
�
�
�
�

加算の特例措置に代え， 所得要件合計所得
同居特別障害者に対す 金額が３８万円以下
る障害者控除（７５万円） であること
を創設。
（平成２３年分から適用）

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

同 左 同 左 同 左 控除対象扶養親族 同 左
（注）（２２年度改正） （年齢１６歳以上）
１．年少扶養控除及び ３８０，０００円
年齢１６～１８歳の者に うち，特定扶養親族
係る特定扶養控除の （年齢１９歳以上２３歳未満）
上乗せ部分を廃止。 ６３０，０００円
（平成２３年分から適用） うち，老人扶養親族
２．扶養控除の見直し （年齢７０歳以上）
に伴い，同居特別障 ４８０，０００円
害者加算の特例措置 ただし，老人扶養親族
に代え，同居特別障 のうち，同居している
害者に対する障害者 老親等 ５８０，０００円
控除（７５万円）を創
設。 扶養親族の所得要件
（平成２３年分から適用）

�
�
�
�
�

控除対象配偶者の
�
�
�
�
�場合と同様

控除額 同 左 控除額 同 左 控除額 同 左 控除額 同 左 控除額 同 左
障害者のうち，特別 障害者のうち，特別 障害者のうち，特別 障害者のうち，特別 障害者のうち，特別
障害者に該当する場合 障害者に該当する場合 障害者に該当する場合 障害者に該当する場合 障害者に該当する場合
は， 同 左 は， 同 左 は， 同 左 は， 同 左 は， 同 左

（注）（２２年度改正） 扶養親族又は控除対 扶養親族又は控除対
扶養控除の見直しに 象配偶者が同居の特別 象配偶者が同居の特別

伴い，同居特別障害者 障害者である場合は， 障害者である場合は，
加算の特例措置に代え， ７５０，０００円 同 左
同居特別障害者に対す
る障害者控除（７５万円）
を創設。
（平成２３年分から適用）

６３所 得 税



１９． 所 得 税 の 控 除

区 分 平 成 １６ 年 １７ １８ １９

所

得

控

除
（
続
）

障
害
者
、
老
年
者
、
寡
婦
（
寡
夫
）
及
び
勤
労
学
生
控
除
（
続
）

寡婦のうちの特別加算に 寡婦のうちの特別加算に 寡婦のうちの特別加算に 寡婦のうちの特別加算に
該当する場合は， 該当する場合は， 該当する場合は， 該当する場合は，

３５０，０００円 同 左 同 左 同 左
（所得要件等） （所得要件等） （所得要件等） （所得要件等）
⑴ 障害者 ⑴ 障害者 ⑴ 障害者 ⑴ 障害者

所得要件なし 同 左 同 左 同 左
⑵ 老年者
その年１２月３１日におい

て６５歳以上で合計所得金
額が１，０００万円以下の者

⑶ 寡婦（寡夫） ⑵ 寡婦（寡夫） ⑵ 寡婦（寡夫） ⑵ 寡婦（寡夫）
㋑ 寡婦…扶養親族を有 ㋑ 寡婦…扶養親族を有 同 左 同 左
する寡婦か，扶養親族 する寡婦か，扶養親族
を有しない未亡人で合 を有しない未亡人で合
計所得金額が５００万円 計所得金額が５００万円
以下の者 以下の者
（老年者に該当する者 （注） 扶養親族である子
を除く。） を有し，かつ，合計

（注） 扶養親族である子 所得金額が５００万円
を有し，かつ，合計 以下の場合は，８万
所得金額が５００万円 円の特別加算
以下の場合は，８万
円の特別加算 ㋺ 寡夫…扶養親族であ

㋺ 寡夫…扶養親族であ る子を有する寡夫で合
る子を有する寡夫で合 計所得金額が５００万円
計所得金額が５００万円 以下の者
以下の者
（老年者に該当する者
を除く。）

⑷ 勤労学生 ⑶ 勤労学生 ⑶ 勤労学生 ⑶ 勤労学生
学生，生徒等のうち， 同 左 同 左 同 左

その年の合計所得金額が
６５万円以下で，かつ，自
己の勤労所得以外の所得
が１０万円以下の者

そ

の

他

の

所

得

控

除

⑴ 雑損控除 ⑴ 雑損控除 ⑴ 雑損控除 ⑴ 雑損控除
住宅，家財等の家庭用 同 左 同 左 同 左

財産の災害等による損失
額のうち，所得金額の
１０％を超える金額。ただ
し，災害に直接関連して
支出された費用について
の控除額は，所得金額の
１０％相当額又は５万円の
いずれか低い金額を超え
る金額

⑵ 医療費控除 ⑵ 医療費控除 ⑵ 医療費控除 ⑵ 医療費控除
医療費のうち，所得金 同 左 同 左 同 左

額の５％相当額と１０万円
とのいずれか低い金額を
超える部分の金額（最高
２００万円）

⑶ 生命保険料控除 ⑶ 生命保険料控除 ⑶ 生命保険料控除 ⑶ 生命保険料控除
㋑ 一般の生命保険料 同 左 同 左 同 左
支払保険料のうち，

２５，０００円まで全額，
２５，０００円を超え５０，０００円
まで２分の１，５０，０００円を
超え１００，０００円まで４分
の１（最高５０，０００円）

６４ 所 得 税



及 び 税 率 の 推 移（続）

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

寡婦のうちの特別加 寡婦のうちの特別加 寡婦のうちの特別加 寡婦のうちの特別加 寡婦のうちの特別加
算に該当する場合は， 算に該当する場合は， 算に該当する場合は， 算に該当する場合は， 算に該当する場合は，

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左
（所得要件等） （所得要件等） （所得要件等） （所得要件等） （所得要件等）
⑴ 障害者 ⑴ 障害者 ⑴ 障害者 ⑴ 障害者 ⑴ 障害者
同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

⑵ 寡婦（寡夫） ⑵ 寡婦（寡夫） ⑵ 寡婦（寡夫） ⑵ 寡婦（寡夫） ⑵ 寡婦（寡夫）
同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

⑶ 勤労学生 ⑶ 勤労学生 ⑶ 勤労学生 ⑶ 勤労学生 ⑶ 勤労学生
同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

⑴ 雑損控除 ⑴ 雑損控除 ⑴ 雑損控除 ⑴ 雑損控除 ⑴ 雑損控除
同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

⑵ 医療費控除 ⑵ 医療費控除 ⑵ 医療費控除 ⑵ 医療費控除 ⑵ 医療費控除
同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

（注）（２４年度改正）
医療費控除の対象範
囲に，介護福祉士等が
診療の補助として行う
喀痰吸引等に係る費用
の自己負担分を追加。

⑶ 生命保険料控除 ⑶ 生命保険料控除 ⑶ 生命保険料控除 ⑶ 生命保険料控除 ⑶ 生命保険料控除
同 左 同 左 同 左 同 左 各保険料控除の合

計適用限度額は，１２
万円。
㋑ 平成２４年１月１
日以後に締結した
保険契約等（新契
約）

６５所 得 税



１９． 所 得 税 の 控 除

区 分 平 成 １６ 年 １７ １８ １９

所

得

控

除
（
続
）

そ

の

他

の

所

得

控

除
（
続
）

㋺ 個人年金保険料
支払保険料のうち，
２５，０００円まで全額，
２５，０００円を超え５０，０００
円まで２分の１，
５０，０００円を超え
１００，０００円まで４分の
１（最高５０，０００円）

⑷ 損害保険料控除 ⑷ 損害保険料控除 ⑷ 損害保険料控除 ⑷ 損害保険料控除
家屋又は家財について 同 左 同 左 家屋又は家財について

支払った損害保険料，傷 支払った地震保険料等
害保険料等 （最高５０，０００円）
㋑ 長期契約のみの場合 （注）平成１８年末までに締
１０，０００円まで全額， 結した一定の長期損害
１０，０００円を超え２０，０００ 保険契約については従
円まで２分の１（最高 前どおりの控除額が適
１５，０００円） 用。（地震保険料控除
㋺ 短期契約のみの場合 と合わせて最高５０，０００
２，０００円まで全額， 円）
２，０００円を超え４，０００円
まで２分の１（最高
３，０００円）
㋩ 長期契約と短期契約
とがある場合

㋑＋㋺（最高１５，０００円）

⑸ 社会保険料控除 ⑸ 社会保険料控除 ⑸ 社会保険料控除 ⑸ 社会保険料控除
支払額の全額 （注）（１７年度改正） 同 左 同 左

国民年金保険料の納付証
明書の添付等の義務付け

⑹ 小規模企業共済等掛金 ⑹ 小規模企業共済等掛金 ⑹ 小規模企業共済等掛金 ⑹ 小規模企業共済等掛金
控除 控除 控除 控除
次の掛金の支払額の全額 同 左 同 左 同 左
㋑ 小規模企業共済契約
に係る掛金

㋺ 確定拠出年金の個人
型年金加入者掛金

㋩ 心身障害者扶養共済
制度の掛金

６６ 所 得 税



及 び 税 率 の 推 移（続）

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

イ 一般生命保険料
支払保険料のう
ち，２０，０００円まで
全額，２０，０００円を
超え４０，０００円まで
２分の１，４０，０００
円を超え８０，０００円
まで４分の１（最
高４０，０００円）

ロ 介護医療保険料
支払保険料のう
ち，２０，０００円まで
全額，２０，０００円を
超え４０，０００円まで
２分の１，４０，０００
円を超え８０，０００円
まで４分の１（最
高４０，０００円）

ハ 個人年金保険料
支払保険料のう
ち，２０，０００円まで
全額，２０，０００円を
超え４０，０００円まで
２分の１，４０，０００
円を超え８０，０００円
まで４分の１（最
高４０，０００円）

㋺ 平成２３年１２月３１
日以前に締結した
保険契約等（旧契
約）
従前通り左の控
除額が適用

（２２年度改正において措置）

⑷ 地震保険料控除 ⑷ 地震保険料控除 ⑷ 地震保険料控除 ⑷ 地震保険料控除 ⑷ 地震保険料控除
同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

⑸ 社会保険料控除 ⑸ 社会保険料控除 ⑸ 社会保険料控除 ⑸ 社会保険料控除 ⑸ 社会保険料控除
同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

⑹ 小規模企業共済等 ⑹ 小規模企業共済等 ⑹ 小規模企業共済等 ⑹ 小規模企業共済等 ⑹ 小規模企業共済等
掛金控除 掛金控除 掛金控除 掛金控除 掛金控除
同 左 同 左 （注）（２２年度改正） 同 左 同 左

① 小規模企業共済等
掛金の範囲に，個人
事業の共同経営者が
支払った掛金を追加。

６７所 得 税



１９． 所 得 税 の 控 除

区 分 平 成 １６ 年 １７ １８ １９

所

得

控

除
（
続
）

そ

の

他

の

所

得

控

除
（
続
）

⑺ 寄附金控除 ⑺ 寄附金控除 ⑺ 寄附金控除 ⑺ 寄附金控除
㋑ 国又は地方公共団体 ㋑～㋭（同左） ㋑～㋭（同左） ㋑～㋭（同左）
に対する寄附金 について，寄附金の額 について，寄附金の額 ㋬ 特定地域雇用等促進

㋺ 指定寄附金 （所得金額の３０％を限 （所得金額の３０％を限 法人に対する寄附金
㋩ 特定公益増進法人に 度）のうち，１万円を超 度）のうち，５千円を超 について，寄附金の額
対する寄附金 える部分の金額を所得控 える部分の金額を所得控 （所得金額の４０％を限度）
㋥ 認定NPO法人に対 除する。 のうち，５千円を超える
する寄附金 部分の金額を所得控除す

㋭ 政治活動に関する寄 る。
附金（特定の政治献金）
について，寄附金の額
（所得金額の２５％を限
度）のうち，１万円を
超える部分の金額を所
得控除する。

税

額

控

除

配

当

控

除

㋑ 配当所得を上積とし， 同 左 同 左 同 左
配当所得以外の所得と合
わせた課税総所得金額が
１，０００万円に達するまで
の配当所得の金額につい
て１０％，１，０００万円を超
える部分の金額について
５％

㋺ 証券投資信託の収益の
分配については５％（課
税総所得金額が１，０００万
円を超えるときは，その
超える部分については
２．５％）〔所法〕
ただし，公募証券投資信
託の収益の分配，私募公
社債等運用投資信託の収
益の分配，特定外貨建証
券投資信託の収益の分
配，特定投資信託又は特
定目的信託の収益の分
配，投資法人の配当等及
び特定目的会社の金銭の
分配に係る配当所得，株
式配当等につき源泉分離
課税を選択した配当所
得，少額配当の確定申告
不要制度により申告しな
かった配当所得は配当控
除の対象とならない。
〔措法〕

６８ 所 得 税



及 び 税 率 の 推 移（続）

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

② 小規模企業共済等
掛金の範囲に，確定
拠出年金が拠出する
企業型年金加入者掛
金（いわゆるマッチ
ング拠出）を追加。

※②については平成２４
年から適用

⑺ 寄附金控除 ⑺ 寄附金控除 ⑺ 寄附金控除 ⑺ 寄附金控除 ⑺ 寄附金控除
㋑～㋭（同左） 同 左 （注）（２２年度改正） 同 左 同 左
（注）（２０年度改正） ㋑～㋭（同左） （注）（２３年度改正）
① 特定地域雇用等促 について，寄付金の 認定NPO法人並び
進法人に対する寄附 額（所得金額の４０％を に一定の要件を満たす
金については，特定 限度）のうち，２千円 公益社団・財団法人，
地域雇用等促進法人 を超える部分の金額を 学校法人，社会福祉法
が特定公益増進法人 所得控除する。 人及び更生保護法人に
となるため，㋩に含 対する寄附について，
まれる 新たに税額控除制度を
② 公益社団法人と公 導入し，現行の所得控
益財団法人について 除度との選択制とする。
は，全て特定公益増 （平成２３年分から適用）
進法人として取扱う
こととされ，これら
に対する寄附金は㋩
の対象となる
③ 一定の特定新規中
小企業者に投資した
場合，投資額につい
て，１，０００万円を限
度として，寄附金控
除が適用される。
同 左 同 左 同 左 同 左 同 左
（注）（２０年度改正）
申告分離課税制度を
選択した配当所得
は，配当控除の対象
とならない。〔措法〕
※平成２１年１月１日
以後に支払を受ける
べき上場株式等の配
当等に係る配当所得
について適用

６９所 得 税



１９． 所 得 税 の 控 除

区 分 平 成 １６ 年 １７ １８ １９

税

額

控

除
（
続
）

外
国
税
額
控
除

外国所得税（通常行われ 同 左 同 左 同 左
る取引と認められない一定 （注）（１７年度改正）
の取引に係る外国所得税を 外国所得税が減額された
除く。）を課せられた年分 場合の調整措置を創設。
の所得税額のうち国外源泉
所得に対応する金額を限度
として税額控除する。一定
額の範囲内で，過去３年以
内の控除余裕枠は当年の控
除枠に加え，過去３年以内
の控除未済額は当年で控除
できる。

住

宅

借

入

金

等

に

係

る

税

額

控

除

（制度の基本的内容） （制度の基本的内容は左に同じ）（制度の基本的内容は左に同じ）（制度の基本的内容は左に同じ）
新築又は既存の居住用家

屋の取得等をして，６ヵ月 （注）（１７年度改正） （注）（１９年度改正）
以内に居住の用に供した場 適用対象となる既存住 ① 平成１９年又は平成２０年
合のその居住に係る借入金 宅の範囲に，地震に対す に居住の用に供した場合
残高等を対象として次によ る安全上必要な構造方法 について，控除額の特例
り算出した額を１０年間（年 に関する技術的基準又は を創設。ただし，左の制
間所得３，０００万円以下の年 これに準ずるものに適合 度との選択適用とし，控
に限る。）にわたり所得税 する一定の既存住宅を追 除額は次のとおり。
額から控除する。 加 ㋑ 平成１９年居住分
㋑ 平成１６年居住分 （年末の住宅ローン等の
（年末の住宅ローン等の残高） 残高）
５，０００万円以下の部分 ２，５００万円以下の部分
・１年目から１０年目まで ・１年目から１０年目まで

１％ ０．６％
㋺ 平成１７年居住分 ・１１年目から１５年目まで
（年末の住宅ローン等の残高） ０．４％
４，０００万円以下の部分 ㋺ 平成２０年居住分
・１年目から８年目まで （年末の住宅ローン等の

１％ 残高）
・９年目及び１０年目まで ２，０００万円以下の部分

０．５％ ・１年目から１０年目まで
㋩ 平成１８年居住分 ０．６％
（年末の住宅ローン等の残高） ・１１年目から１５年目まで
３，０００万円以下の部分 ０．４％
・１年目から７年目まで

１％ ② バリアフリー改修工事
・８年目から１０年目まで 等に係る控除額の特例を

０．５％ 創設
㋥ 平成１９年居住分 一定の居住者が，その
（年末の住宅ローン等の残高） 者の居住の用に供する家
２，５００万円以下の部分 屋について一定のバリア
・１年目から６年目まで フリー改修工事等を行

１％ い，６ヶ月以内に居住の
・７年目から１０年目まで 用に供した場合のそのバ

０．５％ リアフリー改修工事等に
㋭ 平成２０年居住分 係る借入金残高の１，０００
（年末の住宅ローン等の残高） 万円以下の部分を対象と
２，０００万円以下の部分 して次により算出した額
・１年目から６年目まで の合計額を５年間（年間

１％ 所得３，０００万円以下の年
・７年目から１０年目まで に限る。）にわたり所得

０．５％ 税額から控除する。ただ
し，この特例は，上記①
又は下記③との選択適用
とする。（平成１９年４月
１日から２０年１２月３１日居
住分）

７０ 所 得 税



及 び 税 率 の 推 移（続）

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左
（注）（２１年度改正） （注）（２３年度改正）
外国税額控除の適用 ・複数の税率の中から
を受けた外国所得税 納税者と税務当局等
が減額された場合の との合意により税率
調整を，その適用を が決定される税につ
受けた年の翌年以後 いて，最も低い税率
７年内の減額に限る。 を上回る部分を外国

税額控除の適用の対
象となる外国所得税
から除外。
・控除限度額の計算に
ついて，租税条約の
規定により条約相手
国等に課税権を認め
た所得で当該条約相
手国等において外国
所得税を課されるも
のは，国外所得に該
当。

（制度の基本的内容は （２１年度改正） （制度の基本的内容は 新築又は既存の居住用 （制度の基本的内容は
左に同じ） （適用期限の延長・制 左に同じ） 家屋の取得等をして， 左に同じ）

度の見直し） ６ヵ月以内に居住の用
（注）（２０年度改正） 新築又は既存の居住 に供した場合のその居
① 省エネ改修工事に 用家屋の取得等をし 住に係る借入金残高等
係る控除額の特例の て，６ヵ月以内に居住 を対象として次により
創設 の用に供した場合のそ 算出した額を１０年間
居住者が，その者 の居住に係る借入金残 （年間所得３，０００万円以
の居住の用に供する 高等を対象として次に 下の年に限る。）にわ
家屋について一定の より算出した額を１０年 たり所得税額から控除
省エネ改修工事等を 間（年間所得３，０００万 する。
行い，６ヶ月以内に 円以下の年に限る。）
居住の用に供した場 にわたり所得税額から ①一般の住宅 ①同 左
合のその省エネ改修 控除する。 ㋑ 平成２１・２２年居
工事等に係る借入金 ①一般の住宅 住分
残高の１，０００万円以 ㋑ 平成２１・２２年居 （年末の住宅ロー
下の部分を対象とし 住分 ン等の残高）
て次により算出した （年末の住宅ロー ５，０００万円以下の
額の合計額を５年間 ン等の残高） 部分
（年間所得３，０００万 ５，０００万円以下の ・１年目から１０年
円以下の年に限る。） 部分 目まで１％
にわたり所得税額か ・１年目から１０年 ㋺ 平成２３年居住分
ら控除する。ただし， 目まで１％ （年末の住宅ロー
この特例は，左記① ㋺ 平成２３年居住分 ン等の残高）
又は下記②の制度と （年末の住宅ロー ４，０００万円以下の
の選択適用とする。 ン等の残高） 部分
（平成２０年４月１日 ４，０００万円以下の ・１年目から１０年
から同年１２月３１日居 部分 目まで１％
住分） ・１年目から１０年 ㋩ 平成２４年居住分
㋑ 特定の省エネ改 目まで１％ （年末の住宅ロー
修工事に係る工事 ㋩ 平成２４年居住分 ン等の残高）
費用の額（２００万 （年末の住宅ロー ３，０００万円以下の
円を限度）に相当 ン等の残高） 部分
する住宅ローン等 ３，０００万円以下の ・１年目から１０年
の残高……２％ 部分 目まで１％
㋺ ㋑以外の住宅 ・１年目から１０年 ㋥ 平成２５年居住分
ローン等の残高 目まで１％ （年末の住宅ロー

……１％ ㋥ 平成２５年居住分 ン等の残高）
※ 特定の省エネ改 （年末の住宅ロー ２，０００万円以下の
修工事とは，省エ ン等の残高） 部分
ネ改修工事のう ２，０００万円以下の ・１年目から１０年
ち，改修後の住宅 部分 目まで１％
全体の省エネ性能 ・１年目から１０年
が平成１１年基準相 目まで１％
当に上がるものを
いう。

７１所 得 税



１９． 所 得 税 の 控 除

区 分 平 成 １６ 年 １７ １８ １９

税

額

控

除
（
続
）

住

宅

借

入

金

等

に

係

る

税

額

控

除
（
続
）

㋑ 一定のバリアフリー改
修工事にかかる工事費用
から補助金等を控除した
金額（２００万円を限度）
に相当する住宅ローン等
の残高……２％
㋺ ㋑以外の住宅ローン等
の残高……１％
③ 対象となる増改築等の
範囲に，大規模の修繕又
は模様替等に至らない一
定のバリアフリー改修工
事を追加

７２ 所 得 税



及 び 税 率 の 推 移（続）

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

② 対象となる増改築 ② 認定長期優良住宅 ② 認定長期優良住宅 ② 同 左
等の範囲に，大規模 ㋑ 平成２１～２３年居 ㋑ 平成２１～２３年居 （注）（２４年度改正）
の修繕又は模様替等 住分 住分 認定低炭素住宅
に至らない一定の省 （年末の住宅ロー （年末の住宅ロー ㋑ 平成２４年居住分
エネ改修工事を追加 ン等の残高） ン等の残高） （年末の住宅ロー
（平成２０年４月１日 ５，０００万円以下の ５，０００万円以下の ン等の残高）
から同年１２月３１日居 部分 部分 ４，０００万円以下の
住分） ・１年目から１０年 ・１年目から１０年 部分

目まで１．２％ 目まで１．２％ ・１年目から１０年
㋺ 平成２４年居住分 ㋺ 平成２４年居住分 目まで１％
（年末の住宅ロー （年末の住宅ロー ㋺ 平成２５年居住分
ン等の残高） ン等の残高） （年末の住宅ロー
４，０００万円以下の ４，０００万円以下の ン等の残高）
部分 部分 ３，０００万円以下の
・１年目から１０年 ・１年目から１０年 部分
目まで１％ 目まで１％ ・１年目から１０年

㋩ 平成２５年居住分 ㋩ 平成２５年居住分 目まで１％
（年末の住宅ロー （年末の住宅ロー
ン等の残高） ン等の残高）
３，０００万円以下の ３，０００万円以下の
部分 部分
・１年目から１０年 ・１年目から１０年
目まで１％ 目まで１％

（注）上記①②につい （注）上記①②につい
て，所得税から控 て，所得税から控
除しきれない場合 除しきれない場合
には，次のいずれ には，次のいずれ
か小さい額を個人 か小さい額を個人
住民税から控除す 住民税から控除す
ることができる。 ることができる。

㋑ 住宅ローン控除 ㋑ 住宅ローン控除
可能額のうち所得 可能額のうち所得
税において控除し 税において控除し
きれなかった額 きれなかった額

㋺ 住宅ローン控除 ㋺ 住宅ローン控除
前 の 所 得 税 額 前 の 所 得 税 額
（９．７５万円を超え （９．７５万円を超え
るときは９．７５万円） るときは９．７５万円）

③ バリアフリー改修 ③ バリアフリー改修 ③ 同 左
及び省エネ改修工事 工事等に係る控除額
に係る控除額の特例 の特例を創設一定の
の適用期限を平成２５ 居住者が，その者の
年１２月３１日まで５年 居住の用に供する家
延長 屋について一定のバ

リアフリー改修工事
等を行い，６ヵ月以
内に居住の用に供し
た場合のそのバリア
フリー改修工事等に
係る借入金残高の
１，０００万円以下の部
分を対象として次に
より算出した額の合
計額を５年間（年間
所得３，０００万円以下
の年に限る。）にわ
たり所得税額から控
除する。ただし，こ
の特例は，上記①と
の選択適用とする。
（平成１９年４月１日
から２５年１２月３１日居
住分）

７３所 得 税



１９． 所 得 税 の 控 除

区 分 平 成 １６ 年 １７ １８ １９

税

額

控

除
（
続
）

住

宅

借

入

金

等

に

係

る

税

額

控

除
（
続
）

政
治
献
金
税
額
控
除

個人の行う政治団体等に 個人の行う政治団体等に 同 左 個人の行う政治団体等に
対する献金のうち，政党・ 対する献金のうち，政党等 対する献金のうち，政党等
政治資金団体（「政党等」と に対する献金（特定寄附金 に対する献金（特定寄附金
いう）に対する献金（特定 と合わせて所得金額の３０％ と合わせて所得金額の４０％
寄附金と合わせて所得金額 を限度）については，寄附 を限度）については，寄附
の２５％を限度）について 金控除に代えて，税額控除 金控除に代えて，税額控除
は，寄附金控除に代えて， を選択することができる。 を選択することができる。
税額控除を選択することが （平成１７年分から適用） （平成１９年分から適用）
できる。

７４ 所 得 税



及 び 税 率 の 推 移（続）

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

㋑ 一定のバリアフ
リー改修工事にか
かる工事費用から
補助金等を控除し
た金額（２００万円
を限度）に相当す
る住宅ローン等の
残高……２％
㋺ ㋑以外の住宅
ローン等の残高

……１％

④ 省エネ改修工事に ④ 同 左
係る控除額の特例の
創設
居住者が，その者の
居住の用に供する家屋
について一定の省エネ
改修工事等を行い，６
ヵ月以内に居住の用に
供した場合のその省エ
ネ改修工事等に係る借
入金残高の１，０００万円
以下の部分を対象とし
て次により算出した額
の合計額を５年間（年
間所得３，０００万円以下
の年に限る。）にわた
り所得税額から控除す
る。ただし，この特例
は，上記①の制度との
選択適用とする。（平
成２０年４月１日から２５
年１２月３１日居住分）

㋑ 特定の省エネ改
修工事に係る工事
費用の額（２００万
円を限度）に相当
する住宅ローン等
の残高……２％
㋺ ㋑以外の住宅
ローン等の残高

……１％

※ 特定の省エネ改
修工事とは，省エ
ネ改修工事のう
ち，改修後の住宅
全体の省エネ性能
が平成１１年基準相
当に上がるものを
いう。

同 左 同 左 個人の行う政治団体 同 左 同 左
（２１年度改正） 等に対する献金のう
適用期限を平成２６年１２ ち，政党等に対する献
月３１日まで５年延長 金（特定寄附金と合わ

せて所得金額の４０％を
限度）については，寄
附金控除に代えて，税
額控除を選択すること
ができる。
（平成２２年分から適用）

７５所 得 税



１９． 所 得 税 の 控 除

区 分 平 成 １６ 年 １７ １８ １９

税

額

控

除
（
続
）

政
治
献
金
税
額
控
除（
続
）

［控除額の計算］ ［控除額の計算］ ［控除額の計算］ ［控除額の計算］
税額控除額＝（その年中に 同 左 税額控除額＝（その年中に 税額控除額＝（その年中に
支出した政党等に対する献 支出した政党に対する献金 支出した政党に対する献金
金の合計額－１万円）×３０％ の合計額－５千円）×３０％ の合計額－５千円）×３０％
税額控除額は，納税者の 税額控除額は，納税者の 税額控除額は，納税者の

納付する所得税額の２５％相 納付する所得税額の２５％相 納付する所得税額の２５％相
当額を限度とする。 当額を限度とする。（平成 当額を限度とする。
（適用期限の延長） １８年分から適用）
５年

認
定
N
P
O
法
人
等
に
寄
附
を
し
た
場
合
の
税
額
控
除

耐

震

改

修

税

額

控

除

地方公共団体の作成した 同 左
一定の計画区域内におい
て，昭和５６年以前に建築さ
れた住宅の一定の耐震改修
をした場合，耐震改修費用
の１０％相当額（最高２０万円）
を所得税額から控除する。
（平成１８年４月１日から平
成２０年１２月３１日までの間適
用）

７６ 所 得 税



及 び 税 率 の 推 移（続）

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

［控除額の計算］
税額控除額＝（その年
中に支出した政党に対
する献金の合計額－２
千円）×３０％
税額控除額は，納税

者の納付する所得税額
の２５％相当額を限度と
する。

（注）（２３年度改正） 個人が支出した認定
個人が支出した認 特定非営利活動法人等
定特定非営利活動法 並びに一定の公益社
人並びに一定の公益 団・財団法人，学校法
社団・財団法人，学 人等，社会福祉法人及
校法人等，社会福祉 び更生保護法人（以下
法人及び更生保護法 「認定NPO法人等」
人（以下「認定NPO という。）に対する寄
法人等」という。）に 附金（特定寄附金と合
対する寄附金（特定 わせて所得金額の４０％
寄附金と合わせて所 を限度）については，
得金額の４０％を限 寄附金控除に代えて，
度）については，寄 税額控除を選択するこ
附金控除に代えて， とができる。
税額控除を選択する
ことができる。

［控除額の計算］ ［控除額の計算］
税額控除額＝（そ 税額控除額＝（そ
の年中に支出した認 の年中に支出した認
定NPO法人等に対 定NPO法人等に対
する寄附金の合計額 する寄附金の合計額
－２千円）×４０％ －２千円）×４０％
税額控除額は，納 税額控除額は，納
税者の納付する所得 税者の納付する所得
税額の２５％相当額限 税額の２５％相当額限
度とする。 度とする。
（平成２３年分から適用）

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左
※（２１年度改正） （注）（２３年度改正）
次の措置を講じた 適用対象となる地

上，適用期限を平成２５ 域の要件を廃止する
年１２月３１日まで５年延 とともに，税額控除
長 額の計算の基礎とな
㋑ 耐震改修計画に る耐震改修費用の額
ついて，補助対象 について，補助金等
が耐震診断のみの の交付を受ける場合
場合も含めるとと には，当該補助金等
もに，補助金の下 の額を控除した後の
限要件を撤廃 金額とする。

㋺ 税額控除額を，
実際の工事費用の
額と標準的な工事
費用相当額（２００
万円を限度）のい
ずれか少ない金額
の１０％相当額とす
る。

７７所 得 税



１９． 所 得 税 の 控 除

区 分 平 成 １６ 年 １７ １８ １９

税

額

控

除
（
続
）

特

定

の

改

修

工

事

を

し

た

場

合

の

税

額

控

除

７８ 所 得 税



及 び 税 率 の 推 移（続）

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

（２１年度改正により創設） ⑴ 同 左 ⑴ 同 左 ⑴ バリアフリー改修
⑴ バリアフリー改修 （注）（２３年度改正） 税額控除
税額控除 税額控除額の上限 一定の居住者が，
一定の居住者が， 額について，平成２３ その者の居住の用に
その者の居住の用に 年分は２０万円，平成 供する家屋について
供する家屋について ２４年分は１５万円とし 一定のバリアフリー
一定のバリアフリー た上，その適用期限 改修工事を行い，６
改修工事を行い，６ を２年延長。 ヶ月以内に居住の用
ヶ月以内に居住の用 に供した場合のその
に供した場合のその バリアフリー改修工
バリアフリー改修工 事に係る費用と標準
事に係る費用と標準 的な工事費用相当額
的な工事費用相当額 のいずれか少ない金
のいずれか少ない金 額（１５０万円を限度）
額（２００万円を限度） の１０％相当額を所得
の１０％相当額を所得 税額から控除する
税額から控除する （年間所得３，０００万
（年間所得３，０００万 円以下の年に限る）。
円以下の年に限る）。 ただし，住宅借入金
ただし，住宅借入金 等に係る税額控除の
等に係る税額控除の ①及び③との選択適
①及び③との選択適 用とする。
用とする。（平成２１
年４月１日から平成
２２年１２月３１日居住分）

⑵ 省エネ改修税額控
除
居住者が，その者

の居住の用に供する ⑵ 同 左 ⑵ 同 左 ⑵ 同 左
家屋について一定の （注）（２３年度改正）
省エネ改修工事省エ 税額控除額の計算
ネ改修工事を行い， の基礎となる省エネ
６ヶ月以内に居住の 改修費用の額につい
用に供した場合のそ て，補助金等の交付
の省エネ改修工事に を受ける場合には，
係る費用と標準的な 当該補助金等の額を
工事費用相当額のい 控除した後の金額と
ずれか少ない金額 した上，その適用期
（２００万円（太陽光 限を２年延長。
発電装置を設置する
場合は，３００万円）を
限度）の１０％相当額
を所得税額から控除
する（年間所得３，０００
万円以下の年に限
る）。ただし，住宅
借入金等に係る税額
控除の①及び③との
選択適用とする。
（平成２１年４月１日
から平成２２年１２月３１
日居住分）

７９所 得 税



１９． 所 得 税 の 控 除

区 分 平 成 １６ 年 １７ １８ １９

税

額

控

除
（
続
）

等
を
し
た
場
合
の
税
額
控
除

認
定
長
期
優
良
住
宅
の
新
築

申
告
に
係
る
所
得
税
額
の
特
別
控
除

電
子
証
明
を
有
す
る
個
人
の
電
子

電子申告により平成１９年
分又は平成２０年分の所得税
の確定申告書を各年の翌年
３月１５日までに提出する
際，併せて本人の電子署名
と電子証明書とを送信した
場合に５，０００円（その年の
所得税額を限度）を所得税
額から控除する。

そ

の

他

の

控

除

特

別

控

除

等

⑴ 退職所得 ⑴ 退職所得 ⑴ 退職所得 ⑴ 退職所得
勤続年数１年につき， 同 左 同 左 同 左

勤続年数２０年まで４０万円，
２０年超７０万円を乗じた金
額（最低限度額８０万円，
障害者になったことによ
り退職する場合はさらに
１００万円加算）を収入金
額から控除し，その控除
後の金額の２分の１相当
額を課税所得とし，分離
課税

⑵ 山林所得 ⑵ 山林所得 ⑵ 山林所得 ⑵ 山林所得
収入金額から植林費等 同 左 同 左 同 左

の必要経費を控除した残
額から５０万円を控除し，
５分５乗により分離課税

８０ 所 得 税



及 び 税 率 の 推 移（続）

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

（２１年度改正） 同 左 同 左 同 左
居住者が，認定長期 （注）（２４年度改正）
優良住宅の新築等をし 税額控除額の上限額
て，長期優良住宅の普 を５０万円に引き下げた
及の促進に関する法律 上で，適用期限を２年
の施行日（平成２１年６ 延長。
月４日）から平成２３年
１２月３１日までの間に居
住の用に供した場合
（新築等の日から６ヶ
月以内に限る）には，
その認定長期優良住宅
について講じられた構
造及び設備に係る標準
的な費用の額（１，０００
万円を限度）の１０％相
当額を所得税額から控
除（翌年繰越可）する
（年間所得３，０００万円
以下の年に限る）。

同 左 ※（２１年度改正） 同 左 電子申告により所得 電子申告により所得
制度の基本的仕組 税の確定申告書を各年 税の確定申告書を各年
みは左に同じ。 の翌年３月１５日までに の翌年３月１５日までに
（適用期限を平成２２ 提出する際，併せて本 提出する際，併せて本
年分まで２年延長） 人の電子署名と電子証 人の電子署名と電子証

明書とを送信した場合 明書とを送信した場合
に４，０００円（その年の に３，０００円（その年の
所得税額を限度）を所 所得税額を限度）を所
得税額から控除する。 得税額から控除する。
（注）（２３年度改正）

税額控除額を平成
２３年分は４，０００円，
平成２４年分は３，０００円
に引き下げた上，そ
の適用期限を２年延
長。

⑴ 退職所得 ⑴ 退職所得 ⑴ 退職所得 ⑴ 退職所得 ⑴ 退職所得
同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

（注）（２４年度改正）
退職手当等の支払
者の役員等（役員等
としての勤続年数が
５年以下の者に限
る。）が支払を受ける
特定役員退職手当等
に係る退職所得の課
税方法について，退
職所得控除額を控除
した残額の２分の１
とする措置を廃止す
る。
（平成２５年分から適用）

⑵ 山林所得 ⑵ 山林所得 ⑵ 山林所得 ⑵ 山林所得 ⑵ 山林所得
同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

（注）（２４年度改正）
以下の見直しの
上，森林計画特別控
除の適用期限を３年
年長。
・特例の対象者を森
林法に規定する森
林経営計画の認定
を受けた者とする。
・３，０００万円を超え
る部分の控除率を
１０％（改正前：一
律２０％）に引下げ。

８１所 得 税



１９． 所 得 税 の 控 除

区 分 平 成 １６ 年 １７ １８ １９

そ

の

他

の

控

除

特

別

控

除

等

⑶ 譲渡所得 ⑶ 譲渡所得 ⑶ 譲渡所得 ⑶ 譲渡所得
① 総合課税 ① 同 左 ① 同 左 ① 同 左
譲渡益から５０万円を
控除し，その残額のう
ち，長期譲渡所得に係
る部分の金額の２分の
１に相当する金額と短
期譲渡所得に係る部分
の金額との合計額を総
所得金額に算入する。

② ただし，土地・建物 ② 同 左 ② 同 左 ② 同 左
等に係る譲渡のうち一
定のものについては，
譲渡益から特別控除額
（５，０００万円特別控除
等）を控除して課税す
る。

（注）（１６年度改正）
土地・建物等に係る

１００万円特別控除の廃止

⑷ 一時所得 ⑷ 一時所得 ⑷ 一時所得 ⑷ 一時所得
収入金額からその収入 同 左 同 左 同 左

を得るために支出した金
額を控除した金額から５０
万円を控除し，その残額
の２分の１に相当する金
額を総所得金額に算入す
る。

税

率

一

般

の

税

率

３３０万円以下の金額 １０％ 同 左 同 左 １９５万円以下の金額 ５％
３３０万円を超える金額 （注）平成１８年分の所得税 １９５万円を超える金額

２０％ については，定率減税 １０％
９００ 〃 ３０％ を２分の１に縮減（１０ ３３０ 〃 ２０％

１，８００ 〃 ３７％ ％，１２万５千円限度） ６９５ 〃 ２３％
（注）平成１１年から定率減 ９００ 〃 ３３％

税（２０％，２５万円限度） １，８００ 〃 ４０％
及び最高税率の特例が （注）平成１９年分以後の所
実施されている。 得税については，定率

減税は廃止

８２ 所 得 税



及 び 税 率 の 推 移（続）

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

⑶ 譲渡所得 ⑶ 譲渡所得 ⑶ 譲渡所得 ⑶ 譲渡所得 ⑶ 譲渡所得
① 同 左 ① 同 左 ① 同 左 ① 同 左 ① 同 左

② 同 左 ② 同 左 ② 同 左 ② 同 左 ② 同 左
（注）（２１年度改正）

平成２１年及び２２年
に取得した土地等の
長期譲渡所得に係る
１，０００万円特別控除
制度の創設

⑷ 一時所得 ⑷ 一時所得 ⑷ 一時所得 ⑷ 一時所得 ⑷ 一時所得
同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左
（参考）復興特別所得税
・ 所得税額に対して
２．１％の時限的な付
加税を創設
・ 平成２５年１月から
平成４９年１２月までの
措置
・ 納税義務者・源泉
徴収義務者は所得税
の納税義務者・源泉
徴収義務者と同じ
（税制抜本改革（案））
現行の所得税の税率
構造に加えて，課税所
得５，０００万円超につい
て４５％の税率を設ける。
（平成２７年分から適用）

８３所 得 税



１９． （付表）個 人 住 民 税 の 控

区 分 平 成 １６ 年 １７ １８ １９

所

得

控

除

基礎
控除 ３３０，０００円 同 左 同 左 同 左

配
偶
者
控
除

３３０，０００円
年齢７０歳以上の老人控除対
象配偶者 ３８０，０００円
同居している特別障害者で
ある控除対象配偶者

５６０，０００円
同居している特別障害者で
ある老人控除対象配偶者

６１０，０００円

同 左 同 左 同 左

配

偶

者

特

別

控

除

最高 ３３０，０００円
合計所得金額１，０００万円以
下の者について適用する。
配偶者に所得がある場合の
控除額の調整
配偶者に所得がある場合

には，次により調整を行
う。
① 控除対象配偶者の場合
所得金額が１０万円未満

３３０，０００円
所得金額が１０万円以上
２８万円からその控除対
象配偶者の所得金額のう
ち１０万円を超える部分の
金額（５万円の整数倍の
金額とし，５万円未満の
端数は切り捨てる。）を
減額

② 控除対象配偶者以外の
配偶者の場合
所得金額が４５万円未満

３３０，０００円
所得金額が４５万円以上

５０万円未満
３１０，０００円

所得金額が５０万円以上
７５万円未満
２６万円からその配偶者
の所得金額のうち５０万円
を超える部分の金額（５
万円の整数倍の金額と
し，５万円未満の端数は
切り捨てる。）を減額
所得金額が７５万円以上

７６万円未満
３０，０００円

所得金額が７６万円以上
０円

最高 ３３０，０００円
合計所得１，０００万円以下の
者について適用する。
控除対象配偶者以外の配偶
者の所得金額
に応じて以下のように控除
額を調整

所得金額が４５万円未満
３３０，０００円

所得金額が４５万円以上
５０万円未満

３１０，０００円
所得金額が５０万円以上

７５万円未満
２６万円からその配偶者
の所得金額のうち５０万円
を超える部分の金額（５
万円の整数倍の金額と
し，５万円未満の端数は
切り捨てる。）を減額
所得金額が７５万円以上

７６万円未満
３０，０００円

所得金額が７６万円以上
０円

（注）（１５年度改正）
控除対象配偶者につい

て配偶者控除に上乗せし
て適用される部分を廃止

同 左 同 左

扶

養

控

除

扶養控除 ３３０，０００円
うち，特定扶養親族
（年齢１６歳以上２３歳未満）

４５０，０００円
うち，老人扶養親族
（年齢７０歳以上）３８０，０００円
ただし，老人扶養親族のう
ち，同居している老親等

４５０，０００円
同居している特別障害者で
ある扶養親族
（年齢７０歳以上）３８０，０００円
ただし，老人扶養親族のう
ち，同居している老親等

４５０，０００円
同居している特別障害者で
ある扶養親族 ５６０，０００円
同居している特別障害者で
ある特定扶養親族

６８０，０００円
同居している特別障害者で
ある老人扶養親族

６１０，０００円
同居している特別障害者で
ある同居老親等 ６８０，０００円

同 左 同 左 同 左

８４ 所 得 税



除 及 び 税 率

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左
控除対象扶養親族
（年齢１６歳以上）

３３０，０００円
うち，特定扶養親族
（年齢１９歳以上２３歳

未満）
４５０，０００円

うち，老人扶養親族
（年齢７０歳以上）

３８０，０００円
ただし，老人扶養親
族のうち，同居してい
る老親等

４５０，０００円
（２２年度改正）

所 得 税 ８５



１９． （付表）住 民 税 の 控 除

区 分 平 成 １６ 年 １７ １８ １９

所

得

控

除
（
続
）

寡
夫
及
び
、
勤
労
学
生
控
除

障
害
者
、
老
年
者
、
寡
婦
、

控除額 260,000円
障害者のうち，特別障害者
に該当する場合 300,000円
老年者控除 480,000円
寡婦のうち，特別加算に該
当する場合 300,000円

同 左 同 左
（注）（平成16年度改正）

老年者控除は廃止

同 左

そ

の

他

所

得

控

除

雑損控除
住宅，家財等の家庭用財

産についての災害等による
損失額のうち，所得金額の
１０％を超える金額。
ただし，災害に直接関連

して支出された費用につい
ての控除額は，所得金額の
１０％相当額又は５万円との
いずれか低い金額を超える
金額
医療費控除
医療費のうち，所得金額

の５％相当額と１０万円との
いずれか低い金額を超過す
る金額（最高２００万円）

生命保険料控除
㋑ 一般の生命保険料
支払保険料のうち，

１５，０００円まで全額，
１５，０００円を超え
４０，０００円まで２分の１，
４０，０００円を超え
７０，０００円まで４分の１
（最高３５，０００円）
㋺ 個人年金保険料
支払保険料のうち，

１５，０００円まで全額，
１５，０００円を超え
４０，０００円まで２分の１，
４０，０００円を超え
７０，０００円まで４分の１
（最高３５，０００円）

同 左 同 左 同 左

８６ 所 得 税



及 び 税 率 の 推 移（続）

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

同 左 同 左 同 左 同 左 控除額 同左
障害者のうち，特別障
害者に該当する場合
は， 同左
扶養親族又は控除対象
配偶者が同居の特別障
害者である場合は，

530,000円
（22年度改正）

同 左 同 左 同 左

生命保険料控除
（注）（２２年度改正）

生命保険料控除
を改組し，各保険
料控除の合計適用
限度額を７万円と
する。

㋑ 平成２４年１月１
日以後に締結した
保険契約等（新契
約）

イ 一般生命保険料
支払保険料のうち，
１２，０００円 ま で 全
額，１２，０００円を超
え３２，０００円まで２
分の１，３２，０００円
を超え５６，０００円ま
で４分の１
（最高２８，０００円）

ロ 介護医療保険料
支払保険料のう
ち，１２，０００円まで
全額，１２，０００円を
超え３２，０００円まで
２分の１，３２，０００円
を超え５６，０００円ま
で４分の１
（最高２８，０００円）

ハ 個人年金保険料
支払保険料のう
ち，１２，０００円まで
全額，１２，０００円を
超え３２，０００円まで
２分の１，３２，０００円
を超え５６，０００円ま
で４の１
（最高２８，０００円）

㋺ 平成２３年１２月３１
日以前に締結し
た保険契約等（旧
契約）
従前のとおり

（平成２５年度分か
ら適用）

同 左 同 左

医療費控除
（注）（２４年度改正）

医療費控除の対
象範囲に，介護福
祉士等が診療の補
助として行う喀痰
吸引等に係る費用
の自己負担分を追
加。

所 得 税 ８７



１９． （付表）住 民 税 の 控 除

区 分 平 成 １６ 年 １７ １８ １９

所

得

控

除
（
続
）

そ

の

他

所

得

控

除
（
続
）

損害保険料控除
家屋又は家財について支

払った損害保険料，傷害保
険料，医療費用保険料金

㋑ 長期契約のみの場合
５，０００円まで全額，円
を超え１５，０００円まで２分
の１（最高１０，０００円）
㋺ 短期契約のみの場合

１，０００円まで全額，１，０００
円を超え３，０００円まで２
分の１（最高２，０００円）
㋩ 長期契約と短期契約と
がある場合
㋑＋㋺（最高１０，０００円）
社会保険料控除
支払額の全額
小規模企業共済等掛金控除
小規模企業共済掛金（第

１種共済契約に基づく掛
金）及び心身障害者扶養共
済制度の掛金の支払額の全
額

寄附金控除
都道府県，市町村，特別

区，都道府県共同募金会及
び日本赤十字社に対する寄
附金について，寄附金の額
（所得金額の２５％を限度）
のうち，１０万円を超える部
分の金額

損害保険料控除
同 左
（注）（１８年度改正）
地震保険料控除に改組。

専

従

者

控

除

青色事業専従者給与
給与の支払を受けた額
（所得税と同じ）
白色事業専従者控除

５００，０００円
配偶者の場合 ８６０，０００円
青色申告特別控除
① 事業所得又は不動産
所得を生ずべき事業を
営む青色申告者で，こ
れらの所得に係る取引
を正規の簿記の原則に
従い記録している者

５００，０００円
② 簡易な簿記の方法に
より記録している者で
貸借対照表を併せて添
付した者

４５０，０００円
③ ①，②以外の青色申
告者 １００，０００円

同 左 同 左

青色申告特別控除
① 事業所得又は不動産
所得を生ずべき事業を
営む青色申告者で，こ
れらの所得に係る取引
を正規の簿記の原則に
従い記録している者

６５０，０００円
② ①以外の青色申告者

１００，０００円
（注）（１６年度改正）
簡易な簿記の方法によ
り記録している者に係る
経過措置を廃止

同 左

８８ 所 得 税



及 び 税 率 の 推 移（続）

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

地震保険料控除
家屋又は家財につい
て支払った地震保険料
等の金額の２分の１を
控除（最高２５，０００円）。
（注）平成１８年末まで

に締結した一定の
長期損害保険契約
については従前ど
おりの控除額が適
用（地震保険料控
除と合わせて最高
２５，０００円）。

寄附金控除
（注）（２０年度改正）
税額控除方式に改

組。

小規模企業共済等掛
金控除
（注）（２２年度改正）
① 小規模企業共済等
掛金の範囲に，個人
事業の共同経営者が
支払った掛金を追
加。

② 小規模企業共済等
掛金の範囲に，確定
拠出年金の企業型年
金について個人が拠
出する企業型年金加
入者掛金（いわゆる
マッチング拠出）を
追加。
※ ②については，
平成２５年分から適
用。

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

所 得 税 ８９



１９． （付表）住 民 税 の 控 除

区 分 平 成 １６ 年 １７ １８ １９

税

額

控

除

配

当

控

除

㋑ 配当所得を上積とし，
配当所得以外の所得と合
わせた課税総所得金額が
１，０００万円に達するまで
の配当所得の金額につい
て

（道府県） ０．８％
（市町村） ２．０％
１，０００万円を超える部分
の金額について

（道府県） ０．４％
（市町村） １．０％
㋺ 証券投資信託の収益の
分配については

（道府県） ０．４％
（市町村） １．０％
（課税総所得金額が１，０００
万円を超えるときは，そ
の超える部分について道
府県０．２％，市町村０．５％）
ただし，公募証券投資信

託の収益の分配，外国株価
指数に連動する特定株式投
資信託の収益の分配，私募
公社債等運用投資信託の収
益の分配，特定外貨建証券
投資信託の収益の分配，特
定投資信託又は特定目的信
託の収益の分配，投資法人
の配当等及び特定目的会社
の金銭の分配に係る配当所
得については配当控除の対
象にならない。

㋑，㋺については，同左

ただし，私募公社債等運
用投資信託の収益の分配，
外国株価指数に連動する特
定株式投資信託の収益の分
配，特定外貨建証券投資信
託の収益の分配，特定投資
信託又は特定目的信託の収
益の分配，投資法人の配当
等及び特定目的会社の金銭
の分配に係る配当所得，申
告不要制度により申告しな
かった配当所得は配当控除
の対象とならない。

同 左 ㋑ 配当所得を上積とし，
配当所得以外の所得と合
わせた課税総所得金額が
１，０００万円に達するまで
の配当所得の金額につい
て
（道府県） １．２％
（市町村） １．６％
１，０００万円を超える部分
の金額について
（道府県） ０．６％
（市町村） ０．８％
㋺ 証券投資信託の収益の
分配については
（道府県） ０．６％
（市町村） ０．８％
（課税総所得金額が１，０００
万円を超える部分につい
て道府県０．３％，市町村
０．４％）
ただし書きについては同左

寄

付

金

控

除

９０ 所 得 税



及 び 税 率 の 推 移（続）

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

同 左 同 左 同 左

ただし，申告分離課
税制度を選択した配当
所得は配当控除の対象
とならない。
（２０年度改正）

同 左 同 左

（注）（２０年度改正）
所得控除方式から改組

① 地方公共団体以外
に対する寄附金
イ 住所地の都道府
県共同募金会に対
する寄附金

ロ 住所地の日本赤
十字社支部に対す
る寄附金

ハ 都道府県又は市
町村が条例により
指定した寄附金
（国に対する寄附
金及び政党等に対
する政治活動に関
する寄附金を除
く）

について，寄附金の
額（総所得金額等の
３０％を 限 度）の う
ち，５千円を超える
部分の金額を税額控
除する。

② 地方公共団体に対
する寄附金
イとロの合計額を

税額控除（ロについ
ては所得割額の１０％
を限度）する。

イ （寄附金－５千円）
×１０％

ロ （寄附金－５千円）
×（９０％－０～４０％
（寄附者に適用される
所得税の限界税率））

同 左 同 左 同 左
（注）（２３年度改正）
認定NPO法人以外
のＮＰＯ法人への寄附
金であっても，地方団
体が条例において個別
に指定することによ
り，寄附金税額控除の
対象とすることができ
ることとする。
適用下限額を５千円
から２千円に引き下げ
る。

所 得 税 ９１



１９． （付表）住 民 税 の 控 除

（備考）１． 各年度の計数は適用年度に係るものである。
２． 個人住民税の課税標準は前年の所得について算定した所得金額であり，個人住民税における給与所得控除及び公的年金等控除については，前年分の所得
税において適用されたものがそのまま適用される。

３． 所得割については，所得の金額が，本人・控除対象配偶者・扶養親族の合計数に３５万円（昭和５６年度～昭和５８年度２７万円，昭和５９年度及び昭和６０年度２９

区 分 平 成 １６ 年 １７ １８ １９

税

率

所

得

割

道府県（標準税率）
７００万円以下の金額 ２％
７００万円を超える金額 ３％

市町村（標準税率）
２００万円以下の金額 ３％
２００万円を超える金額 ８％
７００万円 〃 １０％
（注）平成１１年度分から定
率減税（１５％，４万円
限度）が実施されてい
る。

同 左 同 左
（注）（１７年度改正）
定率減税を２分の１に縮
減（７．５％，２万円限度）

道府県（標準税率）
一律４％

市町村（標準税率）
一律６％

（注）（１８年度改正）
定率減税を廃止
所得税と個人住民税の人
的控除額の差に基づく負担
増を調整する減額措置を講
じる。

均

等

割

道府県（標準税率）
１，０００円

市町村（標準税率）
３，０００円

同 左 同 左 同 左

９２ 所 得 税



万円，昭和６１年度～昭和６３年度３１万円，平成元年度３２万円，平成２年度～平成９年度３４万円）を乗じて得た金額に，控除対象配偶者又は扶養親族を有する
場合には３２万円（昭和５７年度～平成２年度９万円，平成３年度１５万円，平成４年度１９万円，平成５年度２５万円，平成６年度～平成１０年度３０万円，平成１１年
度３１万円，平成１２年度３２万円，平成１３年度～平成１５年度３６万円，平成１６年度及び平成１７年度３５万円）を加えた金額以下である者は非課税である。

及 び 税 率 の 推 移（続）

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左
（参考）
東日本大震災からの
復興に関し地方公共団
体が実施する防災のた
めの施策に必要な財源
の確保に係る臨時特例
に関する法律
・道府県（標準税率）
を５００円
・市町村（標準税率）
を５００円
引き上げる。
（注）平成２６年度から
平成３５年度までの
措置。

所 得 税 ９３



（備考）１．「国税庁統計年報」による。
２． 調査時点は翌年３月３１日現在である。
３． 平成２０年分より所得区分を変更し，「営業等所得」及び「農業所得」を「事業所得」へ集約した。

（備考）１．「国税庁統計年報」による。
２． 調査時点は翌年６月３０日現在である。

20. 申 告 所 得 税 の 課 税

21. 源 泉 所 得 税

区 分
番

号

営 業 等 所 得 者 農 業 所 得 者 そ の

納 税 者 数 所 得 金 額 申 告
納 税 額 納 税 者 数 所 得 金 額 申 告

納 税 額 納 税 者 数

千人 億円 億円 千人 億円 億円 千人

平成１３年分… 1 １，９４４ ７６，３７６ ５，５０８ １３０ ４，７２１ １９５ ５，００３

14……… 2 １，８２５ ７０，６１７ ５，０５３ １３３ ５，００３ ２２４ ４，９１０

15……… 3 １，７８０ ６８，２２５ ４，８７９ １５０ ５，７９１ ２６８ ５，００３

16……… 4 １，８１３ ６９，３４４ ５，０７３ １３８ ５，２４２ ２５３ ５，４９０

17……… 5 １，８２６ ６８，７２４ ５，２１８ １３８ ４，４２４ ２００ ６，３２９

18……… 6 １，７６５ ６７，５６３ ５，５４６ １３９ ４，３７３ ２１７ ６，３２９

19……… 7 １，６６２ ６５，５４６ ５，４６７ １３４ ４，３３２ １８０ ５，９７３

区 分
源 泉 徴 収 義 務 者 数

利子所得等 配 当 所 得 上場株式等の
譲渡所得等 給 与 所 得 報酬，料金

等 所 得
非居住者等
所 得

平成１３年分… ４７，６８７ １３８，３１３ ５，１２７ ３，９５１，９２０ ３，２１６，４８６ ２２，９７８

１４……… ４５，４４９ １２８，９３８ １，９２４ ３，９０５，５２９ ３，２２１，７１２ ２３，５３８

１５……… ４３，２２６ １２６，９０４ １，９８５ ３，８８３，３２８ ３，１５１，０５５ ２４，０９４

１６……… ４１，８８９ １２８，６５５ ２，０２１ ３，８６６，６９１ ３，１０４，５７４ ２４，４５０

１７……… ４０，４４８ １２９，０４５ ５，２７９ ３，８５９，６８３ ３，０８２，７９８ ２４，２７５

１８……… ３９，５６９ １２５，５２８ ６，５９２ ３，８４５，８３１ ３，０６９，６１６ ２４，８５０

１９……… ４７，９１３ １２９，８１２ ７，３７０ ３，８１０，４４０ ３，０４３，３６６ ２４，５４８

２０……… ４９，７０１ １３０，３６５ ７，３３８ ３，７４５，７１４ ２，９８９，７６６ ２４，０２７

２１……… ４６，４３９ １２６，８２２ ７，５２７ ３，６８１，７９４ ２，９３０，２５３ ２３，３０３

２２……… ４３，８３８ １２５，７２４ １０，５２７ ３，６２０，６６０ ２，８８４，１０２ ２３，３８１

区 分
番

号

事 業 所 得 者 そ の 他 所 得 者 合

納 税 者 数 所 得 金 額 申 告
納 税 額 納 税 者 数 所 得 金 額 申 告

納 税 額 納 税 者 数

20……… 1 １，６５８ ６４，５８７ ５，２８２ ５，８６５ ３３１，３５３ ２１，２１２ ７，５２３

21……… 2 １，４７２ ５７，１７９ ４，８５３ ５，７０４ ２９６，６８５ １７，８７３ ７，１７６

22……… ３ １，４２９ ５６，３４６ ４，８７３ ５，５９２ ２９０，６１１ １７，５５８ ７，０２１

（１）源泉徴収義務者数の累年比較
（単位 件）

９４ 所 得 税



（備考）１．「国税庁統計年報」による。
２． 調査期間は，その年２月１日から翌年１月３１日である。
３． 源泉徴収税額は，本税の額である。

状 況 の 累 年 比 較

の 課 税 状 況

他 の 所 得 者 合 計 対 前 年 比 番

号所 得 金 額 申 告
納 税 額 納 税 者 数 所 得 金 額 申 告

納 税 額 納 税 者 数 所 得 金 額 申 告
納 税 額

億円 億円 千人 億円 億円 ％ ％ ％

３１８，４８７ １９，９９４ ７，０７７ ３９９，５８４ ２５，６９７ ９７．３ ９６．９ ９６．１ １

３０５，０４４ １８，６１５ ６，８６８ ３８０，６６５ ２３，８９１ ９７．１ ９５．３ ９３．０ ２

３０９，２０５ １８，５６２ ６，９３３ ３８３，２２１ ２３，７０９ １００．９ １００．７ ９９．２ ３

３２７，２６９ １８，７３１ ７，４４１ ４０１，８５５ ２４，０５８ １０７．３ １０４．９ １０１．５ ４

３６４，００１ ２１，３１６ ８，２９４ ４３７，１４９ ２６，７３４ １１１．５ １０８．８ １１１．１ ５

３７１，２６９ ２３，２０８ ８，２３３ ４４３，２０５ ２８，９７１ ９９．３ １０１．４ １０８．４ ６

３６２，７４４ ２４，３４１ ７，７６９ ４３２，６２２ ２９，９８７ ９４．４ ９７．６ １０３．５ ７

区 分
源 泉 徴 収 税 額

利子所得等 配 当 所 得 上場株式等の
譲渡所得等 給 与 所 得 退 職 所 得 報酬，料金

等 所 得
非居住者等
所 得 計

平成１３年分… ３９，８６３ ９，４３０ １，８０８ １０１，３７１ ３，２１６ １１，１４０ ４，０１３ １７０，８４０

１４……… １２，５８０ １０，５３７ １，９６８ ９７，０３５ ３，８０７ １１，００６ ３，９１０ １４０，８４４

１５……… ８，３７３ １０，０１８ ５５２ ９４，２３９ ３，３１８ １０，４４０ ３，６７０ １３０，６０９

１６……… ７，６１２ １１，６７２ ９５８ ９８，１７２ ３，３７７ １０，３９８ ３，２０９ １３５，３９８

１７……… ６，１５１ ２４，０７０ ２，５４７ １０１，３２８ ２，９５０ １３，１５２ ２，９１３ １５３，１０９

１８……… ４，８３８ ２３，４８７ ２，２３９ １１３，６２５ ２，８６４ １３，６３３ ３，５８６ １６４，２７３

１９……… ６，３２５ ２４，４５８ ２，１０４ ９８，７０２ ２，６８５ １１，９５９ ３，９４８ １５０，１８１

２０……… ８，１９５ ２０，４４２ ４９７ ９７，２７３ ２，６０６ １１，７０１ ３，６０６ １４４，３２０

２１……… ６，６２０ １５，８４２ ５０４ ８６，２６９ ２，６２０ １１，４９９ ２，５７２ １２５，９２６

２２……… ５，４８２ １６，４１１ ４６８ ８５，０１３ ２，２９６ １１，５０８ ２，８５５ １２４，０３２

計 対 前 年 比 番

号所 得 金 額 申 告
納 税 額 納 税 者 数 所 得 金 額 申 告

納 税 額

３９５，９４０ ２６，４９５ ９６．８ ９１．５ ８８．４ １

３５３，８６５ ２２，７２５ ９５．４ ８９．４ ８５．８ ２

３４６，９５８ ２２，４３１ ９７．８ ９８．０ ９８．７ ３

（２）源泉徴収税額の累年比較
（単位 億円）

所 得 税 ９５



２２． 利子・配当課税制度等の概要（所得税・個人住民税）

（注）１． 平成１５年４月以後に支払を受ける上場株式等の配当等で，発行済株式総数の３％（平成２３年１０月１日前に支払を受ける上場株式等の配当等については５％）
以上の株式を保有する個人に係るものに対する課税は，非上場株式等の配当等に対する課税と同じである。

２． 発行済株式総数の５％未満の株式を保有する個人に係る配当等で１回の支払配当の金額が２５万円（年１回５０万円）未満のものについて適用がある。また，
個人住民税は総合課税。

３． １回の支払配当の金額が５万円（年１回１０万円）以下のものについて適用がある。また，個人住民税は平成１４年１２月までに支払を受けるものは非課税，平
成１５年１月以降に支払を受けるものは総合課税。

４． 平成１５年４月～同年１２月までの間に生じた上場株式等の配当等に係る個人住民税は非課税。
５． 郵政民営化法の施行の日（平成１９年１０月１日）より廃止し，少額貯蓄非課税制度に統合（限度額３５０万円）。但し，一定の優遇措置あり。

～平成１５．３ 平成１５．４～平成１５．１２ 平成１６．１～平成２０．１２ 平成２１．１～

利
子
所
得

公社債及び預貯金の利子
並びに合同運用信託，公
社債投資信託及び公募公
社債等運用投資信託の収
益の分配

源 泉 分 離 課 税
（２０％の源泉徴収〔所得税１５％，住民税５％〕）

配

当

所

得

上場株式等の配当等（注１）
及び特定株式投資信託の
収益の分配

総合課税
（２０％の源泉徴収〔所
得税〕）
次の課税方式の選択が
可能
○源 泉 分 離 選 択 課
税（注２）
（３５％の源泉徴収〔所
得税〕）
○確定申告不要（注３）
（２０％の源泉徴収〔所
得税〕）

総合課税又は確定申告
不要
（１０％の源泉徴収〔所
得税〕）（注４）

総合課税又は確定申告
不要
（１０％の源泉徴収）
〔所得税７％，住民税
３％〕

総合課税若しくは２０％
〔所得税１５％，住民税
５％〕申告分離課税又
は確定申告不要
（２０％の源泉徴収）
〔所得税１５％，住民税
５％〕
平成２１～２５年の間の特
例措置
①申告分離課税の税
率 １０％〔所得税
７％，住民税３％）
②１０％の源泉徴収
〔１０％の所得源泉
徴収
〔所得税７％，住
民税３％）

非上場株式等の配当等 総 合 課 税
（２０％の源泉徴収〔所得税〕）

１回の支払配当
の金額が１０万円
を配当計算期間
であん分した金
額以下のもの

総合課税又は確定申告不要
（２０％の源泉徴収〔所得税〕）

公募株式投資信託の
収 益 の 分 配 等

源 泉 分 離 課 税
（２０％の源泉徴収〔所得税１５％，住民税５％〕）

総合課税又は確定申告
不要
（１０％の源泉徴収）
〔所得税７％，住民税
３％〕

総合課税若しくは２０％
〔所得税１５％，住民税
５％〕申告分離課税又
は確定申告不要
（２０％の源泉徴収）
〔所得税１５％，住民税
５％〕
平成２１～２５年の間の特
例措置
①申告分離課税の税
率 １０％〔所得税
７％，住民税３％）

②１０％の源泉徴収
〔１０％の所得源泉
徴収
〔所得税７％，住
民税３％）

雑
所
得 割 引 債 の 償 還 差 益

源 泉 分 離 課 税
（１８％（又は１６％）の源泉徴収）

〈住民税は非課税〉

（参考）

非 課 税 制 度

老人等の少額貯蓄非課税制度（限度額３５０万円）

老人等の郵便貯金非課税制度（限度額３５０万円）

老人等の少額公債非課税制度（限度額３５０万円）

財形住宅（年金）貯蓄非課税制度（限度額５５０万円）

平成１８．１～
障害者等の少額貯蓄非課税制度

（限度額３５０万円）
障害者等の郵便貯金非課税制度

（限度額３５０万円）（注５）
障害者等の少額公債非課税制度

（限度額３５０万円）
同左

９６ 所 得 税



２３． 譲 渡 所 得 課 税 制 度 の 概 要

区 分 課 税 制 度

Ⅰ 一般の課税方式
�
�
�
�
�
�

株式等の譲渡所得につい
ては，次のⅡによる分離課
税，土地，建物等の譲渡所
得については，Ⅲによる分
離課税

�
�
�
�
�
�

イ 長期譲渡所得……（保有期間５年を超える資産の譲渡による所得）
｛（
������	�����

収入金額－取得費・譲渡費用）－５０万円｝×１２＝課税所得

譲渡益

ロ 短期譲渡所得……（保有期間５年以下の資産の譲渡による所得）
（
������	�����

収入金額－取得費・譲渡費用）－５０万円＝課税所得

譲渡益
（注）１ 取得費は，その資産の取得に要した費用，設備費及び改良費の合計額をいう。

２ 昭和２７年１２月３１日以前に取得した資産の取得費は，昭和２８年１月１日における
相続税評価額を基礎として計算する。

３ 個人に対する贈与，相続等により取得した資産は，受贈者又は相続人等が引き
続き所有していたものとみなす。

Ⅱ 株式等に係る譲渡所得の分
離課税の特例

株式等に係る譲渡所得は，次の税率による分離課税
譲渡益×１５％
ただし，特例措置として，上場株式等を平成２１年１月１日から平成２５年１２月３１日までの間
に譲渡した場合には，７％軽減税率。
イ 特定管理株式が価値を失った場合の課税の特例

平成１７年４月１日以後に，特定口座で管理されていた株式で上場株式等に該当しないこ
ととなった日以後引き続き保管の委託又は振替口座簿に記載若しくは記録がされているも
の（特定管理株式）又は特定管理株式であった株式で，平成２１年１月５日に特定管理講座
から払い出されたもののうち，その払出しの後売買がされなかったもの（特定保有株式）
について，清算結了等により株式としての価値を失ったことによる損失が生じた場合に
は，当該損失を株式等の譲渡損失とみなす。

ロ 上場株式等の譲渡損失と上場株式等の配当所得との間の損益通算の特例
平成２１年分以後の各年分の上場株式等の譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の金額が

あるときは，当該損失の金額を上場株式等の配当所得の金額（申告分離課税を選択したも
のに限る。）から控除することができる。

ハ 上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除
平成１５年１月１日以後に，上場株式等の譲渡による所得の金額の計算上生じた損失の金

額のうち，その年の他の株式等の譲渡所得等の金額から控除しきれない金額については，
翌年以後３年間にわたり，株式等に係る譲渡所得等の金額及び上場株式等に係る配当所得
の金額（申告分離課税を選択したものに限る。）から繰越控除することができる。（上場株
式等に係る配当所得の金額からの控除は平成２１年から）
ニ 特定口座内の上場株式等の譲渡に係る所得計算及び申告不要の特例
イ 金融商品取引業者等に設定した特定口座に係る振替口座簿に記載若しくは記録がさ
れ，又は特定口座に保管の委託がされている上場株式等又は当該特定口座において処理
された信用取引等に係る上場株式等の譲渡による所得の金額については，他の株式等の
譲渡による所得と区分して，これらの金額を計算する。

ロ 特定口座源泉徴収選択届出書の提出がされた特定口座（源泉徴収選択口座）において
発生した源泉徴収選択口座内調整所得金額について，１５％（平成２１年１月１日から２５年
１２月３１日までの間は７％）の税率による所得税の源泉徴収又は還付を行う。
ハ ロの適用を受けた者のその年分の所得税については，当該特定口座内上場株式等の譲
渡に係る譲渡所得等の金額を除外して確定申告を行うことができる。

ホ 源泉徴収選択口座内配当等に係る所得計算及び源泉徴収等の特例
イ 平成２２年１月１日以後に，金融商品取引業者等の営業所を通じて上場株式等の配当等
の支払を受ける場合に，その金融商品取引業者等の営業所に源泉徴収選択口座を開設し
ているときは，その金融商品取引業者等に届出書を提出することにより，上場株式等の
配当等を源泉徴収選択口座に受け入れることができる。

ロ 上記イにより源泉徴収選択口座に受け入れた上場株式等の配当等（以下「源泉徴収選
択口座内配当等」という。）に対する源泉徴収税額を計算する場合に，源泉徴収選択口
座内における上場株式等の譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の金額があるときは，
源泉徴収選択口座内配当等の額から上場株式等の譲渡損失の金額を控除した金額に対し
て源泉徴収を行う。

（１）個人の場合

所 得 税 ９７



２３． 譲 渡 所 得 課

区 分 課 税 制 度

Ⅱ 株式等に係る譲渡所得の分
離課税の特例（続）

ヘ 非課税口座内の少額上場株式等に係る譲渡所得の非課税の特例（いわゆる日本版 ISA）
㋑ 非課税口座の開設の日から同日の属する年の１月１日から１０年を経過する日までの
間にその非課税口座に係る非課税口座内上場株式等の金融商品取引業者等への売委託
等による譲渡をした場合には，その譲渡による譲渡所得等については所得税を課さな
い。

㋺ 非課税口座内上場株式等の譲渡による損失金額は，ないものとみなす。
㋩ 「非課税口座」とは，居住者等（その年１月１日において満２０歳以上である者に限
る。）が，上記㋑の非課税の適用を受けるため，金融商品取引業者等の営業所に対し，
その者の氏名，住所等を記載した非課税口座開設届出書に，その年分の非課税口座開
設確認書を添付して提出することにより平成２６年分から平成２８年までの各年において
設定された上場株式等の振替記載等に係る口座（１人につき１年１口座に限る。）を
いう。

㋥ 非課税口座には，その設定の日からその年１２月３１日までの間に当該非課税口座を設
定された金融商品取引業者等を通じて新たに取得した上場株式等（その非課税口座を
設定した時からの取得対価の額の合計額が１００万円を超えない範囲内のものに限る。）
その他一定の上場株式等のみを受け入れることができる。

・非課税口座開設確認書の交付申請書と非課税口座開設届出書を同時に金融商品取引業者
等の営業所の長に提出できる取扱いとする。

ト 特定中小会社が発行した株式に係る課税の特例
イ 特定中小会社に投資した場合，その投資額を同一年分の株式譲渡益から控除できる。
なお，この特例の適用を受けた株式の取得価額は，その取得に要した額からこの特例の
適用を受けた金額を差し引いた額となる。

ロ 上場等の日の前日までの期間（適用期間）内に株式を譲渡したことにより生じた損失
の金額のうち，その年の他の株式等の譲渡所得等の金額から控除しきれない金額につい
ては，翌年以後３年間にわたり，株式等に係る譲渡所得等の金額から繰越控除すること
ができる。また，適用期間内に株式を発行した株式会社が解散してその清算が結了し，
又は破産手続開始の決定を受けたことにより，その株式が株式としての価値を失った場
合には損失額を株式の譲渡をしたことにより生じた損失の金額とみなして上記繰越控除
の適用が受けられる。

（参考）特定新規中小会社が発行した株式を取得した場合の課税の特例
特定新規中小会社（設立３年未満の一定の特定中小会社及び総合特別区域法に規定

する一定の指定会社）により発行される特定新規株式を払込みにより取得をした場合
に，その特定新規株式の取得に要した金額（１，０００万円を限度）について，寄附金控
除を適用することができる。
なお，この特例の適用を受けた株式の取得価額は，その取得に要した額からこの特

例の適用を受けた金額を差し引いた額となる。

Ⅲ 土地，建物等に係る譲渡所
得の分離課税の特例
⑴ 長期譲渡所得の分離課税
① 通常の譲渡の場合
（②及び③の場合を除く）

その年の１月１日において所有期間が５年を超える土地，建物等に係る譲渡所得は，次の
税率による分離課税
譲渡益×１５％

（注）１ 昭和２７年１２月３１日以前から所有していた土地，建物等の取得費は，原則として収
入金額の５％相当額とする。（概算取得費控除）

２ 土地，建物等に係る譲渡所得については，他の所持との損益通算は認められな
い。
ただし，所有期間５年超の居住用財産の譲渡による損失が生じた場合の損益通算

の特例あり。

② 優良住宅地の造成等の
ために土地等を譲渡した
場合

昭和６２年１０月１日から平成２５年１２月３１日までの間に，その年１月１日において所有期間が
５年を超える土地等を譲渡した場合にその譲渡が優良住宅地等のための譲渡に該当するとき
は，その該当する譲渡については，次により課税。
イ 譲渡益２，０００万円以下の部分１０％
ロ 譲渡益２，０００万円超の部分１５％
「優良住宅地等のための譲渡」とは次に掲げるものをいう。

９８ 所 得 税



税 制 度 の 概 要（続）

区 分 課 税 制 度

② 優良住宅地の造成等の
ために土地等を譲渡した
場合（続）

イ 国又は地方公共団体等に対する土地等の譲渡
ロ 独立行政法人都市再生機構，土地開発公社等の行う住宅建設又は宅地造成の用に供する
ための土地等の譲渡

ハ 収用交換等による土地等の譲渡
ニ 第一種市街地再開発事業の施行者に対する土地等の譲渡で，当該土地等が当該事業の用
に供されるもの

ホ 防災街区整備事業の施行者に対する土地等の譲渡で，当該土地等が当該事業の用に供さ
れるもの

ヘ 防災再開発促進地区内における認定建替計画により，建替えを行う認定事業者に対する
土地等の譲渡で，当該土地等が当該事業の用に供されるもの

ト 都市再生特別措置法の認定を受けて一定の要件を満たす都市再生事業を行う者に対する
土地等の譲渡で当該譲渡に係る土地等が当該事業の用に供されるもの

チ 都市再生特別措置法に規定する認定整備事業計画に係る一定の要件を満たす都市再生整
備事業の認定整備事業者に対する土地等の譲渡で当該譲渡に係る土地等が当該事業の用に
供されるもの

リ マンション建替事業（良好な居住環境の確保に資する一定のものに限る。）の用に供す
るための当該事業の施行者に対する一定の事由による土地等の譲渡又は一定のマンション
建替事業の用に供するための当該事業の施行者に対する隣接施行敷地に係る土地等の譲渡

ヌ 建築面積１５０㎡以上の建築物の建築をする事業（施行地区面積が５００㎡以上等の要件を満
たすもの。）の用に供するための一定の地域内にある土地等の譲渡

ル 特定の民間再開発事業の用に供するための当該事業を行う者に対する土地等の譲渡
ヲ 都市計画法の開発許可等を受けて行う一団の宅地の造成（一団の宅地の面積が１，０００㎡
以上（未線引都市計画区域内にあっては３，０００㎡以上，調整区域内にあっては５ha 以上）
等の要件を満たすもの。）の用に供するための土地等の譲渡

ワ 都市計画法の開発許可を受けて行われる１，０００㎡以上の住宅建設の用に供される一団の
宅地の造成の用に供するための土地等の譲渡

カ 都市計画区域内の宅地の造成につき開発許可を要しない場合において個人又は法人が造
成する１，０００㎡以上（三大都市圏の特定市町村の市街化区域内にあっては５００㎡以上）の一
団の住宅地造成（優良な宅地の供給に寄与するものであることにつき都道府県知事の認可
を受けたものに限る。）の用に供するための土地等の譲渡

ヨ 都市計画区域内において行う２５戸以上の一団の住宅又は１５戸若しくは床面積１，０００㎡以
上の中高層耐火共同住宅（いずれも優良な住宅の供給に寄与するものであることにつき認
定を受けたものに限る。）の建設の用に供するための土地等の譲渡

タ 土地区画整理事業の施行地区内の土地等の譲渡で仮換地指定後３年以内に一定の住宅又
は中高層耐火共同住宅の建設の用に供するための土地等の譲渡

（注）収用交換等により代替資産等を取得した場合の課税の特例，換地処分等に伴い資産を
取得した場合の課税の特例その他の課税の繰延べ措置並びに収用交換等の５，０００万円特
別控除，特定土地区画整理事業等のための２，０００万円特別控除，特定住宅地造成事業等
のための１，５００万円特別控除，農地保有合理化等のための８００万円特別控除，居住用財産
の３，０００万円特別控除及び平成２１・２２年に取得した土地等の長期譲渡所得に係る１，０００万
円特別控除を適用した場合には，この軽減税率の特例は適用しない。

③ 所有期間１０年を超える
居住用財産を譲渡した場
合

その年の１月１日において所有期間１０年を超える居住用家屋及びその敷地の譲渡（Ⅳ⑺等
の特例の適用を受けるものを除く。）をした場合の長期譲渡所得については，３，０００万円特別
控除後の譲渡益に対し次により課税
イ 特別控除後の譲渡益 ６，０００万円以下の部分 １０％
ロ 特別控除後の譲渡益 ６，０００万円超の部分 １５％

⑵ 短期譲渡所得の分離課税 その年の１月１日において所有期間５年以下の土地，建物等に係る譲渡所得は，次の税率
による分離課税
譲渡益×３０％ ただし，国等に対する譲渡については，譲渡益×１５％
（注）土地，建物等に係る譲渡所得については，他の所得との損益通算は認められない。

所 得 税 ９９



２３． 譲 渡 所 得 課

区 分 課 税 制 度

⑶ 不動産業者等の土地等に
係る事業所得等の分離課税

その年の１月１日において所有期間５年以下の土地等で事業所得又は雑所得の基因となる
ものの譲渡等をした場合には，その土地等の譲渡等に係る事業所得又は雑所得は，次のイと
ロとのうちいずれか多い方の税額による分離課税
イ 土地等に係る事業所得等の金額×４０％
ロ 土地等に係る事業所得等の金額につき総合課税を行った場合の上積税額×１１０％
（注）平成１０年１月１日から平成２５年１２月３１日までの間は適用しない。

Ⅳ 土地，建物等譲渡した場合
の特別控除及び買換え等の特
例
⑴ 収用等の場合

その有する土地について収用等が行われた場合には，
イ 原則として６月以内に譲渡することを条件として，その特別控除額を５，０００円とし，（譲
渡益－５，０００万円）について上記Ⅲの特例（Ⅲ⑴②の軽減税率を除く）を適用

ロ また，収用等のあった日から２年以内に代替資産を取得する場合には，上記イの課税の
特例か，取得時期及び取得価額の引継ぎによる課税の繰延べ（代替資産の取得に充てな
かった部分については，上記Ⅲの分離課税（Ⅲ⑴②の軽減税率を除く））かの選択

ハ なお，土地，建物等以外の資産に係る譲渡益については，５，０００万円の特別控除後，総
合課税
「収用等が行われた場合」とは，土地収用法等の規定に基づいて収用され，補償金を取

得する場合など一定の場合をいう。
（注）収用等の場合において，同一事業の用地として二以上の年にわたって土地等を譲渡し

たときは，これらの譲渡のうち，最初の譲渡が行われた年以外の譲渡については，この
特別控除は適用しない。

⑵ 特定土地区画整理事業等
のために土地等を譲渡した
場合

その有する土地等が特定土地区画整理事業等のために買い取られる場合の特別控除額
は，２，０００万円とし，（譲渡益－２，０００万円）につき上記Ⅲの特例（Ⅲ⑴②の軽減税率を除く）
を適用。
「特定土地区画整理事業等のために買い取られる場合」とは次に掲げる場合をいう。

イ 国，地方公共団体等が都市計画事業として行う土地区画整理事業，住宅街区整備事業，
第一種市街地再開発事業又は防災街区整備事業等のために土地等を譲渡した場合

ロ 都市計画法の規定に基づき，第一種市街地再開発事業の事業予定地内の土地等が，事業
計画認可前に設立された市街地再開発組合に買い取られる場合

ハ 都市計画法の規定に基づき，防災街区整備事業の事業予定地内の土地等が，事業計画認
可前に設立された防災街区整備事業組合に買い取られる場合

ニ 古都保存法等に規定する買取請求に基づき地方公共団体等に土地等を譲渡した場合
ホ 史跡，名勝，天然記念物，重要文化財や国立公園及び国定公園の特別地域又は自然環境
保全地域の特別地区として指定された土地を国又は地方公共団体等に譲渡した場合

ヘ 保安林等に係る土地を保安施設事業のために国又は地方公共団体に譲渡した場合
ト 集団移転促進事業計画により移転促進区域内の農地等が地方公共団体に買い取られる場
合

（注）同一事業の用地として二以上の年にわたって土地等を譲渡したときは，これらの譲渡
のうち，最初の譲渡が行われた年以外の譲渡については，この特別控除は適用しない。

⑶ 特定住宅地造成事業等の
ために土地等を譲渡した場
合

その有する土地等が特定住宅地造成事業等のために買い取られる場合の特別控除額
は，１，５００万円とし，（譲渡益－１，５００万円）につき上記Ⅲの特例（Ⅲ⑴②の軽減税率を除く）
を適用。
「特定住宅地造成事業等のために買い取られる場合」とは，次に掲げる場合をいう。

イ 地方公共団体等の行う住宅建設又は宅地造成事業のために土地等を譲渡した場合
ロ 収用の対償に充てられる土地等，住宅地区改良法の改良住宅建設のための改良地区外の
土地等又は公営住宅法の規定による公営住宅の買取りにより土地等を譲渡した場合

ハ 平成６年１月１日から平成２６年１２月３１日までの間に，開発許可を受けて行われる一団の
宅地造成事業（一団の土地の面積が５ha 以上等の要件を満たすもの）のために事業者に
土地等を譲渡した場合

ニ 「公有地の拡大の推進に関する法律」第６条第１項の協議に基づき地方公共団体等に土
地を譲渡した場合

ホ 地方公共団体が空港周辺整備計画に基づいて行う空港周辺の整備に関する事業のために
土地等を譲渡した場合

１００ 所 得 税



税 制 度 の 概 要（続）

区 分 課 税 制 度

⑶ 特定住宅地造成事業等の
ために土地等を譲渡した場
合（続）

ヘ 沿道地区計画の区域内にある土地等が，地方公共団体等の行う沿道整備道路の沿道の整
備のための一定の事業の用に供するために，地方公共団体等に買い取られる場合

ト 特定防災街区整備地区又は防災街区整備地区計画の区域内の土地等が，地方公共団体等
の行う地区の防災及び安全に関する機能の向上等を図るための一定の事業の用に供するた
めに，地方公共団体等に買い取られる場合

チ 「中心市街地活性化法」の認定基本計画の区域内に土地等が，地方公共団体又は一定の
中心市街地整備推進機構の行う中心市街地の整備のための一定の事業の用に供するため
に，地方公共団体等に買い取られる場合

リ 景観計画の区域内の土地等が，地方公共団体又は一定の景観整備機構の行う景観計画に
定められた景観重要公共施設の整備に関する事業の用に供するために，これらの者に買い
取られる場合

ヌ 都市再生整備計画の区域内にある土地等が，地方公共団体又は一定の都市再生整備推進
法人の行う一定の公共施設の整備に関する事業の用に供するために買い取られる場合

ル 認定歴史的風致維持向上計画における認定重点区域内にある土地等が，地方公共団体又
は一定の歴史的風致維持向上支援法人の行う公共施設又は公用施設の整備に関する事業の
用に供するために買い取られる場合

ヲ 国，地方公共団体又は地方公共団体の出資に係る一定の法人が国又は都道府県の作成し
た総合的な地域開発に関する計画に基づいて行う工業用地等の造成事業のために土地等を
買い取る場合

ワ 「商店街活性化法」の認定計画に基づく商店街活性化事業又は認定支援計画に基づく商
店街活性化支援事業，「中心市街地活性化法」の中小小売商業高度化事業及び「食品流通
構造改善促進法」による認定計画に基づく食品商業集積施設整備事業で一定の要件を満た
すものの用に供するために地方公共団体の出資に係る法人等に土地等が買い取られる場合

カ 農業協同組合の行う宅地供給事業で一定の要件を満たすもののために農地等を譲渡した
場合又は独立行政法人中小企業基盤整備機械の他の事業者との事業の共同化若しくは中小
企業の集積の活性化のための資金融資を受けて造成する土地等で一定の要件を満たすもの
のために土地等を譲渡した場合

ヨ 総合特別区域法に規定する共同して又は一の団地若しくは主として一の建物に集合して
行う事業の用に供する土地の造成に関する事業で，都市計画等の土地利用に関する国又は
地方公共団体の計画に適合することその他の一定の要件に該当するものとして市長村長等
が指定したものの用に供するために買い取られる場合

タ 産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備事業のために地方公共団体の出資に係る法人等
に土地等を譲渡した場合

レ 「広域臨海環境整備センター法」による基本計画の認可を受けて行う廃棄物の搬入施設
の整備事業の用に供するために土地等を広域臨海環境整備センターに譲渡した場合

ソ 生産緑地地区内の土地を買取申出等に基づき地方公共団体等に譲渡した場合
ツ 「国土利用計画法」による規制区域内の土地等を地方公共団体等に譲渡した場合
ネ 国，地方公共団体等が作成した地域開発保全整備計画で土地利用の調整等に関する事項
として土地利用基本計画に定められたものに係る事業の用に供するために土地等を地方公
共団体等に譲渡した場合

ナ 土地区画整理促進区域内，住宅街区整備促進区域内又は市街地再開発促進区域内の買取
申出に係る土地等が地方公共団体等に買い取られる場合若しくは拠点業務市街地整備土地
区画整理促進区域内の買取申出に係る土地等が地方公共団体等に買い取られる場合又は
「中心市街地活性化法」の認定基本計画に定められた土地区画整理事業に係る同意保留地
制度における保留地の処分により対価を取得する場合，「高齢者移動等円滑化法」の基本
構想に定められた土地区画整理事業に係る同意保留地制度における保留地の処分により対
価を取得する場合，特定土地区画整理事業による公営住宅等のための保留地の処分により
対価を取得する場合若しくは拠点整備土地区画整理事業による公益的施設のための保留地
の処分により対価を取得する場合

ラ 土地区画整理事業の施行に伴い，既存不適格建築物の敷地として換地を定めることが困
難な場合において，申出又は同意により交付される清算金を取得するとき

所 得 税 １０１



２３． 譲 渡 所 得 課

区 分 課 税 制 度

⑶ 特定住宅地造成事業等の
ために土地等を譲渡した場
合（続）

ム マンション建替事業が施行された場合において，やむを得ない事由により，土地等に係
る権利変換により補償金を取得するとき又は一定の請求により土地等が買い取られた場合

ウ 「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」により管理地区として指定
された区域内の土地を国若しくは地方公共団体に譲渡した場合又は鳥獣保護区の特別保護
地区内の土地のうち天然記念物である鳥獣の生息地等を国若しくは地方公共団体に譲渡し
た場合

ヰ 都道府県立自然公園特別区域等の一定区域内の土地を地方公共団体に譲渡した場合
ノ 「農業経営基盤強化促進法」の買取協議に基づき農用地区域内にある農地等を農地保有
合理化法人又は農地利用集積円滑化団体に譲渡した場合

（注）特定住宅地造成事業等の用に供するために土地等を譲渡した場合において，同一事業
の用地として二以上の年にわたって土地等を譲渡したときは，これらの譲渡のうち，最
初の譲渡が行われた年以外の譲渡については，この特別控除は適用しない。

⑷ 農地保有の合理化等のた
めに農地等を譲渡した場合

その有する土地等が農地保有の合理化等のために譲渡した場合の特別控除額は８００万円と
し，（譲渡益－８００万円）につき上記Ⅲの特例（Ⅲ⑴②の軽減税率を除く）を適用。
「農地保有の合理化等のために譲渡した場合」とは，次に掲げる場合をいう。

イ 農用地区域内の農地等を農業委員会のあっせん等により譲渡した場合又は農地保有の合
理化に資するため農地保有合理化法人若しくは農地利用集積円滑化団体若しくは独立行政
法人農業者年金基金に農地等を譲渡した場合

ロ 「農業経営基盤強化促進法」に規定する農用地利用集積計画の定めるところにより農用
地区域内の土地等を譲渡した場合

ハ 「特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律」の
規定に基づく所有権移転等促進計画により土地等を譲渡した場合

ニ 工業等導入地区内の土地等を工業用地等の用に供するため譲渡した場合
ホ 土地改良法による創設換地により土地等を取得しなかったことに伴い清算金を取得した
場合

ヘ 森林組合等のあっせんにより林地保有合理化のために土地を譲渡した場合
ト 「林業経営基盤強化法」の規定による都道府県知事のあっせんにより，認定を受けた者
に山林を譲渡した場合

チ 「農業振興地域の整備に関する法律」の規定による交換分合で，取得すべき土地を定め
ないで清算金を取得する場合

リ 「集落地域整備法」に基づく交換分合により土地等を取得しなかったことに伴い清算金
を取得した場合

⑸ 居住用財産を譲渡した場
合等

自己の居住の用に供している土地，家屋等を譲渡（居住の用に供さなくなった年及び以後
３年以内の譲渡）した場合の特別控除額は３，０００万円とし，（譲渡益－３，０００円）につき上記
Ⅲの特例（Ⅲ⑴②の軽減税率を除く）を適用
（注）３，０００万円の特別控除の適用を受けたときは，その翌年及び翌々年については３，０００万

円特別控除を適用しない。

⑹ 平成２１・２２年に取得した
土地等を譲渡した場合

平成２１年１月１日から平成２２年１２月３１日までの間に土地等を取得し，５年超所有した後に
当該土地等を譲渡した場合の特別控除額は１，０００万円とし，（譲渡益－１，０００万円）につき上
記Ⅲ⑴の特例（Ⅲ⑴②の軽減税率を除く）を適用。

（特別控除額の限度） 上記の特別控除（上記Ⅳの⑴から⑹までの特別控除）は，同一人については，年間５，０００
万円を限度とする。
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税 制 度 の 概 要（続）

区 分 課 税 制 度

⑺ 居住用財産の買換え，交
換の場合

平成５年４月１日から平成２５年１２月３１日までの間に，次の要件を満たす居住用財産を譲渡
した場合
イ 譲渡資産の所有期間が１０年超のものであること。
ロ 譲渡に係る対価の額が１．５億円以下であること。
ハ 譲渡者の居住期間が１０年以上であること。
ニ 買換資産のうち，建物については，その床面積が５０㎡以上のものであり，かつ，土地
については，その面積が５００㎡以下のものであること。また，既存住宅である中高層耐
火共同住宅については，新築後の経過年数が２５年以内のもの又は地震に対する安全上必
要な構造方法に関する技術的基準に適合するものであること。

取得価額の引継ぎによる課税の繰延べ（買換資産の取得価額に充てられなかった部分につ
いては，上記Ⅲの特例（Ⅲ⑴②の軽減税率を除く）と適用）

⑻ 特定の事業用資産の買換
え，交換の場合

平成２６年１２月３１日までに，土地政策又は国土政策等に合致する買換えをした場合，すなわ
ち，特定地域内にある事業用の土地等（所有期間５年以下の土地等でⅢ⑶の特例の適用除外
要件を満たさないものを除く。ただし，平成１０年１月１日から平成２５年１２月３１日までの譲渡
については適用しない。）若しくは建物等又は船舶を譲渡し，その譲渡した日の属する年の
前年から翌年末までに一定の要件に該当する土地，建物，機械装置等又は船舶を取得して，
その取得後１年以内に事業の用に供した場合（詳細は「⑵法人の場合」の項参照。）
譲渡益のうち買換資産に対応する部分の８０％に相当する部分については取得価額の引継ぎ

による課税の繰延べ，買換資産の取得価額に充てられなかった部分については上記Ⅲの特例
（Ⅲ⑴②の軽減税率を除く）を適用

⑼ 既成市街地等内にある土
地等の中高層耐火建築物等
の建設のための買換え，交
換の場合

三大都市圏の既成市街地等（これに準ずる一定の区域を含む。）内にある土地等又は建築
物を譲渡し，一定期間内にその土地等又は建築物の敷地の上に建築された中高層耐火建築物
（敷地を含む。）（一定の区域内にあっては同一区域内に建築された他の中高層の耐火建築物
を含む。）を取得して，その取得後１年以内に事業の用又は居住の用に供した場合
譲渡収入のうち取得資産の取得価額に対応する部分については取得価格の引継ぎによる課

税の繰延べ，取得資産の取得価額に充てられなかった部分については上記Ⅲの特例（Ⅲ⑴②
の軽減税率を除く）を適用

⑽ 特定の交換分合の場合 イ 「農業振興地域の整備に関する法律」の規定による林地等交換分合又は協定関連交換分
合により土地等を交換した場合

ロ 「集落地域整備法」の規定による交換分合により土地等を交換した場合
ハ 農住組合の組合員が「農住組合法」の規定による交換分合により土地等を交換した場合
取得時期及び取得価額の引継ぎによる課税の繰延べ

⑾ 大規模な住宅地等造成事
業の施行区域内にある土地
等の造成のための交換等の
場合

大規模な住宅地等造成事業の施行区域内にある土地等につき造成後の宅地との交換等が行
われる場合
取得価額の引継ぎによる課税の繰延べ

⑿ 認定事業用地適正化計画
の事業用地の区域内にある
土地等の交換等の場合

「民間都市開発の推進に関する特別措置法」の認定を受けた事業用地適正化計画の事業用
地の区域内（首都圏整備法の既成市街地等を除く）にある土地等につき，平成２５年３月３１日
までの間に，認定事業者が区域外に所有する土地等との交換が行われる場合，又は民間都市
開発推進機構が提供する区域外の土地等に買い換える場合
取得価額の引継ぎによる課税の繰延べ

⒀ 普通財産とその隣接する
土地等の交換の場合

国有財産特別措置法の普通財産である一定の土地等（特定普通財産）とその隣接する土地
とを交換する場合
取得価額の引継ぎによる課税の繰延べ

所 得 税 １０３



２３． 譲 渡 所 得 課 税 制 度 の 概 要（続）

区 分 課 税 制 度

⒁ 平成２１・２２年に土地等の
先行取得をした場合

平成２１年１月１日から平成２２年１２月３１日までの間に土地等（先行取得土地等）を取得し，
本特例の適用を受ける旨の届出書を提出している場合において，取得年の１２月３１日後１０年以
内に所有する事業用土地等を譲渡したとき
事業用土地等の譲渡による譲渡所得の金額は，事業用土地等の譲渡利益金額から当該利益

金額の８０％（当該先行取得土地等が平成２２年に取得されたもののみである場合は，６０％）相
当額（「繰延利益金額」）を控除した金額。ただし，８０％（６０％）相当額が先行取得土地等の
取得価額を超える場合には，当該取得価額を限度。あわせて先行取得土地等については，そ
の取得価額から繰延利益金額を控除することにより課税の繰延べ

⒂ 相続財産を相続税申告期
限後３年以内に譲渡した場
合

相続財産を相続税申告期限後３年以内に譲渡した場合には，その譲渡益からその譲渡資産
に係る相続税相当額が控除される。なお，平成５年１月１日以後に，相続税納付のために相
続財産である土地等の一部を譲渡した場合（平成４年１月１日以後の相続に係るものに限
る。）には，相続したすべての土地等に対応する相続税相当額が控除される。

⒃ 国等に対して財産を寄付
した場合

国，地方公共団体又は一定の公益法人等に対して資産を贈与等した場合
非課税（一定の公益法人等に対する場合は，国税庁長官の承認が必要。）

⒄ 国宝，重要文化財等を国
等に譲渡した場合

イ 国宝，重要文化財を国等に譲渡した場合
非課税

ロ 平成２６年１２月３１日までの間に重要有形民俗文化財を国等に譲渡した場合
２分の１非課税

⒅ 物納の場合 財産を物納した場合
非課税

⒆ 強制換価手続等により譲
渡した場合

資力を喪失して債務を弁済することが著しく困難である場合における強制換価手続等によ
る譲渡をした場合
非課税

⒇ 一般交換の場合 １年以上保有していた土地等一定の資産を同種の資産（相手方が１年以上保有し，かつ，
交換のために取得したもの以外の資産）と交換し，同一用途に供した場合で，かつ，双方の
価額の差額が２０％以下の場合
取得時期及び取得価額の引継ぎによる課税の繰延べ

21 居住用財産の譲渡により
損失が生じた場合

イ 平成１０年１月１日から平成２５年１２月３１日までの間に所有期間５年超の居住用財産（譲渡
資産）の譲渡をし，かつ，一定期間内に居住用財産（買換資産）の取得をして（年末にお
いて買換資産に係る住宅借入金の残高を有する場合に限る。），その翌年１２月３１日までの間
に居住の用に供した場合において，譲渡損失の金額を有する場合譲渡損失の金額につい
て，その年及び翌年以後３年間は他の所得との損益通算及び繰越控除が可能

ロ 平成１６年１月１日から平成２５年１２月３１日までの間に所有期間５年超の居住用財産（譲渡
資産）の譲渡をした場合（契約日の前日において譲渡資産に係る住宅借入金の残高を有す
る場合に限る。）において，譲渡損失の金額を有する場合
譲渡損失のうち，譲渡資産に係る住宅借入金の残高が譲渡価額を超える場合のその差額

を限度として，その年及び翌年以後３年間は他の所得との損益通算及び繰越控除が可能

１０４ 所 得 税



２３． 譲 渡 所 得 課 税 制 度 の 概 要（続）

区 分 課 税 制 度

Ⅰ 一般の課税方式 譲渡収入－（帳簿価額＋譲渡費用）＝譲渡利益
譲渡利益＝譲渡所得
（注）商品等の販売益と同様に課税所得に含まれる。

Ⅱ 土地の譲渡益に対する課税 ⑴ 一般の土地の譲渡等
（平成１０年１月１日から平成２５年１２月３１日までの間の譲渡については，適用停止）
イ 課税対象

法人（非課税法人等を除く。）の取得した土地等の譲渡益
① 株式の譲渡益や土地売買の仲介手数料のうち実質的に土地等の譲渡益等と認められ
るものも課税対象とする。

② 下記⑵の適用を受けるものを除く。
③ 次に掲げる土地等の譲渡は，課税対象から除外する。
・継続して営む住宅，造成宅地等の供給事業に係る棚卸資産に該当するもの譲渡
・国，地方公共団体，独立行政法人都市再生機構等に対する譲渡及び一定の優良な住
宅地開発事業等のためにされる譲渡で一定の要件を満たすもの（個人の場合に軽減
税率の対象となるもの―Ｐ８５Ⅲ⑴②―と同様）

ロ 課税標準
譲渡収入－（取得価額＋直接・間接に要した経費）＝譲渡益（課税所得）

① この課税標準は，法人の各事業年度の所得と別個に計算し，各事業年度の所得との
通算は認めない。

② 直接・間接に要した経費は，実績値と概算値との選択を認める。
ハ 税 額

譲渡益×５％＝土地譲渡税（国税）
⑵ 短期所有の土地の譲渡等
（平成１０年１月１日から平成２５年１２月３１日までの間の譲渡については，適用停止）
イ 課税対象

法人（非課税法人等を除く。）の取得した土地等で譲渡のあった年の１月１日におい
て所有期間５年以下であるものの譲渡益
① ⑴のイ①に同じ
② 次に掲げる土地等の譲渡は，課税対象から除外する。
・国又は地方公共団体に対する譲渡
・独立行政法人都市再生機構，土地開発公社等の行う住宅建設又は宅地造成の用に供
するための譲渡

・収用換地等による譲渡
・都市計画法の開発許可を受けて行う１，０００㎡以上の一団の造成宅地の譲渡で適正価
格要件等を満たすもの

・開発許可を要しない場合の１，０００㎡以上の一団の造成宅地の譲渡で適正価格要件等
を満たすもの

・一定の新築住宅の敷地の用に供された１，０００㎡以上の一団の宅地の譲渡で適正価格
要件等を満たすもの

・次に掲げる１，０００㎡未満の一団の宅地の譲渡で，その譲渡価額が適正であるもの
㋑ 一団の造成宅地でその造成が優良な宅地の供給に寄与するものであることにつ
いて市町村長等の認定を受けたもの

㋺ 一団の宅地で，一定の新築住宅（その新築が優良な住宅の供給に寄与するもの
であることについて市町村長等の認定を受けたものに限る。）の敷地の用に供さ
れたもの

・宅地建物取引業者の行う居住用土地等の譲渡でその取得後一定期間内に行われるも
ののうち土地等の売買の代理又は媒介に関し報酬を受ける行為に類するもの

・不動産特定共同事業者の行う土地等の譲渡で，不動産特定共同事業契約に係る事業
参加者から取得した土地等の譲渡

③ 土地等の贈与による譲渡で国，地方公共団体等に対する寄付に該当するもの
ロ 課税標準

⑴のロに同じ
ハ 税 額

譲渡益×１０％＝土地譲渡税（国税）

（２）法人の場合

所 得 税 １０５



２３． 譲 渡 所 得 課

区 分 課 税 制 度

Ⅲ 特別控除及び買換え等の特
例
⑴ 収用換地等の場合

イ ６月以内に譲渡することを条件として
○ 譲渡利益－５，０００万円＝課税所得

ロ ただし，収用等のあった日から原則として２年以内に代替資産を取得する場合又は換地
処分等により交換取得資産を取得する場合には，上記の課税の特例か，帳簿価額の引継ぎ
による課税の繰延べかの選択

（注）収用等の場合において，同一事業の用地として二以上の年にわたって土地等を譲渡し
たときは，これらの譲渡のうち，最初の譲渡が行われた年以外の譲渡については，この
特別控除は適用しない。

⑵ 特定土地区画整理事業等
のために土地等を譲渡した
場合

イ 国，地方公共団体等が都市計画事業として行う土地区画整理事業，住宅街区整備事業，
第一種市街地再開発事業又は防災街区整備事業等のために土地等を譲渡した場合

ロ 都市計画法の規定に基づき，第一種市街地再開発事業の事業予定地内の土地等が，事業
計画認可前に設立された市街地再開発組合に買い取られる場合

ハ 都市計画法の規定に基づき，防災街区整備事業の事業予定地内の土地等が，事業認可前
に設立された防災街区整備事業組合に買い取られる場合

ニ 古都保存法等に規定する買取請求に基づき地方公共団体等に土地等を譲渡した場合
ホ 史跡，名勝，天然記念物，重要文化財や国立公園及び国定公園の特別地域又は自然環境
保全地域の特別地区として指定された土地を国又は地方公共団体等に譲渡した場合

ヘ 保安林等に係る土地を保安施設事業のために国又は地方公共団体に譲渡した場合
ト 集団移転促進事業計画により移転促進区域内の農地等が地方公共団体に買い取られる場
合
○ 譲渡利益－２，０００万円＝課税所得

（注）同一事業の用地として二以上の年にわたって土地等を譲渡したときには，これらの譲
渡のうち，最初の譲渡が行われた年以外の譲渡については，これらの特別控除は適用し
ない。

⑶ 特定住宅地造成事業等の
ために土地等を譲渡した場
合

イ 地方公共団体，独立行政法人都市再生機構等の行う住宅建設又は宅地造成の事業のため
に土地等を譲渡した場合

ロ 収用の対償に充てられる土地等を譲渡した場合，住宅地区改良法の改良住宅を建設する
ために改良地区外の土地等を譲渡した場合又は公営住宅法の規定による公営住宅の買取り
により土地等を譲渡した場合

ハ 平成６年１月１日から平成２６年１２月３１日までの間に，開発許可を受けて行われる一団の
宅地造成事業（一団の土地の面積が５ha 以上）等のために事業者に土地等を譲渡した場
合

ニ 公有地の拡大の推進に関する法律第６条第１項の協議に基づき地方公共団体等に土地等
を譲渡した場合

ホ 地方公共団体等が空港周辺整備計画に基づいて行う空港周辺の整備に関する事業のため
土地等を譲渡した場合

ヘ 沿道地区計画の区域内にある土地等が，地方公共団体等の行う沿道整備道路の沿道の整
備のための一定の事業の用に供するために，地方公共団体等に買い取られる場合

ト 特定防災街区整備地区又は防災街区整備地区計画の区域内の土地等が，地方公共団体等
の行う地区の防災及び安全に関する機能の向上等を図るための一定の事業の用に供するた
めに，地方公共団体等に買い取られる場合

チ 認定中心市街地の区域内の土地等が，地方公共団体等の行う認定中心市街地の整備のた
めの一定の特定事業の用に供するために地方公共団体等に買い取られる場合

リ 地方公共団体等の景観重要公共施設の整備に関する事業のために景観計画の区域内にあ
る土地等を譲渡した場合

ヌ 都市再生整備計画の区域内の土地が，同計画に記載された公共施設の整備に関する事業
の用に供するために，地方公共団体又は一定の都市再生整備推進法人に買い取られる場合

１０６ 所 得 税



税 制 度 の 概 要（続）

区 分 課 税 制 度

⑶ 特定住宅地造成事業等の
ために土地等を譲渡した場
合（続）

ル 認定歴史的風致維持向上計画の認定重点区域内にある土地等が，歴史的風致維持向上支
援法人の行う公共施設又は公用施設の整備に関する事業の用に供するために買い取られる
場合

ヲ 地方公共団体又は国若しくは地方公共団体の出資に係る一定の法人が国又は都道府県の
作成した総合的な地域開発に関する計画に基づいて行う工業用地等の造成事業のために土
地等を買い取る場合

ワ 商店街活性化法の認定商店街活性化事業計画に基づく商店街活性化事業等，中心市街地
の活性化に関する法律の認定特定民間中心市街地活性化事業計画に基づく中小小売商業高
度化事業及び食品流通構造改善促進法による認定計画に基づく食品商業集積施設整備事業
で一定の要件を満たすものの用に供するために地方公共団体の出資に係る法人等に土地等
が買い取られる場合

カ 農業協同組合の行う宅地等供給事業で一定の要件を満たすもののために農地等を譲渡し
た場合又は独立行政法人中小企業基盤整備機構の他の事業者との連携等若しくは中小企業
の集積の活性化のための資金融資を受けて造成する土地等で一定の要件を満たすもののた
めに土地等を譲渡した場合

ヨ 総合特別区域法に規定する共同して又は―の団地若しくは主として―の建物に集合して行
う事業の用に供する土地の造成に関する事業で，都市計画等の土地利用に関する国又は地
方公共団体の計画に適合することその他の一定の要件に該当するものとして市町村長等が
指定したものの用に供するために買い取られる場合

タ 産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備事業のために地方公共団体の出資に係る法人等
に土地等を譲渡した場合

レ 広域臨海環境整備センター法による認可を受けた基本計画に基づいて行われる廃棄物の
搬入施設の整備事業の用に供するために土地等を広域臨海環境整備センターに譲渡した場
合

ソ 生産緑地地区内の土地が買取申出等に基づき地方公共団体，土地開発公社等に買い取ら
れる場合

ツ 国土利用計画法による規制区域内の土地等を買取請求権に基づき都道府県知事に譲渡し
た場合

ネ 国，地方公共団体等が作成した地域開発保全整備計画で土地利用の調整等に関する事項
として土地利用基本計画に定められたものに係る事業の用に供するために土地等が国又は
地方公共団体等に買い取られる場合

ナ 市街地再開発促進区域内，土地区画整理促進区域内，住宅街区整備促進区域内若しくは
拠点整備促進区域内の土地等が買取申出に基づき地方公共団体等に買い取られる場合又は
土地区画整理事業による交通施設等若しくは生活関連施設等，特定土地区画整理事業によ
る公営住宅等若しくは拠点整備土地区画整理事業による公益的施設のための保留地に充て
るため換地処分により土地等を譲渡した場合

ラ 土地区画整理事業の施行に伴い，既存不適格建築物の敷地について換地を定めることが
困難な場合において，申出又は同意により交付される清算金を取得する場合

ム マンション建替事業が施行された場合において，やむを得ない事由により土地等に係る
権利返還により補償金を取得するとき又は一定の請求により土地等が買い取られた場合

ウ 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律により管理地区として指定され
た区域内の土地を国若しくは地方公共団体に譲渡した場合又は鳥獣保護区の特別保護地区
内の土地のうち天然記念物である鳥獣の生息地等が国若しくは地方公共団体に買い取られ
る場合

ヰ 都道府県立自然公園又は都道府県自然環境保全地域の一定の区域内の土地が地方公共団
体に買い取られる場合

所 得 税 １０７



２３． 譲 渡 所 得 課

区 分 課 税 制 度

⑶ 特定住宅地造成事業等の
ために土地等を譲渡した場
合（続）

ノ 農業経営基盤強化促進法の買取り協議に基づき農用地区域内にある農地等を農地保有合
理化法人又は農地利用集積円滑化団体に譲渡した場合
○ 譲渡利益－１，５００＝課税所得

（注）特定住宅地造成事業等の用に供するために土地等を譲渡した場合において，同一事業
の用地として二以上の年にわたって土地等を譲渡したときには，これらの譲渡のうち，
最初の譲渡が行われた年以外の譲渡については，これらの特別控除は適用しない。

⑷ 農地保有の合理化のため
に農地等を譲渡した場合

イ 農用地区域内の農地等を農業委員会のあっせん等により譲渡した場合又は農地保有合理
化法人若しくは農地利用集積円滑化団体に農用地区域内にある農用地等を譲渡した場合

ロ 農業経営基盤強化促進法に基づく農用地利用集積計画により農用地区域内の農地等を譲
渡した場合

ハ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律に基づ
く所有権移転等促進計画により土地等を譲渡した場合

ニ 林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通等に関する暫定措置法に基づく都道府
県知事のあっせんにより山林に係る土地を譲渡した場合
○ 譲渡利益－８００万円＝課税所得

⑸ 平成２１・２２年に取得した
土地等を譲渡した場合

平成２１年１月１日から平成２２年１２月３１日までの間に土地等を取得し，５年超所有した後に
当該土地等を譲渡した場合
○ 譲渡利益－１，０００万円＝課税所得

⑹ 資産の譲渡に係る特別控
除額の特例

⑴から⑸に適用される特別控除額は，年間５，０００万円を限度として認められる。

⑺ 特定の資産の買換え，交
換の場合

イ 平成２６年３月３１日まで〔リの買換えについては，平成２６年１２月３１日まで〕に次の買換え，
交換により生じた譲渡資産（短期所有土地譲渡益課税制度の適用を受けるものを除く。）
の譲渡益については，買換資産の帳簿価額を圧縮することにより，原則として，その８０％
相当額までの損金算入ができる（課税の繰延べ）。

ロ 譲渡事業年度に買換資産の取得ができない場合には，特別勘定を設定することにより１
年間（特定の場合は，税務署長の承認を得ることを条件に更に２年間）繰り越すことがで
きる。

ハ なお，１年前に先行取得した資産（特定の場合には，３年前の取得資産も可）について
も圧縮記帳の対象とすることができる。

ニ 買換資産が土地である場合には，原則として，譲渡資産である土地の面積の５倍以内の
面積部分に限り圧縮記帳の対象となる。
イ 既成市街地等の内から外への買換え
ロ 既成市街地等又は市街化区域の内から外への農業用資産の買換え
ハ 航空機騒音障害区域の内から外への買換え
ニ 誘致区域（誘致度の非常に高い地域）の外から内への買換え
ホ 都市開発区域等（誘致度が誘致区域よりやや低い区域）及び誘致区域の外から都市開
発区域等の内への買換え

ヘ 土地等が土地の計画的かつ効率的な利用に資する施策の実施に伴って取得される場合
の既成市街地等（これに類する区域を含む。）内での買換え

ト 農用地区域等内における土地等及び果樹の有効利用のための買換え
チ 防災再開発促進地区内における防災街区整備事業に関する都市計画に基づく土地等の
買換え

リ 長期所有土地等，建物等を譲渡し，国内にある土地等，建物等，機械装置，鉄道用の
機関車及びコンテナ用の貨車を取得した場合の買換え

ヌ 日本船舶と日本船舶との買換え

１０８ 所 得 税



税 制 度 の 概 要（続）

区 分 課 税 制 度

⑻ 特定の交換分合の場合 イ 農業振興地域の整備に関する法律の規定による林地等交換分合又は協定関連交換分合に
より土地等を交換した場合

ロ 集落地域整備法の規定による交換分合により土地等を交換した場合
ハ 農住組合の組合員が農住組合法の規定による交換分合により土地等を交換した場合取得
価額の引継ぎによる課税の繰延べ

⑼ 大規模な住宅地等造成事
業の施行区域内にある土地
等の造成のための交換等の
場合

大規模な住宅地等造成事業の施行区域内にある土地等につき造成後の宅地との交換等が行
われる場合
取得価額の引継ぎによる課税の繰延べ

⑽ 認定事業用地適正化計画
の事業用地の区域内にある
土地等の交換等の場合

「民間都市開発の推進に関する特別措置法」の認定を受けた事業用地適正化計画の事業用
地の区域内（首都圏整備法の既成市街地等を除く）にある土地等につき，平成２５年３月３１日
までの間に，認定事業者が区域外に所有する土地等との交換が行われる場合，又は民間都市
開発推進機構が提供する区域外の土地等に買い換える場合
取得価額の引継ぎによる課税の繰延べ

⑾ 普通財産とその隣接する
土地等の交換の場合

国有財産特別措置法の普通財産である一定の土地等（特定普通財産）とその隣接する土地
とを交換する場合
帳簿価額の引継による課税の繰延べ

⑿ 平成２１・２２年に土地等の
先行取得をした場合

平成２１年１月１日から平成２２年１２月３１日までの間に土地等を取得し，本特例の適用を受け
る旨の届出書を提出している場合において，取得の日を含む事業年度終了の日後１０年以内
に，所有する他の土地等を譲渡したときの譲渡益については，先行して取得した土地等の帳
簿価額を圧縮することにより，その８０％（平成２２年に取得した土地等のみを本特例の適用対
象とする場合には６０％）相当額までの損金算入ができる（課税の繰延べ）

⒀ 一般交換の場合 １年以上保有していた固定資産を同種の資産（相手方が１年以上保有し，かつ，交換のた
めに取得したもの以外の固定資産）と交換し，同一用途に供した場合で，かつ，双方の価額
の差額が２０％以下の場合
帳簿価額の引継ぎによる課税の繰延べ

所 得 税 １０９



２３． 譲 渡 所 得 課

年
区 分 ４４ ４５ ４６ ４７ ４８ ４９ ５０ ５１ ５２ ５３ ５４ ５５ ５６

基

本

的

課

税

方

式

長 短
区 分 〔４４年度改正〕４４．１．１かつ保有期間５年基準 〔５０年度改正〕４４．１．１基準

個

人

長期

〔４４年度改正 分離課税制度の創設〕
次により分離課税

４５・４６年 １０％（住４％）
４７・４８年 １５％（住５％）
４９・５０年 ２０％（住６％）
（４４年分は旧制度との選択適用）

〔５０年度改正〕５１～５４年
次により分離課税

２，０００万円まで
２０％（住６％）

２，０００万円超
３／４総合課税

〔５５年度改正〕５５・５６年
次により分離課税
４，０００万円まで

２０％（住６％）
４，０００万円超８，０００万円
まで １／２総合課税
８，０００万円超

３／４総合課税

短期
〔４４年度改正 分離課税制度の創設〕４５．１．１～

超
短
期

〔４８年度改正 個人の不動産業者等の土地譲渡益重課制度の創設〕
４９．１．１～ ４４．１．１以後の取得⇨次のいずれか多い方の税額による分離課税
① ４０％相当額（住１２％相当額）
② 全額総合課税をした場合の上積税額の１１０％相当額
（望ましい宅地供給に資する一定のものを除外。以下同じ。）

法

人

短期
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

通常の法人税課税

〔４８年度改正 法人の土地譲渡益（短期）重課制度の創設〕
４９．４．１（一部４８．４．２１）～

４４．１．１以後の取得
⇨通常の法人税に加え２０％の税率で追加課税
（望ましい宅地供給に資する一定のものを除外。以下同じ。）

超
短
期

上記
以外

課

税

の

特

例

軽
減
税
率
（
個
人
）

特定市街化
区域農地等
を譲渡した
場合

〔４８年度改正 創設〕
４８年１０％（住４％）

４９・５０年
１５％（住５％）

〔５１年度改正〕５１～５３年
２，０００万円まで
１５％（住５％）

２，０００万円超
２０％（住６％）

〔５４年度改正〕５４～５９年
４，０００万円まで
１５％（住５％）

４，０００万円超
２０％（住６％）

優良住宅地
等を譲渡し
た場合

〔５４年度改正 創設〕５４～５６年
４，０００万円まで
２０％（住６％）

４，０００万円超
１／２総合課税

特
別
控
除
（
個
人
・
法
人
）

収用等 〔４４年度改正〕
１，２００万円

〔４８年度改正〕
２，０００万円

〔５０年度改正〕
３，０００万円

特定土地 〔４４年度創設〕
区画整理事業等 ６００万円 １，０００万円 ２，０００万円
特定住宅地 〔４４年度改正〕
造成事業等 ３００万円 ５００万円 １，５００万円

農地保有 〔４５年度
合理化等 創設〕

１５０万円 ２５０万円 ５００万円
居住用 〔４４年度改正〕
（個人のみ） １，０００万円 １，７００万円 ３，０００万円

買

換

え

（
個
人
）

居
住
用

〔４４年度改正 廃止〕
４５．１．１～
居住用財産の買換え特例（２７年創設）を廃止

（
個
人
・
法
人
）

事

業

用

〔４４年度改正〕
法人４５．４．１～ 個人４５．１．１～
一般的な事業用資産の買換え特例を廃止して，国土政策・土地
政策に合致する特定の事業用資産の買換え特例を創設

（注）適用期限の延長は省略している。

（参考）土 地 譲 渡 益 課

次のいずれか多い方の税額による
① ４０％相当額（住１２％相当額）
② 全額総合課税をした場合の
上積税額の１１０％相当額

（４４年分は旧制度との選択適用）

１１０ 所 得 税



税 制 度 の 概 要（続）

５７ ５８ ５９ ６０ ６１ ６２ ６３ 元 ２ ３ ４ ５・６ ７
〔５７年度改正〕５７～６２．９．３０
所有期間１０年基準 〔６２年９月改正〕６２．１０．１～９．３．３１所有期間５年基準

〔５７年度改正〕５７年～６３年
次により分離課税

４，０００万円まで
２０％（住６％）

４，０００万円超
１／２総合課税

〔６３年１２月改正〕元～３年
次により分離課税

４，０００万円まで
２０％（住６％）

４，０００万円超
２５％（住７．５％）

〔３年度改正〕
４年～６年
次により分離課税

一律３０％（住９％）

〔７年度改正〕
７年
次により分離課
税
４，０００万円ま
で
２５％（住７．５％）
４，０００万円超
３０％（住９％）

〔５７年度改正〕５７．１．１～

その年１月１日で所有期間１０年以下⇨同左

〔６２年９月改正〕６２．１０．１～
その年１月１日で所有期間５年以下⇨同左
〔６２年９月改正 個人の不動産業者等の超短期重課制度の創設〕６２．１０．１～９．１２．３１
その年１月１日で所有期間２年以下⇨次のいずれか多い方の税額による分離課税
① ５０％相当額（住１５％相当額）
② 全額総合課税をした場合の上積税額の１２０％相当額

〔５７年度改正〕５７．１．１～

その年１月１日で所有期間１０年以下⇨同左

〔６２年９月改正〕６２．１０．１～
その年１月１日で所有期間５年以下
⇨通常の法人税に加え２０％の税率で追加課税

〔６２年９月改正 超短期重課制度の創設〕
６２．１０．１～
その年１月１日で所有期間２年以下
⇨通常の法人税に加え３０％の税率で追
加課税

〔３年度改正 分離課税制度の創設〕
４．１．１～
その年１月１日で所有期間２年以下
⇨通常の法人税率に３０％の税率を加
算した税率による分離課税

〔３年度改正 一般の土地譲渡益重
課制度創設〕４．１．１～⇨通常の法人税
に加え１０％の税率で追加課税

〔６０年度改正〕６０～６３年
４，０００万円まで
２０％（住６％）

４，０００万円超
２５％（住７．５％）

〔６３年１２月改正〕元～３年
４，０００万円まで
２０％（住６％）

４，０００万円超
２２．５％（住７％）

〔３年度改正〕
４．１．１～
一律
２７．５％

（住８％）
５．１．１～
廃止

〔５７年度改正〕５７．１．１～
４，０００万円まで
２０％（住６％）

４，０００万円超
２５％（住７．５％）

〔６３年度改正〕
６３．４．１～
一律２０％（住６％）

〔３年度改正〕３．１．１～

一律１５％（住５％）

居住用財産を
譲渡した場合

〔６３年度改正 創設〕６３．４．１～
４，０００万円まで１０％（住４％）
４，０００万円超 １５％（住５％）

〔３年度改正〕４．１．１～
６，０００万円まで１０％（住４％）
６，０００万円超 １５％（住５％）

〔元年度改正〕 〔３年度改正〕
５，０００万円（適用期限あり） ５，０００万円

〔元年度改正〕 〔３年度改正〕
８００万円（適用期限あり） ８００万円

〔５７年度改正 復活〕
５７．１．１～
所有期間１０年超の居住用財産に限定して復活

〔６３年度改正 原則廃止〕
６３．４．１～
父母等から相続等により取得し，かつ，
譲渡者の居住期間が３０年以上のものに限定

〔５７年度改正〕５７．１．１～
長期所有土地等の判定基準の緩和
４４．１．１以前取得⇨所有期間１０年超

〔６１年度改正〕
法人６１．４．１～課
税の繰延額の２
割縮減

〔６２年９月改正〕
個人６２．１０．１～
課税の繰延額の
２割縮減

〔３年度改正〕
４．１．１～
長期所有土地等
から減価償却資
産への買換えを
廃止

〔４年度改正〕
構造改善等の
ための長期所
有土地等から
減価償却資産
への買換えの
追加

〔６年度改正〕
設備投資促進のた
めの長期所有土地
等から既成市街地
等以外の地域内の
減価償却資産への
買換えの追加

〔７年度改正〕
事業革新の円
滑化，中小企
業の新分野進
出のための買
換えの追加

税 制 度 の 沿 革

〔５年度改正 一部復活〕
５．４．１～９．１２．３１
①土地の対価の額について，国土利用計画法に基づ
く勧告等を受けていないこと ②譲渡価額が１億円
以下（６．１．１～２億円以下）のもの ③譲渡者の居
住期間１０年以上等一定の要件を満たすものに限定

所 得 税 １１１



２３． 譲 渡 所 得 課

年
区 分 ８ ９ １０ １１ １２ １３

基

本

的

課

税

方

式

長 短
区 分 〔８年度改正〕所有期間５年基準（特例方式の廃止）

個

人

長期

〔８年度改正〕８・９年
次により分離課税

４，０００万円まで
２０％（住６％）

８，０００万円まで
２５％（住７．５％）

８，０００万円超
３０％（住９％）

〔１０年度改正〕１０年
次により分離課税

６，０００万円まで
２０％（住６％）

６，０００万円超
２５％（住７．５％）

〔１１年度改正〕１１年～１５年
次により分離課税
一律２０％（住６％）

〔１３年度改正 適用期限延長〕
～１５．１２．３１

短期

超

短

期

（個人の不動産業者等の土地
譲渡益重課制度）

〔１０年度改正〕
１０．１．１～１２．１２．３１
適用停止

〔１３年度改正 停止措置延長〕
～１５．１２．３１

（個人の不動産業者等の超短
期重課制度）

〔１０年度改正〕１０．１．１～
廃止

法

人

短期

〔８年度改正〕８．１．１～
その年１月１日で所有期間５
年以下
⇨通常の法人税に加え１０％の
税率で追加課税

〔１０年度改正〕
１０．１．１～１２．１２．３１
⇨適用停止

〔１３年度改正 停止措置延長〕
～１５．１２．３１

超
短
期

〔８年度改正〕８．１．１～１４．３．３１
その年１月１日で所有期間２
年以下
⇨通常の法人税に加え１５％の
税率で追加課税

〔１０年度改正〕１０．１．１～
⇨廃止

上記
以外

〔８年度改正〕８．１．１～
⇨通常の法人税に加え５％の
税率で追加課税

〔１０年度改正〕
１０．１．１～１２．１２．３１
⇨適用停止

〔１３年度改正 停止措置延長〕
～１５．１２．３１

課

税

の

特

例

軽
減
税
率
（
個
人
）

〔８年度改正〕９．１．１～１３．３．３１
４，０００万円まで１５％（住５％）
４，０００万円超 ２０％（住６％）

〔１３年度改正 適用期限延長〕
～１５．１２．３１

特
別
控
除
（
個
人
・
法
人
）

買

換

え

（
個
人
）

居
住
用

〔１０年度改正 要件緩和〕１０年～１５年
①譲渡者の居住期間１０年以上
②買換資産についての面積要件等一定の要
件を満たすものに限定

〔１３年度改正〕
①適用期限延長～１５．１２．３１
②買換資産に係る面積要件
等の緩和

（
個
人
・
法
人
）

事

業

用

〔８年度改正〕
沿道整備権利
移転等促進計
画による土地
等の買換えの
追加

〔９年度改正〕
防災街区整備
権利移転等促
進計画による
土地等の買換
えの追加

〔１０年度改正〕
長期所有土地等（所有
期間１０年超）の買換え
１０．１．１～１２．１２．３１まで
の間，地域限定要件な
し
一律課税繰延割合８０％

〔１１年８月改正〕
事業革新の円滑化，
中小企業の新分野進
出のための買換えを
事業再構築のための
買換えに改組

〔１２年度改正〕
移転促進地
域から誘導
地域内への
買換えを廃
止

〔１３年度改正〕
水道水源水域に係る特定施
設等の移転に伴う買換え，
新産業都市区域外から内へ
の買換え，過度集積地域か
ら特定の拠点地区内への産
業業務施設の移転に伴う買
換え等を廃止

（参考）土 地 譲 渡 益 課

１１２ 所 得 税



税 制 度 の 概 要（続）

１４ １５ １６ １７ １８ １９・２０ ２１ ２２ ２３ ２４

〔１６年度改正〕１６．１．１～
次により分離課税
一律１５％（住５％）
・他の所得との損益通算を廃止
ただし，所有期間５年超の居
住用財産の譲渡による損失が生
じた場合の損益通算の特例あり
・１００万特別控除廃止

〔１６年度改正〕１６．１．１～
次により分離課税一律３０％（住９％）
ただし，国等に対する譲渡につい
ては，１５％（住５％）
・他の所得との損益通算を廃止

〔２１年度改正
停止措置延長〕
～２５．１２．３１

〔１６年度改正 停止措
置延長〕
～２０．１２．３１

〔１６年度改正 停止措
置延長〕
～２０．１２．３１

〔２１年度改正
停止措置延
長〕
～２５．１２．３１

〔１６年度改正 停止措
置延長〕
～２０．１２．３１

〔２１年度改正
停止措置延長〕
～２５．１２．３１

〔１６年度改正〕
１６．１．１～２０．１２．３１
２，０００万円まで １０％（住４％）
２，０００万円超 １５％（住５％）
・課税繰延べの特例，特例控
除との重複適用を廃止

〔２１年度改正
停止措置延
長〕
～２５．１２．３１

平２１・２２取得〔２１年度
改正創設〕１，０００万円

〔１６年度改正〕
適用期限延長～
１８．１２．３１

〔17年度
改正〕
買換資産
に係る要
件の緩和

〔１９年度改正〕
①適用期限延長～２１．１２．３１
②買換え資産についての床面積要件の上限撤廃
③相続等により取得した居住用財産の買換え特
例は，特定居住用財産の買換え特例に一本
化し，廃止

〔２２年度改正〕
①適用期限延長
～２３．１２．３１
②譲渡価額が２億
円以下のもの

〔２４年度改正〕
①適用期限延長
～２５．１２．３１
②譲渡価額が１．５
億円以下のもの

〔１５年度改正〕
産業活力再生特別措置
法の事業再構築計画に
基づいて行われる長期
所有の土地，建物等か
ら既成市街地等以外の
地域にある土地，建
物，機械装置等への買
換えを廃止

〔１６年度改正〕
防災街区整備権利移転等促進計画
に基づく土地等への買換えを防災
街区整備事業に関する都市計画に
基づく土地等又は建物若しくは構
築物への買換えに改組

〔１８年度改正〕
特定農山村地域に
おける所有権移転
等促進計画による
農林地の買換え，
幹線道路の沿道の
整備に関する法律
の沿道整備権利移
転等促進計画によ
る買換えを廃止

〔１９年度改正〕
防災再開発促進地区
内における認定建替
計画に係る建築物の
建替えを行う事業に
伴う土地等の買換え
を追加

〔２３年度改正〕
大気汚染規制
区域の内から
外へのばい煙
発生施設の買
換え等の廃止

〔２４年度改正〕
長期所有土地
等（所有期間
１０年超）の買
換え
①適用期限延
長
～２６．１２．３１
②買換資産の
見直し

税 制 度 の 沿 革（続）

所 得 税 １１３



（注１）他の法律により公益法人等とみなされる次の法人については収益事業から生じた所得に対して普通法人と同じ税率で法人税が課税される。
認可地縁団体，管理組合法人，政党等，防災街区整備事業組合，特定非営利活動法人，マンション建替組合

（注２）平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日の間に終了する各事業年度は１８％，平成２４年４月１日前に開始し，かつ，同日以後に終了する事業年度につ
いては経過措置として１８％，平成２４年４月１日から平成２７年３月３１日の間に開始する各事業年度は１５％。

２４． 法 人 税 率

適 用 事 業 年 度
区 分

各 事 業 年 度 の 所 得 に 対 す る 税 率

普 通 法 人
協同組合等

公益法人等（注１）

基 本 税 率 軽 減 税 率 右記
以外

公益社団・財
団法人，非営
利型一般社
団・財団法人留保分 配当分 所 得 区 分 留保分 配当分 留保分 配当分

昭和
４３．４．１以降終了

３５％ ２６％
�
�
�
�

年３００万円以下
資本金１億円以下の法
人のみ

�
�
�
�

２８％ ２２％ ２３％ １９％ ２３％ －

４５．５．１ 〃 ３６．７５％ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 －

４７．４．１以降開始 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 －

４８．４．１ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 －

４９．５．１以降終了 ４０％ ２８％
�
�
�
�

年６００万円以下
資本金１億円以下の法
人のみ

�
�
�
�

〃 〃 〃 〃 〃 －

５０．５．１ 〃 〃 ３０％
�
�
�
�

年７００万円以下
資本金１億円以下の法
人のみ

�
�
�
�

〃 〃 〃 〃 〃 －

５６．４．１ 〃 ４２％ ３２％
�
�
�
�

年８００万円以下
資本金１億円以下の法
人のみ

�
�
�
�

３０％ ２４％ ２５％ ２１％ ２５％ －

５９．４．１ 〃 ４３．３％ ３３．３％ 〃 ３１％ ２５％ ２６％ ２２％ ２６％ －

６０．４．１ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 ２８％ ２３％ ２８％ －

６２．４．１ 〃 ４２％ ３２％ 〃 ３０％ ２４％ ２７％ ２２％ ２７％ －

平成
元．４．１以降開始

４０％ ３５％ 〃 ２９％ ２６％

〃
�
�
�
�
�

特定の協
同組合等
の所得１０
億円超の
部分３０％

�
�
�
�
�

２５％ 〃 －

２．４．１ 〃 ３７．５％ 〃 ２８％
２７％

�
�
�

特定の協同組合
等の所得１０億円
超の部分３０％

�
�
�

〃 －

１０．４．１ 〃 ３４．５％ 〃 ２５％
２５％

�
�
�

特定の協同組合
等の所得１０億円
超の部分３０％

�
�
�

２５％ －

１１．４．１ 〃 ３０％ 〃 ２２％
２２％

�
�
�

特定の協同組合
等の所得１０億円
超の部分２６％

�
�
�

２２％ －

１３．４．１ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 －

１８．４．１ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 －

１９．４．１ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 －

１１４ 法 人 税



（参考）平成２４年４月１日から平成２７年３月３１日までの期間内に最初に開始する事業年度から同日以後３年を経過する日までの期間内の日の属する事業年度
については，基準法人税額の１０％の復興特別法人税が課される。

の 推 移

清算所得に対する税率
同族会社の留保金に対する税率

�
�
�
�
�

各事業年度の留保所得金額から次の①，②，③，④の
うち，最も多い金額を控除した金額

年３，０００万円以下 １０％
年３，０００万円超 １５
年 １億円超 ２０

�
�
�
�
�

退職年金等積立
金に対する税率積立金から成る部分 そ の 他

普通法人 協同組合等 普通法人 協同組合等 ①資本金基準 ②所得基準 ③定額基準 ④自己資本比率
基準

非課税
�
�
�
�

積立金から成る部分
については清算所得
に対する法人税を課
さない。

�
�
�
�

３０％
�
�
�
�

４２．６．１以
後の解散
又は合併
から適用

�
�
�
�

２１％
�
�
�
�

４２．６．１以
後の解散
又は合併
から適用

�
�
�
�

資本金の２５％相
当額からその事
業年度末の利益
積立金額を控除
した金額

３０％ 年１５０万円 －
退職年金業務等
を行う法人の退
職年金等積立金
の額の １％

〃 〃 〃 〃 ３５％
（４５．４．１以降開始）

年２００万円
（４５．４．１以降開始） － 〃

〃 〃 〃 〃 〃 年３５０万円 － 〃

〃 〃 〃 〃 〃 年５００万円 － 〃

〃 ３５％ 〃 〃 〃 年１，０００万円
（４９．４．１以降開始） － 〃

〃 〃 〃 〃 〃 年１，５００万円
（５０．４．１以降開始） － 〃

〃

３７％
�
�
�
�

５６．４．１以
後の解散
又は合併
から適用

�
�
�
�

２３％
�
�
�
�

５６．４．１以
後の解散
又は合併
から適用

�
�
�
�

〃 〃 〃 － 〃

〃

３８．１％
�
�
�
�

５９．４．１以
後の解散
又は合併
から適用

�
�
�
�

２３．９％
�
�
�
�

５９．４．１以
後の解散
又は合併
から適用

�
�
�
�

〃 〃 〃 － 〃

〃 〃

２５．８％
�
�
�
�

６０．４．１以
後の解散
又は合併
から適用

�
�
�
�

〃 〃 〃 － 〃

〃

３７％
�
�
�
�

６２．４．１以
後の解散
又は合併
から適用

�
�
�
�

２４．８％
�
�
�
�

６２．４．１以
後の解散
又は合併
から適用

�
�
�
�

〃 〃 〃 － 〃

〃

３５．２％
�
�
�
�

元．４．１以
後の解散
又は合併
から適用

�
�
�
�

〃 〃 〃 〃 － 〃

〃

３３％
�
�
�
�

２．４．１ 以
後の解散
又は合併
から適用

�
�
�
�

〃 〃 〃 〃 － 〃

〃

３０．７％
�
�
�
�

１０．４．１以
後の解散
又は合併
から適用

�
�
�
�

２３．１％
�
�
�
�

１０．４．１以
後の解散
又は合併
から適用

�
�
�
�

〃 〃 〃 － 〃

〃

２７．１％
�
�
�
�

１１．４．１以
後の解散
又は合併
から適用

�
�
�
�

２０．５％
�
�
�
�

１１．４．１以
後の解散
又は合併
から適用

�
�
�
�

〃 〃 〃 －

〃
�
�
�
�

１３．４．１～１８．３．３１
までの間に開始す
る事業年度は課税
停止

�
�
�
�

〃

〃
�
�
�

１３．４．１以
後の解散
から適用

�
�
�

〃
�
�
�

１３．４．１以
後の解散
から適用

�
�
�

〃 〃 〃 －

〃
�
�
�
�

１３．４．１～１８．３．３１
までの間に開始す
る事業年度は課税
停止

�
�
�
�

〃 〃 〃 〃 ４０％
（中小法人は５０％） 年２，０００万円

自己資本比率（自己資本〔同
族関係者からの借入金を含
む。〕／総資産）が３０％に達す
るまでの額（自己資本比率が
３０％未満の中小法人のみ）

〃
�
�
�
�

１８．４．１～２０．３．３１
までの間に開始す
る事業年度は課税
停止

�
�
�
�

〃 〃 〃 〃 ４０％ 〃 － 〃

法 人 税 １１５



２４． 法 人 税 率

適 用 事 業 年 度
区 分

各 事 業 年 度 の 所 得 に 対 す る 税 率

普 通 法 人
協同組合等

公益法人等（注１）

基 本 税 率 軽 減 税 率 右記
以外

公益社団・財
団法人，非営
利型一般社
団・財団法人留保分 配当分 所 得 区 分 留保分 配当分 留保分 配当分

２０．４．１以降開始 ３０％
�
�
�
�

年８００万円以下
資本金１億円以下の法
人のみ

�
�
�
�

２２％
２２％

�
�
�

特定の協同組合
等の所得１０億円
超の部分２６％

�
�
�

２２％

３０％
�
�
年所得８００万円
以下の部分２２％

	



（２０．１２．１以降終了）

２１．４．１以降終了 〃 〃 １８％

２２％
�
�
�
�
�

年所得８００万円
以下の部分１８％，
特定の協同組合
等の所得１０億円
超の部分２６％

�
�
�
�
�

〃
�
�
�
�
�

年所得
８００万
円以下
の部分
１８％

�
�
�
�
�

〃
�
�
年所得８００万円
以下の部分１８％

	



２２．４．１以降開始 〃

�
�
�
�
�
�
�

年８００万円以下
資本金１億円以下の法
人のみ（資本金の額等
が５億円以上である法
人等との間にその法人
等による完全支配関係
があるもの等を除く。）

�
�
�
�
�
�
�

〃 〃 〃 〃

２３．４．１ 〃 〃

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

年８００万円以下
資本金１億円以下の法
人のみ（大法人（資本
金の額等が５億円以上
の法人）等との間にそ
の法人等による完全支
配関係があるもの等及
び１００％グループ内の
複数の大法人に発行済
株式の全部を保有され
ている法人等を除く。）

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

〃 〃 〃 〃

２４．４．１ 〃 ２５．５％ 〃 １５％（注２）

１９％
�
�
�
�
�
�

年所得８００万円
以下の部分１５％
（注２）特定の
協同組合等の年
所得１０億円超の
部分２２％

�
�
�
�
�
�

１９％
�
�
�
�
�
�

年所得
８００万
円以下
の部分
１５％
（注２）

�
�
�
�
�
�

２５．５％
�
�
�

年所得８００万円
以下の部分１５％
（注２）

�
�
�

（注１）他の法律により公益法人等とみなされる次の法人については収益事業から生じた所得に対して普通法人と同じ税率で法人税が課税される。
認可地縁団体，管理組合法人，政党等，防災街区整備事業組合，特定非営利活動法人，マンション建替組合

（注２）平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日の間に終了する各事業年度は１８％，平成２４年４月１日前に開始し，かつ，同日以後に終了する事業年度につ
いては経過措置として１８％，平成２４年４月１日から平成２７年３月３１日の間に開始する各事業年度は１５％。

１１６ 法 人 税



の 推 移（続）

清算所得に対する税率
同族会社の留保金に対する税率

�
�
�
�
�

各事業年度の留保所得金額から次の①，②，③，④の
うち，最も多い金額を控除した金額

年３，０００万円以下 １０％
年３，０００万円超 １５
年 １億円超 ２０

�
�
�
�
�

退職年金等積立
金に対する税率積立金から成る部分 そ の 他

普通法人 協同組合等 普通法人 協同組合等 ①資本金基準 ②所得基準 ③定額基準 ④自己資本比率
基準

非課税
�
�
�
�

積立金から成る部分
については清算所得
に対する法人税を課
さない。

�
�
�
�

２７．１％
�
�
�
�

１３．４．１以
後の解散
又は合併
から適用

�
�
�
�

２０．５％
�
�
�
�

１３．４．１以
後の解散
又は合併
から適用

�
�
�
�

資本金の２５％相
当額からその事
業年度末の利益
積立金額を控除
した金額

４０％ 年２，０００万円

自己資本比率（自己資本〔同
族関係者からの借入金を含
む。〕／総資産）が３０％に達す
るまでの額（自己資本比率が
３０％未満の中小法人のみ）

〃
�
�
�
�

１８．４．１～２０．３．３１
までの間に開始す
る事業年度は課税
停止

�
�
�
�

〃 〃 〃 〃 〃 〃 －

〃
�
�
�
�

２１．４．１～２３．３．３１
までの間に開始す
る事業年度は課税
停止

�
�
�
�

清算所得課税を廃止し，通常の所得課税に移行 〃 〃 〃 － 〃

〃 〃 〃 〃 －

〃
�
�
�
�

２３．４．１～２６．３．３１
までの間に開始す
る事業年度は課税
停止

�
�
�
�

〃 〃 〃 〃 － 〃

（参考）平成２４年４月１日から平成２７年３月３１日までの期間内に最初に開始する事業年度から同日以後３年を経過する日までの期間内の日の属する事業年度
については，基準法人税額の１０％の復興特別法人税が課される。

法 人 税 １１７



（備考）

日 本

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

１． 資本金１億円超の法人の実効税率は，３４．６１％（東京都の場合は３５．６４％）である。
２． 地方税の標準税率は，道府県民税は法人税額の５．０％，市町村民税は法人税額の１２．３％である。
３． 実効税率の計算に当たっては，事業税は，翌期の法人税及び事業税の所得計算上損金に算入されるので，その点を調整している。
４． 平成２０年１０月以降の事業税については，地方法人特別税を含む。
５． ＊の法人税率については，平成２４年４月１日から平成２７年３月３１日の間に開始する各事業年度に適用。
６． 平成２３年度改正前（平成２３年度）の法人課税の税率水準は，次のとおりである。

※括弧書の税率については，平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日までに終了する事業年度について適用。
７． 軽減税率については，大法人（資本金の額が５億円以上の法人等）の１００％子法人及び１００％グループ内の複数の大法人に発行済株式の全部を保
有されている法人等には適用しない。

８． 平成２４年４月１日から平成２７年３月３１日までの期間内に最初に開始する事業年度から同日以後３年を経過する日までの期間内の日の属する事業
年度については，基準法人税額の１０％の復興特別法人税が課される。

２６． 法 人 の 種 類 別 法 人 数，

（備考）１．「国税庁統計年報」による。
２．「法人数」は，平成２２年６月３０日時点での件数であり連結親法人及び子法人の数を含んでいる。
３．「所得金額」及び「税額」については，平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの間に終了した事業年度について，平成２２年７月３１日現在

２５． 法 人 課 税 の
区 分 表 面 税 率

以
下
の
法
人
）

日
本
（
資
本
金
１
億
円

税 目 年４００万円以下 年４００万円超～年８００万円 年８００万円超
法 人 税
道 府 県 民 税
市 町 村 民 税
事 業 税

１９．００％
０．９５
２．３４
４．８９

�
�
�
�

１５．００％
０．７５
１．８５

＊�
�
�
�

１９．００％
０．９５
２．３４
７．２４

�
�
�
�

１５．００％
０．７５
１．８５

＊�
�
�
�

２５．５０％
１．２８
３．１４
９．５９

ア
メ
リ
カ

税 目 年５０千ドル以下 年５０千ドル～７５千ドル 年７５千ドル～１千万ドル １千万ドル超

法 人 税
州 法 人 税

１５．００％
８．８４

２５．００％
８．８４

３４．００％
８．８４

３５．００％
８．８４

イ
ギ
リ
ス

税 目 年 間 利 潤 額
３０ 万 ポ ン ド 以 下

年 間 利 潤 額
３０ 万 ポ ン ド 超

法 人 税 ２０．００％ ２４．００％

ド

イ

ツ

税 目

法 人 税
営 業 税

１５．００％
１３．６５

フ
ラ
ン
ス

税 目

法 人 税 ３３⅓％

区 分 法 人 数
所 得 金 額

税 額
利 益 欠 損

内 国 法 人
普 通 法 人
会 社 等 ２，８３９，０８３ ２８３，９３２ ２３４，４３２
う ち 特 定 目 的 会 社 １，４０３ ４７ ２，９２４
企 業 組 合 １，８４３ ２４ ２５
医 療 法 人 ４５，６１８ ７，８５０ １，５９７
（旧）中 間 法 人 ２６３ ４ ７
小 計 ２，８８６，８０７ ２９１，８０９ ２３６，０６１ ７７，２９９

人 格 の な い 社 団 等 １３，０４２ １１３ １７４ ２４
協 同 組 合 等
農 業 協 同 組 合 及 び 同 連 合 会 ３，１７９ ６，３５２ ２５２

区 分 年４００万円以下 年４００万円超～年８００万円 年８００万円超
表
面
税
率

法 人 税 ２２．００％ �
�
�
�

１８．００％�
�
�
�

２２．００％ �
�
�
�

１８．００％�
�
�
�

３０．００％
道府県民税 １．１０ ０．９０ １．１０ ０．９０ １．５０
市町村民税 ２．７１ ２．２１ ２．７１ ２．２１ ３．６９
事 業 税 ４．８９ ７．２４ ９．５９

調 整 後 ２９．２６ ３０．８２ ３６．０４

１１８ 法 人 税



で調査したものである。
４．「税額」欄は，所得金額及び留保金額に対する税額から，所得税額等の税額控除を差し引いた税額を示す。
５．「（旧）中間法人」には， 無限責任中間法人のほか，一部の一般社団・財団法人が含まれている。

アメリカ

�
�
�
�
�
�

１． 課税所得１０万ドル超の法人については，所得が１０万ドルを超える部分の５％相当額（１１，７５０ドルを限度とする。）を，課税所得１千５百万ド
ル超の法人については，所得が１千５百万ドルを超える部分の３％相当額（１０万ドルを限度とする。）を，上記税率を用いて計算した額に加算
して法人税額とする。

２． 実効税率の計算に当たっては，州法人税（ロサンゼルス市を例にとった。）は連邦税の計算上損金に算入されるので，その点を調整している。
なお，ニューヨーク市の実効税率は４５．６７％である。

イギリス

�
�
�
�
�
�
�

１． 年間利潤額とは，法人の課税所得に，受取配当額（グループ内の他の法人から受け取ったものを除く。）及びその９０分の１０相当額を加算した
額である。

２． 年間利潤額３０万～１５０万ポンドの法人については，課税所得に２８％の税率を乗じて税額を算出した後，（１５０万ポンド－年間利潤額）×
課税所得
年間利潤額×

７
４００を算出税額から控除する。

３． イギリスの法人税率は，２０１３年４月より２３％，２０１４年４月より２２％に引き下げられる予定。

ド イ ツ�
�
１． 営業税は市町村税であるが，ここでは２０１０年の全ドイツ平均値を用いている。
２． 実効税率の計算においては，付加税（法人税額に対して５．５％の税率で課税）を加算している。

所 得 金 額 及 び 税 額（平成２１年度）

税 率 の 国 際 比 較
調 整 後

年４００万円以下 年４００万円超～年８００万円 年８００万円超

１８．１１％
０．９１
２．２３
４．６６

�
�
�
�
�

１４．３０％
０．７２
１．７６
４．６６

＊�
�
�
�
�

１７．７２％
０．８９
２．１８
６．７５

�
�
�
�
�

１３．９９％
０．７０
１．７２
６．７５

＊�
�
�
�
�

２３．２７％
１．１６
２．８６
８．７５

（計） ２５．９１（（計）２１．４４） （計） ２７．５４（（計）２３．１６） （計） ３６．０４

年５０千ドル以下 年５０千ドル～７５千ドル 年７５千ドル～１千万ドル １千万ドル超

１３．６７％
８．８４

２２．７９％
８．８４

３０．９９％
８．８４

３１．９１％
８．８４

（計） ２２．５１％ （計） ３１．６３％ （計） ３９．８３％ （計） ４０．７５％

年 間 利 潤 額
３０ 万 ポ ン ド 以 下

年 間 利 潤 額
３０万～１５０万ポンド超

年 間 利 潤 額
１５０ 万 ポ ン ド 超

２０．００％ ２０．００～２４．００％ ２４．００％

１５．８３％
１３．６５

（計） ２９．４８％

３３⅓％

（計） ３３⅓％

区 分 法 人 数
所 得 金 額

税 額
利 益 欠 損

消 費 生 活 協 同 組 合 及 び 同 連 合 会 ６８３ ９６０ １６０

中小企業協同組合（企業組合を除く。） １６，７１３ ５１２ ２８８

漁業生産組合，漁業協同組合及び同連合会 ２，０２７ １１４ １９８

森 林 組 合 及 び 同 連 合 会 ３，２３０ ７２ ２４

そ の 他 ２１，０５０ ３，９３２ １，７２２

小 計 ４６，８８２ １１，９４１ ２，６４４ ２，４０１

公 益 法 人 等 ４５，４９０ ２，３６８ ２，６０９ ４９３

外 国 法 人 ５，８００ ３，３５５ ４，０１４ ９６４

小 計 ２，９９８，０２１ ３０９，５８６ ２４５，５０３ ８１，１８２

連 結 法 人 － ２３，００７ ２４，１９８ ４，３４６
合 計 ２，９９８，０２１ ３３２，５９２ ２６９，７００ ８５，５２８

（単位 件，億円）

法 人 税 １１９



（備考）１． 国税庁「会社標本調査結果」による。
２． 平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの間に終了した事業年度について，平成２３年７月３１日現在で調査したものである。
３． 決算期が年２回以上の法人の所得金額は上期と下期の合計額により，「利益」の事業年度と「欠損」の事業年度がある場合は，利益事業年度の
所得金額は「利益計上法人」欄に含め，欠損事業年度の欠損金額は「欠損法人」欄に含めた。

２８． 法人数（普通法人）の業種別の資本金階級別表（平成２２年度）

（備考） １． 国税庁「会社標本調査結果」による。
２． 平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの間に終了した事業年度について，平成２３年７月３１日現在で調査したものである。
３． 本表は，連結法人を除いている。
４． 相互会社は実態に即して便宜的に資本金１００億円の階級として集計している。

２７． 法 人 の 資 本 金 階 級 別 の 所 得

資本金階級

所得階級

番

号

５００万円未満 ５００万円以上 １，０００万円以上 ５，０００万円以上 １億円以上

法人数 金 額 法人数 金 額 法人数 金 額 法人数 金 額 法人数 金 額

利 益 計 上 法 人
１００万円 未 満 １ １１８，８８２ ４５８ ３２，８８８ １３１ ７６，９４２ ３２２ ２，３３１ １１ ４１３ ２

１００万円 以 上 ２ ３８，２０７ ５７４ １１，８５３ １７５ ３７，５６０ ５１４ １，７１９ ２３ ２５４ ４

２００万円 〃 ３ ２２，２９７ ５７５ ７，１３６ １７９ ２３，７４２ ５５４ １，２４２ ２８ ２３５ ６

３００万円 〃 ４ ２５，１８３ １，０３２ ８，９９５ ３５５ ３１，７３１ １，１７７ １，９１３ ６９ ４２９ １６

５００万円 〃 ５ ２６，１２８ １，９２５ １０，８１０ ７６８ ４５，８０４ ３，１１８ ３，０９２ ２０８ ６９６ ４９

１，０００万円 〃 ６ １３，８７６ ２，０２４ ６，６０１ ９０７ ３８，４６３ ５，２０４ ３，９０６ ５１９ １，０５２ １４５

２，０００万円 〃 ７ ７，３１８ ２，２８３ ４，１６９ １，２０７ ３５，９６４ １０，８５７ ５，８３５ １，７５０ ２，０８２ ６６７

５，０００万円 〃 ８ １，６９０ １，１８１ １，０３１ ６７６ １４，３９２ ９，６６２ ４，１３１ ２，６８０ ２，１２１ １，４６５

１億円 〃 ９ ６５８ ９００ ３９４ ５１２ ６，６９９ ８，９２５ ３，０７１ ３，８８５ ２，１３３ ２，９５４

２億円 〃 １０ ２８２ ８４８ １１１ ３０７ ３，１８４ ９，１３４ ２，３２２ ６，３８５ ２，８５３ ８，８７１

５億円 〃 １１ ４５ ２８１ ２０ １２９ ６４４ ４，１８０ ６４９ ３，９５６ １，２５５ ８，４１４

１０億円 〃 １２ １２ ２６９ ６ １４１ ２２１ ４，５７１ ２９６ ４，８２８ １，０２５ ２３，０４６

計 １３ ２５４，５７８ １２，３５０ ８４，０１４ ５，４８７ ３１５，３４６ ５８，２１６ ３０，５０７ ２４，３４１ １４，５４８ ４５，６３８

欠 損 法 人 １４ ８８８，９１５ ２０，２８４ ２４９，２７７ ７，５９３ ６８４，３０８ ４３，９００ ３６，８１７ １０，４２４ １５，０５６ １６，０７７

資本金階級
業種

１００ 万
円未満

１００ 万
円以上

５００ 万
円以上

１，０００万
円以上

５，０００万
円以上

１億円
以 上

１０億円
以 上

５０億円
以 上

１００ 億
円以上 合 計

農 林 水 産 業 １，６５３ １４，０５２ ５，４１４ ４，７２０ ５１４ １２２ ４ １ ２ ２６，４８２

鉱 業 ３３ ９３６ ５３８ ２，１７２ １７４ ８４ ３９ １６ ２２ ４，０１４

建 設 業 ８，４３０ １６８，７５８ ７０，１６４ １５４，０８２ ６，１４４ １，３６５ １４９ ５２ ３６ ４０９，１８０

繊 維 工 業 ２９１ ３，８１２ １，３８８ ７，０７６ ３４４ １５０ １７ ９ ８ １３，０９５

化 学 工 業 ５２５ ９，３５１ ３，９００ １７，４６８ ２，４４５ １，３８４ ３１４ ８８ １２４ ３５，５９９

鉄 鋼 金 属 工 業 ６６３ １９，３６８ ７，２１６ ２４，００４ ２，０４９ ７２０ １２０ ４４ ４２ ５４，２２６

機 械 工 業 １，１９７ ２８，５０４ １０，７８２ ３６，８９８ ４，０７４ ２，０８８ ４２７ １２９ １７７ ８４，２７６

食 料 品 製 造 業 １，３１７ １６，８４０ ６，２７６ １９，１３０ １，５６６ ８３４ １３０ ３２ ４０ ４６，１６５

出 版 印 刷 業 ８４０ １６，１０４ ４，５１８ ２０，７２９ ９８４ ３８４ ３６ ５ ６ ４３，６０６

そ の 他 の 製 造 業 １，７３７ ３４，１１７ １１，９７４ ３６，２５６ ２，９０７ １，０９２ １３５ ３６ ４２ ８８，２９６

卸 売 業 ３，７７１ ９５，８６８ ２４，１１８ １２０，５５４ １０，０９５ ４，３０８ ４２２ ７７ ７３ ２５９，２８６

小 売 業 １２，２７０ １６７，９０３ ５０，９９８ １００，８５８ ５，５８３ １，４７３ ２０５ ３４ ６６ ３３９，３９０

料 理 飲 食 旅 館 業 ５，３９１ ６０，５６０ １７，３４０ ２５，０７２ ２，５９５ ９０９ １０３ １８ １２ １１２，０００

金 融 保 険 業 ４，４３４ ２５，０１１ ３，７２６ １１，９１８ １，６００ １，８５６ ６８０ １７８ ３６７ ４９，７７０

不 動 産 業 ９，４４０ １１０，９２４ ２８，４４２ １１９，３１３ ７，９０２ ３，００８ ２０３ ３８ ４０ ２７９，３１０

運輸通信公益事業 １，１７９ １９，４２０ １４，１１８ ３８，７１４ ３，６２７ ２，２４８ ３８６ ５７ １１７ ７９，８６６

サ ー ビ ス 業 ４１，６７２ ２４７，２９１ ５８，４３２ ２３２，１６７ １２，７０５ ６，８２４ ５５０ ８０ ９９ ５９９，８２０

企 業 組 合 ５８０ ６０６ ２３７ ２０５ １８ ５ ０ ０ ０ １，６５１

相 互 会 社 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ５ ５

医 療 法 人 ３，７３４ ４，９１１ １３，７１０ ２８，３１８ １，９９８ ７５０ ３ ２ １ ５３，４２７

計 ９９，１５７ １，０４４，３３６ ３３３，２９１ ９９９，６５４ ６７，３２４ ２９，６０４ ３，９２３ ８９６ １，２７９ ２，５７９，４６４

（単位 社）

１２０ 法 人 税



２９． 法 人 数 の 累 年 比 較

（備考）１．「国税庁統計年報書」による。
２．「法人数」は平成２２年６月３０日現在の内国法人（人格のない社団等を除く。）の数である。
３． 平成１９年度以降は，連結法人を含んでいる。

階 級 別 表（平成２２年度）

１０億円以上 １００億円以上 合 計 番

号法人数 金 額 法人数 金 額 法人数 金 額

１１ ０ － － ２３１，４６７ ９２４ １
１７４ ３ ２９ １ ８９，７９６ １，２９３ ２
２２ １ １３ ０ ５４，６８７ １，３４２ ３
１７ １ ２ ０ ６８，２７０ ２，６４９ ４
３３ ２ ２ ０ ８６，５６５ ６，０７１ ５
２７ ４ ６ １ ６３，９３１ ８，８０４ ６
６３ ２１ ３ １ ５５，４３４ １６，７８６ ７
１２４ ９１ １３ １０ ２３，５０２ １５，７６４ ８
１９３ ２９１ １４ ２０ １３，１６２ １７，４８７ ９
４０４ １，３８８ ２４ ７８ ９，１８０ ２７，０１１ １０
４１０ ２，９４５ ４１ ３１５ ３，０６４ ２０，２１９ １１

１，１４５ ４８，７８７ ５０１ １００，７０１ ３，２０６ １８２，３４３ １２
２，６２３ ５３，５３４ ６４８ １０１，１２７ ７０２，２６４ ３００，６９２ １３
２，１９６ １３，７１２ ６３１ ３０，５６１ １，８７７，２００ １４２，５５２ １４

区 分
普 通 法 人 協 同 組 合 等 公 益 法 人 等 計

法 人 数 割 合 法 人 数 割 合 法 人 数 割 合 法 人 数 割 合

昭和４５年分…… ９８６，８２５ ９４．８ ４８，４８８ ４．７ ４，８４７ ０．５ １，０４０，１６０ １００．０

５０………… １，３４６，４７６ ９５．４ ５４，６１５ ３．９ ９，５１９ ０．７ １，４１０，６１０ １００．０

５５………… １，６４５，５８９ ９５．８ ６０，１７２ ３．５ １２，４４２ ０．７ １，７１８，２０３ １００．０

６０………… １，９０２，９５６ ９６．０ ６１，８３２ ３．１ １７，８４６ ０．９ １，９８２，６３４ １００．０

平成 ５………… ２，５６１，８３０ ９６．９ ５７，８４２ ２．１ ２２，３６７ ０．８ ２，６４２，０３９ １００．０

６………… ２，６０８，４４４ ９７．０ ５７，６２６ ２．１ ２２，９１２ ０．９ ２，６８８，９８２ １００．０

７………… ２，６５０，２０１ ９７．０ ５７，４５２ ２．１ ２３，４７０ ０．９ ２，７３１，１２３ １００．０

８………… ２，６９４，８１４ ９７．１ ５７，１２４ ２．１ ２４，０７５ ０．９ ２，７７６，０１３ １００．０

９………… ２，６６７，６８９ ９７．０ ５６，７２１ ２．１ ２４，６８９ ０．９ ２，７４９，０９９ １００．０

１０………… ２，６９９，８８１ ９７．１ ５６，０５２ ２．０ ２５，３７４ ０．９ ２，７８１，３０７ １００．０

１１………… ２，７３０，４８２ ９７．１ ５５，３９３ ２．０ ２５，９８０ ０．９ ２，８１１，８５５ １００．０

１２………… ２，７６６，４５７ ９７．１ ５５，０６７ １．９ ２６，４５９ ０．９ ２，８４７，９８３ １００．０

１３………… ２，７９１，８４１ ９７．１ ５４，３１３ １．９ ２７，９５７ １．０ ２，８７４，１１１ １００．０

１４………… ２，８０６，３４７ ９７．１ ５３，６１３ １．９ ３０，３９７ １．１ ２，８９０，３５７ １００．０

１５………… ２，７９０，４８９ ９７．０ ５２，５２９ １．８ ３２，６３１ １．１ ２，８７５，６４９ １００．０

１６………… ２，８０９，６９１ ９７．０ ５１，７２４ １．８ ３５，５１１ １．２ ２，８９６，９２６ １００．０

１７………… ２，８３０，６９１ ９６．９ ５１，０１９ １．７ ３８，５１１ １．３ ２，９２０，２２１ １００．０

１８………… ２，８５３，４３８ ９６．９ ５０，２７７ １．７ ４０，９９２ １．４ ２，９４４，７０７ １００．０

平成１９年度…… ２，８９２，５６７ ９６．９ ４８，５９４ １．６ ４３，２７８ １．５ ２，９８４，４３９ １００．０

２０………… ２，８９０，９２８ ９６．９ ４７，６３５ １．６ ４４，３３１ １．５ ２，９８２，８９４ １００．０

２１………… ２，８８６，８０７ ９６．９ ４６，８８２ １．６ ４５，４９０ １．５ ２，９７９，１７９ １００．０

所得階級

番

号

連結法人

法人数 金 額

利 益 計 上 法 人
１００万円 未 満 １ ８ ０

１００万円 以 上 ２ ３ ０

２００万円 〃 ３ ６ ０

３００万円 〃 ４ ２ ０

５００万円 〃 ５ １５ １

１，０００万円 〃 ６ １３ ２

２，０００万円 〃 ７ ３２ １０

５，０００万円 〃 ８ ２７ ２０

１億円 〃 ９ ２６ ３６

２億円 〃 １０ ４１ １２５

５億円 〃 １１ ２９ ２２３

１０億円 〃 １２ ８７ ２３，２４１

計 １３ ２８９ ２３，６５９

欠 損 法 人 １４ ６０１ ２３，６２３

（単位 社，億円） （単位 社，億円）

（単位 社，％）

法 人 税 １２１



３０． 法 人 税 制

税

率

法人税
⑴ 「各事業年度の所得」については
① 普通法人
イ 資本金１億円以下のもの

（年８００万円以下の所得）
６３年度 平元 平２ 平１０ 平１１ 平２１（注１）平２４～（注１）

留 保 分 ３０％ ２９％
配 当 分 ２４％ ２６％

�
� ２８％ ２５％ ２２％ １８％ １５％

（年８００万円超の所得）
６３年度 平元 平２ 平１０ 平１１ 平２４～

留 保 分 ４２％ ４０％
配 当 分 ３２％ ３５％

�
� ３７．５％ ３４．５％ ３０％ ２５．５％

ロ 資本金１億円超のもの
６３年度 平元 平２ 平１０ 平１１ 平２４～

留 保 分 ４２％ ４０％
配 当 分 ３２％ ３５％

�
� ３７．５％ ３４．５％ ３０％ ２５．５％

② 公益法人等
イ 下記以外のもの

６３年度 平１０ 平１１ 平２１ 平２４～
２７％ ２５％ ２２％ ２２％ １９％
（年８００万円以下の所得） 平２１ 平２４～

１８％＊（注１）１５％＊（注１）
ロ 公益社団・財団法人，非営利型一般社団・財団法人

（年８００万円以下の所得） （年８００万円超の所得）
平２０ 平２１（注１）平２４～（注１） 平２０ 平２４～
２２％ １８％ １５％ ３０％ ２５．５％

③ 協同組合等※
６３年度 平元 平２ 平１０ 平１１ 平２１ 平１４～

留 保 分 ２７％ ２７％
配 当 分 ２２％ ２５％

�
� ２７％ ２５％ ２２％ ２２％ １９％

（年８００万円以下の所得） 平２１ 平２４～
１８％＊（注１）１５％＊（注１）

※特定の協同組合等の年１０億円超の所得金額に係る税率は２２％

（注１）平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日の間に終了する各事業年度は１８％，平成２４年４月１日前に開
始し，かつ，同日以後に終了する事業年度については経過措置として１８％，平成２４年４月１日から平
成２７年３月３１日の間に開始する各事業年度は１５％。

（注２）普通法人の軽減税率については，大法人（資本金の額が５億円以上の法人等）の１００％子法人及び１００％
グループ内の複数の大法人に発行済株式の全部を保有されている法人等には適用しない。

⑵ 「清算所得」については
６３年度 平元 平２ 平１０ 平１１ 平２２～

① 普 通 法 人 ３７％ ３５．２％ ３３％ ３０．７％ ２７．１％�
�
通常の所得
課税に移行② 協同組合等 ２４．８％ ２４．８％ ２４．８％ ２３．１％ ２０．５％

所

得

の

計

算
（
主

な

も

の
）

⑴ 受取配当等の益金不算入
完全子法人株式等及び関係法人株式等（株式保有割合２５％以上）以外の株式等に係る受取配当等（負債利
子控除後の金額。以下同じ。）についてはその５０％相当額が益金不算入，完全子法人株式等及び関係法人株
式等に係る受取配当等についてはその全額（関係法人株式等に係る受取配当等は，負債利子控除後の金額）
が益金不算入とされる。
（注）受取配当等には，証券投資信託（信託財産の７５％超を株式又は外貨建資産で運用できるものを除く。）
の収益分配金の２分の１（信託財産の５０％超７５％以下を株式で運用できるもの又は外貨建資産で運用で
きるものは，４分の１）を含む。

⑵ 外国子会社からの受取配当等の益金不算入
外国子会社（株式保有割合２５％以上）の株式等に係る受取配当等についてはその９５％相当額（受取配当等
の５％相当額を経費とみなして控除）が益金不算入とされる。

⑶ 有価証券の期末評価方法
売買目的の有価証券については時価法，その他の有価証券については原価法による。

１２２ 法 人 税



度 の 概 要

所

得

の

計

算
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主

な
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の

）（
続
）

⑷ 棚卸資産の期末評価方法
原価法又は低価法（期末の一般的な時価）による。ただし，トレーディング目的の棚卸資産については，

時価法による。
⑸ 減価償却（後掲）
⑹ 引当金
① 貸倒引当金
イ 銀行，保険会社その他これらに類する法人及び中小法人等（※）の貸倒引当金の繰入限度額は，期末
貸金を個別に評価する貸金（その一部につき回収が不能となった債権に限る。）と一括して評価するそ
の他の貸金とに区分してそれぞれ計算する。個別に評価する貸金については債務者ごとに貸倒れが見込
まれる事由に応じた回収不能見込額を計算し，一括して評価する貸金については実績繰入率（過去３年
間の貸倒実績率）を乗じて貸倒見込額を計算する。
（※）これらの法人以外の法人の平成２４年度から平成２６年度までの間に開始する各事業年度については，

平成２３年度改正前の損金算入限度額に対して，平成２４年度は４分の３，平成２５年度は４分の２，平成２６
年度は４分の１の引当てができる。

ロ 中小法人については，実績繰入率に代えて法定繰入率（租税特別措置）を適用できる。（本特例につ
いては，大法人（資本金の額が５億円以上の法人等）の１００％子法人及び１００％グループ内の複数の大法
人に発行済株式の全部を保有されている法人等には適用しない。）

② 賞与引当金
賞与引当金の積立ては認められない。

（注）賞与は，その支払をする日の属する事業年度の損金の額に算入する。ただし，事業年度末までに支
給する賞与の額が受給者に通知され，その後すみやかに（１ヵ月以内が限度）支払われるものである
こと等の要件に該当するものについては，未払費用として損金の額に算入できる。

③ 退職給与引当金
退職給与引当金の積立ては認められない。なお，廃止前の退職給与引当金勘定の金額については，平成

１４年度から４年間（中小法人及び協同組合等については，１０年間）で取り崩される。
④ 製品保証等引当金
製品保証等引当金の積立ては認められない。

⑤ 特別修繕引当金
特別修繕引当金の積立ては認められないが，一定の船舶が定期検査を受けるための修繕に要する費用の

支出に備えるための特別修繕準備金（租税特別措置）の積立てが認められる。平成２３年度改正により特別
修繕準備金の対象から除外された銑鉄製造用の溶鉱炉及び熱風炉等に係る準備金として積み立てられた金
額については，平成２４年度から４年間（中小法人及び協同組合等については，１０年間）で取り崩される。

⑥ 返品調整引当金（省略）
⑺ 収益計上基準の特例
① 長期工事に係る収益計上の特例
イ 工事（製造及びソフトウェアの開発を含む。）のうち，工事期間が１年以上で，かつ，請負金額１０億
円以上のもの（長期大規模工事）の請負については，工事進行基準により各事業年度の収益の額及び費
用の額を計算する。

ロ 長期大規模工事以外の工事の請負については，工事進行基準と工事完成基準のいずれかにより各事業
年度の収益の額及び費用の額を計算することができる。

② 割賦販売等に係る収益計上の特例
賦払期間が２年以上であること等所定の要件を満たす商品の割賦販売等及び資産の売買とみなされる

リース取引による資産の譲渡については，延払基準により収益の額及び費用の額を計算することができ
る。

法
人
社
内
留
保
課
税

特定同族会社の留保金課税
法人が特定同族会社に該当する場合で，留保金額が留保控除額（①所得等の金額の４０％相当額，②２，０００万

円，③資本金の２５％相当額から利益積立金額を控除した金額のうち最も多い金額）を超えるときは，通常の法
人税に加え，その超える部分に対して特別税率（年３，０００万円以下の部分は１０％，年１億円以下の部分は１５％，
年１億円超の部分は２０％）を適用して計算した留保税額が課される。

法 人 税 １２３



３０． 法 人 税 制

保
課
税（
続
）

法
人
社
内
留

特定同族会社とは，１株主グループ（その同族関係者を含む。）による持株割合等が５０％を超える会社（資
本金又は出資金の額が１億円以下の会社を除く。（資本金の額が１億円以下の法人のうち大法人（資本金の額
が５億円以上の法人等）の１００％子法人及び１００％グループ内の複数の大法人に発行済株式の全部を保有されて
いる法人等については，特定同族会社の範囲から除外しない。））をいう。

租

税

の

特

別

減

免

⑴ 試験研究を行った場合の法人税額の特別控除（措法４２の４）
① 試験研究費の総額に係る税額控除制度…試験研究費の総額に対し，試験研究費割合に応じ８％～１０％相
当額の税額控除（当期の法人税額の２０％（平成２１．４．１～平成２４．３．３１までの間に開始する事業年度につい
ては３０％）相当額を限度とする。）ができる。
試験研究費割合とは，試験研究費の総額の売上金額（当期を含む４年間の平均売上金額）に対する割合

である。
② 特別試験研究費の税額控除制度…大学，公的研究機関等との共同試験研究・委託試験研究又は希少疾病
用医薬品若しくは希少疾病用医療機器に関する試験研究について，①と合わせてこれらの試験研究に係る
試験研究費の額の１２％相当額の税額控除（①の税額控除と合計して当期の法人税額の２０％（平成２１．４．１～
平成２４．３．３１までの間に開始する事業年度については３０％）相当額を限度とする。）ができる。

③ 中小企業技術基盤強化税制…中小企業者等の試験研究費について，上記①，②の税額控除制度の適用に
代えて，試験研究費の総額の１２％相当額の税額控除（当期の法人税額の２０％（平成２１．４．１～平成２４．３．３１
までの間に開始する事業年度については３０％）を限度とする。）ができる。
控除限度超過額については，当期の試験研究費の総額が前期の試験研究費の総額を超えるときは，１年

間の繰越し（上記①～③の税額控除と合計して当期の法人税額の２０％を限度とする。）ができる。
なお，平成２１，２２年度に生じる税額控除限度超過額について，平成２３，２４年度において税額控除の対象と
する。この場合に，繰越控除の適用を受けることができる限度額は，当期の法人税額の３０％とする。
④ 上記①～③の基本制度とは別枠で，平成２０．４．１～平成２６．３．３１までの間に開始する各事業年度において，
下記イ，ロの選択適用により，税額控除の上乗せ措置（当期の法人税額の１０％相当額を限度とする。）が
講じられている。
イ 当期の試験研究費の額が比較試験研究費の額を超え，かつ，基準試験研究費の額を超える場合 比較
試験研究費を超える部分の５％相当額

ロ 当期の試験研究費の額が平均売上金額の１０％相当額を超える場合 超える部分に超過税額控除割合
（当期の試験研究費割合から１０％を控除した割合に０．２を乗じて計算した割合）を乗じて計算した金額

⑵ エネルギー環境負荷低減推進設備等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除（措法４２の５）
指定期間（平成２３．４．１～平成２６．３．３１）内にエネルギー環境負荷低減推進設備等を取得等した場合に，取

得価額の３０％相当額の特別償却と７％の税額控除（当期の法人税額の２０％相当額を限度とする。）とのいず
れかの選択ができる（ただし，中小企業者等以外の法人は，税額控除を選択できない。）。控除限度超過額に
ついては，１年間の繰越しができる。なお，平成２４．７．１～平成２５．３．３１の間に一定の太陽光又は風力利用設
備等を取得等した場合には既時償却ができる。

⑶ 中小企業投資促進税制（措法４２の６）
中小企業者等が指定期間（平成１０．６．１～平成２６．３．３１）内に特定機械装置等を取得等した場合に，基準取
得価額の３０％の特別償却と７％の税額控除（当期の法人税額の２０％相当額を限度とする。）とのいずれかの
選択ができる（ただし，中小企業者等のうち，資本金３，０００万円超の法人は，税額控除を選択できない。）。
控除限度超過額については，１年間の繰越しができる。

⑷ 沖縄の特定地域において工業用機械等を取得した場合の法人税額の特別控除（措法４２の９）
製造業者等が平成１４．４．１～平成２９．３．３１の内一定の期間内に次の地区内において工業用機械等を取得等し

た場合に，取得価額の１５％（建物等については８％）の税額控除（当期の法人税額の２０％相当額を限度とす
る。）ができる。
控除限度超過額については，４年間の繰越しができる。

① 観光地形成促進地域
② 情報通信産業振興地域
③ 産業高度化・事業革新促進地域
④ 国際物流拠点産業集積地域
⑤ 金融業務特別地区

１２４ 法 人 税
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⑸ 国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除（措法４２の１１）
総合特別区域法の指定法人が指定期間（総合特別区域法の施行の日～平成２６．３．３１）内に国際戦略総合特
別区域内において特定機械装置等を取得等した場合に，取得価額の５０％（建物等については２５％）の特別償
却と１５％（建物等については８％）の税額控除（当期の法人税額の２０％相当額を限度とする。）とのいずれ
かの選択ができる。
控除限度超過額については１年間の繰越しができる。

⑹ 雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除（措法４２の１２）
適用年度（平成２３．４．１～平成２６．３．３１までの間に開始する各事業年度）及び適用年度の前事業年度におい

て会社都合の離職者がいないことについて公共職業安定所の長に証明された法人が，当該適用年度末の雇用
者のうち雇用保険一般被保険者の数が前事業年度末に比して５人以上（中小企業者等については，２人以
上），かつ，１０％以上増加したこと等について公共職業安定所の長に証明された場合に，２０万円に増加した
雇用保険一般被保険者の数を乗じた金額の税額控除（当期の法人税額の１０％（中小企業者等については２０％）
相当額を限度とする）ができる。

⑺ 沖縄の認定法人の所得の特別控除（措法６０）
沖縄振興特別措置法の認定を平成２９．３．３１までに受けた法人で次の地区内において新たに設立されたもの

については，その設立後１０年間，その地区内で行われる特定情報通信事業等に係る所得の４０％相当額（金融
業務特別地区内で金融業務を行う法人については，その金融業務に従事する者の人件費の２０％相当額を限度
とする。）の損金算入ができる。
① 情報通信産業特別地区
② 国際物流拠点産業集積地域
③ 金融業務特別地区

⑻ 国際戦略総合特別区域における指定特定目的法人の課税の特例（措法６０の２）
総合特別区域法の指定を平成２６．３．３１までに受けた指定特定事業法人については，その指定後５年間，国

際戦略総合特別区域内において行われる当該指定に係る事業のうち一定のものに係る所得の金額の２０％相当
額の損金算入ができる。

⑼ 認定研究開発事業法人等の課税の特例（措法６１）
特定多国籍企業による研究開発事業等の促進に関する特別措置法の認定を平成２６．３．３１までに受けた法人

については，その認定後５年間，次の所得の金額の２０％相当額の損金算入ができる。
・研究開発事業計画の認定を受けた認定研究開発事業者の当該計画に記載された研究開発事業に係る所得の
金額

・統括事業計画の認定を受けた認定統括事業者の当該計画に記載された統括事業に係る所得の金額

合
の
課
税
の
特
例

支
出
が
あ
る
場

使
途
秘
匿
金
の

平成６．４．１から平成２６．３．３１までの間の法人の使途秘匿金の支出に対しては，通常の法人税に加え，４０％の法
人税の追加課税を行う。（措法６２）
�
�
�
�
�

使途秘匿金の支出とは，法人がした金銭等の支出のうち，相当の理由がなく，その相手先の氏名・住所
及びその事由を帳簿書類に記載していないものをいう。ただし，商品の仕入れ等取引の対価の支払として
支出されたものであることが明らかなものは除かれる。

欠
損
金
の
繰
越
し
繰
戻
し

⑴ 法人の各事業年度開始の日前９年以内（注）に開始した事業年度において生じた次の欠損金額については
損金の額に算入する。
ただし，所得金額の８０％相当額を限度とする（中小法人等を除く）。
① 青色申告書を提出した事業年度の欠損金額
② 確定申告書を提出した事業年度の災害による損失に係る欠損金額
（注）平成２０年３月３１日以前に終了した事業年度については７年以内に生じた欠損金額が対象。

⑵ 青色申告法人の欠損金額については１年間の繰戻還付ができる。
（注）資本金の額が１億円超の法人の平成４．４．１から平成２６．３．３１までの間に終了する事業年度において生じ

た欠損金については，解散，事業の全部の譲渡，更生手続の開始等の事実が生じた場合を除いて，繰戻
し還付制度は適用されない（措法６６の１３）。（繰戻還付制度について，大法人（資本金の額が５億円以上
の法人等）の１００％子法人及び１００％グループ内の複数の大法人に発行済株式の全部を保有されている法
人等についても不適用とする。）

法 人 税 １２５



３０． 法 人 税 制 度 の 概 要（続）

納

期

⑴ 期限内申告の場合
事業年度が６ヶ月以下の法人は確定申告書の提出期限（各事業年度終了の日から２ヶ月以内。ただし，会計

監査人の監査等の理由により決算が確定しないと認められる場合には，税務署長の承認を受け，原則として３
ヶ月以内）
事業年度が６ヶ月を超える法人は最初の６ヶ月間に係る中間申告書の提出期限（事業年度開始後６ヶ月を経

過した日から２ヶ月以内），決算確定の際の確定申告書の提出期限（事業年度終了の日から２ヶ月以内。ただ
し，会計監査人の監査等の理由により決算が確定しないと認められる場合には，税務署長の承認を受け，原則
として３ヶ月以内）
なお，申告期限の延長が認められた場合には，その延長された期間に応じ利子税が徴収される。

⑵ 期限後申告の場合は申告書提出の日
（注）災害その他やむを得ない事情により決算が確定しないときは税務署長の指定した日までに申告納税する
ことができる。
修正申告による納税額の納期は修正申告書提出の日である。

そ
の
他
の
法
人
課
税

（
備

考
）

事 業 税 年所得４００万円以下 ４．８９％ ８００万円以下 ７．２４％ ８００万円超 ９．５９％
道府県民税 法人税額の ５％
市町村民税 〃 １２．３％
（注）税率は標準税率である。

資本金１億円超の法人については，平成１６年４月１日以後に開始する事業年度から，外形標準課税（付
加価値割（０．４８％），資本割（０．２％））が導入され，事業税の所得割に係る税率は，所得４００万円以下は
３．８％，８００万円以下は５．５％，８００万円超は７．２％である。
法人事業税には，地方法人特別税を含む。

（
参

考
）
資

産

再

評

価

⑴ 第１次再評価
昭２５．１．１～１０．３０の期間
再評価差額に対して６％課税

⑵ 第２次再評価
昭２６．１．１～９．３０の期間
課税条件は第１次に同じ

⑶ 第３次再評価
昭２８．１．１から２年間
再評価差額に対して６％課税。ただし，減価償却資産について，最低限度以上の再評価を行った者に対し

ては，一定方法により減免
⑷ 第４次再評価
中小企業を対象として，昭３２．１．１から１年間
再評価差額に対して１．５％課税

１２６ 法 人 税



３１． 連 結 納 税 制 度 の 概 要
連結納税制度とは，親法人である内国法人とその内国法人との間に完全支配関係がある他の内国法人のすべてを一の納税単位
として計算した各連結事業年度の連結所得に対する法人税について，その親法人である内国法人が申告・納付する制度である。

び
納
税
義
務

適
用
法
人
及

内国法人（普通法人又は協同組合等に限る。）及びその内国法人との間にその内国法人による完全支配関係
がある他の内国法人（普通法人に限る。）のすべてが，その内国法人を納税義務者として法人税を納めること
につき国税庁長官の承認を受けた場合には，これらの法人は，その内国法人を納税義務者として法人税を納め
るものとする。
なお，連結納税の承認の取消しの処分又は取りやめの承認を受けた法人は，５年間，連結納税の適用法人に

はならない。

適

用

方

法

等

⑴ 承認申請等
① 原則
最初の連結事業年度としようとする期間の開始の日の３月前までに，内国法人及びその内国法人との間

にその内国法人による完全支配関係がある他の内国法人のすべての連名で，承認申請書を親法人である内
国法人の納税地の所轄税務署長を経由して，国税庁長官に提出する。

② 設立事業年度等の承認申請特例
親法人である内国法人が新設法人の場合の承認申請書の提出期限は，次のとおり。

イ 設立事業年度を最初の連結事業年度としようとする場合 設立事業年度開始の日から１月を経過す
る日と設立事業年度終了の日から２月前の日とのいずれか早い日

ロ 設立事業年度の翌事業年度を最初の連結事業年度としようとする場合 設立事業年度終了の日と翌
事業年度終了の日から２月前の日とのいずれか早い日

⑵ 連結納税の承認の取消し等
① 連結法人につき，帳簿書類の保存義務違反，仮装隠蔽等の事実がある場合には，国税庁長官は，その連
結法人に係る連結納税の承認を取り消すことができる。

② 連結親法人と内国法人との間にその内国法人による完全支配関係が生じたこと等の一定の事実が生じた
場合には，連結納税の承認は取り消されたものとみなされ，また，連結子法人が連結親法人との間に連結
完全支配関係を有しなくなった場合等には，その連結子法人に係る連結納税の承認は取り消されたものと
みなされる。

③ 連結法人は，やむを得ない事情があるときは，国税庁長官の承認を受けて連結納税の適用を受けること
をやめることができる。

事
業
年
度
及
び
連
結
事
業
年
度

⑴ 事業年度
① 連結納税の適用を受ける法人について，その適用開始の前後でみなし事業年度を設ける。
② 連結親法人による完全支配関係を有することとなった他の内国法人について，その完全支配関係を有す
ることとなった日の前後でみなし事業年度を設ける。

③ 連結子法人の事業年度が連結親法人の事業年度と異なる場合には，連結親法人事業年度をみなし事業年
度とする。

⑵ 連結事業年度
① 連結事業年度は，連結親法人事業年度開始の日から終了の日までの期間とする。
② 他の内国法人が連結親法人事業年度の中途において連結親法人による完全支配関係を有することとなっ
た場合には，その完全支配関係を有することとなった日から連結親法人事業年度終了の日までの期間を他
の内国法人の最初の連結事業年度とする。

・
加
入
前
の
処
理

連
結
納
税
の
開
始

⑴ 連結納税の開始・加入に伴う資産の時価評価
連結納税の承認を受けた他の内国法人が連結開始直前事業年度終了の時に有する時価評価資産，又は連結

親法人による完全支配関係を有することとなった他の内国法人が連結加入直前事業年度終了の時に有する時
価評価資産については，その評価益又評価損を計上する。ただし，次に掲げる法人については，その評価益
又は評価損の計上を行わない（加入の場合は，③～⑥）

法 人 税 １２７



３１． 連 結 納 税

連
結
納
税
の
開
始
・
加
入
前
の
処
理
（
続
）

① 株式移転に係る完全子法人で内国法人が発行済株式の全部を直接又は間接に保有しているもの
② 内国法人が発行済株式の全部を直接又は間接に長期（５年超）保有している法人
③ 内国法人等が設立した法人で発行済株式の全部を直接又は間接に保有している法人
④ 適格株式交換に係る完全子法人で内国法人が発行済株式の全部を直接又は間接に保有しているもの
⑤ 適格合併に係る被合併法人が発行済株式の全部を直接又は間接に保有していた法人でその適格合併によ
り内国法人が発行済株式の全部を直接又は間接に有することとなったもの等

⑥ 法令の規定に基づく株式の買取り等により内国法人が発行済株式の全部を直接又は間接に有することと
なった法人

⑵ 長期割賦販売等に係る繰延損益
連結納税の開始又は連結納税への加入に伴い資産の時価評価損益の計上を行う他の内国法人が，連結開始直
前事業年度又は連結加入直前事業年度において延払基準を適用している場合には，その繰り延べている長期
割賦販売等に係る損益について，連結開始直前事業年度又は連結加入直前事業年度において計上する。

連

結

所

得

の

金

額

⑴ 連結所得金額の計算の基本的な仕組み
① 連結法人税の課税標準は，連結法人の各連結事業年度の連結所得の金額とする。
② 各連結事業年度の連結所得の金額は，連結事業年度の益金の額から損金の額を控除した金額とする。
③ 連結事業年度の益金の額及び損金の額については，個々の法人ごとに計算した金額の合計額が連結納税
における益金の額は損金の額となるものは単体納税に関する規定を借用して計算し，連結グループ全体で
計算するものは法人税法第81条の４から第81条の10までの規定により計算する。

⑵ 個別益金額・個別損金額の益金又は損金算入
個々の法人ごとに計算するものにつき，連結事業年度の期間を各事業年度の所得に対する法人税が課され

る事業年度として所得の金額を計算するものとした場合に益金となる金額（個別益金額）又は損金となる金
額（個別損金額）は，その連結事業年度の連結所得の金額の計算上，益金の額又は損金の額に算入する。
ただし，次のような項目については，次のとおり，連結納税に係る独自の取扱いがなされる。

① 連結法人税の負担額又は減少額の益金又は損金算入
イ 連結親法人が連結子法人から受け取る連結法人税の負担額及び連結子法人が連結親法人から受け取る
連結法人税の減少額は，益金の額に算入しない。

ロ 連結親法人が連結子法人に支払う連結法人税の減少額及び連結子法人が連結親法人に支払う連結法人
税の負担額は，損金の額に算入しない。

② 貸倒引当金
連結完全支配関係がある他の連結法人に対する金銭債権は，繰入限度額の計算の対象となる金銭債権か

ら除く。
③ 会社更生等の場合の欠損金の損金算入
連結法人について会社更生等に伴う債務免除等があった場合には，繰り越された欠損金額のうち一定額

は個別損金額として損金の額に算入する。
④ 連結子法人株式の帳簿価額修正
連結法人が保有する連結子法人の株式を譲渡等する場合には，その譲渡等の前に，その連結子法人の株

式の帳簿価額の修正及び利益積立金額又は連結個別利益積立金額の増加・減少の処理を行う。
⑤ 長期割賦販売等に係る益金・損金算入
長期割賦販売等に該当する資産の販売等には，連結完全支配関係がある他の連結法人に対する譲渡損益

調整資産の販売等は含まない。
⑶ 連結グループ全体で計算するもの
次のような項目については，連結グループを一体として益金又は損金算入額を計算する。

① 受取配当等の益金不算入
イ 連結法人が受ける株式等に係る配当等の額のうち，ａ～ｃの金額は，益金の額に算入しない。
ａ 完全子法人株式等に係る配当等の額の金額
（注）完全子法人株式等とは，連結法人との間に完全支配関係がある他の内国法人の株式等のうち一定
のものをいう。

１２８ 法 人 税
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連

結

所
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金

額
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続
）

ｂ 関係法人株式等に係る配当等の額から負債の利子の額を控除した残額
（注）関係法人株式等とは，発行済株式の総数の２５％以上の株式を配当等の効力発生日以前６月以上継
続して保有している場合のその株式（完全子法人株式等を除く）をいう。

ｃ 完全子法人株式等及び関係法人株式等にいずれにも該当しない株式等に係る配当等の額から負債の
利子の額を控除した残額の５０％相当額。

ロ 関係法人株式等の判定は連結グループを一体として行う。
② 寄附金の損金不算入
連結事業年度における寄附金の損金算入限度額は，連結親法人の連結個別資本金等の額又は連結所得の

金額を基に連結グループを一体として計算する。
③ 連結欠損金の繰越し
イ 連結欠損金の繰越控除
連結親法人の各連結事業年度開始の日前９年以内に開始した連結事業年度において生じた連結欠損金

額は，損金の額に算入する。
ただし，連結所得の金額の８０％相当額を限度とする（中小法人等である連結親法人を除く）。

ロ みなし連結欠損金額
次に掲げる欠損金額又は連結欠損金個別帰属額は，繰越控除の対象となる連結欠損金額とみなす。

ａ 連結親法人の連結納税の開始前の欠損金額
ｂ 株式移転に係る株式移転完全子法人であった連結法人の連結納税の開始前の欠損金額又は連結欠損
金個別帰属額（非適格株式移転の日の属する事業年度前に生じた欠損金額を除く。）

ｃ 連結親法人が連結グループ外の法人を被合併法人とする適格合併等を行った場合のその被合併法人
等の欠損金額又は連結欠損金個別帰属額

ｄ 連結納税の開始・加入に伴う時価評価の適用対象外となる連結子法人のその開始・加入前に生じた
欠損金額

ハ 連結欠損金額の減額
連結子法人が連結グループから離脱等をした場合には，連結欠損金個別帰属額を単体納税における欠

損金額とみなす。
なお，連結子法人の離脱等があった場合には，連結欠損金額のうち，その連結子法人の連結欠損金個

別帰属額の全部又は一部に相当する金額は，ないものとされる。
（注）連結欠損金個別帰属額とは，連結欠損金額のうち各連結法人に帰せられる金額をいう。

④ 連結法人に係る租税特別措置
イ 租税特別措置による特別償却
特定設備等の特別償却など，租税特別措置による各種特別償却を適用することができる。

ロ 租税特別措置による準備金
海外投資等損失準備金，金属鉱業等鉱害防止準備金など，租税特別措置による各種準備金の積立てを

することができる。
ハ その他の所得計算に関する租税特別措置
交際費等の損金不算入，特定資産の買換えの場合の課税の特例などの適用がある。

連
結
法
人
税
額
の
計
算

⑴ 税率 平１４～ 平２１～ 平２４～
① 普通法人である連結親法人の税率 ３０％ ３０％ ２５．５％
② 中小法人である連結親法人の軽減税率（年８００万円以下の部分） ２２％

�
�
�

２２％ １９％
１８％（注１） １５％（注２）

③ 協同組合等である連結親法人の軽減税率 ２３％
�
�
�

２３％ ２０％
（年８００万円以下の部分） １９％（注１） １６％（注２）

④ 特定の医療法人である連結親法人の軽減税率 ２３％
�
�
�

２３％ ２０％
（年８００万円以下の部分） １９％（注１） １６％（注２）

⑤ 特定の協同組合等である連結親法人の税率
（年１０億円超の部分） ２６％ ２６％ ２２％

法 人 税 １２９
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連
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算

（注１）平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日の間に終了する各事業年度に適用される。
（注２）平成２４年４月１日から平成２７年３月３１日の間に開始する各事業年度に適用される。
（注３）連結親法人のうち資本金の額が５億円以上の法人等の１００％子法人及び１００％グループ内の複数の

大法人に発行済株式の全部を保有されている子法人等については，軽減税率は適用しない。
⑵ 連結特定同族会社の留保金課税
連結親法人が特定同族会社に該当する場合で，連結留保金額が連結留保控除額を超えるときは，通常の法

人税に加え，その超える部分に対して特別税率（１０％，１５％，２０％）を適用して計算した留保税額が課され
る。
（注）特定同族会社とは，１株主グループ（その同族関係者を含む。）による持株割合等が５０％を超える会
社（資本金又は出資金の額が１億円以下の会社を除く。（資本金の額が１億円以下の法人のうち資本金
の額が５億円以上法人等の１００％子法人及び１００％グループ内の複数の大法人に発行済株式の全部を保有
されている子法人等については特定同族会社の範囲から除外しない。））をいう。

⑶ 所得税額の控除
① 利子配当等の元本の所有期間は，連結グループを一体として捉え，その元本が連結グループ内で移転し
た場合には，その所有期間を通算する。

② 簡便法により控除所得税額を計算する場合には，連結グループを一体として計算する。
⑷ 外国税額の控除
① 控除限度額は，連結グループを一体として計算する。
② 外国税額の控除額は，連結控除限度個別帰属額や個別控除対象外国法人税の額をもとにそれぞれの連結
法人ごとに計算される金額の合計額とする。

⑸ 連結法人税の個別帰属額
連結法人税の負担額として支出すべき金額と連結法人税の減少額として収入すべき金額は，その連結法人

の個別所得金額又は個別欠損金額に法人税率を乗じて計算した金額に，税額調整金額を加算し又は減算した
金額とされる。

申

告

・

納

付

等

⑴ 連結確定申告
連結親法人は，各連結事業年度終了の日の翌日から２月以内に税務署長に連結確定申告書を提出しなけれ

ばならない。
⑵ 連結確定申告書の提出期限の延長
会計監査人の監査を受けなければならないなどの理由により決算が確定しないため又は連結所得の金額等

の計算を了することができないため，連結確定申告書をその提出期限までに提出できない常況にあるとき
は，連結親法人の申請によりその提出期限を２月間延長することができる。

⑶ 個別帰属額等の届出
連結子法人は，連結確定申告書の提出期限までに，個別帰属額等を記載した書類をその連結子法人の本店

又は主たる事務所の所在地の所轄税務署長に提出しなければならない。
⑷ 納付
① 連結親法人は，連結中間申告書に係る中間申告税額及び連結確定申告書に係る確定申告税額について，
それぞれその申告書の提出期限までに納付しなければならない。

② 連結子法人は，連結法人税について，連帯納付の責めに任ずる。

そ

の

他

⑴ 連結法人に係る行為又は計算の否認
税務署長は，連結法人の行為又は計算で法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるものが

あるときは，その行為又は計算にかかわらず，その課税標準，税額等を計算すること等ができる。
⑵ 質問検査権
連結親法人の所轄税務署等の職員は連結子法人に対して質問検査をすることができる。

１３０ 法 人 税



３２． 減 価 償 却 制 度 の 概 要

普

通

償

却

対
象
資
産

減
価
償
却
の

① 建物及びその附属設備 ② 構築物 ③ 機械及び装置
④ 船 舶 ⑤ 航空機 ⑥ 車両及び運搬具
⑦ 工具，器具及び備品 ⑧ 鉱業権，特許権等１９種類の無形固定資産 ⑨ 牛，馬，果樹等

償

却

方

法

① 有形減価償却資産
建物 定額法
建物以外 定額法又は定率法（※）（鉱業用は，生産高比例法も選択可）
（※）平成１９．４．１以後取得するものについては２５０％定率法，平２４．４．１以後取得するものについては

２００％定率法による。
② 無形固定資産（鉱業権を除く）定額法
③ 鉱業権 定額法又は生産高比例法
④ 生 物 定額法
⑤ 所有権移転外リース取引によるリース資産 リース期間定額法
（備考） 資産の使用実態に応じ，増加償却制度，陳腐化償却制度及び耐用年数の短縮制度が適用できる。

耐
用
年
数

財務省令により，資産の種類別にすべて法定されている。ただし，資産の材質，製作方法等又は使用時間が
異なるため耐用年数が法定年数と著しく異なる場合には，国税局長の承認を受けて年数の短縮，又は増加償却
を行うことができる。

陳
腐
化

なし

の
繰
越
し

償
却
不
足

特別償却に係る償却不足額に限り１年間の繰越しが認められる。

特

別

償

却

⑴ エネルギー環境負荷低減推進設備等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除
（措法４２の５）

⑵ 中小企業投資促進税制（措法４２の６）
⑶ 国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除（措法４２の１１）
⑷ 特定設備等の特別償却（措法４３）
① 公害防止用設備 基準取得価額の８％
② 海運業の経営合理化及び環境への負荷の低減に資する船舶 １６％（一定の外航近代化船（日本船舶以外
を除く）及び環境への負荷の低減に著しく資する内航船舶 １８％）

⑸ 関西文化学術研究都市の文化学術研究地区における文化学術研究施設の１２％（建物等については：６％）
の特別償却（措法４３の２）

⑹ 生衛法の振興計画により設置される共同利用施設の６％の特別償却（措法４４の３）
⑺ 特定農産加工品生産設備及び新用途米穀加工品等製造設備の３０％の特別償却（措法４４の４）
⑻ 特定高度通信設備の１５％特別償却（措法４４の５）
⑼ 特定地域における工業用機械等の特別償却（措法４５）
① 半島振興対策実施地域，過疎地域，離島振興対策実施地域等及び振興山村 １０％（建物等については
６％）

② 沖縄の産業高度化・事業革新推進地域 ３４％（建物等については２０％）
③ 沖縄の国際物流拠点産業集積地域 ５０％（建物等については２５％）
④ 沖縄の離島の地域（旅館業用建物等） ８％

⑽ 医療用機器等の特別償却（措法４５の２）
医療用機器の１２％（医療安全に資する機器については１６％）の特別償却

⑾ 障害者を雇用する場合の機械等の割増償却等（措法４６の２）
障害者を雇用する場合の機械等の割増償却 ５年間２４％（工場用建物等については３２％）

⑿ 支援事業所取引金額が増加した場合の三年以内取得資産の３０％の割増償却（措法４６の３）
⒀ 次世代育成支援対策に係る基準適合認定を受けた場合の建物等の３２％の割増償却（措法４６の４）

法 人 税 １３１



３２． 減 価 償 却 制 度 の 概 要（続）

特
別
償
却
（
続
）

⒁ サービス付き高齢者向け賃貸住宅の５年間２８％（耐用年数が３５年以上のものは４０％）の割増償却（措法４７）
⒂ 特定再開発建築物等の５年間１０％（認定計画（認定があったものとみなされる特定都市再生緊急整
備地域に係る整備計画を含む。）に基づく都市再生事業により整備される建築物及び認定整備事業計画に

基づく都市再生整備事業により整備される建築物については５０％）の割増償却（措法４７の２）
⒃ 倉庫用建物等の５年間１０％の割増償却（措法４８）

そ

の

他

（減耗償却）
鉱業を営む者が，鉱物の売上高の12％（ただし，鉱業所得の50％を限度とする。）を探鉱準備金として積み

立てたときは，その積立額の損金算入ができる。ただし，準備金積立て後３年以内に新鉱床探鉱の費用等に使
用しなかった場合は，益金に算入される。
なお，３年以内に新鉱床探鉱費を支出したときは，準備金を取り崩して益金に算入するとともに，「新鉱床

探鉱費の特別控除」により益金算入額と同額（その年の所得金額を限度とする。）の所得控除ができる。（この
方法により，準備金を所得控除に振り替えるわけである。）
また，海外自主開発鉱山からの引取鉱石に係る採掘所得の50％を限度として海外探鉱準備金として積み立

て，海外新鉱床探鉱費の支出に充てた場合にも，同様の措置が講じられている。

１３２ 法 人 税



３３． 減 価 償 却 の 実 施 状 況

（備考） １． 国税庁「会社標本調査結果」による。
２．「減価償却費」欄の金額には，「前期から繰り越した償却不足額」欄の金額を含まない。

⑵ 業 種 別（平成２２年度）

（注）「⑴ 累年比較」の表と同じ。

⑴ 累 年 比 較

区 分
減 価 償 却 費 損金算入割合

B／A
前期から繰り越した償却不足額

損金算入限度額A 損金算入額B 損金算入限度額 損 金 算 入 額

平成１３年分………… ４３１，５７４ ４０３，２６１ ９３．４ １，０３９ ５５７

１４……………… ４２５，２２０ ３９７，０９９ ９３．４ ８３６ ４４１

１５……………… ４２３，４９４ ３９１，８７３ ９２．５ ７２６ ４０２

１６……………… ４３４，３１４ ４０２，５２６ ９２．７ １，１８０ ７２９

１７……………… ４１１，３０２ ３７５，４４９ ９１．３ ９４８ ５６７

１８……………… ４４４，７０６ ４１４，５３４ ９３．２ １，８５０ １，４２２

平成１９年度………… ４３３，４７７ ４０３，３０８ ９３．０ ２，７０８ ２，６７３

２０……………… ４８７，８５９ ４４１，９１２ ９０．６ １，６７０ １，５３６

２１……………… ４６２，９２７ ４１７，０９４ ９０．１ ９９８ ６４６

２２……………… ４０９，４６７ ３７８，９６６ ９２．６ １，００２ ７５５

区 分

業 種

減 価 償 却 費 損金算入割合
B／A

前期から繰り越した償却不足額

損金算入限度額A 損金算入額B 損金算入限度額 損 金 算 入 額

農 林 水 産 業 ２，３７９ ２，０９４ ８８．０ ３ ０

鉱 業 ２，１５８ ２，０３６ ９４．４ ２ １

建 設 業 １３，７１０ １１，５３８ ８４．２ ２７ ４

繊 維 工 業 １，７２２ １，５８９ ９２．３ ２１ １８

化 学 工 業 ２８，８６１ ２７，９０７ ９６．７ ４５０ ４３３

鉄 鋼 金 属 工 業 １６，１８４ １５，５３４ ９６．０ ５３ ３４

機 械 工 業 ４１，７５７ ３９，２３４ ９４．０ ９０ ４９

食 料 品 製 造 業 １１，００７ １０，５３８ ９５．７ １５ １１

出 版 印 刷 業 ６，０２７ ５，５１５ ９１．５ １５ ７

そ の 他 の 製 造 業 １４，２３７ １３，５２９ ９５．０ １７ ９

卸 売 業 １９，２１２ １８，０４５ ９３．９ ３４ ２３

小 売 業 １９，００２ １７，６１８ ９２．７ １１ ８

料 理 飲 食 旅 館 業 ８，１５７ ７，２１９ ８８．５ ４ ３

金 融 保 険 業 １９，０６３ １７，２３２ ９０．４ ７ ７

不 動 産 業 １６，９５７ １６，０８０ ９４．８ １９ １６

運輸通信公益事業 ６１，０３７ ５７，４６６ ９４．１ １８１ ９６

サ ー ビ ス 業 ６０，８５６ ５４，０４６ ８８．８ ３８ ２５

そ の 他 の 法 人 ７，５８２ ７，２６６ ９５．８ ３ １

連 結 法 人 ５９，５５９ ５４，４８０ ９１．５ １１ １０

合 計 ４０９，４６７ ３７８，９６６ ９２．６ １，００２ ７５５

（単位 億円，％）

（単位 億円，％）

法 人 税 １３３



３４． 資本金階級別交際費等支出額の状況等
⑴ 累 年 比 較

（備考）国税庁「会社標本調査結果」による。

⑵ 資本金階級別（平成２２年度）

（備考） １． 国税庁「会社標本調査結果」による。
２． 平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの間に終了した事業年度について平成２３年７月３１日現在で調査したものである。

区 分

資本金階級
交際費等支出額A 左 の う ち

損金不算入額B
不算入割合
B／A

１社当たりの
支出交際費等

億円 億円 ％ 千円

１，０００万円 未 満 ８，０８２ ９１０ １１．３ ５４７

１，０００万円 以 上 １１，１６７ ２，０１６ １８．１ １，１１７

５，０００万円 〃 ２，３０４ ９８５ ４２．８ ３，０００

１億円 超 １，６３６ １，６３６ １００．０ ８，１２１

１０億円 以 上 ４，７９２ ４，７９２ １００．０ ７８，５８５

連 結 法 人 １，３７９ １，３６５ ９９．０ １５４，９０８

合 計 ２９，３６０ １１，７０３ ３９．９ １，１３８

区 分 交際費等支出額A 左 の う ち
損金不算入額B

不算入割合
B／A 営業収入千円当たり

億円 億円 ％ 円

平成１１年分……………… ４３，９１８ ２５，１９５ ５７．４ ２．８８

１２…………………… ４３，９０８ ２６，７８９ ６１．０ ２．８１

１３…………………… ３９，１３５ ２２，８３６ ５８．４ ２．５０

１４…………………… ３７，４２６ ２１，７３０ ５８．１ ２．６０

１５…………………… ３４，６４５ １９，４５０ ５６．１ ２．４７

１６…………………… ３４，３９３ １６，８５４ ４９．０ ２．３７

１７…………………… ３５，３３８ １７，７０８ ５０．１ ２．４３

１８…………………… ３６，８１６ １８，９２９ ５１．４ ２．４７

平成１９年度……………… ３３，８００ １６，６６５ ４９．３ ２．１６

２０…………………… ３２，２６１ １６，１０８ ４９．９ ２．２７

２１…………………… ２９，９７９ １１，８３９ ３９．５ ２．２６

２２…………………… ２９，３６０ １１，７０３ ３９．９ ２．１７

（単位 億円，％）

（単位 億円，％）

１３４ 法 人 税



３５． 交 際 費 の 損 金 不 算 入 制 度 の 沿 革

改正年度 適用事業年度
適 用 対
象 法 人

損 金 不 算 入 額 の 計 算 方 法

損 金 不 算 入 額 の 計 算 備 考

昭和
２９年度改正
（創設）

昭
２９．４．１～３１．３．３１
開始事業年度

期末資本金
５００万円以
上の法人

�
�
支出交
際費額－

�
�

㋑基準年度の交際費額
×当期月数１２ ×７０％

又は㋺取引基準額のうち多い方の金額
�
�
�
�
×
１
２

１ 基準年度の交際費額とは，昭和
２９．４．１を含む事業年度開始の日前１年
以内に開始した各事業年度の支出交際
費額の合計額をいう。
２ 取引基準額とは，取引金額に業種別
の一定割合（例えば製造業０．８％，卸
小売業０．２５％，建設業１．２％等）を乗
じて計算した額をいう。

３１年度改正 ３１．４．１～３２．３．３１
開始事業年度 〃 限度超過額の全額を損金に算入しないこ

ととした。

３２ 〃 ３２．４．１～３４．３．３１
開始事業年度

期末資本金
１，０００万円
以上の法人

支出交
際費額－

�
�

㋑基準年度の交際費額
×当期月数１２ ×６０％

又は㋺取引基準額のうち多い方の金額
�
�

取引基準額について，従前に比べ３割程
度引き上げた。（例えば第１次金属製造
業０．４％，卸小売業０．２５％，医薬品製造
業１．１％，建設業０．８％）

３４ 〃 ３４．４．１～３６．３．３１
開始事業年度 〃

支出交
際費額－

�
�

㋑基準交際費額
×当期月数１２

又は㋺取引基準額のうち多い方の金額
�
�

基準交際費額とは，次のうちいずれか多
い方の金額をいう。
１ 昭和３４．１．１を含む事業年度開始の日
前１年以内に開始した各事業年度の交
際費額の８０％相当額
２ 昭和２９．４．１を含む事業年度開始の日
前１年以内に開始した各事業年度の交
際費額の６０％相当額

３６ 〃 ３６．４．１～３９．３．３１
開始事業年度 全法人

�
�
支出交
際費額－

�
�
３００万円＋期末自己資本金額×

１
１，０００��

×当期月数１２
�
�×２０％

期末自己資本金額とは，期末における資
本又は出資の金額，再評価積立金の額，
資本積立金額及び利益積立金額の合計額
をいう。

３９ 〃 ３９．４．１～４０．３．３１
開始事業年度 〃

�
�
支出交
際費額－

�
�
４００万円＋期末資本等の金額×

２．５
１，０００��

×当期月数１２
�
�×３０％

１ 期末資本等の金額とは，期末におけ
る資本又は出資の金額及び資本積立金
額（再評価積立金の額も含まれる。）
の合計額をいう。
２ 海外取引等に関し，非居住者の日本
国内における旅行及び宿泊のために通
常要する費用を税法上の交際費の範囲
から除外した。

４０ 〃 ４０．４．１～４２．５．３１
開始事業年度 〃

�
�
支出交
際費額－

�
�
４００万円＋期末資本等の金額×

２．５
１，０００��

×当期月数１２
�
�×５０％

４２ 〃 ４２．６．１～４４．３．３１
開始事業年度 〃

⑴ 支出交際費額＜基準交際費額のとき
｛限度超過額－（基準交際費額－支出
交際費額）｝×５０％
⑵ 支出交際費額＞基準交際費額×
１０５％のとき
㋑と㋺の合計額
㋑（支出交際費額－基準交際費額×
１０５％）×１００％
㋺（限度超過額－㋑の金額）×５０％

⑶ 基準交際費額≦支出交際費額≦基準
交際費額×１０５％のとき

限度超過額×５０％

１ 基準交際費額とは，前年同期の支出
交際費額をいう。
２ 限度超過額とは，次により求めた金
額をいう。
�
�支出交際費額－

�
�４００万円＋

期末資本
等の金額×

２．５
１，０００��×

当期月数
１２ �

�３ 海外取引等に関し，国外において支
出する交際費等を税法上の交際費の範
囲から除外した。

４４ 〃 ４４．４．１～４６．３．３１
開始事業年度 全法人 損金不算入割合の５０％を６０％とした。

４６ 〃 ４６．４．１～４８．３．３１
開始事業年度 〃 損金不算入割合の６０％を７０％とした。 輸出交際費の特例を廃止した。

法 人 税 １３５



３５． 交 際 費 の 損 金 不 算 入 制 度 の 沿 革（続）

改正年度 適用事業年度
適 用 対
象 法 人

損 金 不 算 入 額 の 計 算 方 法

損 金 不 算 入 額 の 計 算 備 考

４８年度改正 ４８．４．１～４９．３．３１
開始事業年度 全法人 損金不算入割合の７０％を７５％とした。

４９ 〃 ４９．４．１～５１．３．３１
開始事業年度 〃 期末資本等の金額の２．５１，０００を

１
１，０００とした。

５１ 〃 ５１．４．１～５２．３．３１
開始事業年度 〃

期末資本等の金額の １
１，０００を

０．５
１，０００とした。

損金不算入割合の７５％を８０％とした。

５２ 〃 ５２．４．１～５４．３．３１
開始事業年度 〃

期末資本等の金額の０．５１，０００を
０．２５
１，０００とした。

損金不算入割合の８０％を８５％とした。

５４ 〃 ５４．４．１～５６．３．３１
開始事業年度 〃

① 定額控除額の年４００万円を年２００万円
に引き下げた。
ただし，資本金１，０００万円超５，０００万

円以下の法人にあっては年３００万円と
し，資本金１，０００万円以下の法人に
あっては年４００万円とした。

② 資本金基準（期末資本等の金額の
０．２５
１，０００）を廃止した。
③ 損金不算入割合の８５％を９０％とした。

５６ 〃 ５６．４．１～５７．３．３１
開始事業年度 〃 基準交際費の１０５％を１００％とした。

５７ 〃
５７．４．１～

平６．３．３１
開始事業年度

〃

支出交際費額の全額を損金不算入とし
た。ただし，資本金５，０００万円以下の法
人にあっては年３００万円，資本金１，０００万
円以下の法人にあっては年４００万円の控
除をそれぞれ認める。

昭和５７年度改正において，３年間の措置
として改正されたが，昭和６０年度改
正，６２年度，平成元年度，３年度及び５
年度改正においてそれぞれ２年間延長。

平成
６ 〃

平６．４．１～
平１０．３．３１

開始事業年度
〃

資本金５，０００万円以下の法人の交際費に
ついて，定額控除枠以下の部分につい
て，全額損金算入を改め，１０％相当額を
損金不算入とする（定額控除枠を超える
部分については，従来どおり全額損金不
算入）。

平成７年度改正及び９年度改正において
それぞれ２年間延長。

１０ 〃
平１０．４．１～

平１５．３．３１
開始事業年度

〃

資本金５，０００万円以下の法人の交際費に
ついて，定額控除枠内の損金不算入割合
を１０％相当額から２０％相当額に引き上げ
る（定額控除枠を超える部分については，
従来どおり全額損金不算入）。

平年１１年度改正及び１３年度改正において
それぞれ２年間延長。

１４ 〃
平１４．４．１～

平１５．３．３１
開始事業年度

〃
資本金１，０００万円超５，０００万円以下の法人
の交際費について，定額控除限度額を
４００万円に引き上げる。

１５ 〃
平１５．４．１～

平１８．３．３１
開始事業年度

〃
資本金１億円以下の法人の交際費につい
て，４００万円の定額控除を認める。また，
定額控除枠内の損金不算入割合を２０％相
当額から１０％相当額に引き下げる。

平成１８年度改正において２年間延長。

１８ 〃
平１８．４．１～

平２２．３．３１
開始事業年度

〃 交際費等の範囲から１人当たり５，０００円
以下の一定の飲食費を除外する。

平成２０年度改正において２年間延長。

２１年度
（経済危機
対策関連）
改正

〃
資本金１億円以下の法人の交際費につい
て，定額控除限度額を６００万円に引き上
げる。

平成２１．４．１以後終了する事業年度につい
て適用。

２２年度改正
平１８．４．１～

平２４．３．３１
開始事業年度

〃
中小法人に対する定額控除制度について
は，資本金の額が５億円以上の法人，相
互会社等の１００％子法人には適用しない。

平成２２年度改正において２年間延長。
平成２２．４．１以後終了する事業年度につい
て適用。

２３ 〃
平１８．４．１～

平２４．３．３１
開始事業年度

〃

中小法人に対する定額控除制度について
は上記法人に加え，１００％グループ内の
複数の大法人に発行済株式の全部を保有
されている法人には適用しない。
（注）大法人とは，資本金の額若しくは

出資金の額が５億円以上の法人又は
相互会社等をいう。

平成２４年度改正において２年間延長。

１３６ 法 人 税



３６． 相 続 税 の 課 税 状 況

（１）相続税の課税件数及び課税最低限の累年比較

（備考）１． 死亡件数は，「人口動態統計」（厚生労働省）による。ただし，昭和３３年～４４年には沖縄県を含まない。
２． 課税件数，納付税額は，「国税庁統計年報」による。ただし，納付税額には納税猶予税額を含まない。
３． 課税件数は相続税の課税があった被相続人の数であり，（ ）書は，相続税を課税された相続人の数である。

（２）相続財産価額（課税価格）階級別表（平成２１年分）

（備考）１．「国税庁統計年報」による。
２． 平成２１年中に相続，遺贈又は相続時精算課税により財産を取
得した者について提出された申告書（修正申告書を除く）によ
る計数である。

３．（ ）内は構成比を示す。

（３）相続財産種類別表（平成２１年分）

（備考）１．「国税庁統計年報」による。
２． 平成２１年中に相続、遺贈又は相続時精算課税により財産を取
得した者について提出された申告書（修正申告書を除く）によ
る計数である。

３．（ ）内は構成比を示す。

課 税 価 格
階 級

被相続人
の 数 課税価格 納付税額

人 億円 億円
１ 億 円 以 下 １０，７５０ ９，０１１ １３１

（２３．１） （８．９） （１．１）

１ 億 円 超 ２１，７８３ ３０，３３６ １，２６３
（４６．９） （３０．０） （１０．９）

２ 〃 ６，６０１ １５，９２６ １，３４６
（１４．２） （１５．８） （１１．６）

３ 〃 ４，２８０ １６，２２８ ２，１７５
（９．２） （１６．１） （１８．７）

５ 〃 １，３６９ ８，００４ １，３７５
（２．９） （７．９） （１１．８）

７ 〃 ８４２ ６，９７５ １，４５４
（１．８） （６．９） （１２．５）

１０ 〃 ６３９ ８，５８８ ２，０７９
（１．４） （８．５） （１７．９）

２０ 〃 １７４ ６，００４ １，７９４
（０．４） （５．９） （１５．４）

合 計 ４６，４３８ １０１，０７２ １１，６１８
（１００．０） （１００．０） （１００．０）

区 分 人 員 取得財産価額
人 億円

土 地 実 ４３，７８７ （４９．７） ５４，９３８
�
�
�
�
�
�
�

田 １１，０４４ （３．１） ３，３９７

畑 １４，０３７ （５．７） ６，２６１

宅 地 ４３，１６１ （３５．６） ３９，３２６

山 林 ９，９７４ （０．８） ８６５

そ の 他 １３，２０６ （４．６） ５，０８８

家 屋・構 築 物 ４１，６６８ （５．５） ６，０５９

事業（農業）用財産 実 ８，８０９ （０．４） ４７７

有 価 証 券 実 ３５，９９３ （１２．０） １３，３０７

現 金 ， 預 貯 金 等 ４６，０３９ （２２．３） ２４，６８２

家 庭 用 財 産 ３１，７４１ （０．１） １５４

そ の 他 財 産 実 ４０，７０２ （９．９） １０，９７５

合 計 実 ４６，２３５ （１００．０）１１０，５９３

相続時精算課税適用
財産価額 ２，５５２ １，１０８

債 務 ４１，０３０ １０，０３６

葬 式 費 用 ４５，２０１ １，１７８

合 計 実 ４５，８３８ １１，２１４
差 引 純 資 産 価 額 実 ４６，２７８ １００，４８７
加算贈与財産価額／
暦年課税分贈与財産価額 ７，８８３ ５８６

課 税 価 格 実 ４６，４３８ １０１，０７２

区 分 死亡件数A 課税件数B 納付税額 B
A Bの指数 課 税 最 低 限

件 件 百万円 ％
昭和３３年分… ６８４，１８９ （１３，４０７） ５，２８４ ４，６７０ ０．８ １００ １５０万円＋３０万円×法定相続人数

３７……… ７１０，２６５ （２６，８５６） ９，４６１ ２２，０８１ １．３ １７９ ２００万円＋５０万円×法定相続人数
３９……… ６７３，０６７ （２９，７６０） １０，３８１ ３２，６２４ １．５ １９６ ２５０万円＋５０万円×法定相続人数
４１……… ６７０，３４２ （２４，８７７） ９，２３２ ３７，９８７ １．４ １７５ ４００万円＋８０万円×法定相続人数

（ほかに配偶者控除最高２００万円）
４６……… ６８４，５２１ （７８，１９７） ２５，９５１ ２０７，３８８ ３．８ ４９１ ４００万円＋８０万円×法定相続人数

（ほかに配偶者控除最高４００万円）
４８……… ７０９，４１６ （８２，５０４） ２９，２３１ ３７５，４２７ ４．１ ５５３ ６００万円＋１２０万円×法定相続人数

（ほかに配偶者控除最高６００万円）
５０……… ７０２，２７５ （４２，８５８） １４，５９３ １９７，３１２ ２．１ ２７６ ２，０００万円＋４００万円×法定相続人数
５５……… ７２２，８０１ （７８，９３１） ２６，７９７ ４３９，９３５ ３．７ ５０７ 〃
６０……… ７５２，２８３ （１３４，４７５） ４８，１１１ ９２６，１４２ ６．４ ９１１ 〃

平成 ２……… ８２０，３０５ （１４２，２８６） ４８，２８７ ２，９５２，６７５ ５．９ ９１４ ４，０００万円＋８００万円×法定相続人数
４……… ８５６，６４３ （１５６，４６７） ５４，４４９ ３，４０９，８７８ ６．４ １，０３０ ４，８００万円＋９５０万円×法定相続人数
７……… ９２２，１３９ （１４３，９３７） ５０，７２９ ２，１７２，９８７ ５．５ ９６０ ５，０００万円＋１，０００万円×法定相続人数
９……… ９１３，４０２ （１３４，３２４） ４８，６０５ １，９３３，８７９ ５．３ ９２０ 〃
１０……… ９３６，４８４ （１３９，５８１） ４９，５２６ １，６８２，５９５ ５．３ ９３７ 〃
１１……… ９８２，０３１ （１３６，２７１） ５０，７３１ １，６８７，５６１ ５．２ ９６０ 〃
１２……… ９６１，６５３ （１２８，９４０） ４８，４６３ １，５２１，２６９ ５．０ ９１７ 〃
１３……… ９７０，３３１ （１２０，６５７） ４６，０１２ １，４７７，０８５ ４．７ ８７１ 〃
１４……… ９８２，３７９ （１１５，２７５） ４４，３７０ １，２８６，２８６ ４．５ ８４０ 〃
１５……… １，０１４，９５１ （１１４，７２３） ４４，４３８ １，１２６，３３３ ４．４ ８４１ 〃
１６……… １，０２８，６０２ （１１１，８２０） ４３，４８８ １，０６５，０５７ ４．２ ８２３ 〃
１７……… １，０８３，７９６ （１１６，３０９） ４５，１５２ １，１５６，７１２ ４．２ ８５５ 〃
１８……… １，０８４，４５０ （１１５，３８９） ４５，１７７ １，２２３，４１８ ４．２ ８５５ 〃
１９……… １，１０８，３３４ （１１８，５８２） ４６，８２０ １，２６６，６１２ ４．２ ８８６ 〃
２０……… １，１４２，４０７ （１２０，０３８） ４８，０１６ １，２５１，６６９ ４．２ ９０９ 〃
２１……… １，１４１，８６５ （１１５，５７４） ４６，４３９ １，１６３，１５９ ４．０ ８７９ 〃

相 続 税 １３７



３７． 贈 与 税 の 課 税 状 況

（１）贈与税の課税件数及び基礎控除額の累年比較

（備考）１．「国税庁統計年報」による。
２． 課税件数及び納付税額には，納税猶予されたものは含まない。

（３）贈与財産種類別表（平成２１年分）

（備考）１．「国税庁統計年報」による。
２． 人員は，贈与税の納税人員であり，財産の種類別に該当のあるごとに１人として掲げてある。ただし，「実」は実人員を示す。
３．（ ）内は構成比を示す。

（２）贈与財産価額階級別表（平成２１年分）

（備考）１．「国税庁統計年報」による。
２． 平成２１年分の納付税額がある者の申告分（修正申告を
含まない。）による計数であり，税額には納税猶予され
たものを含まない。

３．（ ）内は構成比を示す。

区 分
暦 年 課 税 分 相続時精算課税分

人 員 取得財産価額 人 員 取得財産価額
人 億円 人 億円

土 地 実 ６０，５１２ （３３．１） ２，６３０ 実 ２６，３１９ （３０．７） ２，５６０

�
�
�
�
�
�
�
�
�

田 ２，３４８ （０．８） ６５ １，９７６ （１．３） １０６

畑 ２，０５２ （０．７） ５６ １，６１９ （０．８） ６７

宅 地 ５３，１８７ （２９．９） ２，３７５ ２３，３８１ （２６．６） ２，２２３

山 林 ２，１８９ （０．４） ３５ １，４２５ （０．４） ３４

そ の 他 ３，８０３ （１．２） ９９ １，８４８ （１．６） １３０

家 屋 ・ 構 築 物 ２３，７２１ （６．７） ５３４ １３，２０４ （４．４） ３７１

事業（農業）用財産 実 ２７０ （０．１） ５ 実 １３０ （０．１） １０

有 価 証 券 実 ５０，９５８ （２１．２） １，６８４ 実 ２，４２２ （１１．９） ９９４

現 金 ， 預 貯 金 等 １１７，２３９ （３３．３） ２，６５１ ２９，２７７ （５０．８） ４，２４１

家 庭 用 財 産 ２６ （０．０） １ ７ （０．０） ０

そ の 他 財 産 実 １５，６１６ （５．６） ４４６ 実 １，３５７ （２．１） １７６

合 計 実 ２４６，２５３ （１００．０） ７，９５０ 実 ６６，５２４ （１００．０） ８，３５２

区 分 課税件数 納付税額 課税件数
の指数 基礎控除額

件 百万円
昭和３３年分… ７１，８６５ ２，１６０ １００ ２０万円

３９……… ５３，４５１ ５，３８０ ７４ ４０万円

５０……… １０４，７６０ ３０，７０５ １４６ ６０万円

５５……… ２３９，０８０ ５９，０９１ ３３３ 〃

６０……… ３４６，７３６ ７８，７７３ ４８２ 〃

平成 ５……… ４９４，２３９ １５９，７６８ ６８８ 〃

６……… ４７２，４４９ １３１，２３３ ６５７ 〃

７……… ４６４，４２８ １２４，１４３ ６４６ 〃

８……… ４４９，８９３ １３３，４５４ ６２６ 〃

９……… ４２８，０２５ １２９，９３９ ５９６ 〃

１０……… ４０２，７９２ １１６，５８２ ５６０ 〃

１１……… ３８６，５３４ １１４，２７７ ５３８ 〃

１２……… ３５４，０９５ ９５，４５６ ４９３ 〃

１３……… ３０６，７１２ ８１，０８３ ４２７ １１０万円

１４……… ２９２，０８１ ６９，１７８ ４０６ 〃

１５……… ２７６，２７４ ８７，７２５ ３８４ 〃

１６……… ２７９，１２４ ９６，５５１ ３８８ 〃

１７……… ２８０，３２８ １１５，８５７ ３９０ 〃

１８……… ２７６，５３４ １１８，３１３ ３８５ 〃

１９……… ２６０，９９０ １０７，３６２ ３６３ 〃

２０……… ２４２，８７３ １０３，９４９ ３３８ 〃

２１……… ２３６，２７４ １０１，７６２ ３２９ 〃

取 得 財 産
価 額 階 級 人 員 取得財産

価 額 納付税額

人 億円 億円
１５０万円以下 １１２，９０６ １，３５８ ２１

（３６．３） （８．３） （２．１）

１５０万 円 超 ３２，８１５ ６００ ２３
（１０．６） （３．７） （２．２）

２００ 〃 ６７，８０１ １，９６６ １１０
（２１．８） （１２．１） （１０．８）

４００ 〃 ３９，４９４ ２，０６８ １２７
（１２．７） （１２．７） （１２．５）

７００ 〃 １９，０２８ １，６７７ ７８
（６．１） （１０．３） （７．６）

１，０００ 〃 ２６，０５４ ３，８１５ ９９
（８．４） （２３．４） （９．７）

２，０００ 〃 ９，７７６ ２，３３１ ４４
（３．１） （１４．３） （４．３）

３，０００ 〃 ２，０５６ ７５６ ６８
（０．７） （４．６） （６．７）

５，０００ 〃 １，０３９ １，７２９ ４４７
（０．３） （１０．６） （４４．０）

合 計 ３１０，９６９ １６，３０１ １，０１６
（１００．０） （１００．０） （１００．０）

１３８ 贈 与 税



３８． 平成２３年分都道府県庁所在都市の最高路線価

（注）路線価は，毎年１月１日を評価時点として，地価公示価格等を基として算定した価格の８０％により評価しています。

国税局（所） 都市名 最 高 路 線 価 の 所 在 地
最高路線価 最高路線価の対前年増減率

平成２３年分 平成２２年分 平成２３年分 平成２２年分
千円 千円 ％ ％

札 幌 札 幌 中央区北５条西３丁目
札幌停車場線通り ２，４００ ２，４８０ ▲３．２ ▲１０．１

仙 台

青 森 新町１丁目 新町通り １９０ ２１０ ▲９．５ ▲６．７

盛 岡 大通２丁目 大通り ２７５ ３００ ▲８．３ ▲１４．３

仙 台 青葉区中央１丁目 青葉通り １，８４０ ２，０５０ ▲１０．２ ▲１２．８

秋 田 中通２丁目 秋田駅前通り １６０ １８０ ▲１１．１ ▲７．７

山 形 香澄町１丁目 山形駅前大通り １８５ ２００ ▲７．５ ▲９．１

福 島 栄町 福島駅前通り １７５ １８５ ▲５．４ ▲５．１

関 東 信 越

水 戸 宮町１丁目 水戸駅北口ロータリー ３２０ ３４０ ▲５．９ ▲２．９

宇 都 宮 馬場通り２丁目 大通り ３４０ ３５０ ▲２．９ ▲５．４

前 橋 本町２丁目 本町通り １５０ １６０ ▲６．３ ▲５．９

さ い た ま 大宮区桜木町２丁目
大宮駅西口駅前ロータリー ２，２５０ ２，３００ ▲２．２ ▲８．０

新 潟 中央区東大通１丁目 新潟駅前通り ５００ ５３０ ▲５．７ ▲３．６

長 野 大字南長野 長野駅前通り ３４０ ３７０ ▲８．１ ▲５．１

東 京

千 葉 中央区富士見２丁目 千葉駅側通り １，２７０ １，３５０ ▲５．９ ▲１１．８

東 京 中央区銀座５丁目 銀座中央通り ２２，０００ ２３，２００ ▲５．２ ▲２５．６

横 浜 西区南幸１丁目
横浜駅西口バスターミナル前通り ５，９１０ ６，０４０ ▲２．２ ▲７．４

甲 府 丸の内１丁目 甲府駅前通り ２７５ ２８５ ▲３．５ ▲５．０

金 沢
富 山 桜町１丁目 駅前広場通り ４３０ ４４０ ▲２．３ ▲４．３

金 沢 堀川新町 金沢駅東広場通り ４８０ ４９０ ▲２．０ ▲３．９

福 井 中央１丁目 駅前電車通り ２９０ ２９５ ▲１．７ ▲４．８

名 古 屋

岐 阜 吉野町５丁目 岐阜停車場線通り ４２０ ４４０ ▲４．５ ▲４．３

静 岡 葵区紺屋町 紺屋町名店街呉服町通り １，１６０ １，２１０ ▲４．１ ▲４．０

名 古 屋 中村区名駅１丁目 名駅通り ５，８１０ ５，８１０ ０ ▲２０．２

津 羽所町 津停車場線通り ２００ ２００ ０ ０

大 阪

大 津 春日町 JR大津駅前通り ２２５ ２４０ ▲６．３ ▲９．４

京 都 下京区四条通寺町東入２丁目御旅町
四条通 ２，５２０ ２，５６０ ▲１．６ ▲１２．０

大 阪 北区角田町 御堂筋 ６，８００ ７，２４０ ▲６．１ ▲１９．９

神 戸 中央区三宮町１丁目 三宮センター街 ２，４２０ ２，４６０ ▲１．６ ▲８．９

奈 良 東向中町 大宮通り ５１０ ５１０ ０ ▲３．８

和 歌 山 友田町５丁目 JR和歌山駅前 ４００ ４１０ ▲２．４ ▲４．７

広 島

鳥 取 栄町 若桜街道通り １５５ １７０ ▲８．８ ▲８．１

松 江 朝日町 駅通り １７５ １９５ ▲１０．３ ▲７．１

岡 山 北区本町 市役所筋 ９７０ １，０５０ ▲７．６ ▲５．４

広 島 中区基町 相生通り １，８４０ １，９６０ ▲６．１ ▲７．５

山 口 小郡黄金町 山口阿知須宇部線通り １８０ １９０ ▲５．３ ０

高 松

徳 島 一番町３丁目 徳島駅前広場通り ３７０ ４００ ▲７．５ ▲９．１

高 松 兵庫町 中央通り ３７０ ４００ ▲７．５ ▲７．０

松 山 湊町５丁目 伊予鉄松山市駅前通り ６７０ ７１０ ▲５．６ ▲５．３

高 知 本町１丁目 電車通り ２４５ ２７０ ▲９．３ ▲６．９

福 岡
福 岡 中央区天神２丁目 渡辺通り ４，６４０ ４，５９０ １．１ ▲１６．２

佐 賀 駅前中央１丁目 駅前中央通り １９０ ２００ ▲５．０ ▲７．０

長 崎 浜町 浜市アーケード ８２０ ８６０ ▲４．７ ▲４．４

熊 本

熊 本 手取本町 下通り １，２７０ １，３６０ ▲６．６ ▲１２．３

大 分 府内町１丁目 中央通り ４５０ ４９０ ▲８．２ ▲１２．５

宮 崎 橘通西３丁目 橘通り ２９０ ３１０ ▲６．５ ▲６．１

鹿 児 島 東千石町 天文館電車通り ８２０ ８４０ ▲２．４ ▲２．３

沖 縄 那 覇 久茂地３丁目 国際通り ５２０ ５４０ ▲３．７ ▲３．６

相続税等
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３９． 相 続 税 及 び 贈 与

区 分 相 続 税

納 税 義 務 者 相続又は遺贈により財産を取得した者

課 税 価 格 相続又は遺贈により取得した財産の価額の合計額

基 礎 控 除 等
５，０００万円＋（１，０００万円×法定相続人の数）
（注） 法定相続人の数に含まれる養子の数は，原則として実子がいる場合は１人，実子がいない場

合は２人までとする。

税額の計算等

⑴ 基礎控除の金額を超える部分の遺産額（債務控除の適用がある場合には，その控除後の価額）を
法定相続人が民法の法定相続分の割合に従って相続したものとした場合の各取得分の価額に対し，
その取得分につき超過累進税率（下表）を適用して相続税の総額を求める。

税率
１，０００万円以下の金額 １０％
３，０００万円 〃 １５％
５，０００万円 〃 ２０％
１億円 〃 ３０％
３億円 〃 ４０％
３億円超の金額 ５０％

⑵ 上記の相続税の総額を，各相続人及び受遺者の課税価格によりあん分した額をもって，それぞれ
の者の納付すべき相続税額とする。

控 除 等

⑴ 非課税
死亡保険金 ５００万円×法定相続人の数
死亡退職金 ５００万円× 〃
（注）死亡保険金及び死亡退職金の「法定相続人の数」には，基礎控除と同様，原則として養

子は１人又は２人まで算入する。
⑵ 債務控除

被相続人の債務（公租公課を含む。）及び葬式費用を課税価格から控除
⑶ 税額控除
① 相続税の対象となる遺産額に含まれる贈与財産につき課せられた贈与税額を控除
② 被相続人の配偶者については，当該配偶者の法定相続分相当額（その額が１億６，０００万円未満
である場合には１億６，０００万円）に対応する税額を控除
③ 未成年者については，２０歳に達するまでの年数各１年につき６万円を控除
④ 障害者については，８５歳に達するまでの年数各１年につき６万円（特別障害者については１２万
円）を控除

⑤ １０年以内に２回以上相続が開始した場合には，原則として，前回の相続税額の１０％に，１０年か
らその時までの経過年数を控除した年数を乗じた額を控除

⑥ 外国所在財産につき課せられた相続税額を控除
⑷ 税額加算

相続人が被相続人の配偶者及び一親等の血族以外の者（孫養子（代襲相続人を除く。）を含む。）
であるときは，その者の相続税額に２０％を加算する。

そ の 他

⑴ 小規模宅地等の計算の特例
減額割合 限度面積

① 特定事業用等宅地等 ８０％ ４００㎡
② 特定居住用宅地等 ８０％ ２４０㎡
③ 貸付事業用宅地等 ５０％ ２００㎡
（不動産貸付，駐車場の用）

（注）特定事業用等宅地等とは，特定事業用宅地等及び特定同族会社事業用宅地等をいう。
⑵ 非上場株式等についての相続税の納税猶予

経営承継相続人等の相続税額のうち非上場株式等の課税価格の８０％に対応する相続税の納税を猶予
⑶ 農地等に係る相続税の納税猶予制度

農業相続人の相続税額のうち農業投資価格を超える部分に対応する相続税の納税を猶予
⑷ 山林についての相続税の納税猶予制度
林業経営相続人の相続税額のうち森林経営計画に従って施業・路網整備を行う山林の課税価格の

８０％に対応する相続税の納税を猶予
⑸ 特定計画山林の課税価格の計算の特例
森林経営計画に基づき施業されている山林の課税価格を５％減額

相続税等１４０



税 の 制 度 の 概 要

贈 与 税 （ 暦 年 課 税 ）相 続 時 精 算 課 税

特定贈与者（６５歳以上の親）から贈与により財産を取得し
た２０歳以上の子で相続時精算課税を選択した者

贈与により財産を取得した者

その年中に特定贈与者から贈与により取得した財産の価額
の合計額

その年中に贈与により取得した財産（相続時精算課税に係
るものを除く）の価額の合計額

特別控除：２，５００万円（限度額まで複数回にわたって使用
可） 基礎控除：１１０万円（本則：６０万円）

特別控除後の課税価格に２０％の一律（比例）税率
（贈与時）
・特定贈与者からの贈与財産について，他の贈与財産と
区別して贈与時に贈与税を納税
・申告を前提に特別控除を超える部分について課税
（相続時）
・相続時精算課税の適用を受けた贈与財産の価額を相続
税の課税価格に加算して相続税額を計算
・相続税額（計算方法は「相続税」欄を参照）から既に
支払った贈与税相当額を控除（控除しきれない贈与税
相当額は還付）
（注）相続税の課税価格に加算する贈与財産の価額は，

贈与時の時価

配偶者控除，基礎控除後の課税価格に超過累進税率（下表）
を適用して贈与税額を求める。

税率
２００万円以下の金額 １０％
３００万円 〃 １５％
４００万円 〃 ２０％
６００万円 〃 ３０％

１，０００万円 〃 ４０％
１，０００万円超の金額 ５０％

⑴ 同 右

⑵ 同 右
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《適用手続》
○ 贈与を受けた年の翌年３月１５日までに，本制度を選
択する旨の届出書を贈与税の申告書に添付して提出
○ 最初の贈与の際に届け出れば，相続時まで本制度の
適用が継続
○ 受贈者である兄弟姉妹が別々に，特定贈与者である
父・母ごとに，選択可能

《適用対象》
○ 贈与財産の種類，贈与金額，贈与回数に制限はな
い。

⑴ 特別障害者に対する贈与税の非課税
個人と信託銀行の間で特別障害者を受益者とする特別障
害者扶養信託契約に基づき金銭等が信託されたことによっ
て，当該特別障害者が信託受益権を有することとなる場合
には，その信託受益権のうち６，０００万円までの部分は非課
税

⑵ 直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与
税の非課税
２０歳以上の者がその直系尊属である者から住宅取得等の
ための金銭の贈与を受ける場合には，以下の金額までは非
課税

平成２４年 平成２５年 平成２６年
省エネ・耐震住宅 １，５００万円 １，２００万円 １，０００万円
上記以外の住宅 １，０００万円 ７００万円 ５００万円

⑶ 贈与税の配偶者控除
婚姻期間２０年以上の夫婦間において居住用不動産等の贈

与があった場合は，基礎控除とは別に２，０００万円を控除

○ 左記⑸の特例は，贈与財産を相続時に合算する際にも適
用可能

○ 特定の贈与者から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の
相続時精算課税の特例
住宅の取得又は増改築に充てる資金を贈与により取得し
た場合には，贈与者の年齢に関わらず，相続時精算課税制
度を選択可能
（注）適用期限は平成２６年１２月３１日まで

⑴ 農地等に係る贈与税の納税猶予制度
農業を営む個人が，推定相続人のうち１人に農地の全部
を贈与した場合には贈与税の全額を納税猶予

⑵ 非上場株式に係る贈与税の納税猶予制度
経営者の保有株式等の全部（贈与した結果，後継者の保
有割合が発行済議決権株式等の２／３超となる場合は，当
該２／３に達するまでの贈与が要件）の贈与をした場合に
は，贈与税の全額を納税猶予
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（備考）１． 平成２２年度以前は決算額，平成２３年度は補正後予算額，平成２４年度は予算額である。
２． （ ）書は，間接税等計に占める各小計の構成比である。
３． たばこ税は，平成元年度からであり，昭和６０年度はたばこ消費税の計数である。
４． 消費税は，平成元年４月１日から実施。それに伴い砂糖消費税，物品税，入場税，トランプ類税及び通行税は廃止。

４０． 間 接 税 等 収 入

区 分
昭和６０年度 平成２ ７ １２

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

国 税 収 入 計 ３９１，５０２ １００．０ ６２７，７９８ １００．０ ５４９，６３０ １００．０ ５２７，２０９ １００．０

直 接 税 計 ２８５，１７０ ７２．８ ４６２，９７１ ７３．７ ３６３，５１９ ６６．１ ３２３，１９３ ６１．３

間 接 税 等 計 １０６，３３２ （１００．０） １６４，８２７ （１００．０） １８６，１１１ （１００．０） ２０４，０１６ （１００．０）
２７．２ ２６．３ ３３．９ ３８．７
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�
�
�
�
�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
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�
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�
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�
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�
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�
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�
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�
�

�
�

�
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�
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�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�
�
�
�
�

間

接

税

等

の

内

訳

①消 費 税 － － ５７，７８３ （３５．１） ７２，３７６ （３８．９） ９８，２２１ （４８．１）
９．２ １３．２ １８．６

�
�
�
�
�

�
�

�
�

�
�

酒 税 １９，３１５ ４．９ １９，３５０ ３．１ ２０，６１０ ３．７ １８，１６４ ３．４

た ば こ 税 ８，８３７ ２．３ ９，９５９ １．６ １０，４２０ １．９ ８，７５５ １．７

②し好品課税 た ば こ 特 別 税 － － － － － － ２，６４４ ０．５

砂 糖 消 費 税 ４０８ ０．１ ０ ０．０ － － － －

小 計 ２８，５６０ （２６．９） ２９，３０９ （１７．８） ３１，０３０ （１６．７） ２９，５６４ （１４．５）
７．３ ４．７ ５．６ ５．６

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�

物 品 税 １５，２７９ ３．９ ４６ ０．０ ３ ０．０ － －

入 場 税 ５０ ０．０ ０ ０．０ ０ ０．０ － －

ト ラ ン プ 類 税 ４ ０．０ ０ ０．０ － － － －

通 行 税 ７５３ ０．２ △ ４ ０．０ － － － －

小 計 １６，０８６ （１５．１） ４２ （０．０） ３ （０．０） － －
４．１ ０．０ ０．０

�
�
�
�

�
�

�
�
�

印 紙 収 入 １４，１２６ ３．６ １８，９４４ ３．０ １９，４１３ ３．５ １５，３１８ ２．９

有 価 証 券 取 引 税 ６，７０９ １．７ ７，４７９ １．２ ４，７９１ ０．９ ０ ０．０

取 引 所 税 １１１ ０．０ ４１３ ０．１ ４３８ ０．１ － －

小 計 ２０，９４７ （１９．７） ２６，８３６ （１６．３） ２４，６４２ （１３．２） １５，３１８ （７．５）
５．４ ４．３ ４．５ ２．９

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�

揮 発 油 税 １６，６７８ ４．３ ２０，０６６ ３．２ ２４，６２７ ４．５ ２７，６８６ ５．３

地 方 揮 発 油 税
（平成２０年度までは地方道路税） ２，９９９ ０．８ ３，６０８ ０．６ ２，６３５ ０．５ ２，９６２ ０．６

石 油 ガ ス 税 ３１０ ０．１ ３１３ ０．０ ３０６ ０．１ ２８３ ０．１

自 動 車 重 量 税 ６，０３１ １．５ ８，８１３ １．４ １０，４４９ １．９ １１，３４２ ２．２

小 計 － － － － － － － －

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�

航 空 機 燃 料 税 ６１６ ０．２ ７５７ ０．１ １，０１１ ０．２ １，０４０ ０．２

電 源 開 発 促 進 税 ２，３３５ ０．６ ２，９４７ ０．５ ３，３８６ ０．６ ３，７４６ ０．７

石 油 臨 時 特 別 税 － － － － ０ ０．０ － －

石 油 石 炭 税
（平成１５年９月３０日までは石油税） ４，００４ １．０ ４，８７０ ０．８ ５，１３１ ０．９ ４，８９０ ０．９

小 計 ３２，９７３ （３１．０） ４１，３７４ （２５．１） ４７，５４４ （２５．５） ５１，９４９ （２５．５）
８．４ ６．６ ８．７ ９．９

�
�
�
�
�
�
�

関 税，原 油 等 関 税 ７，５７３ １．９ ９，２８１ １．５ １０，３２１ １．９ ８，７６４ １．７

⑦そ の 他 とん税，特別とん税 １９３ ０．０ ２０１ ０．０ １９６ ０．０ １９９ ０．０

小 計 ７，７６６ （７．３） ９，４８１ （５．８） １０，５１７ （５．７） ８，９６３ （４．４）
２．０ １．５ １．９ １．７

③個別物品又
はサービス
課税

④流 通 税 等

⑤自 動 車
関 係 諸 税

⑥特定財源等

１４２ 間 接 税



５． たばこ特別税は，平成１０年１２月１日からであり，その収入は，国債整理基金特別会計に組み入れられている。
６． 有価証券取引税及び取引所税は，平成１１年３月３１日をもって廃止。
７． 平成１８年度改正において，原油等関税のうち原油関税は無税化され，石油製品関税は一般会計に組み入れられた。
８． 揮発油税・地方揮発油税（地方道路税）・石油ガス税・自動車重量税に係る道路特定財源制度は，平成２１年度において廃止された。

の 累 年 比 較

区 分
１７ ２２ ２３（補正後） ２４（予算）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

国 税 収 入 計 ５２２，９０５ １００．０ ４３７，０７４ １００．０ ４４３，６１４ １００．０ ４５２，８３０ １００．０

直 接 税 計 ３１５，４１３ ６０．３ ２４６，２２５ ５６．３ ２５１，９５７ ５６．８ ２５９，１８２ ５７．２

間 接 税 等 計 ２０７，４９２ （１００．０） １９０，８４９ （１００．０） １９１，６５７ （１００．０） １９３，６４８ （１００．０）
３９．７ ４３．７ ４３．２ ４２．８
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間

接

税

等

の

内

訳

①消 費 税 １０５，８３４ （５１．０） １００，３３３ （５２．６） １０１，９９０ （５３．２） １０４，２３０ （５３．８）
２０．２ ２３．０ ２３．０ ２３．０

�
�
�
�
�

�
�

�
�

�
�

酒 税 １５，８５３ ３．０ １３，８９３ ３．２ １３，４８０ ３．０ １３，３９０ ３．０

た ば こ 税 ８，８６７ １．７ ９，０７７ ２．１ ９，９４０ ２．２ ９，４５０ ２．１

②し好品課税 た ば こ 特 別 税 ２，３２９ ０．４ １，６２５ ０．４ １，５３７ ０．３ １，４６２ ０．３

砂 糖 消 費 税 － － － － － － － －

小 計 ２７，０４９ （１３．０） ２４，５９５ （１２．９） ２４，９５７ （１３．０） ２４，３０２ （１２．５）
５．２ ５．６ ５．６ ５．４

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�

物 品 税 － － － － － － － －

入 場 税 － － － － － － － －

ト ラ ン プ 類 税 － － － － － － － －

通 行 税 － － － － － － － －

小 計 － － － － － － － －

�
�
�
�

�
�

�
�
�

印 紙 収 入 １１，６８８ ２．２ １０，２４０ ２．３ １０，５７０ ２．４ １０，３２０ ２．３

有 価 証 券 取 引 税 ０ ０．０ － － － － － －

取 引 所 税 － － － － － － － －

小 計 １１，６８８ （５．６） １０，２４０ （５．４） １０，５７０ （５．５） １０，３２０ （５．３）
２．２ ２．３ ２．４ ２．３

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�

揮 発 油 税 ２９，０８４ ５．６ ２７，５０１ ６．３ ２６，３４０ ５．９ ２６，１１０ ５．８

地 方 揮 発 油 税
（平成２０年度までは地方道路税） ３，１１２ ０．６ ２，９４２ ０．７ ２，８１８ ０．６ ２，７９３ ０．６

石 油 ガ ス 税 ２８５ ０．１ ２３８ ０．１ ２４０ ０．１ ２２０ ０．０

自 動 車 重 量 税 １１，３６１ ２．２ ７，５３０ １．７ ７，２１８ １．６ ７，０３２ １．６

小 計 － － ３８，２１１ （２０．０） ３６，６１６ （１９．１） ３６，１５５ （１８．７）
８．７ ８．３ ８．０

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�

航 空 機 燃 料 税 １，０４７ ０．２ ８８６ ０．２ ５９１ ０．１ ５６６ ０．１

電 源 開 発 促 進 税 ３，５９２ ０．７ ３，４９２ ０．８ ３，４６０ ０．８ ３，２９０ ０．７

石 油 臨 時 特 別 税 － － － － － － － －

石 油 石 炭 税
（平成１５年９月３０日までは石油税） ４，９３１ ０．９ ５，０１９ １．１ ５，１２０ １．２ ５，４６０ １．２

小 計 ５３，４１２ （２５．７） ９，３９７ （４．９） ９，１７１ （４．８） ９，３１６ （４．８）
１０．２ ２．１ ２．１ ２．１

�
�
�
�
�
�
�

関 税，原 油 等 関 税 ９，３０３ １．８ ７，８５９ １．８ ８，１５０ １．８ ９，１００ ２．０

⑦そ の 他 とん税，特別とん税 ２０５ ０．０ ２１４ ０．０ ２０３ ０．０ ２２５ ０．０

小 計 ９，５０８ （４．６） ８，０７３ （４．２） ８，３５３ （４．４） ９，３２５ （４．８）
１．８ １．８ １．９ ２．１

（単位 億円，％）

③個別物品又
はサービス
課税

④流 通 税 等

⑤自 動 車
関 係 諸 税

⑥特定財源等

間 接 税 １４３



４１． 消 費 税 の 課 税 状 況 等（平成２２年度）

（備考）１．「国税庁統計年報」による。
２．「現年分」は，平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までに終了した課税期間について，平成２３年６月３０日現在の申告（国・地方公共団体等
については平成２３年９月３０日までの申告を含む。）又は処理（更正，決定等）による課税事績を「申告書及び決議書」に基づいて作成した。
「既往年分」は，平成２２年３月３１日以前に終了した課税期間について，平成２２年７月１日から平成２３年６月３０日までの間の申告（平成２２年７月
１日から同年９月３０日までの間の国・地方公共団体等に係る申告を除く。）又は処理（更正，決定等）による課税事績を「申告書及び決議書」に
基づいて作成した。

３． 税関分は含まない。
4. 件数欄の「実」は実件数を示す。

（付表）課税事業者等届出件数

（備考）１．「国税庁統計年報」による。
２． 平成２２年度末（平成２３年３月３１日現在）の届出件数を示している。
３． 納税義務者でなくなった旨の届出書又は課税事業者選択不適用届出書を提出した者は含まない。

区 分
個 人 事 業 者 法 人 合 計

件 数 税 額 件 数 税 額 件 数 税 額
件 百万円 件 百万円 件 百万円

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

現

年

分

一 般 申 告 及 び 処 理 ４８３，７１０ １９９，１３２ １，３４９，１０６ ８，９２７，２２７ １，８３２，８１６ ９，１２６，３５９

簡 易 申 告 及 び 処 理 ８４４，６９９ １９６，４７９ ５５６，４９６ １９１，６４０ １，４０１，１９５ ３８８，１１８

納 税 申 告 計 １，３２８，４０９ ３９５，６１０ １，９０５，６０２ ９，１１８，８６７ ３，２３４，０１１ ９，５１４，４７７

還 付 申 告 及 び 処 理 ３６，５５５ ２２，６７１ １１４，８３５ ２，００４，３９４ １５１，３９０ ２，０２７，０６５

�
�
�
�
�
�
�

既
往
年
分

申告及び処理による増差
税額のあるもの ８０，３５９ １５，２１１ １０４，２４５ ４８，２２２ １８４，６０４ ６３，４３３

申告及び処理による減差
税額のあるもの ９，２６１ １，９４４ １６，５５１ ２８，４５７ ２５，８１２ ３０，４０１

差 引 計 実 １，４０１，８４３ ３８６，２０７ 実 ２，０３７，６１２ ７，１３４，２３７ 実 ３，４３９，４５５ ７，５２０，４４５

加 算 税 ８４，４３６ ３，１１６ ９０，７１１ ８，０６６ １７５，１４７ １１，１８３

課税事業者届出書 課税事業者選択届出書 新設法人に該当する旨の届出書 合 計

件 件 件 件

３，２７０，５８２ ８４，４７０ １５，０５７ ３，３７０，１０９

１４４ 間 接 税



４２． 酒 税 の 課 税 状 況（平成２２年度）

（備考）１．「課税数量」とは，税額決定の基礎となるべき酒類の数量をいう。
２．「製成数量」とは，酒類の生産数量をいう。
３．「販売（消費）数量」とは，酒類小売業者の販売数量（輸入酒類を含む。）のほか，酒類製造者及び酒類卸売業者の消費者への直売数量を含めた
数量をいう。

４．「製造場数」及び「販売場数」は，平成２３年３月３１日現在である。
５． 税関分を含まない。
6. 「販売（消費）数量」欄は沖縄県分を含まない。

４３． 主 要 酒 類 の 酒 税 等 負 担 率 表

（注）１． 清酒，連続式蒸留しょうちゅう，単式蒸留しょうちゅう及びウイスキーは，大手主要銘柄のメーカー参考小売価格である。
また，ビール，発泡酒及びその他の醸造酒はオープン価格であるため，大手コンビニエンスチェーンにおける代表的な小売価格を掲げた。
なお，ビール（６３３ml）には容器保証金（５円）が含まれている。

２． その他の醸造酒（発泡性）とは，ホップ又は財務省令で定める苦味料を原料の一部とした酒類で酒税法第２３条第２項第３号イ又はロに該当するも
のをいう。

（付表）酒税等の負担率の推移

（注）１． 平成元年度以降の酒税等の負担率は，消費税を含む。
２． ビールについては，容器保証金（５円）込み価格から算出した。
３． ウイスキーについては，平成６年度まではアルコール分「４３度」，８年度以降については「４０度」で，酒税等の負担率を計算した。

区 分 課税数量 税 額 製成数量 販売（消費）
数 量 製造場数 販売場数

千kl 億円 千 kl 千 kl 場 場
清 酒 ６０３ ６８８ ４４７ ５８９ １，７３６ －
合 成 清 酒 ４４ ４３ ４３ ４３ ２ －
連続式蒸留しょうちゅう ３９８ ９４３ ４１８ ４４３ ３４ －
単式蒸留しょうちゅう ５０８ １，２１１ ４９４ ４８０ ３７５ －
み り ん １０６ ２１ １０２ １００ ３０ －
ビ ー ル ２，９２０ ６，４１２ ２，９５４ ２，７６４ １８７ －
果 実 酒 ８８ ６９ ７４ ２６２ ２５７ －
甘 味 果 実 酒 ４ ５ ４ ８ １０ －
ウ イ ス キ ー ８１ ２９６ ８０ ９４ ８ －
ブ ラ ン デ ー ５ ２１ ５ ８ ５ －
発 泡 酒 ９６１ １，２８８ ９４８ ９４８ ４０ －
原 料 用 ア ル コ ー ル ０ １ �

�
�

２７４
�
�
�

２１２
１１ －

ス ピ リ ッ ツ ２９２ ２４８ ２８ －
リ キ ュ ー ル １，７４５ １，４３７ １，７１４ １，７５４ １５３ －
そ の 他 の 醸 造 酒 ７１７ ５７４ ７１８ ７８４ ２２４ －
粉 末 酒 �

�
�

２ １ ２ ２３
２

－雑 酒 ４
合 計 ８，４７２ １３，２５８ ８，２７８ ８，５１５ ３，１０６ １９３，７５１

区 分
品 目

容 量 アルコール分
A

代表的な小売
価格（税込み）

B
酒税額

C
消費税額

D
酒税等負担率
（Ｂ＋Ｃ）／（Ａ）

ml ％ 円 円 円 ％
清 酒 １，８００ １５．０ １，８８８ ２１６．００ ８９．９０ １６．２

連続式蒸留しょうちゅう １，８００ ２５．０ １，４４１ ４５０．００ ６８．６２ ３６．０

単 式 蒸 留 し ょ う ち ゅ う １，８００ ２５．０ １，７９２ ４５０．００ ８５．３３ ２９．９

ウ イ ス キ ー ７００ ４３．０ １，７６４ ３０１．００ ８４．００ ２１．８

ビ ー ル
�
�
�

６３３ ５．０ ３４５ １３９．２６ １６．４３ ４５．１

３５０ ５．０ ２１５ ７７．００ １０．２４ ４０．６

発 泡 酒
（麦芽比率25％未満のもの）

３５０ ５．５ １５９ ４６．９８ ７．５７ ３４．３

そ の 他 の 醸 造 酒
（ 発 泡 性 ）

３５０ ５．０ １３９ ２８．００ ６．６２ ２４．９

年 度
品 目 昭５０ ５５ ６０ 平元 ２ ４ ６ ８ １０ １８ ２０ ２１ ２２

清 酒
（１．８ℓ） ２７．１ ２４．１ ２６．９ ２１．９ ２０．７ １６．４ １６．３ １６．３ １７．９ １６．２ １６．２ １６．２ １６．２

連続式蒸留しょうちゅう
（２５度，１．８ℓ） １３．３ １０．９ １４．４ ２２．７ ２１．３ ２１．３ ２５．５ ２５．５ ３５．８ ３６．０ ３６．０ ３６．０ ３６．０

単式蒸留しょうちゅう
（２５度，１．８ℓ） １０．２ ７．２ ８．７ １４．３ １３．５ １３．５ １７．０ １７．０ ２７．９ ３２．１ ２９．９ ２９．９ ２９．９

ビ ー ル（大びん） ４２．１ ４２．５ ４８．８ ４６．９ ４４．１ ４４．１ ４５．５ ４５．５ ４６．５ ４６．２ ４５．１ ４５．１ ４５．１

ウ イ ス キ ー ４０．６ ４７．３ ５０．３ ４１．３ ４１．３ ４１．３ ４１．３ ３９．５ ２２．８ ２２．５ ２１．８ ２１．８ ２１．８

（平成23年12月現在）

（単位 ％）

間 接 税 １４５



４４． 主 要 間 接 税 の 課 税 状 況
（１）酒 税

（備考）１．「国税庁統計年報」による。
２． 税関分を含まない。

４５． 主 要 間 接 税 の 関 係 場 数 の 累 年 比 較

（備考）１．「国税庁統計年報」による。
２． 調査時点は翌年３月３１日現在である。

（２）印 紙 税

（備考）１．「国税庁統計年報」による。
２． 現金納付分のみである。

（３）揮 発 油 税 等

（備考）１．「国税庁統計年報」による。
２． 税関分を含まない。
３． 平成２１年４月１日以降、地方道路税は、地方揮発油税に名称
変更。

区 分 課税数量 税 額

千kl 億円
平 成 １８ 年 度……… ９，０１６ １４，９１０

１９……………… ８，９２２ １４，７１３

２０……………… ８，７２６ １４，０７４

２１……………… ８，５８９ １３，５９９

２２……………… ８，４７２ １３，２５８

清 酒 ６０３ ６８８

合 成 清 酒 ４４ ４３

連続式蒸留しょうちゅう ３９８ ９４３

単式蒸留しょうちゅう ５０８ １，２１１

み り ん １０６ ２１

ビ ー ル ２，９２０ ６，４１２

果 実 酒 ８８ ６９

甘 味 果 実 酒 ４ ５

ウ イ ス キ ー ８１ ２９６

ブ ラ ン デ ー ５ ２１

原料用アルコール ０ １

発 泡 洒 ９６１ １，２８８

そ の 他 の 醸 造 酒 ７１７ ５７４

ス ピ リ ッ ツ ２９２ ２４８

リ キ ュ ー ル １，７４５ １，４３７

粉 末 酒 �
�
�

２ １
雑 酒

合 計 ８，４７２ １３，２５８

区 分 税 印
押なつ

書 式
表 示 その他 合 計 納税人員

億円 億円 億円 億円 千人
平成１８年度… １ １，０６４ ９４９ ２，０１３ １８９

１９……… １ ９８８ １，１５５ ２，１４４ １８９

２０……… １ １，００８ １，１４０ ２，１４８ １８９

２１……… ０ ８８４ １，１１６ ２，００１ １７１

２２……… ０ ８４９ １，１１５ １，９６４ １６６

区 分
揮発油税及び
地方揮発油税 石油ガス税

数 量 税 額 重 量 税 額
千kl 億円 千ｔ 億円

平成１８年度… ５８，９３０ ３１，６５９ １，５９４ ２７９

１９……… ５８，１０１ ３１，２１３ １，５７０ ２７４

２０……… ５５，６８０ ２８，４７２ １，４８６ ２６０

２１……… ５５，６４６ ２９，８９２ １，４０９ ２４７

２２……… ５５，９９２ ３０，０７７ １，３７０ ２４０

区 分 酒類製造免許場数 酒 類 販 売 場 数 揮発油税関係 場 数 石油ガス税関係場数

平成１３年度…… ３，２５４ １９８，００５ ５，７３４ ２，６１８

１４………… ３，２１６ ２００，３５５ ５，８７０ ２，６４２

１５………… ３，１６５ ２０８，３２５ ６，０００ ２，６７２

１６………… ３，１４６ ２１１，８２８ ６，０５３ ２，７２１

１７………… ３，１３９ ２１０，４５２ ６，２１６ ２，７３６

１８………… ３，１４１ ２１４，９０５ ６，３１１ ２，７６６

１９………… ３，１５０ ２１５，２４７ ５，９５９ ２，７２４

２０………… ３，１１６ ２１２，３１１ ５，９７１ ２，７０７

２１………… ３，０９０ １９６，５７０ ５，８２４ ２，７２５

２２………… ３，１０６ １９３，７５１ ５，９７７ ２，７４８

（単位 場）

１４６ 間 接 税



４６． 主 要 間 接 税 制 度 の 概 要

区 分 消 費 税

１．課 税 対 象 ⑴ 国内において事業者が行う資産の譲渡等（資産の譲渡，資産の貸付け，役務の提供）
⑵ 輸入貨物（保税地域から引き取られる外国貨物）

２．納 税 義 務 者 ⑴ 国内取引……事業者
ただし，基準期間（前々年又は前々事業年度）の課税売上高（税抜き）が１，０００万円以下の事業者

は，納税義務が免除される。
（注１）資本金又は出資金が１，０００万円以上の新設法人の設立当初の２年間については，納税義務を

免除しない。
（注２）特定期間（前年又は前事業年度上半期）の課税売上高（給与支払額）が１，０００万円超の事業

者についても納税義務を免除しない（法人は２５年１２月決算から，個人は２５年分から適用）。
⑵ 輸入取引……輸入者

３．課 税 標 準 ⑴ 資産の譲渡等の対価（他の個別消費税を含む。）の額
⑵ 引取価額（CIF 価格＋他の個別消費税＋関税）

４．税 率 ４％
（注）地方消費税（税率は消費税額の２５％＝消費税率１％相当）と合わせた税率は５％となる。

５．輸 出 免 税 輸出取引等（貨物の輸出，国際輸送・通信等）は免税

６．非 課 税 国内における次の資産の譲渡等は非課税
【消費に負担を求める税としての性格上課税対象とならないもの等】
⑴ 土地の譲渡及び貸付け
⑵ 有価証券，支払手段等の譲渡
⑶ 貸付金等の利子，保険料等
⑷ 郵便切手類，印紙等の譲渡
⑸ 行政手数料等，外国為替取引
【社会政策的配慮に基づくもの】
⑹ 医療保険各法等の医療
⑺ 介護保険法に規定する一定のサービス及び社会福祉法に規定する社会福祉事業等として行われる資
産の譲渡等

⑻ 助産に係る資産の譲渡等
⑼ 埋葬料又は火葬料を対価とする役務の提供
⑽ 身体障害者用物品の譲渡，貸付け等
⑾ 学校教育法第１条に規定する学校等の授業料，入学金，施設設備費，入学検定料，学籍証明等手数料
⑿ 教科用図書の譲渡
⒀ 住宅の貸付け

７．税 額 控 除 仕入税額控除
⑴ 原則（本則計算）
① 課税売上割合が９５％以上かつ課税売上高が５億円以下の場合には，仕入れに係る消費税額を全額
控除する。

② 課税売上割合が９５％未満又は課税売上高が５億円超の場合には，個別対応方式又は一括比例配分
方式のいずれかの方法により計算した金額を仕入れに係る消費税額として控除する。

（注）仕入税額控除の適用要件として，帳簿及び請求書等の保存が義務付けられている（請求書等保
存方式）。

⑵ 特例（簡易課税制度）
基準期間の課税売上高が５，０００万円以下の課税期間については，選択により，売上げに係る消費税
額にみなし仕入率を乗じた金額を仕入れに係る消費税額とすることができる。（みなし仕入率：第１
種事業（卸売業）は９０％，第２種事業（小売業）は８０％，第３種事業（製造業等）は７０％，第４種事
業（その他の事業）は６０％，第５種事業（サービス業等）は５０％）

間 接 税 １４７



４６． 主 要 間 接 税

区 分 消 費 税

８．申 告 ・ 納 付 ⑴ 国内取引
① 課税期間……………個人事業者は暦年，法人は事業年度

ただし，事業者の選択により，３か月又は１か月に短縮することも可能。
② 確定申告・納付……課税期間終了後２月以内に確定申告・納付
（注）個人事業者の確定申告・納付期限は翌年３月末である。（租特法）
③ 中間申告・納付……直前の課税期間の確定消費税額に応じ，年１１回，年３回又は年１回の中間申

告・納付を行う。

（注）確定申告書等に課税標準等の計算の基礎となる金額が記載された書類の添付が義務付けられてい
る。

⑵ 輸入取引
保税地域からの引取りの際に申告，納付（３か月以内の納期限の延長あり）
関税の特例申告を行う場合には，引取りの日の属する月の翌月末日までに申告，納付（２か月以内

の納期限の延長あり）

９．そ の 他 【国，地方公共団体等に対する特例】
国，地方公共団体，公共法人等については，申告・納付，仕入税額控除等につき，特例措置が設けら

れている。
【総額表示の義務付け】
事業者は，不特定かつ多数の者に課税資産の譲渡等を行う場合において，あらかじめその資産又は役

務の価格を表示するときは，その資産又は役務に係る消費税相当額（地方消費税相当額を含む）を含め
た価格を表示しなければならない。
【消費税の使途】
消費税収（国分）は，予算総則において基礎年金，老人医療，介護に充てることとされている（消費

税収の福祉目的化）。

直前の課税期間
の確定消費税額
（１年分）

中 間 申 告

４，８００万円超

年１１回（毎月）の中間申告
課税期間開始の日以後１ヶ月ごとに区分した各期間

につき，その期間の末日の翌日（課税期間開始の日以
後最初の１月の期間については，課税期間開始の日か
ら２ヶ月を経過した日）から２月以内に，１月分相当
額を中間申告・納付

４００万円超
４，８００万円以下

年３回の中間申告
課税期間開始の日以後３ヶ月ごとに区分した各期間

につき，その期間の末日の翌日から２月以内に，３月
分相当額を中間申告・納付

４８万円超
４００万円以下

年１回の中間申告
課税期間開始の日以後６ヶ月ごとに区分した各期間

につき，その期間の末日の翌日から２月以内に，６月
分相当額を中間申告・納付

４８万円以下 不要

１４８ 間 接 税



制 度 の 概 要（続）

区 分 酒 税 た ば こ 税 たばこ特別税

課 税 物 件 酒類 製造たばこ たばこ税と同
じ

納 税
義 務 者

製造者又は引取者 製造者又は引取者 たばこ税と同
じ

免 税 措 置 輸出用 輸出用 たばこ税と同
じ

主 な 税 率 １㎘につき
⑴ 発泡性酒類（ビール等） ２２０，０００円
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

・発泡酒
（麦芽２５％以上５０％未満でアルコール分１０度未満）

１７８，１２５円
・発泡酒（麦芽２５％未満でアルコール分１０度未満）

１３４，２５０円
・その他の発泡性酒類
（ホップ等を原料としたもの（一部を除く）を除く）

８０，０００円

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

⑵ 醸造酒類 １４０，０００円
�
�
�

・清酒 １２０，０００円
・果実酒 ８０，０００円

�
�
�

⑶ 蒸留酒類（２０度） ２００，０００円
（１度当たりの加算額１０，０００円）

�
�
�
�

・ウイスキー，ブランデー及びスピリッツ（３７度）
３７０，０００円

（１度当たりの加算額１０，０００円）

�
�
�
�

⑷ 混成酒類（２０度） ２２０，０００円
（１度当たりの加算額１１，０００円）

�
�
�
�
�
�
�

・リキュール及び甘味果実酒（１２度） １２０，０００円
（１度当たりの加算額１０，０００円）

・合成清酒 １００，０００円
・みりん及び雑酒（みりん類似） ２０，０００円
・粉末酒 ３９０，０００円

�
�
�
�
�
�
�

喫煙用の製造たばこ
第１種（紙巻たばこ）
第２種（パイプたばこ）
第３種（葉巻たばこ）
第４種（刻みたばこ）
かみ用の製造たばこ
かぎ用の製造たばこ
旧３級品の紙巻たばこ

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
	

１，０００本に
つき
５，３０２円

１，０００本に
つき
８２０円

１，０００本に
つき
２，５１７円

１，０００本に
つき
３８９円

（注）１．上記の税率は，平成２２年１０
月１日から適用。
２．課税標準は紙巻たばこの本
数とし，パイプたばこ及び葉
巻たばこは１gを１本に，刻
みたばこ，かみ用及びかぎ用
の製造たばこは２gを１本
に，それぞれ換算する。

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
	

（注）平成１０
年１２月１
日から実
施。

納 税 方 法 製造場から移出される酒類については翌月末日までに
申告し，翌々月末日までに納付する。
輸入酒類については保税地域からの引取の時までに申

告し，納付する。ただし，関税の特例申告を行う場合に
は，引取の日の属する月の翌月末日までに申告し，納付
する。

製造場から移出される製造たばこに
ついては翌月末日までに申告し，納付
する。
輸入製造たばこについては保税地域
からの引取の時までに申告し，納付す
る。ただし，関税の特例申告を行う場
合には，引取の日の属する月の翌月末
日までに申告し，納付する。

たばこ税の
申告にあわせ
て申告し，納
付する。

備 考 酒類，酒母等を製造しようとする場合又は酒類の販売
業をしようとする場合は所轄税務署長の免許を必要とす
る。

製造たばこには，上記のたばこ税及びたばこ特別税
のほかに，地方のたばこ税（１，０００本につき６，１２２円（旧
３級品の紙巻たばこ１，０００本につき２，９０６円））が課税
される。

間 接 税 １４９



４６． 主 要 間 接 税 制 度 の 概 要（続）

区 分 揮発油税・地方揮発油税 石 油 ガ ス 税 航 空 機 燃 料 税 石 油 石 炭 税

課 税 物 件 揮発油 自動車用石油ガス 航空機燃料 原油及び輸入石油製品，ガ
ス状炭化水素並びに石炭

納 税
義 務 者

製造者又は引取者 充てんする者又は引取
者

航空機の所有者等 採取者又は引取者

免 税 措 置 ⑴ 輸出用
⑵ 灯油
⑶ 航空機燃料用
⑷ 石油化学製品の製造
用

⑸ ゴム溶剤用等
⑹ 外国公館等用

⑴ 輸出用
⑵ 原料用
⑶ 熱源用

国，地方公共団体及び
国際線（ただし，国内輸
送を行う場合を除く。）

輸入石油製品等のうち
⑴ 石油化学用ナフサ等
⑵ 農林漁業用A重油
⑶ アンモニア等製造用LPG
⑷ 鉄鋼，コークス及びセメ
ント製造用石炭
⑸ 沖縄発電用石炭等
⑹ 苛性ソーダ製造業・イオ
ン交換膜法による塩製造業
用の自家発電用石炭（温対
税の上乗せ税率部分を軽
減）

主 な 税 率 １㎘につき
揮発油税 ４８，６００円
地方揮発油税 ５，２００円
（当分の間の特例税率）

１㎏につき １７円５０銭
（１ℓにつき９円８０銭）

１㎘につき １８，０００円
（２３．４．１～２６．３．３１）
・本土－沖縄本島，宮古
島，石垣島又は久米島
間を航行する航空機の
航空機燃料
１㎘につき ９，０００円
（２３．４．１～２６．３．３１）
・一定の離島路線を航行
する航空機の航空機燃
料
１㎘につき１３，５００円
（２３．４．１～２６．３．３１）

⑴ 原油，輸入石油製品
１㎘につき ２，０４０円
⑵ 天然ガス，石油ガス等
１tにつき １，０８０円
⑶ 石炭
１tにつき ７００円

［地球温暖化対策のための特例税率］
○平成２４年１０月１日～２６年３月３１日
⑴ 原油，輸入石油製品A

１㎘につき ２，２９０円
⑵ 天然ガス，石油ガス等B

１tにつき １，３４０円
⑶ 石炭C

１tにつき ９２０円
○平成２６年４月１日～２８年３月３１日
⑴ A１㎘につき ２，５４０円
⑵ B１tにつき １，６００円
⑶ C１tにつき １，１４０円
○平成２８年４月１日～
⑴ A１㎘につき ２，８００円
⑵ B１tにつき １，８６０円
⑶ C１tにつき １，３７０円

納 税 方 法 製造場から移出される
ものについては，翌月末
日までに申告し，納付す
る。
輸入揮発油について

は，保税地域からの引取
の時までに申告し，納付
する。ただし，関税の特
例申告を行う場合には，
引取の日の属する月の翌
月末日までに申告し，納
付する。

石油ガスの充てん場か
ら移出されるものについ
ては，翌月末日までに申
告し，翌々月末日までに
納付する。
輸入石油ガスについて

は，保税地域からの引取
の時までに申告し，納付
する。ただし，関税の特
例申告を行う場合には，
引取の日の属する月の翌
月末日までに申告し，納
付する。

翌月末日までに申告
し，納付する。

採取場から移出される原
油，ガス状炭化水素及び石炭
については，翌月末日までに
申告し，納付する。
輸入原油及び輸入石油製
品，輸入ガス状炭化水素並び
に輸入石炭については，保税
地域からの引取の時（国税庁
長官の承認を受けた場合に
は，翌月末日）までに申告し，
納付する。ただし，関税の特
例申告を行う場合には，引取
の日の属する月の翌月末日ま
でに申告し，納付する。

備 考 バイオエタノール等揮
発油に対し，課税標準の
特例措置が講じられてい
る。

国産石化用ナフサ等，国産
農林漁業用A重油及び国産
アスファルト等について還付
措置が講じられている。
また，内航運送用船舶等，
鉄道，航空機の燃料及び農林
漁業用の軽油について，地球
温暖化対策のための税率の特
例により上乗せされる税率に
ついての還付措置が講じられ
ている。

１５０ 間 接 税



４７． 自 動 車 関 係 諸 税 の 概 要

（備考）１． 揮発油税・地方揮発油税・軽油引取税・自動車取得税・自動車重量税の特例税率については，当分の間の措置である。
２． 一定の環境性能を満たした車に対しては，自動車重量税にあっては平成２４年５月１日から平成２７年４月３０日までの間に受ける新車に係る新規車
検等，自動車取得税にあっては平成２４年４月１日から平成２７年３月３１日までの間の車の取得について，それぞれ減免措置が講じられている。

３． 自動車税については低公害車・低燃費車に対し軽課するとともに，新規登録後長期経過した自動車に対して，重課する措置が講じられている。
４． 自動車重量税については，新規登録後１３年を経過した自動車及び新規登録後１８年を経過した自動車に対して，それぞれ重課する措置が講じられ
ている。

５． バリアフリー性能に優れた一定のバス及びタクシーに対しては，自動車重量税にあっては平成２４年５月１日から平成２７年４月３０日までの間に受
ける新車に係る新規車検，自動車取得税にあっては平成２４年４月１日から平成２７年３月３１日までの間の車の取得について，それぞれ減免措置が講
じられている。

６． 衝突被害軽減ブレーキを装備した車両総重量８tを超えるトラック及び１３t を越えるトラクタに対しては，自動車重量税にあっては平成２４年５
月１日から平成２７年４月３０日（車両総重量が２２t を越えるトラック及び車両総重量が１３t を超えるトラクタについては平成２６年１０月３１日）までの
間に受ける新車に係る新規車検，自動車取得税にあっては平成２４年４月１日から平成２７年３月３１日までの間の車の取得について，それぞれ減免措
置が講じられている。

税 目 課税主体 課 税 物 件 税 率 税収の使途

揮 発 油 税 国 揮発油 ４８，６００円／㎘（当分の間の特例税率） 国の一般財源であ
る。

地方揮発油
税

国 揮発油 ５，２００円／㎘（当分の間の特例税率） 都道府県，指定市及
び市町村の一般財源と
して全額譲与されてい
る。

石油ガス税 国 自動車用石油
ガス

１７円５０銭／㎏（９，８００円／㎘） １／２は国の一般財
源であるが，１／２は
都道府県及び指定市の
一般財源として譲与さ
れている。

軽油引取税 都道府県 軽油 ３２，１００円／㎘（当分の間の特例税率） 都道府県及び指定市
の一般財源である。

自動車取得
税

都道府県 乗 用 車，ト
ラ ッ ク，バ
ス，軽自動車
等

自家用 取得価額の５％（当分の間の特例税率）
営業用及び軽自動車 〃 ３％

都道府県及び指定市
（７割），市町村（３
割）の一般財源である。

自 動 車 税 都道府県 乗 用 車，ト
ラック，バス
等（軽自動車
等を除く。）

（例） （自家用） （営業用）
乗用車（２，０００cc クラス） ３９，５００円（年） ９，５００円（年）
トラック（４～５トン積） ２５，５００円（年） １８，５００円（年）

バス��
一般乗合用（３０～４０人乗）
その他（４０～５０人乗）

－ １４，５００円（年）
４９，０００円（年） ３８，０００円（年）

都道府県の一般財源
である。

軽自動車税 市町村 軽自動車，小
型二輪車，原
付自転車等

（例）

軽乗用車��
自家用７，２００円（年）
営業用５，５００円（年）軽トラック

�
�
自家用４，０００円（年）
営業用３，０００円（年）

小型二輪車 ４，０００円（年）

市町村の一般財源で
ある。

自動車重量
税

国 乗 用 車，ト
ラ ッ ク，バ
ス，軽自動車
等

（例）
（車検期間１年ごと） 次世代自動車等 次世代自動車等以外の車

（自家用）（営業用）
乗用車 自重０．５トンごとに ２，５００円 ４，１００円 ２，６００円
トラック
�
�
２．５トン超 総重量１トンごとに ２，５００円 ４，１００円 ２，６００円
２．５トン以下 〃 ２，５００円 ３，３００円 ２，６００円
バス ２，５００円 ４，１００円 ２，６００円
軽自動車 １両ごとに ２，５００円 ３，３００円 ２，６００円
※次世代自動車等とは電気自動車，プラグインハイブリッド自
動車，ガソリン自動車（☆☆☆☆（低排ガス車）かつ平成２７
年度燃費基準＋２０％達成のものに限る）等である。

５９３／１，０００は国の一
般財源であるが，４０７／
１，０００は市町村の一般
財源として譲与されて
いる。（当分の間の特
例譲与割合）

間 接 税 １５１



４９． 外国法人・非居住者の課税状況（源泉所得税）の内訳

４８． 外国法人・非居住者の課税状況の推移

（注）「国税庁統計年報書」に基づいて作成。
法人税については，１８年以前は，その年２月１日から翌年１月３１日までの間に終了した事業年度。
１９年以後は，その年４月１日から翌年３月３１日までの間に終了した事業年度。

（注）「国税庁統計年報書」に基づいて作成。

法人税（事業年度分） 源泉所得税

年 分
法人所得金額
（全体）①

外国法人の
所得金額②

割合
②／①

法人税額
（全体）③

外国法人の
法人税額④

割合
④／③

源泉徴収税額
⑤

外国法人・
非居住者⑥

割合
⑥／⑤

平成１２ ３９６，８３０ ４，９７８ １．２５％ １０９，４０５ １，４５７ １．３３％ １６４，７３３ ３，３５８ ２．０４％

１３ ４１９，５２８ ５，９８３ １．４３％ １１４，９７２ １，７４６ １．５２％ １７０，８４０ ４，０１３ ２．３５％

１４ ３４８，２４７ ４，１９１ １．２０％ ９６，１１８ １，２１９ １．２７％ １４０，８４４ ３，９１０ ２．７８％

１５ ３５５，０９５ ５，０７３ １．４３％ ９７，７２６ １，４５２ １．４９％ １３０，６０９ ３，６７０ ２．８１％

１６ ４０８，５９０ ５，２４２ １．２８％ １０７，２６９ １，４７５ １．３８％ １３５，３９８ ３，２０９ ２．３７％

１７ ４５６，６５０ ６，３６１ １．３９％ １１８，９３３ １，７２６ １．４５％ １５３，１０９ ２，９１３ １．９０％

１８ ５４２，２１６ ９，７８０ １．８０％ １３８，６３９ ２，７６１ １．９９％ １６４，２７３ ３，５８６ ２．１８％

１９ ５８１，０３５ ５，５８５ ０．９６％ １４３，０８９ １，４８２ １．０４％ １５０，１８１ ３，９４８ ２．６３％

２０ ３７１，６８１ ４，１４４ １．１１％ ９４，７３７ １，１８５ １．２５％ １４４，３２０ ３，６０６ ２．５０％

２１ ３３２，５９２ ３，３５５ １．０１％ ８５，５２８ ９６４ １．１３％ １２５，９２６ ２，５７２ ２．０４％

区 分 平成１２年 平成１３年 平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年

公社債・預貯金の利子等 １２５ １１４ ９９ ７２ ５７ ５３ ６９ ６１ ７２ ３１

利益又は利息の配当，
剰余金の分配，基金利
息の分配等

一 般 分 ９１８ ９８１ １，０６３ ７０１

源泉分離 １ ４ ５ ２２ ７２７ ９１８ １，５２８ １，９００ １，７５６ １，０５３

計 ９１９ ９８５ １，０６８ ７２２

匿名組合契約に基づく利益の分配 － － １１３ ２９０ ２６１ ２６３ ５２８ ５６２ ２３８ ２６４

給与・賞与等 １２４ ２０２ １５９ １８５ １９２ ２０１ ２１０ ２１９ ２２７ １７５

退職所得 ５０ １９ ２２ ３３ ２０ １６ ２１ ２１ ２７ ３０

役務の報酬 ７０ １０２ １０４ １０５ １１６ １３２ １１３ １２２ １７ １９

工業所有権その他の技術に関する
権利等の使用料又はその譲渡によ
る対価

１，４５３ １，３８７ １，３９０ １，４２９ ９８３ ６５３ ５４４ ５２７ ４７８ ４２０

著作権の使用料又はその譲渡によ
る対価 ４４８ ４８５ ５３３ ５１５ ３６６ １９８ １９０ １６１ １４８ １２４

貸付金の利子 ７３ ３８３ ２００ １１８ １０６ １８０ １３７ １６１ ２４７ １７６

不動産，採石権の貸付，租鉱権の
設定又は航空機，船舶の貸付によ
る所得

４２ ８１ ４８ ５５ ５５ ５７ ５１ ６４ ８３ ７７

機械等の使用料 １ ２ ５ ４ ４ ５ ６ ８ － －

土地等の譲渡による対価 １８ １８５ １０１ ８３ ２６４ １７３ １２１ ８６ ８６ ３１

人的役務提供事業の対価 ３１ ６８ ６８ ５６ ５５ ６３ ６３ ５６ ２１９ １７４

生命保険契約等に基づく年金 ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ６ ０

賞金 ４ １ １ １ １ ２ ５ １ １ ０

合 計 ３，３５８ ４，０１３ ３，９１０ ３，６７０ ３，２０９ ２，９１３ ３，５８６ ３，９４８ ３，６０６ ２，５７２

国際課税

（単位 億円）

（単位 億円）

１５２



（１）二重課税の回避及び脱税の防止に関する規定を主体とする条約

５０． 我が国の締結した租税条約の概要

国 名 発 効 日

限 度 税 率 株 式 譲 渡 益 の 課 税 二重課税
の排除

相互
協議

配 当 利 子 使 用 料 不動産化体 事業譲渡類似 破綻金融機関 一 般
日本国でのみな
し外国税額控除
（供与期限）

仲裁
規定

ア メ リ カ

原S３０．４．１
①S３２．９．９
②S３９．９．２
③S４０．５．６

１０％
�
�
�

一定のもの
免税

その他５％

�
�
�

金融機関等受
取 免税
その他 １０％

免税 不動産所在地国課税 － 所在地国課税 居住地国のみ
で課税 － －

○全 S４７．７．９
○全H１６．３．３０

スウェーデン

原S３２．６．１
①S４０．５．２５

１５％
�
�
�

一定のもの
免税

その他５％

�
�
�

１０％ １０％ － － － － － －
○全 S５８．９．１８
①H１１．１２．２５

デ ン マ ー ク 原S３４．４．２４ １５％
（１０％） １０％ １０％ － 所在地国課税 － 居住地国のみ

で課税 － －○全 S４３．７．２６

パ キ ス タ ン
原S３４．５．１４
①S３６．８．１

１０％
�
�
�

一定のもの
５％

その他７．５％

�
�
�

一定のもの
免税

その他 １０％
１０％ 不動産所在地国課税 所在地国課税 － 居住地国のみ

で課税 － －

○全H２０．１１．９

ノールウェー
原S３４．９．１５

１５％
（ ５％） １０％ １０％ － － － 源泉地国課税 － －○全 S４３．１０．２５

○全H ４．１２．１６

イ ン ド

原S３５．６．１３
①S４５．１１．１５

１０％ １０％ １０％ － － － 源泉地国課税 － －
○全Ｈ元．１２．２９
①H１８．６．２８

シンガポール

原S３６．９．５

１５％
（ ５％） １０％ １０％ 不動産所在地国課税 所在地国課税 － 居住地国のみ

で課税
あ り
（平１２） －

○全 S４６．８．３
①S５６．６．２３
○全H ７．４．２８
①H２２．７．１４

オーストリア S３８．４．４ ２０％
（１０％） １０％ １０％ － 所在地国課税 － 居住地国のみ

で課税 － －

ニュー・ジーラ
ンド

原S３８．４．１９
①S４２．９．３０ １５％ － － － － － － － －

イ ギ リ ス
（注１）

原S３８．４．２３ １０％
�
�
�

一定のもの
免税

その他５％

�
�
�

金融機関等受
取 免税
その他 １０％

免税 不動産所在地国課税 所在地国課税 － 居住地国のみ
で課税 － －○全 S４５．１２．２５

①S５５．１０．３１
○全H１８．１０．１２

タ イ 原S３８．７．２４
○全H ２．８．３１

�
�
�

一定のもの
１５％

その他２０％

�
�
�

金融機関等受
取 １０％
その他の法人

２５％
１５％ － － － 源泉地国課税 あ り －

マ レ ー シ ア

原S３８．８．２１
（マラヤ連邦）

１５％
（５％） １０％ １０％ － － － 源泉地国課税 あ り

（平１８） －○全 S４５．１２．２３
○全H１１．１２．３１
①H２２．１２．１

カ ナ ダ
原S４０．４．３０

１５％
（５％） １０％ １０％ － － － 源泉地国課税 － －○全 S６２．１１．１４

①H１２．１２．１４

フ ラ ン ス

原S４０．８．２２
①S５６．１０．１４

１０％
�
�
�

一定のもの
免税

その他５％

�
�
�

金融機関等受
取 免税
その他 １０％

免税 不動産所在地国課税 所在地国課税 － 居住地国のみ
で課税 － －

○全H ８．３．２４
①H１９．１２．１

国際課税 １５３



５０． 我が国の締結した租税条約の概要（続）

国 名 発 効 日

限 度 税 率 株 式 譲 渡 益 の 課 税 二重課税
の排除

相互
協議

配 当 利 子 使 用 料 不動産化体 事業譲渡類似 破綻金融機関 一 般
日本国でのみな
し外国税額控除
（供与期限）

仲裁
規定

ド イ ツ
原S４２．６．９
①S５５．１１．１０
②S５９．５．４

１５％
（１０％） １０％ １０％ － － － 居住地国のみ

で課税 － －

ブ ラ ジ ル 原S４２．１２．３１
①S５２．１２．２９ １２．５％ １２．５％

商標権 ２５％
映画フィルム等１５％
その他 １２．５％

－ － － 居住地国のみ
で課税 あ り －

ス リ・ラ ン カ
（セイロン） S４３．９．２２ ２０％

（対法人のみ）
一定のもの

免税
著作権
映画フィルム

�
�
免税

特許権等半額課税
－ － － 源泉地国課税 あ り －

エ ジ プ ト
（アラブ連合） S４４．８．６ １５％ － １５％ － － － 源泉地国課税 － －

ベ ル ギ ー 原S４５．４．１６
①H ２．１１．１６

１５％
（１０％） １０％ １０％ － － － 居住地国のみ

で課税 － －

オーストラリア
原S４５．７．４ １０％

�
�
�

一定のもの
免税

その他５％

�
�
�

金融機関等受
取 免税
その他 １０％

５％ 不動産所在地国課税 所在地国課税 － 居住地国のみ
で課税 － －

○全H２０．１２．３

オ ラ ン ダ
原S４５．１０．２３
①H ４．１２．１６

１０％
�
�
�

一定のもの
免税

その他５％

�
�
�

金融機関等受
取 免税
その他 １０％

免税 不動産所在地国課税 － 所在地国課税 居住地国のみ
で課税 － あり

○全H２３．１２．２９

韓 国 原S４５．１０．２９
○全H１１．１１．２２

１５％
�
�
�
�

平成１５年末
まで １０％
平成１６年以
後 ５％

�
�
�
�

１０％ １０％ 不動産所在地国課税 所在地国課税 － 居住地国のみ
で課税

あ り
（平１５） －

ザ ン ビ ア S４６．１．２３ 免税 １０％ １０％ － － － 居住地国のみ
で課税 あ り －

ス イ ス 原S４６．１２．２６
①H２３．１２．３０

１０％
�
�
�

一定のもの
免税

その他５％

�
�
�

金融機関等受
取 免税
その他 １０％

免税 不動産所在地国課税 － 所在地国課税 居住地国のみ
で課税 － －

フィンランド 原S４７．１２．３０
①H ３．１２．２８

１５％
（１０％） １０％ １０％ － － － 居住地国のみ

で課税 － －

イ タ リ ア 原S４８．３．１７
①S５７．１．２８

１５％
（１０％） １０％ １０％ － － － 居住地国のみ

で課税 － －

ス ペ イ ン S４９．１１．２０ １５％
（１０％） １０％ １０％ － － － 居住地国のみ

で課税
あ り
（注４） －

アイルランド S４９．１２．４ １５％
（１０％） １０％ １０％ － － － 居住地国のみ

で課税
あ り
（注４） －

ル ー マ ニ ア S５３．４．９ １０％ １０％
文化的使用料

１０％
工業的使用料

１５％
－ － － 居住地国のみ

で課税 － －

旧チェッコスロ
ヴァキア（注２） S５３．１１．２５ １５％

（１０％） １０％
文化的使用料

免税
工業的使用料

１０％
－ － － 居住地国のみ

で課税 － －

フ ィ リ ピ ン 原S５５．７．２０
①H２０．１２．５

１５％
（１０％） １０％

映画フィルム
１５％

その他 １０％
不動産所在地
国課税 － － 居住地国のみ

で課税
あ り
（平３０） －

ハ ン ガ リ ー S５５．１０．２５ １０％ １０％
文化的使用料

免税
工業的使用料

１０％
－ － － 居住地国のみ

で課税 － －

国際課税１５４



５０． 我が国の締結した租税条約の概要（続）

国 名 発 効 日

限 度 税 率 株 式 譲 渡 益 の 課 税 二重課税
の排除

相互
協議

配 当 利 子 使 用 料 不動産化体 事業譲渡類似 破綻金融機関 一 般
日本国でのみな
し外国税額控除
（供与期限）

仲裁
規定

ポ ー ラ ン ド S５７．１２．２３ １０％ １０％
文化的使用料

免税
工業的使用料

１０％
－ － － 居住地国のみ

で課税 － －

インドネシア S５７．１２．３１ １５％
（１０％） １０％ １０％ － － － 居住地国のみ

で課税
あ り
（注４） －

中 国 S５９．６．２６ １０％ １０％ １０％ － － － 源泉地国課税 あ り －

旧 ソ 連
（注３） S６１．１１．２７ １５％ １０％

文化的使用料
免税

工業的使用料
１０％

－ － － 源泉地国課税 － －

バングラデシュ H ３．６．１５ １５％
（１０％） １０％ １０％ － － － 源泉地国課税 あ り －

ブ ル ガ リ ア H ３．８．９ １５％
（１０％） １０％ １０％ － － － 源泉地国課税 あ り

（平１３） －

ルクセンブルク 原H ４．１２．２７
①H２３．１２．３０

１５％
（ ５％） １０％ １０％ － － － 源泉地国課税 － －

イ ス ラ エ ル H ５．１２．２４ １５％
（ ５％） １０％ １０％ － － － 源泉地国課税 － －

ト ル コ H ６．１２．２８ １５％
（１０％）

金融機関受取
１０％

その他 １５％
１０％ － － － 源泉地国課税 あ り

（平１６） －

ヴィエトナム H ７．１２．３１ １０％ １０％ １０％ 不動産所在地国課税 所在地国課税 － 居住地国のみ
で課税

あ り
（平２２） －

メ キ シ コ H ８．１１．６
１５％

�
�
�

一定のもの
免税

その他５％

�
�
�

一定のもの
１０％

その他 １５％
１０％ 不動産所在地国課税 所在地国課税 － 居住地国のみ

で課税
あ り
（平１７） －

南 ア フ リ カ H ９．１１．５ １５％
（ ５％） １０％ １０％ － － － 源泉地国課税 － －

ブ ル ネ イ H２１．１２．１９ １０％
（ ５％） １０％ １０％ 不動産所在地国課税 所在地国課税 － 居住地国のみ

で課税 － －

カザフスタン H２１．１２．３０ １５％
（ ５％） １０％ １０％ 不動産所在地国課税 所在地国課税 － 居住地国のみ

で課税 － －

香 港 H２３．８．１４ １０％
（ ５％） １０％ ５％ 不動産所在地国課税 － 所在地国課税 居住地国のみ

で課税 － あり

サウジアラビア H２３．９．１ １０％
（ ５％） １０％

設備の使用
５％

その他 １０％
不動産所在地
国課税 所在地国課税 － 居住地国のみ

で課税 － －

国際課税

（備考）１． 原は当初の条約，①，②，③はそれぞれ第１次，第２次，第３次の補足改訂を示し，○全は全面改訂を示す。
２． 配当に対する限度税率は日本側の税率を示す。配当欄の（ ）書は，親子会社間配当に対する限度税率を示す。
３． みなし外国税額控除とは，条約の規定により，日本国での外国税額控除の適用上，条約の相手国において経済開発を目的とする税制上の特別措
置等により減免された税額を納付したものとみなして，当該減免税額を控除する制度である。

４． 事業所得に対しては，国内に恒久的施設を有する場合に当該恒久的施設に帰属する部分に限り課税する。
（注） １． イギリスとの当初の条約については，フィジーに適用される。

２． 旧チェッコスロヴァキアとの条約については，チェッコ及びスロヴァキアにそれぞれ適用される。
３． 旧ソ連との条約についてはロシア，キルギス，グルジア，タジキスタン，ウズベキスタン，トルクメニスタン，ウクライナ，アルメニア，ベラ
ルーシ，モルドヴァ及びアゼルバイジャンにそれぞれ適用される。

４． 先方の国内法の改正により，事実上みなし外国税額控除の適用がない。

（２）租税に関する情報交換規定を主体とする協定
・バミューダ（Ｈ２２．８．１）
・バハマ （Ｈ２３．８．２５）
・マン島 （Ｈ２３．９．１）
・ケイマン （Ｈ２３．１１．１３）
（注）（ ）内は発効日を示す。

１５５



（備考）１． 平成２２年度以前は決算額，平成２３年度及び平成２４年度は地方財政計画額である。なお，平成２４年度の地方財政計画は，通常収支分と東日本大震
災分が策定されるが，上記は通常収支分の税収である。

２． 昭和３１年度以前の入湯税は法定普通税に含まれる。
３． 自動車取得税，軽油引取税は平成２１年度の税制改正によって使途が特定されない普通税に改められた。

５１． 地 方 税 収 入 の

区 分
番

号

昭和３０年度 ４０ ５０ ６０ 平 成 ７
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

道 府 県 税 １ １，４７１ ３８．６ ７，８２３ ５０．５ ３８，６９２ ４７．４ １０２，０４０ ４３．８ １３９，０９０ ４１．３

市 町 村 税 ２ ２，３４４ ６１．４ ７，６７１ ４９．５ ４２，８５６ ５２．６ １３１，１２５ ５６．２ １９７，６６０ ５８．７

地 方 税 総 計 ３ ３，８１５ １００．０ １５，４９４ １００．０ ８１，５４８ １００．０ ２３３，１６５ １００．０ ３３６，７５０ １００．０

道

府

県

税

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

普 通 税 ４ １，４６８ ９９．８ ７，１７１ ９１．７ ３４，９８７ ９０．４ ９２，９９１ ９１．１ １１９，６３７ ８６．０
道 府 県 民 税 ５ ２３７ １６．１ １，７５８ ２２．５ ９，８９０ ２５．６ ２９，５１３ ２８．９ ４４，６０３ ３２．１

�
�
�
�
�
�

個 人 ６ １４０ ９．５ １，２２９ １５．７ ７，３９３ １９．１ ２１，００３ ２０．６ ２６，６２９ １９．１
法 人 ７ ９７ ６．６ ５２９ ６．８ ２，４９７ ６．５ ８，５１０ ８．３ ８，０５５ ５．８
利 子 割 ８ － － － － － － － － ９，９１９ ７．１
配 当 割 ９ － － － － － － － － － －
株 式 等 譲 渡 所 得 割 １０ － － － － － － － － － －

事 業 税 １１ ８０６ ５４．８ ３，２９９ ４２．２ １５，０１６ ３８．８ ３９，３７０ ３８．６ ４４，８５６ ３２．２

�
�
個 人 １２ ２０２ １３．７ ２５３ ３．２ ４８０ １．２ １，２９８ １．３ ２，５０４ １．８
法 人 １３ ６０４ ４１．１ ３，０４６ ３８．９ １４，５３６ ３７．６ ３８，０７２ ３７．３ ４２，３５２ ３０．４

地 方 消 費 税 １４ － － － － － － － － － －
不 動 産 取 得 税 １５ ５２ ３．５ ４１４ ５．３ １，８１３ ４．７ ４，３４６ ４．３ ７，８７６ ５．７
道 府 県 た ば こ（消費）税 １６ ９６ ６．５ ４４０ ５．６ １，３５６ ３．５ ３，１３０ ３．１ ３，７８３ ２．７
ゴルフ場利用（入場・娯楽施
設利用）税 １７ １５ １．０ ９５ １．２ ５００ １．３ １，０８３ １．１ ９７７ ０．７

自 動 車 取 得 税 １８ － － － － － － － － － －
軽 油 引 取 税 １９ － － － － － － － － － －
特別地方消費（遊興飲食・料
理飲食等消費）税 ２０ １５１ １０．３ ５５９ ７．１ ２，６７４ ６．９ ４，７５７ ４．７ １，３３０ １．０

自 動 車 税 ２１ ７８ ５．３ ５４９ ７．０ ３，６８９ ９．５ １０，３８０ １０．２ １５，８７３ １１．４
鉱 区 税 ２２ ５ ０．３ ８ ０．１ ６ ０．０ ９ ０．０ ６ ０．０
狩猟者登録（狩猟免許）税 ２３ ３ ０．２ ４ ０．１ ２０ ０．１ ２７ ０．０ ２０ ０．０
固 定 資 産 税（特例） ２４ ２２ １．５ ３９ ０．５ ２１ ０．１ １２３ ０．１ １００ ０．１
法 定 外 普 通 税 ・ そ の 他 ２５ ３ ０．２ ６ ０．１ ２ ０．０ ２５３ ０．２ ２１３ ０．２
目 的 税 ２６ ０ ０．０ ６５２ ８．３ ３，７０５ ９．６ ９，０４９ ８．９ １９，４５３ １４．０
自 動 車 取 得 税 ２７ － － － － １，７５０ ４．５ ３，４７１ ３．４ ６，１１２ ４．４
軽 油 引 取 税 ２８ － － ６４９ ８．３ １，９４０ ５．０ ５，５５８ ５．４ １３，３２２ ９．６
狩 猟 税 ２９ － － － － － － － － － －
法 定 外 目 的 税 ・ そ の 他 ３０ ０ ０．０ ３ ０．０ １５ ０．０ ２０ ０．０ １４ ０．０
旧 法 に よ る 税 収 入 ３１ ３ ０．２ ０ ０．０ ０ ０．０ － － ５ ０．０
東日本大震災による減免等 ３２ － － － － － － － － － －
合 計 ３３ １，４７１ １００．０ ７，８２３ １００．０ ３８，６９２ １００．０ １０２，０４０ １００．０ １３９，０９０ １００．０

市

町

村

税

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

普 通 税 ３４ ２，３３４ ９９．６ ７，２７３ ９４．８ ４０，１００ ９３．６ １２０，４０４ ９１．８ １８０，６７０ ９１．４
市 町 村 民 税 ３５ ７４０ ３１．６ ３，０４６ ３９．７ １９，８０４ ４６．２ ６６，４５４ ５０．７ ８８，０６１ ４４．６

�
�
個 人 ３６ ５７６ ２４．６ ２，２００ ２８．７ １３，５９７ ３１．７ ４５，０２８ ３４．３ ６５，３２３ ３３．０
法 人 ３７ １６４ ７．０ ８４６ １１．０ ６，２０７ １４．５ ２１，４２６ １６．３ ２２，７３８ １１．５

固 定 資 産 税 ３８ １，１０４ ４７．１ ２，７７３ ３６．１ １４，９００ ３４．８ ４１，７４７ ３１．８ ８３，６２７ ４２．３
�
�
�
�

土 地 ３９ ４３３ １８．５ ６５５ ８．５ ６，５３９ １５．３ １７，８９８ １３．６ ３４，８９２ １７．７
家 屋 ４０ ４６５ １９．８ １，２１０ １５．８ ５，０６８ １１．８ １６，０２８ １２．２ ３２，２１８ １６．３
償 却 資 産 ４１ ２０６ ８．８ ９０８ １１．８ ３，２９３ ７．７ ７，８２１ ６．０ １６，５１７ ８．４

軽自動車（自転車，荷車）税 ４２ ４６ ２．０ １２５ １．６ ２７５ ０．６ ６９８ ０．５ １，０５５ ０．５
市 町 村 た ば こ（消費）税 ４３ １９２ ８．２ ７３２ ９．５ ２，３８１ ５．６ ５，５１５ ４．２ ６，６９１ ３．４
電 気 税 ・ ガ ス 税 ４４ ２１５ ９．２ ５４０ ７．０ １，６１３ ３．８ ５，２７０ ４．０ － －
鉱 産 税 ４５ １７ ０．７ ２４ ０．３ ２８ ０．１ ４６ ０．０ ２２ ０．０
木 材 引 取 税 ４６ １５ ０．６ ２５ ０．３ ２９ ０．１ ２１ ０．０ － －
特 別 土 地 保 有 税 ４７ － － － － １，０２８ ２．４ ５５２ ０．４ １，２０８ ０．６
法 定 外 普 通 税 ・ そ の 他 ４８ ５ ０．２ ８ ０．１ ４２ ０．１ １０１ ０．１ ６ ０．０
目 的 税 ４９ ６ ０．３ ２０７ ２．７ ２，１８１ ５．１ ９，３１６ ７．１ １６，３２２ ８．３
入 湯 税 ５０ ３ ０．１ １４ ０．２ ７１ ０．２ １４０ ０．１ ２０８ ０．１
事 業 所 税 ５１ － － － － １５２ ０．４ １，９７２ １．５ ３，０６７ １．６
都 市 計 画 税 ５２ － － １９０ ２．５ １，９５５ ４．６ ７，２０１ ５．５ １３，０４５ ６．６
法 定 外 目 的 税 ・ そ の 他 ５３ ３ ０．１ ３ ０．０ ３ ０．０ ３ ０．０ ２ ０．０
旧 法 に よ る 税 収 入 ５４ ４ ０．２ ０ ０．０ ０ ０．０ ０ ０．０ － －
国 有 資 産 等 所 在 市 町 村 ５５

�
�
交 付 金 ５６ － － ２７ ０．４ １３６ ０．３ ３６８ ０．３ ６６８ ０．３
納 付 金 ５７ － － １６４ ２．１ ４３９ １．０ １，０３７ ０．８ － －

東日本大震災による減免等 ５８ － － － － － － － － － －
合 計 ５９ ２，３４４ １００．０ ７，６７１ １００．０ ４２，８５６ １００．０ １３１，１２５ １００．０ １９７，６６０ １００．０

１５６ 地 方 税



構 成 の 累 年 比 較

１７ ２０ ２１ ２２ ２３（計画） ２４（計画） 番

号金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比
１５２，２６９ ４３．７ １７９，２８０ ４５．３ １４６，５４５ ４１．７ １４０，２６２ ４０．９ １３４，９５２ ４０．４ １３８，４７９ ４１．１ １
１９５，７７５ ５６．３ ２１６，３０５ ５４．７ ２０５，２８４ ５８．３ ２０２，９０１ ５９．１ １９９，０８５ ５９．６ １９８，０９０ ５８．９ ２
３４８，０４４ １００．０ ３９５，５８５ １００．０ ３５１，８３０ １００．０ ３４３，１６３ １００．０ ３３４，０３７ １００．０ ３３６，５６９ １００．０ ３
１３６，７９６ ８９．８ １６６，３２０ ９２．８ １４５，５１６ ９９．３ １４０，１６４ ９９．９ １３４，９３４ １００．０ １３８，６１８ １００．１ ４
３５，８５４ ２３．５ ６２，３８６ ３４．８ ５７，６６３ ３９．３ ５４，７６７ ３９．０ ５３，００４ ３９．３ ５４，５２０ ３９．４ ５
２２，５４３ １４．８ ４９，００５ ２７．３ ４８，４６０ ３３．１ ４４，９０５ ３２．０ ４４，５８１ ３３．０ ４５，７００ ３３．０ ６
９，６６１ ６．３ １０，６３５ ５．９ ６，８６８ ４．７ ７，５７９ ５．４ ６，２３７ ４．６ ６，７７５ ４．９ ７
１，７７４ １．２ １，９７７ １．１ １，６５１ １．１ １，５０２ １．１ １，４３２ １．１ １，２４６ ０．９ ８
７８６ ０．５ ５５８ ０．３ ４６２ ０．３ ５８１ ０．４ ５４４ ０．４ ６０２ ０．４ ９

１，０９１ ０．７ ２１２ ０．１ ２２１ ０．２ ２００ ０．１ ２１０ ０．２ １９７ ０．１ １０
４９，１４２ ３２．３ ５４，１９３ ３０．２ ２９，０４８ １９．８ ２４，３７１ １７．４ ２３，３５６ １７．３ ２４，５２７ １７．７ １１
２，１５８ １．４ ２，１６７ １．２ ２，０３７ １．４ １，８４０ １．３ １，８８６ １．４ １，６２９ １．２ １２
４６，９８４ ３０．９ ５２，０２６ ２９．０ ２７，０１１ １８．４ ２２，５３０ １６．１ ２１，４７０ １５．９ ２２，８９８ １６．５ １３
２５，５１２ １６．８ ２４，７４１ １３．８ ２４，１３１ １６．５ ２６，４１９ １８．８ ２５，６９１ １９．０ ２６，４６６ １９．１ １４
４，７６７ ３．１ ４，４５３ ２．５ ４，０４２ ２．８ ３，７８９ ２．７ ３，３４５ ２．５ ３，２６５ ２．４ １５
２，７５２ １．８ ２，６３２ １．５ ２，４９７ １．７ ２，５６１ １．８ ２，３６２ １．８ ２，６９２ １．９ １６
６２０ ０．４ ５９８ ０．３ ５８４ ０．４ ５４６ ０．４ ５３３ ０．４ ４７７ ０．３ １７
－ － － － ２，３１０ １．６ １，９１６ １．４ １，９２０ １．４ ２，０６８ １．５ １８
－ － － － ８，１４７ ５．６ ９，１８０ ６．５ ８，７４２ ６．５ ８，９０２ ６．４ １９
１ ０．０ ０ ０．０ － － － － － － － － ２０

１７，５２８ １１．５ １６，８０８ ９．４ １６，５４４ １１．３ １６，１５５ １１．５ １５，９４７ １１．８ １５，６７７ １１．３ ２１
４ ０．０ ４ ０．０ ４ ０．０ ４ ０．０ ４ ０．０ ４ ０．０ ２２
－ － － － － － － － － － － － ２３
１６４ ０．１ １７６ ０．１ １８６ ０．１ ５２ ０．０ ３０ ０．０ ２０ ０．０ ２４
４５３ ０．３ ３２９ ０．２ ３６２ ０．２ ４０４ ０．３ － － － － ２５

１５，４７３ １０．２ １２，９６０ ７．２ １，０２９ ０．７ ９９ ０．１ １８ ０．０ １７ ０．０ ２６
４，５２８ ３．０ ３，６６３ ２．０ － － － － － － － － ２７
１０，８５９ ７．１ ９，１８８ ５．１ ９３７ ０．６ － － － － － － ２８

２５ ０．０ ２１ ０．０ ２０ ０．０ １９ ０．０ １８ ０．０ １７ ０．０ ２９
６０ ０．０ ８８ ０．０ ７３ ０．０ ８０ ０．１ － － － － ３０
０ ０．０ － － ０ ０．０ － － － － － － ３１
－ － － － － － － － － － ▲１５６ ▲０．１ ３２

１５２，２６９ １００．０ １７９，２８０ １００．０ １４６，５４５ １００．０ １４０，２６２ １００．０ １３４，９５２ １００．０ １３８，４７９ １００．０ ３３
１７９，１４２ ９１．５ １９９，６２４ ９２．３ １８８，４８８ ９１．８ １８５，８４７ ９１．６ １８２，１５２ ９１．５ １８２，０５２ ９１．９ ３４
８１，５５５ ４１．７ １０１，９６９ ４７．１ ９１，２４１ ４４．４ ８７，４８５ ４３．１ ８４，２５８ ４２．３ ８７，３０２ ４４．１ ３５
５６，９８５ ２９．１ ７４，４５０ ３４．４ ７３，４８９ ３５．８ ６７，９５０ ３３．５ ６７，８１１ ３４．１ ６９，４４２ ３５．１ ３６
２４，５７０ １２．６ ２７，５１８ １２．７ １７，７５２ ８．６ １９，５３５ ９．６ １６，４４７ ８．３ １７，８６０ ９．０ ３７
８７，５４７ ４４．７ ８７，８１４ ４０．６ ８７，７８９ ４２．８ ８８，６５０ ４３．７ ８８，７９２ ４４．６ ８４，６３５ ４２．７ ３８
３４，０５８ １７．４ ３４，１１０ １５．８ ３４，６７４ １６．９ ３４，７６２ １７．１ ３４，２３０ １７．２ ３３，６７７ １７．０ ３９
３７，６５１ １９．２ ３７，２６１ １７．２ ３６，６４２ １７．８ ３７，８１６ １８．６ ３８，６５８ １９．４ ３５，２７８ １７．８ ４０
１５，８３９ ８．１ １６，４４３ ７．６ １６，４７３ ８．０ １６，０７２ ７．９ １５，９０４ ８．０ １５，６８０ ７．９ ４１
１，５１５ ０．８ １，６８７ ０．８ １，７３９ ０．８ １，７７６ ０．９ １，８０８ ０．９ １，８１０ ０．９ ４２
８，４５３ ４．３ ８，０８４ ３．７ ７，６６６ ３．７ ７，８７６ ３．９ ７，２５２ ３．６ ８，２６７ ４．２ ４３
－ － － － － － － － － － － － ４４
１６ ０．０ １９ ０．０ ２０ ０．０ １８ ０．０ ２３ ０．０ １８ ０．０ ４５
－ － － － － － － － － － － － ４６
４３ ０．０ ３８ ０．０ ２０ ０．０ ２９ ０．０ １９ ０．０ ２０ ０．０ ４７
１４ ０．０ １３ ０．０ １２ ０．０ １４ ０．０ － － － － ４８

１５，５５９ ７．９ １５，７３１ ７．３ １５，８４１ ７．７ １６，０９１ ７．９ １５，９７２ ８．０ １５，５３８ ７．８ ４９
２４４ ０．１ ２３７ ０．１ ２２８ ０．１ ２２３ ０．１ ２２８ ０．１ ２０８ ０．１ ５０

２，９７０ １．５ ３，２２７ １．５ ３，２７５ １．６ ３，２９５ １．６ ３，３７７ １．７ ３，４７９ １．８ ５１
１２，３３０ ６．３ １２，２５０ ５．７ １２，３２５ ６．０ １２，５５５ ６．２ １２，３６７ ６．２ １１，８５１ ６．０ ５２

１５ ０．０ １７ ０．０ １３ ０．０ １８ ０．０ － － － － ５３
－ － ０ ０．０ ０ ０．０ － － － － － － ５４

５５
９６３ ０．５ ９４９ ０．４ ９５５ ０．５ ９６３ ０．５ ９６１ ０．５ ９１９ ０．５ ５６
１１１ ０．１ － － － － － － － － － － ５７
－ － － － － － － － － － ▲４１９ ▲０．２ ５８

１９５，７７５ １００．０ ２１６，３０５ １００．０ ２０５，２８４ １００．０ ２０２，９０１ １００．０ １９９，０８５ １００．０ １９８，０９０ １００．０ ５９

（単位 億円，％）

地 方 税 １５７



５２． 国及び地方公共団体の歳入構造の推移

（備考）１． 国は平成２２年度までは決算額，平成２３年度は補正後予算額であり，平成２４年度は予算額である。
地方は平成２２年度までは決算額，平成２３年度及び平成２４年度は地方財政計画額である。平成２２年度までの地方計は，都道府県と市町村とを単純
合計したものである。

２． 国は一般会計，地方は普通会計である。なお，東京都が徴収した市町村税相当分は，道府県税収入に含まれているので，他の表の道府県税収入
額及び市町村税収入額とは一致していない。

３． 国の専売納付金のうち日本専売公社納付金は６０年度からたばこ（消費）税に移行している。
４． 地方交付税には，分与税及び配付税を含む。
５． 決算額の国庫支出金には，都道府県支出金，国有提供施設等所在市町村助成交付金，特別事業債償還交付金及び交通安全対策特別交付金を含
む。

区 分
昭和１０年度 ２５ ４０ ５０ ５５ ６０
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

国

�
�
�
�
�

税 収 入 １０．１ ４５ ４，５６４ ６４ ３０，４９６ ８１ １３７，５２７ ６４ ２６８，６８７ ６１ ３８１，９８８ ７１
専 売 納 付 金 ２．０ ９ １，１４５ １６ １，８０４ ５ ３，４０５ ２ ８，１２４ ２ １０８ ０
公 債 ６．８ ３０ － － １，９７２ ５ ５２，８０５ ２５ １４１，７０２ ３２ １２３，０８０ ２３
そ の 他 ３．７ １６ １，４５９ ２０ ３，４５９ ９ ２０，９９７ ９ ２１，８９４ ５ ３４，７５０ ６

計 ２２．６ １００ ７，１６８ １００ ３７，７３１ １００ ２１４，７３４ １００ ４４０，４０７ １００ ５３９，９２６ １００

地

方

計

�
�
�
�
�
�
�

税 収 入 ６．３ ２２ １，８８３ ３５ １５，４９４ ３３ ８１，５４８ ３０ １５８，９３８ ３３ ２３３，１６５ ３９
地 方 譲 与 税 － － － － ５０１ １ ２，４８２ １ ４，４００ １ ４，６１５ １
地 方 交 付 税 － － １，０８５ ２０ ７，４３２ １６ ４４，７１０ １６ ８１，１４０ １７ ９４，４９９ １６
国 庫 支 出 金 ２．９ １１ １，２６６ ２３ １１，９１２ ２６ ６６，０２２ ２４ １２０，４４６ ２７ １２０，２２７ ２０
地 方 債 ６．７ ２６ ３２８ ６ ３，２０９ ７ ３２，５９８ １２ ４８，３８３ ８ ４６，０７９ ７
そ の 他 ９．６ ３８ ８８７ １６ ７，９４７ １７ ４６，３０５ １７ ７９，４５１ １４ １０４，５９２ １７

計 ２５．５ １００ ５，４４９ １００ ４６，４９５ １００ ２７３，６６６ １００ ４９２，７５８ １００ ６０３，１７７ １００

道

府

県

�
�
�
�
�
�
�

税 収 入 ２．５ ３２ ７８２ ２６ ８，４８４ ３１ ４２，８０９ ３０ ８１，３７１ ３３ １１３，５３７ ３７
地 方 譲 与 税 － － － － ４５６ ２ １，４９１ １ １，７５６ １ １，８３１ １
地 方 交 付 税 － － ７１２ ２４ ４，８０７ １７ ２３，９２２ １７ ４３，２４４ １７ ５２，８９６ １７
国 庫 支 出 金 １．３ １７ ７８８ ２７ ８，３３９ ３０ ３９，３９３ ２７ ６７，６３２ ２７ ７０，９８２ ２３
地 方 債 １．６ ２０ １７８ ６ １，５０３ ５ １６，１７７ １１ ２０，８４９ ８ ２１，８５６ ７
そ の 他 ２．５ ３１ ５０９ １７ ４，０７２ １５ ２０，９６９ １４ ３４，２３８ １４ ４６，７０１ １５

計 ７．９ １００ ２，９６９ １００ ２７，６６１ １００ １４４，７６２ １００ ２４９，０９０ １００ ３０７，８０３ １００

市

町

村

�
�
�
�
�
�
�

税 収 入 ３．８ ２２ １，１０１ ４５ ７，０１０ ３７ ３８，７３９ ３０ ７７，５６７ ３２ １１９，６２８ ４０
地 方 譲 与 税 － － － － ４５ ０ ９９１ １ ２，６４４ １ ２，７８４ １
地 方 交 付 税 － － ３７３ １５ ２，６２５ １４ ２０，７８８ １６ ３７，８９６ １５ ４１，６０３ １４
国 庫 支 出 金 １．６ ９ ４７８ １９ ３，５７３ １９ ２６，６２９ ２１ ５２，８１４ ２２ ４９，２４５ １７
地 方 債 ５．１ ２９ １５０ ６ １，７０６ ９ １６，４２１ １３ ２７，５３４ １１ ２４，２２３ ８
そ の 他 ７．１ ４０ ３７８ １５ ３，８７５ ２１ ２５，３３６ １９ ４５，２１３ １９ ５７，８９１ ２０

計 １７．６ １００ ２，４８０ １００ １８，８３４ １００ １２８，９０４ １００ ２４３，６６８ １００ ２９５，３７４ １００

区 分
平 成 ７ １２ １７ ２２ ２３ ２４
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

国

�
�
�
�
�

税 収 入 ５１９，３０８ ６４ ５０７，１２５ ５４ ４９０，６５４ ５５ ４１４，８６８ ４１ ４２０，３００ ３９ ４２３，４６０ ４７
専 売 納 付 金 １６３ ０ ２０５ ０ － － － － － － － －
公 債 ２１２，４７０ ２６ ３３０，０４０ ３５ ３１２，６９０ ３５ ４２３，０３０ ４２ ５５８，４８０ ５２ ４４２，４４０ ４９
そ の 他 ７３，６３１ ９ ９６，２４１ １０ ８６，６５８ １０ １６７，４４８ １７ ７１，８６６ ８ ３，７４９ ４

計 ８０５，５７２ １００ ９３３，６１０ １００ ８９０，００３ １００１，００５，３４６ １００１，０７５，１０５ １００ ９０３，３３９ １００

地

方

計

�
�
�
�
�
�
�

税 収 入 ３３６，７５０ ３１ ３５５，４６４ ３３ ３４８，０４４ ３５ ３４３，１６３ ３３ ３３４，０３７ ４０ ３３６，５６９ ４１
地 方 譲 与 税 １９，３９３ ２ ６，２０２ １ １８，４９０ ２ ２０，６９２ ２ ２１，７４９ ３ ２２，６１５ ３
地 方 交 付 税 １６１，５２９ １５ ２１７，７６４ ２０ １６９，５８７ １７ １７１，９３６ １７ １７３，７３４ ２１ １７４，５４５ ２１
国 庫 支 出 金 １７６，６８３ １７ １６８，３９５ １６ １４１，１９２ １４ １４２，３４５ １４ １２１，７４５ １５ １１７，６０４ １４
地 方 債 １７１，１７６ １６ １１１，７３５ １０ １０４，２８４ １１ １２９，９４９ １３ １１４，７７２ １４ １１１，６５４ １４
そ の 他 ２０５，４２５ １９ ２１２，６３０ ２０ ２１０，１３４ ２１ ２３１，１１６ ２２ ５９，０１７ ７

計 １，０７０，９５６ １００１，０７２，１９１ １００ ９９１，７３１ １００１，０３９，２０１ １００ ８２５，０５４ １００ ８１８，６４７ １００

道

府

県

�
�
�
�
�
�
�

税 収 入 １５７，２８７ ２９ １７４，５６１ ３２ １７１，３７４ ３５ １５９，３２３ ３２ １３４，９５２ １３８，４７９
地 方 譲 与 税 ８，７０６ ２ １，３２３ ０ ８，５３６ ２ １５，９３３ ３
地 方 交 付 税 ８４，３６４ １６ １１７，８２９ ２２ ９２，２１６ １９ ８７，６６５ １８
国 庫 支 出 金 ９９，９４７ １９ ９６，４２６ １８ ６６，３０９ １４ ６２，５３２ １２
地 方 債 ９０，６１２ １７ ６２，６８２ １１ ５７，０９５ １２ ７８，０９９ １６
そ の 他 ９６，３８６ １８ ９１，３２８ １７ ９１，４１６ １９ ９７，１０９ １９

計 ５３７，３０２ １００ ５４４，１４９ １００ ４８６，９４５ １００ ５００，６６１ １００

市

町

村

�
�
�
�
�
�
�

税 収 入 １７９，４６２ ３４ １８０，９０３ ３４ １７６，６７０ ３５ １８３，８４０ ３４ １９９，０８５ １９８，０９０
地 方 譲 与 税 １０，６８７ ２ ４，８７９ １ ９，９５４ ２ ４，７５９ １
地 方 交 付 税 ７７，１６５ １４ ９９，９３６ １９ ７７，３７１ １５ ８４，２７１ １６
国 庫 支 出 金 ７６，７３６ １４ ７１，９６９ １４ ７４，８８３ １４ ７９，８１３ １５
地 方 債 ８０，５６４ １５ ４９，０５３ ９ ４７，１９０ ９ ５１，８５０ １０
そ の 他 １０９，０４０ ２０ １２１，３０２ ２３ １１８，７１８ ２４ １３４，００７ ２５

計 ５３３，６５４ １００ ５２８，０４２ １００ ５０４，７８６ １００ ５３８，５４０ １００

（単位 億円，％）

１５８ 地 方 税



５３． 地方税（道府県税）収入の都道府県別所在状況（平成２２年度人口１人当たり指数）

（備考）１． 人口１人当たり指数は，全国平均を１００とした数値で，平成２３年３月３１日現在の住民基本台帳人口によった。
ただし，岩手県宮古市，宮城県石巻市及び福島県南相馬市等１９団体については，東日本大震災の影響によりこれを把握できていないため，平成

２２年３月３１日現在の住民基本台帳人口によった。
２． 東京都が特別区において都税として徴収した市町村税相当分は道府県税収入から控除して市町村税収入とした。
３． 道府県が徴収した道府県民税利子割，地方消費税，ゴルフ場利用税，特別地方消費税，自動車取得税及び軽油引取税はそのまま道府県税収入と
し，利子割交付金，地方消費税交付金，ゴルフ場利用税交付金，特別地方消費税交付金，自動車取得税交付金及び軽油引取税交付金は控除してい
ない。

４． 地方消費税の収入額については，国からの払込額としており，都道府県間において清算する前の額を掲げてある。
なお，道府県税収計は，地方消費税清算後の数値である。

税目 道 府 県 民 税 事 業 税 地 方
消費税
（清算前）

不動産

取得税

道府県
たばこ
税

ゴルフ
場利用
税

自 動

車 税

自動車

取得税

軽 油

引取税
計

都道府県 個人 法人 利子割 計 個人 法人 計

北 海 道 ７７ ６３ ６６ ７４ ４８ ６４ ６３ ６６ １０３ １２０ ８５ １１６ １１３ １４９ ９０
青 森 ６０ ５１ ４３ ５８ ４０ ５８ ５６ ４７ １６２ １０９ ２７ ９９ １０４ １４５ ８９
岩 手 ６３ ５７ ４８ ６２ ４３ ５３ ５２ ４２ ６１ ９２ ５６ １０７ ９９ １５１ ７８
宮 城 ８０ ８５ ５７ ８０ ６９ ８８ ８６ ７２ ９３ １０４ ７５ １１０ ９３ １３０ ９３
秋 田 ６０ ５４ ４７ ５９ ４２ ５３ ５２ ４０ ６２ ９３ ４３ １０６ １０４ １２５ ７５
山 形 ６６ ５６ ５０ ６４ ４９ ５５ ５５ ４９ ６２ ８７ ３０ １１３ １０２ １２４ ７８
福 島 ６９ ６０ ５２ ６８ ４５ ７８ ７６ ４９ ６２ ９３ ９２ １１８ ９６ １４０ ８７

茨 城 ９１ ８５ ５９ ８９ ５９ ８７ ８５ ６６ ７８ １０４ ２６３ １３９ １０４ １４２ ９９
栃 木 ８９ ８７ ５７ ８８ ５８ ９２ ８９ ５０ ８８ １０４ ３４８ １４４ １２３ １５２ １０２
群 馬 ８４ ８４ ７５ ８３ ５４ ８７ ８４ ５９ ８０ １００ １９６ １４１ １２７ １２１ ９６
埼 玉 １０８ ６７ ６５ １０１ １１０ ６５ ６８ ４１ ７８ ９４ ８０ ９９ ９３ ８４ ８９
千 葉 １１５ ６５ ６８ １０７ ８２ ６９ ７０ １４６ ９０ ９５ １８８ ９９ ９０ ８７ ９４
東 京 １６５ ２６７ ２７８ １８３ ２８１ ２４９ ２５１ ３０８ １９８ １１８ １２ ７０ １０２ ４８ １６３
神 奈 川 １３４ ７７ ８０ １２５ １４２ ８９ ９３ ７７ ９６ ９１ ４７ ８７ ９４ ６０ １０２

新 潟 ７５ ７２ ７３ ７４ ５４ ７９ ７７ ６８ ７１ ９５ ６２ １１０ １１０ １４２ ８９
富 山 ８８ ８３ ９７ ８７ ５６ ８３ ８１ ９０ ６９ ９２ ８１ １２７ １０８ １４９ ９６
石 川 ８８ ８８ ８９ ８８ ６８ ８４ ８３ ６８ ６５ １００ １１７ １２２ １０７ １３１ ９６
福 井 ８５ ９７ ９０ ８７ ６１ １０８ １０４ ６７ ７９ ９６ ８７ １２２ １１４ １３８ １０７

山 梨 ８２ １０５ ６５ ８５ ６５ １００ ９７ ４５ ７８ １０１ ２５４ １２５ １１１ １１４ ９７
長 野 ８０ ７３ ８６ ７９ ４６ ７１ ６９ ５０ ７３ ８６ １１６ １２２ １２５ １２１ ９０
岐 阜 ８７ ７４ ８４ ８５ ６９ ７６ ７５ ６０ ６５ ８７ ２２７ １２８ １２５ １０８ ９２
静 岡 ９９ ８４ ８５ ９７ ９８ １０５ １０５ ６３ ９１ ９７ １８５ １２０ １１７ １２５ １０４
愛 知 １１７ １１１ １１３ １１６ １１５ １２４ １２３ １０１ ９７ １００ ５７ １２８ １４２ １０７ １１６
三 重 ９２ ８４ ８４ ９１ ６９ ９５ ９３ ８６ ７４ ９４ ２８４ １２２ １２９ １６１ １０１

．
滋 賀 ９４ １０５ ８２ ９５ ６２ １０４ １０１ ４１ ９２ ９６ ２２０ １０６ １０６ １１６ ９７
京 都 ９７ ９３ １２６ ９７ ９５ ９６ ９６ ５８ １０１ ９６ ９０ ８３ ９２ ７１ ９４
大 阪 ９７ １３４ １２６ １０３ １１８ １２６ １２５ １５２ １４３ １２０ ４４ ７５ ８５ ６８ １０３
兵 庫 １０３ ７７ ９６ ９９ ８０ ８３ ８３ ９１ １０５ ８８ ２０１ ９０ ９３ ９２ ９３
奈 良 ９７ ４７ ９８ ９０ ５９ ４４ ４５ ２８ ５７ ７７ １６２ ９３ ８７ ５７ ７７
和 歌 山 ７４ ６４ ９７ ７４ ６２ ６０ ６０ ５９ ６９ ９６ １０８ ９１ ９２ ７５ ７５

鳥 取 ６８ ６２ ７３ ６７ ４２ ６１ ６０ ４４ ６５ ９２ ５６ ９７ ９２ １２６ ７９
島 根 ７０ ６３ ６７ ６９ ５５ ６８ ６７ ４７ ４６ ８３ ５４ ９３ ９８ １１３ ７９
岡 山 ８３ ８５ ８２ ８３ ５０ ８０ ７８ ９２ ７２ ９３ １１８ １０９ ９７ １２９ ９０
広 島 ９４ ９８ ９０ ９５ ８０ ９５ ９４ ６５ ８１ ９１ ７３ ９５ ９９ １０９ ９５
山 口 ８２ ７５ ８８ ８１ ６２ ７９ ７７ １０７ ５４ ９０ １０１ １０２ １０４ １３５ ８８

徳 島 ７６ ９８ ９３ ８０ ４１ ８８ ８５ ４５ ７３ ９４ ９６ １０７ ８８ １０８ ８７
香 川 ８４ １１０ １１８ ８８ ４８ ９４ ９０ ８９ ８６ ９６ １０２ １０６ ９４ １２８ ９５
愛 媛 ７２ ８７ ８２ ７５ ５３ ８０ ７８ ５７ ７２ ９０ ８２ ９０ ７６ １００ ８３
高 知 ６８ ５１ ８８ ６６ ５６ ４７ ４８ ４５ ６１ ９７ ８４ ８５ ８２ ９６ ７３

福 岡 ８４ ８３ ７０ ８４ ７７ ７７ ７７ ８８ １００ １０４ ５０ ９５ ８８ １０５ ８８
佐 賀 ６８ ７２ ５１ ６８ ５８ ７０ ６９ ４６ ６８ １００ ９１ ９７ ８２ １５５ ８４
長 崎 ６７ ５８ ５０ ６６ ５４ ５２ ５２ ４９ ７１ ９２ ５３ ７４ ６７ ７５ ７０
熊 本 ６６ ６１ ５５ ６５ ５２ ５３ ５３ ４４ ６８ ９４ ８６ ９６ ７７ １０７ ７５
大 分 ７０ ７０ ５７ ７０ ５１ ６５ ６４ ７２ ６９ ９７ ８８ ９７ ８３ １０７ ８０
宮 崎 ６３ ５４ ４６ ６１ ５４ ５５ ５５ ４２ ６３ ９６ １１３ ９４ ８０ １１８ ７４
鹿 児 島 ６３ ６０ ４８ ６２ ４４ ５３ ５２ ４７ ６８ ９１ ６３ ８６ ７１ １０８ ７２
沖 縄 ５６ ６１ ３９ ５６ ５８ ５５ ５５ ４５ ９８ ９９ １３５ ７３ ４９ ６８ ６５

合 計 １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００

（全国平均＝１００）

地 方 税 １５９



（備考）１． 国税は５９年度までは日本専売公社納付金を含み，かつ，３５年度以降は特別会計分を含む。
２． 地方から国への負担額は，国直轄事業負担金に係る国への現金納付額である。
３． 地方交付税（臨時地方特例交付金等を含む。）は，交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入額に返還金及び繰越額等を加減算した額である。

５４． 租 税 収 入 の 国 と 地 方 団

区 分

番

号

租税総額

租 税 内 訳

地 方
交付税

地 方
譲与税

地方特例
交付金国 税

地 方 税

道 府 県 税 市 町 村 税 計

A B C D E F G H

昭和１０年度… １ １９ １２ ２ ４ ６ － － －

１６……… ２ ５８ ４９ ２ ７ ９ ４ － －

１９……… ３ １３６ １２７ ４ ５ ９ ７ － －

２５……… ４ ７，５８５ ５，７０２ ７８２ １，１０１ １，８８３ １，０８５ － －

３０……… ５ １３，１７８ ９，３６３ １，４７１ ２，３４４ ３，８１５ １，６００ ２２１ －

３５……… ６ ２５，４５２ １８，０１０ ３，４８９ ３，９５３ ７，４４２ ３，１１０ ３６２ －

４０……… ７ ４８，２７９ ３２，７８５ ７，８２３ ７，６７１ １５，４９４ ７，１６２ ５０１ －

４５……… ８ １１５，２３９ ７７，７３２ ２１，１１２ １６，３９５ ３７，５０７ １８，０９７ １，０８７ －

５０……… ９ ２２６，５９１ １４５，０４３ ３８，６９２ ４２，８５６ ８１，５４８ ３３，５１１ ２，４８２ －

５５……… １０ ４４２，６２６ ２８３，６８８ ７３，９０３ ８５，０３５ １５８，９３８ ７５，８０９ ４，４０１ －

６０……… １１ ６２４，６６７ ３９１，５０２ １０２，０４０ １３１，１２５ ２３３，１６５ ９８，１９３ ４，６１５ －

平成 ２……… １２ ９６２，３０２ ６２７，７９８ １５６，４６３ １７８，０４１ ３３４，５０４ １５８，００２ １６，６２７ －

８……… １３ ９０３，１９８ ５５２，２６１ １４５，９１５ ２０５，０２２ ３５０，９３７ １３６，５２４ １９，９７０ －

９……… １４ ９１７，５６２ ５５６，００７ １４９，４７８ ２１２，０７７ ３６１，５５５ １５７，７４５ １０，８０５ －

１０……… １５ ８７１，１９９ ５１１，９７７ １５３，１９５ ２０６，０２７ ３５９，２２２ １４３，０５０ ５，９５２ －

１１……… １６ ８４２，４００ ４９２，１３９ １４５，８６３ ２０４，３９９ ３５０，２６１ １２４，４４５ ６，０８９ ６，３９９

１２……… １７ ８８２，６７３ ５２７，２０９ １５５，８５０ １９９，６１４ ３５５，４６４ １４３，８６２ ６，２０２ ９，１４０

１３……… １８ ８５５，１７２ ４９９，６８４ １５５，３０３ ２００，１８５ ３５５，４８８ １６３，３６６ ６，２４０ ９，０１８

１４……… １９ ７９２，２２７ ４５８，４４２ １３８，０３５ １９５，７５０ ３３３，７８５ １５５，７５５ ６，３４２ ９，０３６

１５……… ２０ ７８０，３５１ ４５３，６９４ １３６，９３１ １８９，７２６ ３２６，６５７ １６３，９２６ ６，９４０ １０，０６２

１６……… ２１ ８１６，４１７ ４８１，０２９ １４４，８７０ １９０，５１８ ３３５，３８８ １５５，２２７ １１，６４１ １１，０４８

１７……… ２２ ８７０，９４９ ５２２，９０５ １５２，２６９ １９５，７７５ ３４８，０４４ １５６，６６６ １８，４９０ １５，１８０

１８……… ２３ ９０６，２３１ ５４１，１６９ １６３，２４３ ２０１，８１９ ３６５，０６２ １５６，５５１ ３７，２８５ ８，１６０

１９……… ２４ ９２９，２２６ ５２６，５５８ １８６，６４２ ２１６，０２６ ４０２，６６８ １５５，５３８ ７，１４６ ３，１２０

２０……… ２５ ８５３，８９４ ４５８，３０９ １７９，２８０ ２１６，３０５ ３９５，５８５ １５７，２７２ ６，７８８ ５，３９１

２１……… ２６ ７５４，２６２ ４０２，４３３ １４６，５４５ ２０５，２８４ ３５１，８３０ １６１，１１３ １２，９６６ ４，６２０

２２……… ２７ ７８０，２３７ ４３７，０７４ １５９，３２３ １８３，８４０ ３４３，１６３ ２０，６９２ ３，８３２

２３……… ２８ ７７７，６５１ ４４３，６１４ １３４，９５２ １９９，０８５ ３３４，０３７ １７４，０９５ ２１，７４９ ３，８７７

２４……… ２９ ７８９，３９９ ４５２，８３０ １３８，４７９ １９８，０９０ ３３６，５６９ ２２，６１５ １，２７５

１６０ 地 方 税

173, 948

176, 129



４． 国庫支出金には，国有提供施設等所在市町村助成交付金及び交通安全対策特別交付金を含む。
５． 国は平成２２年度までは決算額，平成２３年度は補正後予算額，平成２４年度は予算額であり，地方は平成２２年度までは決算額，平成２３年度は地
方財政計画額

体 と の 配 分 の 累 年 比 較

国庫支出金

地方から国へ

の 負 担 額

構 成 比

番

号

配 分 前
配 分 後

交付税・譲与税・特例交付金配分後 交付税・譲与税・支出金・特例交付金
負 担 額 調 整 後

国

B
A

地方

E
A

国

B－F－G－H
A

地方

E＋F＋G＋H
A

国
B－F－G
－H－I＋J

A

地方
E＋F＋G
＋H＋I－J

AI J

３ ０ １

６ ０ ８４．５ １５．５ ７７．６ ２２．４ ６７．２ ３２．８ ２

８ ０ ９３．４ ６．６ ８８．２ １１．８ ８２．４ １７．６ ３

１，１３９ ０ ７５．２ ２４．８ ６０．９ ３９．１ ４５．９ ５４．１ ４

２，９５４ １９ ７１．１ ２８．９ ５７．２ ４２．８ ３５．０ ６５．０ ５

４，７７１ ２７６ ７０．８ ２９．２ ５７．１ ４２．９ ３９．５ ６０．５ ６

１０，８９８ ６９２ ６７．９ ３２．１ ５２．０ ４８．０ ３０．９ ６９．１ ７

２０，９３０ １，２６２ ６７．５ ３２．５ ５０．８ ４９．２ ３３．７ ６６．３ ８

５８，８２３ ２，６６８ ６４．０ ３６．０ ４８．１ ５１．９ ２３．３ ７６．７ ９

１０５，７８２ ４，６０１ ６４．１ ３５．９ ４６．０ ５４．０ ２３．１ ７６．９ １０

１０５，０７４ ６，５７９ ６２．７ ３７．３ ４６．２ ５３．８ ３０．４ ６９．６ １１

１０７，３１１ １１，３１９ ６５．２ ３４．８ ４７．１ ５２．９ ３７．１ ６２．９ １２

１４７，８０８ １２，６９４ ６１．１ ３８．９ ４３．８ ５６．２ ２８．９ ７１．１ １３

１４３，７２４ １２，５４３ ６０．６ ３９．４ ４２．２ ５７．８ ２７．９ ７２．１ １４

１５７，４５１ １７，３８６ ５８．８ ４１．２ ４１．７ ５８．３ ２５．６ ７４．４ １５

１６５，９９０ １６，１０６ ５８．４ ４１．６ ４２．２ ５７．８ ２４．４ ７５．６ １６

１４４，５４３ １５，４６７ ５９．７ ４０．３ ５８．３ ２７．１ ７２．９ １７

１４５，５０１ １５，３４７ ５８．４ ４１．６ ３７．５ ６２．５ ２２．３ ７７．７ １８

１３１，７４８ １４，６３４ ５７．９ ４２．１ ３６．３ ６３．７ ２１．５ ７８．５ １９

１３１，４２１ １２，６９１ ５８．１ ４１．９ ３５．０ ６５．０ １９．７ ８０．３ ２０

１２４，５９８ １２，６２４ ５８．９ ４１．１ ３７．１ ６２．９ ２３．４ ７６．６ ２１

１１８，８８９ １２，６４２ ６０．０ ４０．０ ３８．２ ６１．８ ２６．０ ７４．０ ２２

１０５，３０７ １２，５９３ ５９．７ ４０．３ ３７．４ ６２．６ ２７．２ ７２．８ ２３

１０３，３６５ １２，５３９ ５６．７ ４３．３ ３８．８ ６１．２ ２９．０ ７１．０ ２４

１１６，８９０ １１，８００ ５３．７ ４６．３ ３３．８ ６６．２ ２１．５ ７８．５ ２５

１６８，３９１ １２，８１２ ５３．４ ４６．６ ７０．３ ９．０ ９１．０ ２６

１４３，０５２ ８，４９９ ５６．０ ４４．０ ２７

１２１，７４５ ６，４１５ ５７．０ ４３．０ ３１．４ ６８．６ １６．５ ８３．５ ２８

５７．４ ４２．６ ２９

（単位 億円，％）

地 方 税 １６１

66.1 66.133.  9 33.  9 49.9 50.1

41.7 

29. 7

30. 6 69. 4 13. 3 86. 7

32.0 68.0 16.3 83. 7130, 435 6, 627

，平成２４年度は地方財政計画額（東日本大震災分を含む。）である。



５５． 国税及び地方税の徴税費の累年比較

（備考）国税庁及び総務省自治税務局調による。

５６． 所得税及び住民税所得割の納税者数等の累年比較

（備考）１． 所得税及び住民税所得割の納税者数は，「市町村税課税状況等の調」（総務省自治税務局）による。
２． 就業者総数は，「労働力調査報告」（総務省統計局）による暦年平均数である。
３． 所得税の納税者数及び就業者総数の指数は昭和４５年，住民税所得割の納税者数の指数は昭和４６年度を１００として算出している。

区 分 平成１７年度 １８ １９ ２０ ２１ ２２

国 税 徴税コスト（税収百円当たり） １．４５円 １．４３円 １．４９円 １．７１円 １．９３円 １．７５円

地方税

�
�
�

�
�
�
�
�

�

道 府 県 徴税コスト（税収百円当たり） １．６８円 １．６１円 １．５４円 １．７７円 １．９４円 １．９４円

市 町 村 徴税コスト（税収百円当たり） ２．８０円 ２．６０円 ２．３２円 ２．２８円 ２．２８円 ２．３２円

計 徴税コスト（税収百円当たり） ２．３２円 ２．１７円 ２．０１円 ２．０８円 ２．１７円 ２．２０円

所得税・
就業者

区 分

住民税

所 得 税 の 納 税 者 数 住民税所得割の納税者数 就 業 者 総 数

指 数 指 数 指 数

昭和４５年…… 昭和４６年度… ２，４８４ １００．０ ２，９８５ １００．０ ５，０９４ １００．０

５０……… ５１……… ２，９６０ １１９．２ ３，４５８ １１５．８ ５，２２３ １０２．５

５５……… ５６……… ３，７２５ １５０．０ ４，０４０ １３５．３ ５，５３６ １０８．７

５９……… ６０……… ４，０４６ １６２．９ ４，２９７ １４４．０ ５，７６６ １１３．２

６０……… ６１……… ４，１５５ １６７．３ ４，３８７ １４７．０ ５，８０７ １１４．０

６１……… ６２……… ４，２４５ １７０．９ ４，４８５ １５０．３ ５，８５３ １１４．９

６２……… ６３……… ４，２９０ １７２．７ ４，５３３ １５１．９ ５，９１１ １１６．０

６３……… 平成元……… ４，３７３ １７６．０ ４，５９３ １５３．９ ６，０１１ １１８．０

平成元……… ２……… ４，３６９ １７５．９ ４，５６９ １５３．１ ６，１２８ １２０．３

２……… ３……… ４，５９２ １８４．９ ４，７６８ １５９．７ ６，２４９ １２２．７

３……… ４……… ４，７５２ １９１．３ ４，９１７ １６４．７ ６，３６９ １２５．０

４……… ５……… ４，８８１ １９６．５ ５，０４６ １６９．０ ６，４３６ １２６．３

５……… ６……… ４，９３５ １９８．７ ５，１００ １７０．９ ６，４５０ １２６．６

６……… ７……… ４，９７３ ２００．２ ５，１０５ １７１．０ ６，４５３ １２６．７

７……… ８……… ４，９４１ １９８．９ ５，１７１ １７３．２ ６，４５７ １２６．８

８……… ９……… ５，００５ ２０１．５ ５，２４５ １７５．７ ６，４８６ １２７．３

９……… １０……… ５，０１９ ２０２．１ ５，２４６ １７５．７ ６，５５７ １２８．７

１０……… １１……… ４，９９９ ２０１．２ ５，２３２ １７５．３ ６，５１４ １２７．９

１１……… １２……… ４，８６７ １９５．９ ５，１６３ １７３．０ ６，４６２ １２６．９

１２……… １３……… ４，８４７ １９５．１ ５，１２６ １７１．７ ６，４４６ １２６．５

１３……… １４……… ４，７９６ １９３．１ ５，０８１ １７０．２ ６，４１２ １２５．９

１４……… １５……… ４，７０２ １８９．３ ４，９９７ １６７．４ ６，３３０ １２４．３

１５……… １６……… ４，６９１ １８８．８ ４，９９６ １６７．４ ６，３１６ １２４．０

１６……… １７……… ４，８５６ １９５．５ ５，１３６ １７２．１ ６，３２９ １２４．２

１７……… １８……… ５，２２８ ２１０．５ ５，５０４ １８４．４ ６，３５６ １２４．８

１８……… １９……… ５，２８２ ２１２．６ ５，５６３ １８６．４ ６，３８２ １２５．３

１９……… ２０……… ５，２６８ ２１２．１ ５，６０９ １８７．９ ６，４１２ １２５．９

２０……… ２１……… ５，２３３ ２１０．７ ５，６１１ １８８．０ ６，３８５ １２５．３

２１……… ２２……… ５，０５２ ２０３．４ ５，４７７ １８３．５ ６，２８２ １２３．３

（単位 万人）

１６２ 地 方 税



経 済 日 誌
（５ 月 中）

１日 ○自販連，４月の軽自動車を除く国内新車販売台数を
発表
前年比９２．０％増の２０万８，９７７台
○米供給管理協会，４月の ISM（製造業）景況指数
を発表
総合指数は５４．８ポイントと２か月連続で上昇

２日 ○厚生労働省，３月の毎月勤労統計（速報）を発表
現金給与総額は前年比１．３％増と２か月連続で増加

３日 ○ECB（欧州中央銀行），政策金利を１．００％に据え置
くことを決定

４日 ○米労働省，４月の雇用統計を発表
非農業部門の雇用者数は前月比プラス１１．５万人と１９
か月連続で増加，失業率は８．１％

９日 ○内閣府，３月の景気動向指数（速報）を発表
先行指数９６．６，一致指数９６．５，遅行指数８６．７

１０日 ○内閣府，４月の景気ウォッチャー調査を発表
景気の現状判断DI は前月比０．９ポイント低下の
５０．９となり横ばいを示す５０を２か月連続で上回った
○東京商工リサーチ，４月の全国企業倒産状況を発表
倒産件数は１，００４件（前年比６．６％減）と２か月連続
で前年同月を下回った，負債総額は２，２８９億５，９００万
円（前年比１８．１％減）

○米商務省，３月の貿易・サービス収支を発表
季調済で５１８億ドルの赤字，赤字額は２か月ぶりに
拡大
○財務省，３月および平成２３年度の国際収支状況（速
報）を発表
３月の経常収支は１兆５，８９４億円の黒字（前年比
１，４９３億円減と黒字幅は縮小）
２３年度の経常収支は７兆８，９３４億円の黒字（前年比
８兆７，６５９億円減と３年ぶりに黒字幅縮小）

○第４回国家戦略会議を開催
新成長戦略のフォローアップ，地域活性化の取組，
医療イノベーション，成長ファイナンスについて

１１日 ○日本銀行，４月のマネーストック速報を発表
M２は前年比２．６％増，M３は前年比２．３％増

１３日 ○第５回日中韓サミット（～１４日、於：北京）
１４日 ○日本銀行，４月の企業物価指数を発表

前年比０．２％減となり，１９か月ぶりのマイナス
１５日 ○EU統計局，ユーロ圏の２０１２年１－３月期のGDP

（１次速報）を発表
季調済前期比は実質０．０％，前期比年率は０．１％増

１６日 ○経済産業省，３月の第３次産業活動指数を発表
季調済前月比で０．６％減
○内閣府，３月の機械受注統計を発表
民需（除く船舶・電力）は前月比２．８％減

１７日 ○内閣府，２０１２年１－３月期のGDP（１次速報）を
発表
季調済前期比は実質１．０％増（年率換算４．１％増）

１８日 ○政府，５月の月例経済報告で景気の基調判断を「景
気は，依然として厳しい状況にあるものの，復興需
要等を背景として，緩やかに回復しつつある」とし，
景気判断を９か月ぶりに上方修正
○第３回デフレ脱却等経済状況検討会議
デフレ脱却と経済活性化に向けた取組～「モノを動
かす」を中心に～

２１日 ○経済産業省，３月の全産業活動指数を発表
季調済前月比で０．３％減

２３日 ○日本銀行，金融政策決定会合を開催（２２日～）
政策金利を０．０～０．１％前後に据え置きを決定

○財務省，４月の貿易統計（速報）を発表
輸出は自動車，自動車部品等が増加し前年比７．９％
増の５兆５，６６５億円，輸入は原粗油，液化天然ガス
等が増加し８．０％増の６兆８６８億円，貿易収支は
５，２０３億円の赤字

２５日 ○総務省，４月の消費者物価指数を発表
生鮮を除く総合は前年比０．２％増と３か月連続のプ
ラス

２９日 ○総務省，４月の家計調査を発表
実質消費支出は前年比２．６％増と３か月連続のプラ
ス，名目消費支出は前年比３．２％増
○経済産業省，４月の商業販売統計を発表
小売業販売額は前年比５．８％増と５か月連続のプラ
ス
○総務省，４月の労働力調査を発表
完全失業率（季調済）は４．６％，雇用者数は５，４７７万
人となり前年比１５万人の減少

○厚生労働省，４月の一般職業紹介状況を発表
有効求人倍率（季調済）は０．７９倍

３１日 ○経済産業省，４月の鉱工業指数（速報）を発表
生産は前月比０．２％増，出荷は前月比０．９％増，在庫
は前月比２．０％増

○国土交通省，４月の建築着工統計を発表
新設住宅着工戸数は７３，６４７戸となり，前年比１０．３％
増と３か月連続の増加
○厚生労働省，４月の毎月勤労統計（速報）を発表
現金給与総額は前年比０．８％増と３か月連続で増加

○米商務省，２０１２年１－３月期のGDP（２次速報）
を発表
実質GDP成長率は季調済前期比年率１．９％増と１
次速報値（２．２％増）から下方修正

※東証株価指数 （TOPIX）第１部（終値）
月間最高値 ７９２．８７（２日）
〃 最安値 ７１９．４９（３１日）

※東京外為市場 （円相場，銀行間直物，対１ドル）
月間最高値 ７８円８０銭－７８円８１銭（３１日）
〃 最安値 ８０円３８銭－８０円４０銭（１６日）
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，０
６０
△
１０
２，
７９
３
△
８３
，７
３３

２９
，２
９７

△
５４
，４
３６

０．
０９
５
１８
４，
５９
８

発
表
機
関

財
務

省
日

本
銀

行

主
要
経
済
指
標
（
平
成
２４
年
６
月
）

〔
財
政
・
金
融
〕

（
注
）
租
税
収
入
実
績
：
４
月
及
び
５
月
税
収
の
う
ち
前
年
度
分
に
つ
い
て
は
，
前
年
度
３
月
に
加
え
て
調
整
。

マ
ネ
ー
ス
ト
ッ
ク
：
平
成
１５
年
度
以
前
は
，
マ
ネ
ー
サ
プ
ラ
イ
の
計
数
で
，
Ｍ
３
は
旧
Ｍ
１
，
Ｍ
２
は
旧
Ｍ
２
＋
CD
（
た
だ
し
昭
和
５４
年
５
月
以
前
は
旧
Ｍ
２
）。

国
内
銀
行
勘
定
：
平
成
４
年
度
以
前
は
全
国
銀
行
勘
定
で
あ
る
。
な
お
，
金
融
機
関
の
合
併
，
相
銀
の
普
銀
転
換
，
第
２
地
銀
協
加
盟
行
（
含
相
銀
）
の
編
入
等
の
事
由
に
よ
り
，
不
連
続
の
年
次
が
あ
る
。
昭
和
６１
年
度
以
降
，
オ
フ
シ
ョ
ア
勘
定
を
含
む
。

貸
出
約
定
平
均
金
利
：
平
成
４
年
４
月
よ
り
，
当
座
貸
越
を
含
む
。

１６４



公
社

債
発

行
高

株
式
（
期
中
平
均
）

手
形

交
換
高

不
渡
手
形

（
実
数
）

取
引
停
止
処
分
（
注
）

企
業

倒
産

国
債

地
方
債

政
保
債

普
通

社
債

金
融
債

東
京
証
券
取
引
所
（
第
一
部
）

〔
全
国
〕
負
債

総
額

倒
産

件
数

負
債

金
額

東
証
株
価
指
数

<T
O
PI
X
>

一
日
平
均

出
来
高

有
配

平
均
利
回
り

日
経
平
均

（
注
）

東
京

前
年
比

前
年
比

億
円

４３
．１
．４
＝
１０
０

百
万
株

％
２４
．５
．１
６

＝
１７
６．
２１

億
円

件
億
円

件
％

億
円

％
４５
年
度

３，
５５
７

８９
５

２，
６３
２

６，
０８
３

３１
，７
２６
C
Y

１６
３．
４８
C
Y

１３
８
C
Y

３．
４７
CY

２，
１９
３．
２１

１，
７０
８，
２０
８

３，
４９
３

１１
，７
５７

４，
５７
６

１０
，１
６０

２１
．２

７，
８５
７

３７
．９

５０
５３
，６
２７

３，
１１
２

４，
６２
０

１５
，０
４２

８０
，７
９５

３１
２．
０６

１７
９

２．
３１

４，
２４
３．
０５

４，
３５
６，
１２
０

３，
５８
６

１４
，９
４６

１１
，１
５３

１３
，２
２４

１２
．６

２０
，７
５２

２１
．９

５５
１４
５ ，
５８
８

７，
２９
０

１５
，７
６５

９，
９３
５

１３
５，
６３
３

４７
４．
００

３５
２

１．
６３

６，
８７
０．
１６

９，
７２
９，
８２
４

５，
１３
４

１６
，５
１７

１４
，４
８５

１８
，２
１２

１０
．１

２８
，７
２０

２１
．７

６０
２２
９ ，
９７
８

８，
０７
３

２７
，４
７９

９，
４３
５

２６
３，
００
４

９９
７．
７２

４１
５

０．
９９

１２
，５
６５
．６
２

２２
，５
０８
，４
６８

５，
４７
９

１５
，０
８２

１９
，０
００

１８
，３
１９

△
１０
．０

４４
，１
１３

２７
．１

２
３９
０ ，
３２
３

９，
４１
９

１９
，０
８３

２０
，６
６０

４６
９，
０７
９

２，
１７
７．
９６

４８
４

０．
５２

２９
，４
３７
．１
７

３９
，３
３４
，０
３０

８，
０２
３

５，
９８
９

１６
，１
５３

７，
１５
７

７．
５

３２
，７
５３

１７
６．
０

６
５４
７，
２４
７

１５
，８
４０

２６
，１
７９

３２
，６
５０

３７
８，
８０
１

１，
６０
０．
３２

３２
８

０．
７６

１９
，９
３５
．９
０

１９
，３
３２
，７
４０

５，
３６
６

１０
，３
６６

２６
，６
８８

１４
，２
０１

△
２．
５

６５
，０
０３

△
４．
４

７
６８
４ ，
３０
６

１９
，７
４０

３２
，３
７０

５７
，１
９２

４３
３，
６４
３

１，
３７
８．
９３

３５
７

０．
９２

１７
，３
２９
．７
０

１３
，５
８１
，３
５５

５，
３０
６

１０
，７
６２

２５
，８
０５

１５
，１
６２

６．
７

８６
，３
０７

３２
．７

８
７０
６ ，
３８
５

１９
，２
２２

２９
，８
８８

５６
，３
６０

４２
１，
５５
１

１，
６０
６．
３７

３８
９

０．
７９

２１
，０
８８
．３
５

１２
，６
９７
，７
９７

４，
０７
５

１０
，９
４３

２７
，５
２８

１５
，０
３０

△
０．
８

９２
，５
９４

７．
２

９
７１
０ ，
８３
８

１８
，５
１０

２８
，７
０４

８６
，８
９５

２８
２，
６０
９

１，
３９
７．
３７

４３
１

０．
９９

１８
，３
９７
．５
２

１１
，１
２１
，９
６３

５，
４３
５

１２
，６
３１

３４
，４
５３

１７
，４
９６

１６
．４

１４
５，
２３
６

５６
．８

１０
９５
８，
４２
９

１７
，５
４０

２６
，１
００

１０
４，
５３
４

２４
４，
７４
１

１，
１７
８．
１４

４９
２

１．
２０

１５
，３
５５
．９
９

９，
２１
７，
２８
１

４，
６６
０

１１
，９
２６

３６
，０
０９

１７
，２
７２

△
１．
２

１５
１，
３４
０

４．
２

１１
９９
８ ，
０６
５

２０
，６
１０

３３
，２
４６

７７
，８
７５

２３
３，
０４
５

１，
３８
８．
６３

６１
７

１．
０４

１６
，８
２３
．４
１

８，
３１
５，
５６
９

３，
２２
０

１１
，３
２８

２９
，９
２２

１６
，７
４１

△
３．
０

１１
２，
８８
０

△
２５
．４

１２
１ ，
０５
３，
９１
７

２２
，６
９０

５１
，４
１０

７６
，３
７１

２１
０，
４２
７

１，
５４
５．
２２

６８
４

０．
９８

１７
，１
４５
．０
１

７，
２６
７，
４４
７

２，
８５
３

１１
，８
８８

３０
，０
９６

１８
，７
８７

１２
．２

２６
１，
２８
７

１３
１．
４

１３
１ ，
４４
４，
９３
３

２２
，２
５０

４３
，１
５４

８１
，７
２４

１６
８，
６７
０

１，
１９
５．
１０

８１
１

１．
２２

１２
，０
９３
．５
６

６，
１８
１，
６８
０

３，
０１
６

１１
，７
９０

２８
，１
４６

１９
，５
６５

４．
１

１６
２，
８０
８

△
３７
．６

１４
１，
４７
２，
９８
４

２８
，３
６６

４４
，４
５６

７３
，１
８２

１２
０，
２３
２

９７
９．
４９

８４
３

１．
４１

１０
，１
２３
．１
４

４，
６６
８，
９９
２

２，
５７
２

１０
，１
１１

２２
，０
４５

１８
，５
８７

△
４．
９

１３
２，
６３
０

△
１８
．５

１５
１ ，
５７
７，
９７
５

４６
，２
１２

６８
，９
７８

６９
，９
２８

９２
，７
０７

９１
８．
８６

１，
２５
４

１．
４２

９，
３１
１．
４２

４，
４２
７，
７１
７

１，
６０
８

７，
６４
３

１５
，２
２６

１５
，４
６６

△
１６
．７

１０
２，
６７
８

△
２２
．５

１６
１ ，
８５
１，
００
５

５６
，５
９６

８７
，５
２１

５８
，９
５０

７９
，５
９５

１，
１２
０．
０７

１，
４５
１

１．
２０

１１
，１
７９
．２
５

４，
１７
２，
１５
９

１，
００
３

６，
０３
４

１１
，６
５６

１３
，１
８６

△
１４
．７

７２
，６
２２

△
２９
．２

１７
１ ，
８０
６，
９１
９

６１
，８
９４

７０
，０
２１

６９
，０
４０

８７
，５
５５

１，
２７
０．
０９

２，
０７
５

１．
１４

１２
，４
２２
．５
８

３，
４４
５，
４５
０

８７
４

５，
３８
０

１０
，３
３４

１３
，１
７０

△
０．
１

６１
，２
２０

△
１５
．７

１８
１，
７０
４，
３２
２

５８
，６
０４

４３
，０
１４

６８
，２
９５

６７
，２
９６

１，
６２
５．
９２

１，
９２
７

１．
１０

１６
，１
１０
．３
８

３，
１９
９，
２３
８

１，
２２
７

５，
３１
５

１０
，２
３０

１３
，３
３７

１．
２

５４
，４
６２

△
１１
．０

１９
１ ，
３６
５，
０４
４

５７
，２
１３

４２
，９
８３

９４
，０
１４

６５
，０
５１

１，
６６
３．
６９

２，
２２
８

１．
３０

１６
，９
９６
．３
３

３，
１７
７，
０７
１

２，
４６
７

５，
２５
５

１２
，２
９９

１４
，３
６６

７．
７

５７
，９
５５

６．
４

２０
１ ，
２３
８，
６６
８

６３
，４
６０

４７
，５
１７

９６
，０
４９

５５
，１
７４

１，
１８
７．
８２

２，
２１
１

１．
９９

１２
，１
５０
．８
０

２，
９０
１，
８５
１

２，
２１
７

５，
７３
９

１５
，８
９８

１６
，１
４６

１２
．３

１４
０，
１８
９

１４
１．
８

２１
１ ，
５６
０，
２３
２

７３
，６
０８

４６
，６
７１

１０
３，
００
２

４１
，８
０２

８６
９．
３３

２，
２７
２

２．
３０

９，
３４
６．
１１

２，
６０
７，
８１
６

１，
０１
８

３，
９８
６

１１
，２
３０

１４
，７
３２

△
８．
７

７１
，３
６７

△
４９
．０

２２
１，
６０
４，
１０
８

７４
，８
２１

４１
，９
７３

９９
，３
３３

３７
，７
７３

８８
５．
４３

２，
０８
９

２．
０４

１０
，０
０６
．４
９

２，
６７
０，
９８
２

１，
３３
７

２，
９９
３

７，
７５
６

１３
，０
６５

△
１１
．３

４７
，２
４５

△
３３
．７

２３
１ ，
６７
２，
８３
４

６６
，６
２７

３３
，３
１１

８２
，７
７３

３４
，３
７７

８２
０．
８０

２，
１４
１

２．
１２

９，
４２
５．
４２

２，
８８
８，
２１
５

７１
６

２，
５２
８

６，
４０
９

１２
，７
０７

△
２．
７

３９
，９
０６

△
１５
．５

２２
．

７―
９

４１
１，
６７
４

１８
，１
４９

１２
，６
００

２４
，５
３６

９，
４３
９

８３
９．
２７

１，
８４
０

２．
０８

９，
３５
６．
０２

６４
８，
６９
０

２４
９

７８
４

２，
０１
６

３，
２３
２

△
１４
．５

１８
，８
２２

９５
．２

１０
―１
２

４１
０，
１８
５

２３
，１
７３

９，
７８
０

２６
，０
２５

９，
９６
９

８５
７．
７８

２，
０７
２

１．
９６

９，
８４
２．
４４

６３
５，
７３
７

５１
２

７８
３

２，
１８
３

３，
２９
９

△
６．
５

１０
，４
０３

△
１８
．７

２３
．

１―
３

３８
６，
３１
５

１６
，６
３５

８，
４９
３

２０
，７
１７

８，
７３
０

９１
７．
０９

２，
７３
９

１．
９６

１０
，２８
５．
３０

６３
３，
５０
１

１０
７

６５
３

１，
６７
８

３，
２１
１

△
７．
３

９，
１６
８

△
７２
．６

４―
６

４１
９，
０４
６

１４
，９
５６

５，
６４
２

１８
，４
８７

９，
０３
８

８３
３．
８８

２，
０８
３

２．
０８

９，
６０
９．
３６

７６
０，
４６
２

１１
８

６７
５

１，
７５
０

３，
３１
２

△
０．
３

７，
４８
５

△
１５
．４

７―
９

４２
８，
８４
３

１４
，９
６７

８，
００
０

２１
，７
４１

８，
５７
４

７９
７．
０３

２，
０４
８

２．
２１

９，
２４
６．
３５

７０
５，
７８
３

２９
０

６９
６

１，
６３
０

３，
１０
８

△
３．
８

１２
，２
７２

△
３４
．７

１０
―１
２

４０
６，
４４
１

１９
，９
９２

９，
４０
０

２１
，８
９０

８，
６５
３

７３
７．
５８

１，
７０
９

２．
３２

８，
５８
０．
６４

７０
７，
４９
８

１７
６

５８
５

１，
７４
８

３，
１０
３

△
５．
９

７，
００
２

△
３２
．６

２４
．

１―
３

４１
８，
５０
５

１６
，７
１３

１０
，２
７０

２０
，６
５５

８，
１１
２

７９
９．
７９

２，
４０
５

２．
０２

９，
２９
５．
３４

７１
４，
４７
０

１３
２

５７
２

１，
２８
１

３，
１８
４

△
０．
８

１３
，１
４５

４３
．３

２３
．

４
１３
１，
３９
１

３，
８２
１

１，
７０
０

５，
１５
４

２，
９７
３

８４
３．
８９

２，
２６
６

２．
０１

９，
６４
４．
６３

２１
７，
６３
０

２１
２３
０

５５
２

１，
０７
６

△
６．
７

２，
７９
５

３．
５

５
１２
７，
６６
０

６，
０７
３

１，
９４
２

４，
３０
０

３，
３４
５

８３
７．
０２

２，
００
８

２．
１４

９，
６５
０．
７８

２５
８，
７９
０

７０
２１
３

６３
９

１，
０７
１

４．
８

２，
５２
６

△
２３
．７

６
１５
９，
９９
４

５，
０６
２

２，
００
０

９，
０３
３

２，
７２
１

８２
２．
０６

１，
９８
２

２．
０８

９，
５４
１．
５３

２８
４，
０４
０

２７
２３
２

５５
９

１，
１６
５

１．
４

２，
１６
３

△
２３
．７

７
１３
７，
０６
０

５，
１３
０

２，
４５
０

９，
２３
０

２，
７７
５

８６
１．
２９

１，
９０
３

２．
１０

９，
９９
６．
６８

２２
３，
５３
９

５６
２４
９

６４
５

１，
０８
１

１．
４

２，
２０
９

△
１９
．７

８
１３
３，
７８
６

４，
３２
０

２，
３０
０

１，
０８
０

３，
００
０

７７
８．
７３

２，
２１
０

２．
２２

９，
０７
２．
９４

２４
６，
０８
５

４１
２２
２

５４
２

１，
０２
６

△
３．
５

７，
９４
０

３２
０．
３

９
１５
７，
９９
７

５，
５１
７

３，
２５
０

１１
，４
３１

２，
７９
８

７５
３．
８１

２，
００
６

２．
２１

８，
６９
５．
４２

２３
６，
１５
８

１９
３

２２
５

４４
３

１，
００
１

△
９．
１

２，
１２
３

△
８５
．０

１０
１３
１，
０２
４

５，
７２
４

２，
７０
０

７，
６４
０

２，
７９
８

７５
０．
３４

１，
８０
６

２．
２６

８，
７３
３．
５７

２４
３，
６８
５

５５
１７
９

５９
３

９７
６

△
１４
．０

１，
５５
８

△
７０
．０

１１
１３
１，
４９
０

７，
２４
０

４，
１０
０

４，
８６
０

２，
９０
３

７３
０．
１２

１，
７２
９

２．
３４

８，
５０
６．
１１

２２
０，
５５
３

８７
２０
２

４７
１

１，
０９
５

３．
２

１，
８７
６

△
３１
．４

１２
１４
３，
９２
７

７，
０２
８

２，
６０
０

９，
３９
０

２，
９５
２

７３
２．
５３

１，
５９
７

２．
３２

８，
５０
５．
９９

２４
３，
２５
８

３４
２０
４

６８
４

１，
０３
２

△
６．
３

３，
５６
６

４４
．７

２４
．

１
１４
４，
９６
７

５，
８６
２

４，
１５
０

４，
７８
０

２，
４６
７

７４
４．
４０

２，
００
９

２．
２３

８，
６１
６．
７１

２１
８，
２５
５

２３
１７
６

４５
１

９８
５

△
５．
３

３，
４９
３

４７
．７

２
１２
９，
０１
５

５，
０１
８

２，
７０
０

６，
８４
０

２，
９９
８

７９
９．
３２

２，
６６
５

２．
０８

９，
２４
２．
３３

２３
４，
４８
５

５９
１９
１

３８
６

１，
０３
８

５．
１

６，
３１
２

５３
．８

３
１４
４，
５２
３

５，
８３
３

３，
４２
０

９，
０３
５

２，
６４
７

８５
０．
３７

２，
５０
３

２．
０２

９，
９６
２．
３５

２６
１，
７２
９

５１
２０
５

４４
４

１，
１６
１

△
１．
８

３，
３３
９

２３
．５

４
８１
７．
４３

１，
９８
６

２．
１２

９，
６２
７．
４２

２３
２，
８５
９

２６
１９
０

５２
９

１，
００
４

△
６．
６

２，
２８
９

△
１８
．１

５
７４
５．
３３

１，
９８
４

２．
４２

８，
８４
２．
５４
P

２２
８，
８０
２

２２
０

５２
０

１，
１４
８

７．
１

２，
８２
５

１１
．８

発
表
機
関

日
本
証
券
業
協
会

東
京
証
券

取
引

所
手
形
交
換
所

銀
行
協
会

東
京
商
工
リ
サ
ー
チ

（
注
）
取
引
停
止
処
分
：
平
成
１９
年
４
月
以
降
，
算
出
方
法
変
更
。

〔
企
業
倒
産
〕

（
注
）
株
式
（
日
経
平
均
）：
平
成
１２
年
４
月
２４
日
に
構
成
銘
柄
の
大
幅
な
入
替
え
を
行
っ
た
こ
と
に
よ
り
，
入
替
え
の
前
後
を
連
続
し
て

比
較
す
る
こ
と
に
問
題
が
あ
る
と
い
う
意
味
に
お
い
て
指
数
の
連
続
性
が
失
わ
れ
て
い
る
。

〔
公
社
債
・
株
式
〕

１６５



鉱
工
業
生
産
指
数

生
産
者
出
荷
指
数

生
産
者
製
品
在
庫
指
数
生
産
者
製
品
在
庫
率

製
造
工
業

生
産
能
力

指
数

（
末
）

（
原
指
数
）

製
造
工
業

稼
働
率

指
数

（
季
調
済
）

特
殊
分
類
生
産
指
数

原
指
数

季
節
調
整
済

季
節
調

整
済

� �
季
節

調
整
済
� �

前
期
比

（
前
年
比
）

（
末
）

� �
季
節

調
整
済
� �

前
期
比

（
前
年
比
）
指
数

� �
季
節

調
整
済
� �

前
期
比

（
前
年
比
）

前
年
比

指
数

前
年
比

資
本
財

建
設
財

耐
久

消
費
財

非
耐
久

消
費
財

生
産
財

平
成

１７
年

＝
１０
０

（
注
）

％
４５
年
度

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
５０

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
５５

６７
．０

２．
１

－
－

６２
．２

１４
４．
３

６５
．３

７９
．３

５７
．８

６３
．４

０．
３

９５
．１

７．
８

１０
２．
９

１４
．３

８８
．３

１０
４．
９

６０
７９
．７

２．
４

－
－

７９
．２

１３
０．
３

８９
．６

９０
．４

６９
．１

７３
．９

２．
６

９９
．３

４．
４

１０
１．
５

４．
０

９８
．５

１０
５．
５

２
１０
０ ．
４

４．
９

－
－

１０
９．
２

１５
９．
８

１０
６．
６

１０
６．
２

８７
．３

９４
．２

５．
３

１０
７．
８

４．
１

９２
．３

△
２．
４

１０
７．
９

１１
０．
８

６
９３
．２

３．
１

－
－

９１
．９

１４
３．
９

８９
．５

１０
６．
０

８４
．４

８８
．９

２．
９

１０
９．
６

０．
５

１０
４．
１

△
５．
３

１０
９．
９

９５
．５

７
９５
．２

２．
１

－
－

９８
．１

１４
３．
０

８７
．７

１０
６．
４

８６
．４

９０
．６

１．
９

１１
３．
３

３．
４

１０
８．
５

４．
２

１１
０．
０

９６
．０

８
９８
．４

３．
４

－
－

１０
７．
１

１４
６．
８

９３
．８

１０
７．
３

８７
．８

９４
．３

４．
１

１０
８．
７

△
４．
１

１０
６．
１

△
２．
２

１１
０．
４

９８
．７

９
９９
．５

１．
１

－
－

１０
９．
２

１３
７．
７

９７
．３

１０
６．
５

９０
．０

９５
．３

１．
１

１１
８．
０

８．
６

１１
１．
５

５．
１

１１
１．
０

９９
．２

１０
９２
．７

△
６．
８

－
－

９３
．８

１２
４．
０

９４
．６

１０
４．
０

８５
．１

９０
．４

△
５．
１

１０
６．
２

△
１０
．０

１１
６．
８

４．
８

１１
０．
３

９２
．０

１１
９５
．１

２．
６

－
－

９３
．７

１２
１．
７

９５
．９

１０
５．
０

８９
．７

９３
．２

３．
１

１０
３．
２

△
２．
８

１０
６．
５

△
８．
８

１０
８．
９

９４
．１

１２
９９
．２

４．
３

－
－

１０
０．
４

１２
１．
２

９９
．２

１０
５．
３

９４
．７

９７
．３

４．
４

１０
５．
６

２．
３

１０
６．
４

△
０．
１

１０
８．
２

９５
．９

１３
９０
．１

△
９．
２

－
－

８７
．４

１１
１．
６

９３
．４

１０
３．
２

８４
．２

８９
．２

△
８．
３

９９
．１

△
６．
２

１１
６．
９

９．
９

１０
３．
５

８７
．６

１４
９２
．７

２．
９

－
－

８３
．５

１０
６．
０

９４
．８

１０
２．
１

９１
．１

９２
．４

３．
６

９３
．５

△
５．
７

１０
４．
２

△
１０
．９

１０
１．
１

９２
．１

１５
９５
．４

２．
９

－
－

８７
．５

１０
３．
１

９６
．０

１０
２．
２

９５
．１

９５
．４

３．
２

９１
．９

△
１．
７

１０
０．
１

△
３．
９

１０
０．
０

９５
．８

１６
９９
．１

３．
９

－
－

９８
．３

１０
１．
５

９７
．４

１０
２．
６

９８
．６

９８
．８

３．
６

９４
．６

２．
９

９８
．３

△
１．
８

９９
．５

９９
．１

１７
１０
０ ．
７

１．
６

－
－

９９
．７

９９
．３

１０
２．
１

９９
．６

１０
１．
０

１０
１．
０

２．
２

９７
．０

２．
５

１０
０．
３

２．
０

１０
０．
６

１０
０．
５

１８
１０
５．
３

４．
６

－
－

１０
５．
４

９８
．８

１０
８．
９

１０
２．
３

１０
５．
９

１０
５．
３

４．
３

９８
．６

１．
６

９９
．８

△
０．
５

１０
３．
５

１０
２．
９

１９
１０
８ ．
１

２．
７

－
－

１０
７．
４

９３
．９

１１
３．
９

１０
３．
５

１０
９．
９

１０
８．
７

３．
２

１０
０．
５

１．
９

１０
０．
６

０．
８

１０
５．
６

１０
４．
１

２０
９４
．４

△
１２
．７

－
－

８９
．３

８７
．３

９４
．９

１０
３．
０

９４
．７

９５
．０

△
１２
．６

９５
．３

△
５．
２

１２
１．
９

２１
．２

１０
６．
１

８８
．７

２１
８６
．１

△
８．
８

－
－

６８
．６

７７
．１

８５
．２

１０
３．
１

８８
．９

８７
．１

△
８．
３

８９
．５

△
６．
１

１２
０．
４

△
１．
２

１０
６．
７

８０
．０

２２
９４
．１

９．
３

－
－

８２
．７

７９
．５

８８
．２

１０
４．
４

９８
．７

９５
．３

９．
４

９３
．０

３．
９

１０
８．
４

△
１０
．０

１０
８．
３

８８
．０

２３
９３
．２

△
１．
０

－
－

８７
．１

８１
．２

８４
．３

１０
９．
７

９４
．８

９３
．４

△
２．
０

１０
１．
９

９．
６

１１
６．
４

７．
４

１０
７．
３

８７
．４

２２
．

７―
９

９６
．８

１４
．０

９４
．３

△
１．
０

８４
．０

７８
．２

９２
．８

１０
４．
２

９７
．８

９５
．７

△
０．
８

９７
．３

０．
４

１０
８．
７

２．
１

１０
８．
１

８８
．４

１０
―１
２

９７
．１

５．
９

９４
．２

△
０．
１

８３
．７

７９
．８

８９
．１

１０
４．
４

９８
．２

９５
．４

△
０．
３

９６
．７

△
０．
６

１１
１．
０

２．
１

１０
８．
３

８８
．４

２３
．

１―
３

９０
．２

△
１．
３

９２
．８

△
１．
５

８２
．８

８０
．８

７９
．０

１０
５．
７

９８
．４

９３
．２

△
２．
３

９８
．１

１．
４

１０
７．
７

△
３．
０

１０
８．
３

８５
．９

４―
６

８７
．０

△
５．
８

８８
．９

△
４．
２

８２
．９

８０
．８

６６
．７

１１
０．
４

９１
．８

８８
．１

△
５．
５

１０
１．
１

３．
１

１２
１．
１

１２
．４

１０
８．
３

７９
．８

７―
９

９５
．９

△
０．
９

９３
．７

５．
４

８７
．７

８０
．４

８６
．５

１０
９．
４

９５
．１

９４
．３

７．
０

１０
２．
９

１．
８

１１
６．
５

△
３．
８

１０
８．
４

８７
．５

１０
―１
２

９５
．５

△
１．
６

９４
．１

０．
４

８９
．４

８１
．２

８６
．２

１０
９．
３

９５
．２

９４
．６

０．
３

１０
１．
５

△
１．
４

１１
５．
０

△
１．
３

１０
８．
３

８９
．３

２４
．

１―
３

９４
．５

４．
８

９５
．３

１．
３

８６
．９

８２
．０

９５
．４

１０
９．
３

９６
．４

９５
．４

０．
８

１０
７．
５

５．
９

１１
３．
１

△
１．
７

１０
７．
３

９２
．１

２３
．

３
８９
．４

△
１２
．４

８２
．５

△
１６
．２

７２
．３

７７
．２

５３
．２

９８
．７

９０
．３

８４
．３

△
１４
．５

９８
．１

△
３．
８

１０
８．
８

２．
７

１０
８．
３

７３
．１

４
７９
．７

△
１２
．７

８４
．５

２．
４

７７
．３

８０
．７

５２
．５

１０
６．
６

８９
．８

８３
．１

△
１．
４

９８
．９

０．
８

１２
６．
６

１６
．４

１０
８．
３

７２
．１

５
８３
．６

△
４．
６

８９
．４

５．
８

８４
．０

８０
．３

６８
．５

１１
２．
７

９１
．３

８７
．５

５．
３

１０
４．
０

５．
２

１２
１．
５

△
４．
０

１０
８．
４

８１
．６

６
９７
．６

△
０．
６

９２
．８

３．
８

８７
．３

８１
．５

７９
．２

１１
２．
０

９４
．４

９３
．８

７．
２

１０
１．
１

△
２．
８

１１
５．
２

△
５．
２

１０
８．
３

８５
．７

７
９６
．７

△
１．
７

９３
．８

１．
１

８９
．２

８０
．５

８６
．１

１１
０．
７

９４
．７

９４
．４

０．
６

１０
１．
１

０．
０

１１
６．
６

１．
２

１０
８．
４

８６
．８

８
９１
．５

１．
６

９４
．６

０．
９

８８
．７

８１
．４

８８
．５

１０
８．
７

９５
．９

９４
．７

０．
３

１０
２．
８

１．
７

１１
５．
２

△
１．
２

１０
８．
５

８８
．８

９
９９
．４

△
２．
４

９２
．８

△
１．
９

８５
．３

７９
．２

８４
．９

１０
８．
８

９４
．７

９３
．９

△
０．
８

１０
２．
９

０．
１

１１
７．
６

２．
１

１０
８．
４

８７
．０

１０
９６
．１

０．
９

９４
．５

１．
８

８９
．４

７９
．９

９０
．１

１０
７．
８

９５
．７

９４
．８

１．
０

１０
３．
８

０．
９

１１
６．
６

△
０．
９

１０
８．
８

８９
．９

１１
９５
．３

△
２．
９

９２
．９

△
１．
７

８８
．５

８１
．８

７８
．５

１１
０．
５

９４
．３

９３
．０

△
１．
９

１０
３．
３

△
０．
５

１１
５．
６

△
０．
９

１０
８．
８

８８
．１

１２
９５
．２

△
３．
０

９５
．０

２．
３

９０
．３

８２
．０

９０
．１

１０
９．
６

９５
．７

９６
．１

３．
３

１０
１．
５

△
１．
７

１１
２．
７

△
２．
５

１０
８．
３

８９
．９

２４
．

１
８６
．７

△
１．
６

９５
．９

０．
９

８９
．５

８４
．９

９８
．８

１０
８．
４

９５
．５

９５
．０

△
１．
１

１０
３．
６

２．
１

１１
３．
５

０．
７

１０
７．
７

９２
．８

２
９４
．６

１．
５

９４
．４

△
１．
６

８５
．２

８０
．３

９２
．６

１０
８．
２

９６
．２

９５
．３

０．
３

１０
３．
１

△
０．
５

１１
０．
４

△
２．
７

１０
７．
８

９１
．２

３
１０
２．
１

１４
．２

９５
．６

１．
３

８６
．１

８０
．９

９４
．８

１１
１．
３

９７
．４

９５
．８

０．
５

１０
７．
５

４．
３

１１
５．
３

４．
４

１０
７．
３

９２
．４

４
９０
．０

１２
．９

９５
．４

△
０．
２

８９
．３

８２
．１

９７
．２

１０
９．
４

９６
．７

９６
．４

０．
６

１０
９．
６

２．
０

１２
３．
２

６．
９

１０
７．
１

９１
．８

発
表
機
関

経
済

産
業

省

〔
生
産
・
出
荷
・
在
庫
・
稼
働
率
〕

（
注
）
平
成
２０
年
４
月
，
基
準
年
次
改
訂
。
平
成
１５
年
度
以
前
の
指
数
は
，
平
成
１７
年
基
準
指
数
に
接
続
さ
せ
た
も
の
で
あ
る
。

１６６



機
械
受
注
（
２８
０社
）（
季
節
調
整
済
）（
注
）

建
設
工
事
受
注（
５０
社
）（
注
）

新
設

住
宅

着
工

総
額

民
需

戸
数

季
調
済

年
率
戸
数

利
用
関

係
別

� �
船
舶
・
電

力
を
除
く
� �

製
造
業

非
製
造
業

� �
船
舶
・
電

力
を
除
く
� �

総
額

民
間

非
住
宅

前
期
比

前
期
比

前
期
比

前
期
比

前
年
比

前
年
比

前
期
比

持
家

貸
家

分
譲

住
宅

億
円

％
億

円
％

億
円

％
億
円

％
億

円
％

千
戸

％
千
戸

％
前
年
比
％

４５
年
度

６６
，４
４０

２５
．１

４０
，０
３６

２９
，２
３２

５．
５

１９
，２
０２

０．
０

１０
，１
７９

１８
．５

３６
，０
０１

１８
，５
６９

１５
．７

１，
４９
１

５．
９

－
－

－
－

－
５０

８６
，０
４８

△
０．
０

３８
，５
９９

３２
，５
９３

△
１８
．２

１７
，１
０４

△
３０
．８

１５
，６
０７

２．
１

５９
，４
４９

２４
，５
２０

△
１７
．３

１，
４２
８

１３
．２

－
－

９．
８

２０
．５

１５
．８

５５
１４
６ ，
４０
９

１３
．３

７４
，６
０２

５５
，１
７４

１５
．７

２９
，６
７４

１７
．８

２５
，７
２７

１４
．１

９１
，９
７８

４１
，５
４９

１１
．６

１，
２１
４

△
１８
．３

－
－

△
１８
．５

△
２５
．８

△
１０
．２

６０
１５
９，
５８
４

△
２．
５

８０
，０
５３

６７
，０
００

５．
１

３７
，２
６２

２．
５

２９
，８
６１

８．
１

１２
１，
５７
６

６２
，７
２３

１１
．０

１，
２５
１

３．
６

－
－

△
２．
８

１２
．８

△
１．
４

２
２８
３，
９４
９

８．
３

１６
７，
６２
５

１４
５，
７６
２

８．
７

７３
，２
９７

６．
１

７２
，６
５６

１１
．３

２６
８，
１６
７

１６
６，
２０
３

３０
．４

１，
６６
５

△
０．
４

－
－

△
５．
０

△
６．
５

２０
．３

６
２５
０，
８３
９

１．
６

１３
５，
８２
９

１１
０，
０１
２

４．
１

４７
，４
４９

４．
７

６２
，４
０８

３．
１

１９
０，
３４
１

８７
，５
３１

△
５．
４

１，
５６
１

３．
４

－
－

８．
２

△
１１
．９

３０
．１

７
２６
１ ，
３２
２

４．
２

１４
２，
３９
４

１１
９，
３８
０

８．
５

５２
，１
４９

９．
９

６７
，４
８５

８．
１

１９
７，
５５
６

８８
，８
４６

１．
５

１，
４８
５

△
４．
９

－
－

△
５．
２

△
１．
８

△
８．
７

８
２８
７，
１３
４

９．
９

１５
５，
２６
８

１３
３，
０４
２

１１
．４

５５
，３
７０

６．
２

７７
，９
２８

１５
．５

２０
３，
３７
０

９７
，８
８７

１０
．２

１，
６３
０

９．
８

－
－

１５
．６

９．
３

２．
１

９
２８
６，
２１
７

△
０．
３

１５
０，
４７
１

１２
７，
８６
７

△
３．
９

５６
，５
９２

２．
２

７１
，４
７５

△
８．
３

１８
５，
２４
７

９０
，６
９５

△
７．
３

１，
３４
１

△
１７
．７

－
－

△
２９
．１

△
１６
．３

△
０．
４

１０
２３
６，
９９
０

△
１７
．２

１２
２，
５３
５

１０
４，
０６
７

△
１８
．６

４３
，２
７４

△
２３
．５

６０
，９
３９

△
１４
．７

１６
７，
７４
３

７９
，６
９８

△
１２
．１

１，
１８
０

△
１２
．１

－
－

△
２．
９

△
１３
．９

△
１９
．６

１１
２３
６ ，
３１
１

△
０．
３

１１
９，
５４
７

１０
４，
６９
３

０．
６

４３
，５
９６

０．
７

６１
，３
２３

０．
６

１６
０，
３２
８

７７
，９
８６

△
２．
１

１，
２２
６

４．
０

－
－

８．
６

△
４．
０

１０
．７

１２
２６
５，
４８
９

１２
．３

１３
４，
０４
４

１２
２，
０２
８

１６
．６

５１
，９
０５

１９
．１

７０
，２
５４

１４
．６

１４
９，
６８
０

６８
，７
９４

△
１１
．８

１，
２１
３

△
１．
１

－
－

△
８．
０

△
１．
８

１１
．０

１３
２３
２，
８０
８

△
１２
．３

１２
４，
１３
８

１０
６，
６２
２

△
１２
．６

３９
，５
７５

△
２３
．８

６７
，３
６２

△
４．
１

１３
７，
４７
０

６２
，１
７０

△
９．
６

１，
１７
３

△
３．
３

－
－

△
１３
．９

５．
８

△
０．
７

１４
２２
８，
３４
３

△
１．
９

１１
５，
５０
９

１０
２，
６６
４

△
３．
７

３８
，８
０７

△
１．
９

６４
，１
４３

△
４．
８

１２
５，
３３
０

５６
，５
８７

△
９．
０

１，
１４
６

△
２．
４

－
－

△
３．
１

２．
８

△
８．
１

１５
２５
４ ，
６３
６

１１
．５

１２
０，
３９
３

１１
１，
０７
８

８．
２

４５
，５
００

１７
．２

６５
，７
６４

２．
５

１２
５，
４８
５

６１
，３
１３

８．
４

１，
１７
４

２．
５

－
－

２．
１

０．
９

５．
６

１６
２６
５，
０５
０

４．
１

１２
８，
２６
０

１１
８，
２９
２

６．
５

５１
，１
８３

１２
．５

６７
，３
４１

２．
４

１３
５，
９１
３

６８
，７
１１

１２
．１

１，
１９
３

１．
７

－
－

△
１．
６

１．
９

４．
６

１７
２７
６，
７７
９

－
１２
４，
４２
５

１１
２，
３４
０

－
５４
，８
８０

－
５７
，７
２１

－
１３
４，
５３
７

７０
，８
９５

３．
２

１，
２４
９

４．
７

－
－

△
４．
０

１０
．８

６．
１

１８
２９
１ ，
１４
８

５．
２

１２
８，
６０
３

１１
６，
２９
６

３．
５

５８
，１
８３

６．
０

５８
，４
０３

１．
２

１３
８，
９３
６

７５
，４
６４

６．
４

１，
２８
５

２．
９

－
－

０．
９

３．
９

３．
３

１９
３０
２，
６３
７

３．
９

１２
７，
９３
１

１１
１，
８４
１

△
３．
８

５６
，１
１４

△
３．
６

５６
，１
５７

△
３．
８

１４
１，
１４
１

８１
，１
２８

７．
５

１，
０３
６

△
１９
．４

－
－

△
１２
．３

△
１９
．９

△
２６
．１

２０
２４
７，
０４
９

△
１８
．４

１１
２，
８３
９

９７
，２
２１

△
１３
．１

４３
，４
８７

△
２２
．５

５４
，３
６３

△
３．
２

１２
３，
７６
７

７２
，３
４２

△
１０
．８

１，
０３
９

０．
３

－
－

△
０．
４

３．
２

△
３．
５

２１
２０
０，
８０
０

△
１８
．７

９４
，９
１７

７７
，４
０５

△
２０
．４

３１
，３
６６

△
２７
．９

４６
，３
４６

△
１４
．７

１０
６，
１６
２

６０
，４
６４

△
１６
．４

７７
５

△
２５
．４

－
－

△
７．
６

△
３０
．０

△
４０
．０

２２
２４
３ ，
６４
６

２１
．３

１０
４，
８１
７

８４
，４
８０

９．
１

３７
，１
１２

１８
．３

４７
，５
７６

２．
７

１０
０，
６８
５

５６
，２
１４

△
７．
０

８１
９

５．
６

－
－

７．
５

△
６．
３

２９
．６

２３
２５
０，
２２
６

２．
７

１０
８，
７４
６

８９
，７
４２

６．
２

３９
，２
８４

５．
９

５０
，６
９８

６．
６

１０
７，
８２
９

５９
，４
４６

５．
７

８４
１

２．
７

－
－

△
１．
２

△
０．
７

１２
．７

２２
．

７―
９

６０
，５
７７

７．
８

２６
，９
９９

２１
，４
７６

５．
３

９，
３４
５

１０
．９

１２
，０
７８

０．
９

２６
，１
４２

１５
，０
６７

△
１２
．７

２１
３

１３
．８

８１
６

３．
２

１０
．８

３．
６

４０
．８

１０
―１
２

６１
，０
７１

０．
８

２６
，６
５３

２０
，８
８３

△
２．
８

９，
３５
２

０．
１

１１
，６
４８

△
３．
６

２２
，７
５２

１２
，１
５８

０．
１

２１
９

６．
９

８３
８

２．
７

９．
７

△
９．
０

４０
．２

２３
．

１―
３

６６
，２
６２

８．
５

２７
，４
９６

２１
，６
３０

３．
６

９，
７８
８

４．
７

１１
，８
５６

１．
８

３４
，７
９４

１９
，１
２９

△
３．
５

１９
２

３．
２

８２
９

△
１．
１

５．
２

△
８．
５

２１
．９

４―
６

６１
，８
０３

△
６．
７

２７
，７
５４

２２
，２
４０

２．
８

９，
８６
１

０．
７

１２
，３
５１

４．
２

２０
，０
５５

１１
，４
８３

１６
．５

２０
３

４．
１

８２
７

△
０．
２

△
１．
８

△
２．
９

２４
．０

７―
９

５９
，０
４５

△
４．
５

２７
，４
２３

２２
，５
９２

１．
６

９，
８６
１

△
０．
０

１２
，７
９３

３．
６

２５
，９
８６

１５
，２
３８

１．
１

２３
０

７．
９

８８
１

６．
５

５．
４

４．
０

１６
．７

１０
―１
２

６２
，８
３４

６．
４

２７
，４
０４

２２
，４
２５

△
０．
７

９，
７９
２

△
０．
７

１２
，７
２８

△
０．
５

２５
，７
４１

１４
，３
６４

１８
．１

２０
９

△
４．
５

７９
８

△
９．
４

△
７．
３

△
８．
８

４．
５

２４
．

１―
３

６７
，２
９２

７．
１

２６
，２
５３

２２
，６
２０

０．
９

９，
８０
４

０．
１

１２
，７
９１

０．
５

３６
，０
４６

１８
，３
６１

△
４．
０

２０
０

３．
７

８５
７

７．
５

△
１．
２

５．
９

７．
９

２３
．

３
１９
，６
８２

△
２０
．０

７，
８８
６

７，
２４
２

△
０．
７

３，
２７
８

１．
１

３，
９８
７

０．
６

２０
，０
８５

１０
，７
３０

△
１０
．１

６３
△
２．
４

８０
８

△
５．
４

４．
０

△
９．
５

４．
６

４
２０
，６
４７

４．
９

８，
４３
７

７，
２２
５

△
０．
２

３，
２３
８

△
１．
２

４，
０５
３

１．
７

５，
５４
４

３，
０２
１

１９
．１

６７
０．
３

８１
０

０．
２

０．
２

△
９．
３

１２
．４

５
２０
，２
１０

△
２．
１

９，
００
０

７，
２３
０

０．
１

３，
２４
６

０．
２

３，
９４
７

△
２．
６

６，
２３
２

３，
２１
８

８．
７

６４
６．
４

８２
５

１．
８

△
２．
９

△
４．
９

４２
．９

６
２０
，９
４６

３．
６

１０
，３
１７

７，
７８
４

７．
７

３，
３７
７

４．
１

４，
３５
１

１０
．２

８，
２８
０

５，
２４
４

２０
．２

７３
５．
８

８３
６

１．
３

△
２．
６

５．
０

２１
．６

７
１９
，２
３７

△
８．
２

９，
００
６

７，
５６
５

△
２．
８

３，
２７
５

△
３．
０

４，
３０
４

△
１．
１

６，
９３
３

４，
４７
４

１５
．１

８３
２１
．２

９６
１

１５
．０

１９
．１

１８
．５

３３
．２

８
２０
，２
２３

５．
１

９，
０３
８

７，
６０
１

０．
５

３，
４２
７

４．
６

４，
１２
９

△
４．
１

７，
５８
５

４，
５６
６

１２
．５

８２
１４
．０

９３
９

△
２．
３

６．
９

９．
８

３１
．２

９
１９
，５
８５

△
３．
２

９，
３７
９

７，
４２
７

△
２．
３

３，
１５
９

△
７．
８

４，
３６
０

５．
６

１１
，４
６８

６，
１９
７

△
１３
．０

６４
△
１０
．８

７４
９

△
２０
．２

△
９．
７

△
１８
．２

△
７．
７

１０
１９
，９
８０

２．
０

８，
７１
３

７，
３８
６

△
０．
６

３，
２４
７

２．
８

４，
１５
１

△
４．
８

７，
２９
０

３，
８４
１

８．
１

６７
△
５．
８

７８
１

４．
３

△
８．
１

△
８．
９

３．
１

１１
２１
，７
１９

８．
７

１０
，３
９４

７，
６１
３

３．
１

３，
３４
０

２．
９

４，
３７
６

５．
４

８，
１２
４

４，
６２
７

３７
．２

７３
△
０．
３

８２
４

５．
５

△
５．
１

△
８．
５

１３
．１

１２
２１
，１
３５

△
２．
７

８，
２９
８

７，
４２
５

△
２．
５

３，
２０
５

△
４．
０

４，
２０
１

△
４．
０

１０
，３
２７

５，
８９
７

１２
．７

６９
△
７．
３

７８
３

△
５．
０

△
８．
８

△
９．
０

△
２．
２

２４
．

１
２３
，９
７０

１３
．４

８，
６７
９

７，
４７
５

０．
７

３，
１６
５

△
１．
３

４，
２６
０

１．
４

７，
４４
９

４，
２０
３

２６
．６

６６
△
１．
１

８２
２

５．
０

△
２．
７

１．
１

△
０．
５

２
２１
，２
２７

△
１１
．４

８，
９７
９

７，
６８
１

２．
８

３，
４６
５

９．
５

４，
３５
１

２．
１

８，
５７
６

４，
０５
１

△
２０
．２

６７
７．
５

９１
７

１１
．６

１．
５

９．
４

１３
．１

３
２２
，０
９４

４．
１

８，
５９
４

７，
４６
３

△
２．
８

３，
１７
４

△
８．
４

４，
１８
０

△
３．
９

２０
，０
２１

１０
，１
０６

△
５．
８

６７
５．
０

８４
８

△
７．
６

△
２．
３

７．
８

１１
．８

４
２１
，２
０１

△
４．
０

１０
，０
０３

７，
８８
６

５．
７

３，
２８
２

３．
４

４，
４１
８

５．
７

６，
４４
３

３，
９６
７

３１
．３

７４
１０
．３

８９
６

５．
７

２．
５

１６
．５

△
０．
４

発
表
機
関

内
閣

府
国

土
交

通
省

〔
設
備
・
住
宅
〕

（
注
）
機
械
受
注
（
２８
０社
）：
昭
和
６１
年
度
以
前
は
１７
８社
ベ
ー
ス
，
四
半
期
の
前
期
比
は
四
半
期
平
均
の
伸
び
率
。

平
成
１７
年
４
月
よ
り
，
季
節
調
整
方
法
が
セ
ン
サ
ス
局
法
X
－
１１
か
ら
X
－
１２
－
A
RI
M
A
の
中
の
X
－
１１
に
移
行
し
た
。

平
成
１７
年
度
以
降
は
，「
携
帯
電
話
」
の
受
注
額
は
含
ま
な
い
。

建
設
工
事
受
注
（
５０
社
）：
昭
和
５９
年
度
以
前
は
４３
社
ベ
ー
ス
。

１６７



賃
金

指
数

常
用
雇
用
指
数

所
定
外
労
働
時
間
指
数

労
働
力

人
口

就
業

者
数

雇
用

者
数

完
全
失

業
者
数

完
全
失

業
率

有
効
求

人
倍
率

新
規
有

効
求
人

倍
率

事
業

所
規

模
５

人
以

上

全
産
業

製
造
業

全
産
業

製
造
業

全
産
業

製
造
業

名
目

実
質

前
年
比

前
年
比

前
年
比

季
調
済

前
期
比

前
年
比

前
年
比

季
調
済

前
期
比

前
年

比
（
季
調
済
）

平
成

２２
年

＝
１０
０

（
注
）

％
万

人
％

倍
４５
年
度

１９
．８

－
－

１７
．２

１８
．１

７９
．４

－
１３
２．
０

３．
６

－
１３
０．
０

－
１０
３．
９

△
７．
９

－
５，
１７
０

５，
１０
９

３，
３４
０

６１
１．
２

１．
３５

１．
５２
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４．
５

０．
７６

１．
１９

４
８６
．０

０．
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２７
５

５，
４７
７

２９
９

４．
６

０．
７９

１．
２８

発
表
機
関

厚
生

労
働

省
総

務
省

厚
生
労
働
省

〔
賃
金
・
労
働
〕

（
注
）
平
成
２４
年
４
月
基
準
年
次
改
訂
。
平
成
元
年
度
以
前
は
事
業
所
規
模
３０
人
以
上
（
平
成
１７
年
基
準
）。

労
働
力
調
査
：［

］
内
の
数
値
は
，
東
日
本
大
震
災
の
影
響
に
よ
り
，
岩
手
県
，
宮
城
県
及
び
福
島
県
を
除
く
全
国
の
値
，
網
掛
け
部
分
は
当
該
３
件
を
含
む
補
完
推
計
値
。

２０
１１
年
９
月
発
表
分
よ
り
，
岩
手
県
，
宮
城
県
及
び
福
島
県
を
含
む
全
国
結
果
の
公
表
が
再
開
さ
れ
た
。

た
だ
し
，
当
該
３
県
で
は
東
日
本
大
震
災
の
影
響
に
よ
り
，
依
然
，
沿
岸
部
を
中
心
に
調
査
が
再
開
さ
れ
て
い
な
い
調
査
区
が
一
部
あ
る
点
に
注
意
が
必
要
。

平
成
２４
年
１
月
分
よ
り
算
出
の
基
礎
と
な
る
人
口
が
平
成
２２
年
国
勢
調
査
結
果
を
基
準
と
す
る
推
計
人
口
（
新
基
準
）
に
切
り
替
え
ら
れ
た
。
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原
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バ
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消
費
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出
（
二
人
以
上

（
勤
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者

世
帯
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小
売
業

販
売
額

大
型
小
売
店
業
態
別

販
売

額
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内
輸

出
輸

入
連
鎖
方
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に
よ
る

国
内
（
参
考
）

全
国

東
京

の
世
帯
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年

比
平
均
消

費
性
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（
季
調
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ス
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パ
ー

総
合

総
合

生
鮮
食
品
を
除
く

生
鮮
食
品
を
除
く

名
目
実
質

前
年

比
（
注
）

前
年
比
前
期
比
前
年
比
前
期
比
前
年
比
前
期
比
前
年
比
前
期
比
期
中
平
均
前
年
比
前
期
比
前
年
比
前
期
比
前
年
比
前
期
比
前
年
比
前
期
比

円
（１
カ月
当り
）

％
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平
成
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年
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０（
注
）
％

$/
bl

平
成
２２
年
＝
１０
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．３

０．
８

△
０．
９
△
０．
０
△
１．
３

１．
７

－
△
２．
６

－
８．
９

－
１．
３

－
１０
９．
９８

△
０．
１

－
０．
０

－
△
０．
４

－
△
０．
３

－
２２
．

７―
９

２８
４，
６６
７

０．
１

０．
９

７５
．２

３．
２

△
１．
６
△
３．
０
△
０．
８
△
０．
１
△
０．
２
△
５．
３
△
４．
９

３．
４
△
５．
２
△
０．
２
△
０．
２

７４
．０
１
△
１．
０
△
０．
６
△
１．
１
△
０．
５
△
１．
２
△
０．
７
△
１．
２
△
０．
５

１０
―１
２

２９
９，
５５
０
△
１．
３
△
１．
５

７４
．０

△
０．
４

△
０．
５
△
０．
６
△
０．
５

１．
０

０．
３
△
３．
３
△
０．
２

３．
７

０．
７

０．
６

０．
１

８４
．４
６
△
０．
３

０．
２
△
０．
８

０．
１
△
０．
１

０．
５
△
０．
７

０．
３

２３
．

１―
３

２８
０，
６２
８
△
３．
６
△
３．
０

７２
．４

△
３．
０

△
２．
６
△
５．
５
△
１．
０

１．
８

１．
２
△
２．
３

１．
９

７．
９

７．
６

１．
２

０．
９

１０
０．
８１

△
０．
５
△
０．
３
△
０．
８
△
０．
３
△
０．
６
△
０．
７
△
０．
８
△
０．
７

４―
６

２７
８，
１７
５
△
２．
６
△
２．
１

７４
．０

△
１．
７

△
１．
６
△
１．
５
△
１．
７

２．
５

１．
２
△
２．
６

０．
８

１０
．４

７．
５

１．
９

１．
２

１１
０．
４７

△
０．
５

０．
２
△
０．
２

０．
５
△
０．
７

０．
２
△
０．
４

０．
５

７―
９

２７
７，
３５
５
△
２．
６
△
２．
８

７３
．１

△
１．
０

△
１．
７
△
１．
６
△
１．
７

２．
６
△
０．
１
△
１．
４
△
３．
８

１２
．４

△
３．
４

２．
０
△
０．
１

１０
７．
００

０．
１

０．
０

０．
２
△
０．
１
△
０．
１
△
０．
１
△
０．
１
△
０．
２

１０
―１
２

２９
５，
６６
１
△
１．
３
△
１．
０

７４
．２

０．
８

△
１．
３
△
０．
６
△
１．
７

１．
５
△
０．
９
△
３．
４
△
２．
３

９．
１
△
２．
３

１．
１
△
０．
９

１０
６．
２０

△
０．
３
△
０．
２
△
０．
１
△
０．
２
△
０．
６

０．
０
△
０．
４

０．
０

２４
．

１―
３

２８
４，
９５
１

１．
５

１．
１

７１
．８

５．
２

１．
３

３．
９
△
０．
１

０．
５

０．
２
△
２．
９

２．
５

３．
９

２．
４

０．
３

０．
１

１１
６．
３７

０．
３

０．
３

０．
１
△
０．
１
△
０．
２
△
０．
３
△
０．
３
△
０．
６

２３
．

４
２９
２，
５５
９
△
２．
５
△
２．
０

７２
．１

△
４．
８

△
１．
９
△
１．
８
△
１．
９

２．
６

１．
０
△
２．
９

２．
２

９．
９

５．
９

２．
１

０．
９

１１
５．
７０

△
０．
４

０．
１
△
０．
２

０．
３
△
０．
７

０．
２
△
０．
５

０．
３

５
２７
６，
１５
９
△
１．
６
△
１．
２

７３
．４

△
１．
３

△
２．
５
△
２．
６
△
２．
４

２．
２
△
０．
２
△
２．
７
△
２．
０

１０
．２

０．
５

１．
６
△
０．
２

１０
８．
４６

△
０．
４

０．
０
△
０．
１

０．
１
△
０．
６
△
０．
１
△
０．
４

０．
０

６
２６
５，
８０
７
△
３．
９
△
３．
５

７２
．６

１．
２

△
０．
５

０．
１
△
０．
８

２．
５

０．
０
△
２．
１
△
０．
６

１１
．０

△
１．
７

１．
９

０．
０

１０
７．
５２

△
０．
４
△
０．
２
△
０．
２
△
０．
３
△
０．
６
△
０．
３
△
０．
４
△
０．
３

７
２８
０，
０４
６
△
１．
８
△
２．
１

７１
．９

０．
６

０．
８
△
０．
４

１．
５

２．
８

０．
２
△
１．
１
△
１．
４

１３
．３

△
０．
４

２．
２

０．
２

１０
９．
９８

０．
２

０．
０

０．
１

０．
０

０．
１

０．
０
△
０．
１
△
０．
１

８
２８
２，
００
８
△
３．
９
△
４．
１

７４
．０

△
２．
６

△
２．
６
△
２．
１
△
２．
９

２．
６
△
０．
２
△
１．
４
△
１．
８

１３
．０

△
２．
２

２．
０
△
０．
２

１０
５．
０６

０．
２

０．
１

０．
２

０．
１
△
０．
２

０．
１
△
０．
２

０．
１

９
２７
０，
０１
０
△
１．
９
△
１．
９

７４
．１

△
１．
１

△
３．
６
△
２．
８
△
４．
０

２．
４
△
０．
２
△
１．
８
△
０．
８

１０
．９

△
２．
０

２．
０
△
０．
１

１０
６．
００

０．
０

０．
０

０．
２

０．
０
△
０．
３

０．
１
△
０．
１

０．
１

１０
２８
５，
６０
５
△
０．
６
△
０．
４

７２
．７

１．
９

△
１．
４
△
０．
８
△
１．
７

１．
６
△
０．
７
△
２．
３
△
１．
１

１１
．８

△
０．
６

１．
２
△
０．
８

１０
３．
６７

△
０．
２

０．
１
△
０．
１
△
０．
１
△
０．
５

０．
２
△
０．
４

０．
１

１１
２７
３，
４２
８
△
３．
８
△
３．
２

７４
．１

△
２．
２

△
２．
５
△
２．
２
△
２．
７

１．
６

０．
０
△
３．
３

０．
１

８．
９

０．
１

１．
３

０．
０

１０
８．
５９

△
０．
５
△
０．
６
△
０．
２
△
０．
３
△
０．
９
△
０．
６
△
０．
５
△
０．
３

１２
３２
８，
０８
０

０．
３

０．
５

７４
．５

２．
５

△
０．
３

０．
７
△
０．
９

１．
１
△
０．
１
△
４．
５
△
０．
１

６．
７

０．
９

０．
８
△
０．
１

１０
６．
２２

△
０．
２

０．
０
△
０．
１

０．
０
△
０．
４

０．
１
△
０．
３

０．
０

２４
．

１
２８
３，
１２
４
△
２．
１
△
２．
３

７３
．７

１．
８

△
１．
２
△
１．
２
△
１．
２

０．
５

０．
０
△
５．
２
△
０．
６

２．
１
△
１．
７

０．
３
△
０．
１

１０
９．
７８

０．
１

０．
２
△
０．
１
△
０．
２
△
０．
２
△
０．
２
△
０．
４
△
０．
７

２
２６
７，
８５
５

２．
７

２．
３

７２
．２

３．
４

０．
２
△
０．
５

０．
６

０．
６

０．
２
△
３．
６

２．
７

２．
４

２．
２

０．
４

０．
２

１１
６．
１５

０．
３

０．
２

０．
１

０．
２
△
０．
２

０．
０
△
０．
３

０．
１

３
３０
３，
８４
１

４．
１

３．
４

７２
．９

１０
．３

５．
１

１４
．２

０．
５

０．
５

０．
５

０．
１

３．
７

７．
０

６．
３

０．
２

０．
４

１２
２．
２８

０．
５

０．
５

０．
２

０．
５
△
０．
１

０．
４
△
０．
３

０．
４

４
３０
１，
９４
８

３．
２

２．
６

７３
．０
P

５．
８

△
０．
５

１．
６
△
１．
６
△
０．
３

０．
２
△
３．
０
△
０．
９

１．
３

０．
２
△
０．
６

０．
１

１１
７．
２５

０．
４

０．
１

０．
２

０．
２
△
０．
３

０．
０
△
０．
５

０．
１

P
５

△
０．
５
△
０．
４
△
３．
４
△
２．
５
△
２．
５
△
３．
３
△
０．
８
△
０．
４

１０
７．
０５

P△
０．
５
△
０．
３
△
０．
８
△
０．
２

発
表
機
関

総
務

省
経
済
産
業
省

日
本

銀
行

Bl
oo
mb
er
g

総
務

省

〔
消
費
・
物
価
〕

（
注
）
家
計
調
査
：
平
成
１２
年
１
月
以
降
は
，
二
人
以
上
の
世
帯
（
農
林
漁
家
世
帯
を
含
む
）。

商
業
販
売
統
計
：
店
舗
調
整
済
に
よ
る
。

企
業
物
価
指
数
：
平
成
１９
年
１２
月
，
２０
０５
年
基
準
企
業
物
価
指
数
へ
の
移
行
。

消
費
者
物
価
指
数
：
平
成
２３
年
８
月
，
基
準
年
次
改
訂
。

１６９



貿
易

実
績

（
注
）

輸
出

輸
入

総
額

金
属

及
び

同
製
品
一
般

機
械

電
気

機
器
輸
送
用
機
器
ア
メ
リ
カ

EU
ア
ジ
ア

総
額

食
料
品
原
燃
料

機
械

機
器

ア
メ
リ
カ

EU
ア
ジ
ア

原
数
値

前
年
比

季
調
済

前
期
比

事
務
用

機
器

自
動
車

原
数
値

前
年
比

季
調
済

前
期
比

原
粗
油
・

石
油
製
品

事
務
用

機
器

億
円

％
億

円
億
円

％
億

円
４５
年
度

７２
，９
０１

２０
．６

－
－

－
－

－
－

－
－

－
６９
，６
７１

２０
．９

－
－

－
－

－
－

－
－

－
５０

１７
０，
２６
２

△
０．
３

－
－

－
－

－
－

－
－

－
１７
３，
９６
３

△
４．
２

－
－

－
－

－
－

－
－

－
５５

３０
０，
５８
８

２２
．８

－
４７
，１
４１

４２
，４
１９

５，
２２
６

５３
，７
０４

５４
，９
９６

７１
，２
６０

３８
，９
７８

８４
，１
１０

３１
４，
７７
１

１４
．０

－
３３
，３
０９

２０
８，
６６
５
１２
９，
１６
０

２２
，０
６４

２，
２９
４

５４
，９
９８

１７
，８
３１

８１
，３
８０

６０
４０
７，
３１
２

△
１．
１

－
４０
，８
４８

６９
，６
６４

１９
，３
２１

８９
，７
４９

８２
，１
１５

１５
３，
４５
４

４８
，８
３６

１０
３，
９０
８

２９
０，
７９
７
△
１１
．０

－
３６
，３
２４

１６
２，
８４
０

８８
，２
４４

２７
，６
９１

３，
４４
６

５６
，７
９６

２１
，２
０８

８３
，５
０５

２
４１
８，
７５
０

７．
７

－
２８
，２
４７

９２
，３
４５

２９
，６
４４

９７
，０
３２

７３
，９
１２

１２
８，
６２
２

７９
，８
１５

１３
３，
７３
５

３４
１，
７１
１

１２
．４

－
４５
，８
２６

１２
５，
７０
１

６２
，２
８０

５９
，０
６５

７，
４９
４

７４
，９
２６

５０
，０
９４

９９
，４
１０

６
４０
７ ，
５０
３

２．
９

－
２４
，９
８５

９６
，５
９４

２９
，６
３８

１０
１，
１２
７

５６
，８
３６

１１
９，
８６
６

６０
，２
２７

１６
５，
３８
６

２８
９，
８８
８

９．
６

－
４７
，６
０６

８０
，３
９１

３４
，５
２８

６３
，９
２７

１０
，０
４５

６４
，３
６６

３８
，９
１０

１０
２，
８１
５

７
４２
０，
６９
４

３．
２

－
２７
，５
１８

１０
１，
６９
０

２９
，３
６２

１０
８，
２７
９

４８
，６
５５

１１
３，
５４
１

６７
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５６
，２
００

１２
．４

２．
３

５，
２８
２
２１
，９
７８

１１
，１
４３

１２
，７
８９

１，
７３
０

５，
４２
０

５，
３５
７
２４
，５
２９

６
５７
，７
４６

△
１．
６

７．
８

５，
１３
６
１２
，５
５８

１，
４８
７
１０
，０
８９

７，
５１
８

８，
５９
５

６，
６０
０
３２
，４
２７

５７
，１
０２

９．
９

△
０．
４

５，
１７
５
２１
，９
０４

１０
，６
４３

１４
，１
４２

１，
７４
６

５，
１３
０

５，
４１
９
２５
，７
４７

７
５７
，８
１８

△
３．
３

△
０．
１

５，
０７
０
１２
，３
５６

１，
４７
８
１０
，５
９４

７，
７０
２

８，
９２
４

６，
７０
８
３２
，４
９８

５７
，１
２０

９．
９

△
０．
５

４，
８６
４
２２
，８
５４

１１
，０
６７

１３
，６
０１

１，
８２
８

４，
７６
３

５，
４０
１
２５
，５
６８

８
５３
，５
５７

２．
８

０．
１

５，
０１
７
１０
，８
４２

１，
３５
０

９，
６２
６

６，
６９
４

８，
０４
０

６，
１９
８
３０
，４
５０

６１
，３
３１

１９
．２

２．
４

５，
１１
１
２５
，４
９０

１２
，５
２２

１３
，６
９２

１，
７２
９

５，
０４
３

５，
６２
３
２６
，８
３２

９
５９
，７
３８

２．
３

１．
６

５，
０５
３
１１
，４
９５

１，
３０
５
１０
，７
７９

８，
６３
７

９，
２５
３

７，
１５
８
３２
，０
９４

５６
，８
５０

１２
．２

△
２．
０

４，
６４
３
２２
，５
０３

１０
，９
８１

１３
，２
５０

１，
７５
４

４，
８７
８

５，
４４
５
２５
，７
２１

１０
５５
，０
６９

△
３．
８

△
４．
２

４，
９７
０
１１
，０
２２

１，
２８
６

９，
７１
７

８，
３０
３

８，
９３
３

６，
３６
４
２９
，８
８８

５７
，８
９９

１７
．９

２．
７

４，
７５
６
２２
，２
３９

１０
，８
０９

１４
，３
６５

１，
７６
０

５，
０４
２

５，
３７
０
２６
，３
１７

１１
５１
，９
６２

△
４．
５

△
３．
２

４，
４８
８
１０
，６
６４

１，
２９
６

８，
７４
７

７，
７２
０

８，
８６
８

６，
２６
５
２７
，９
９０

５８
，８
７４

１１
．５

△
１．
０

５，
３１
３
２２
，６
２１

１０
，９
３６

１４
，４
６１

１，
７４
９

５，
０７
９

５，
９９
９
２６
，３
３５

１２
５６
，２
３９

△
８．
０

１．
４

４，
７８
７
１２
，１
９２

１，
２８
４

９，
８１
０

８，
２１
０
１０
，０
８３

６，
１４
２
３０
，７
１６

５８
，３
２２

８．
２

０．
２

５，
０８
５
２４
，８
３１

１３
，２
０４

１３
，４
３１

１，
７６
６

４，
６７
３

５，
００
４
２５
，８
６８

２４
．

１
４５
，１
０５

△
９．
２

０．
３

４，
０３
９

８，
９１
３

１，
０７
３

７，
６０
８

６，
６９
９

７，
５７
６

５，
３２
２
２３
，５
５６

５９
，８
７３

９．
５

０．
４

４，
７９
９
２５
，０
５９

１２
，２
９７

１４
，０
２１

１，
７１
７

４，
９２
６

５，
３０
９
２７
，１
５９

２
５４
，３
８４

△
２．
７

２．
７

４，
７３
４
１１
，７
６７

１，
２８
９

９，
２６
７

８，
７１
６

９，
５３
４

５，
９１
６
２９
，０
７８

５４
，１
３０

９．
３

△
０．
７

４，
１７
６
２４
，６
３９

１３
，０
８５

１２
，８
１１

１，
７７
９

４，
７６
６

５，
０３
６
２２
，３
６７

３
６２
，０
３７

５．
９

１．
０

５，
７９
３
１３
，４
２３

１，
３１
７
１１
，０
７９

８，
７０
６
１０
，２
５２

６，
１５
２
３３
，８
９７

６２
，９
０８

１０
．６

６．
３

４，
８２
２
２７
，０
１６

１３
，７
４７

１５
，２
００

２，
１３
６

５，
３７
１

５，
７８
５
２７
，５
９１

４
５５
，６
６０

７．
９

０．
５

４，
８７
０
１１
，４
５２

１，
３１
６

９，
５２
９

８，
１６
０

９，
５９
０

５，
８２
８
３０
，２
２６
P

６０
，８
８０

８．
１

△
１．
７

５，
０６
１
２６
，４
００

１４
，６
１２

１３
，８
６４

１，
９０
２

５，
３３
６

５，
２１
８
２５
，５
１７

発
表
機
関

財
務

省

〔
通

関
〕

（
注
）
昭
和
５１
年
１
月
よ
り
「
金
鉱
」
及
び
「
非
貨
幣
用
金
」
を
含
む
。「
EU
」
は
昭
和
５６
年
以
降
１０
カ
国
，
昭
和
６１
年
度
以
降
１２
カ
国
，
平
成
７
年
以
降
１５
カ
国
，
平
成
１６
年
以
降
２５
カ
国
，
平
成
１９
年
以
降
加
盟
国
２７
カ
国
ベ
ー
ス
。

１７０



貿
易

指
数

（
価
格
：
円
建
）

（
数

量
）

輸
出

輸
入

交
易

条
件

輸
出

輸
入

前
年
比

前
年
比

平
成

１７
年

＝
１０
０
（
注
）

％
４５
暦
年

６６
．７

６４
．３

－
１５
．９

１５
．２

１８
．７

２０
．６

５０
９８
．４

１３
１．
４

－
２５
．６

２．
０

２３
．１

△
１２
．５

５５
１１
２ ．
７

１９
６．
７

－
３９
．７

１６
．８

２８
．６

△
５．
６

６０
１１
３ ．
１

１７
４．
５

－
５６
．５

４．
４

３１
．３

０．
６

２
９７
．３

１１
９．
３

－
６４
．９

５．
５

４９
．８

５．
７

６
９１
．４

８０
．９

１１
３．
０

６７
．５

１．
７

６１
．０

１３
．６

７
９０
．３

８０
．８

１１
１．
８

７０
．１

３．
９

６８
．６

１２
．５

８
９６
．１

９２
．１

１０
４．
３

７０
．９

１．
１

７２
．４

５．
５

９
９７
．９

９７
．６

１０
０．
３

７９
．３

１１
．８

７３
．７

１．
８

１０
９８
．６

９２
．３

１０
６．
８

７８
．２

△
１．
４

６９
．７

△
５．
４

１１
９０
．６

８１
．０

１１
１．
９

７９
．９

２．
２

７６
．４

９．
６

１２
９０
．０

８４
．７

１０
６．
２

８７
．４

９．
４

８４
．８

１１
．０

１３
９４
．２

８９
．６

１０
５．
２

７９
．２

△
９．
４

８３
．２

△
１．
９

１４
９２
．９

８７
．４

１０
６．
２

８５
．４

７．
８

８４
．８

１．
９

１５
９２
．７

８５
．８

１０
８．
１

８９
．６

４．
９

９０
．８

７．
１

１６
９３
．９

８８
．９

１０
５．
７

９９
．２

１０
．６

９７
．２

７．
０

１７
１０
０ ．
０

１０
０．
０

１０
０．
０

１０
０．
０

０．
８

１０
０．
０

２．
９

１８
１０
６ ．
４

１１
３．
９

９３
．４

１０
７．
７

７．
７

１０
３．
８

３．
８

１９
１１
３ ．
２

１２
３．
９

９１
．４

１１
２．
９

４．
８

１０
３．
７

△
０．
２

２０
１１
１ ．
０

１３
４．
６

８２
．５

１１
１．
２

△
１．
５

１０
３．
０

△
０．
６

２１
１０
１ ．
１

１０
２．
５

９８
．６

８１
．６

△
２６
．６

８８
．２

△
１４
．４

２２
１０
１ ．
３

１０
６．
２

９５
．４

１０
１．
４

２４
．２

１０
０．
５

１３
．９

２３
１０
１ ．
５

１１
５．
４

８８
．０

９８
．４

△
２．
９

１０
３．
７

３．
２

２２
．

７―
９

１０
０．
１

１０
４．
５

９５
．８

１０
３．
６

１８
．５

１０
３．
５

１４
．５

１０
―１
２

１０
０．
７

１０
３．
５

９７
．３

１０
４．
５

８．
６

１０
５．
８

９．
６

２３
．

１―
３

１０
１．
６

１１
１．
３

９１
．３

９８
．４

２．
９

１０
１．
６

７．
２

４―
６

１０
２．
２

１１
８．
３

８６
．４

９３
．５

△
８．
１

１０
０．
８

２．
８

７―
９

１０
１．
７

１１
７．
２

８６
．８

１０
２．
５

△
１．
１

１０
５．
１

１．
５

１０
―１
２

１０
０．
３

１１
４．
７

８７
．４

９９
．２

△
５．
１

１０
７．
２

１．
３

２４
．

１―
３

１０
３．
１

１１
８．
６

８６
．９

９５
．４

△
３．
０

１０
４．
８

３．
２

２３
．

３
１０
２．
７

１１
３．
７

９０
．３

１０
４．
３

△
３．
１

１０
５．
４

５．
５

４
１０
１．
３

１１
７．
５

８６
．２

９３
．０

△
１１
．５

１０
１．
０

１．
３

５
１０
２．
６

１１
９．
３

８６
．０

８４
．８

△
１０
．５

９９
．３

５．
５

６
１０
２．
７

１１
８．
０

８７
．０

１０
２．
８

△
２．
６

１０
２．
０

１．
７

７
１０
２．
０

１１
９．
７

８５
．２

１０
３．
６

△
５．
２

１０
０．
６

△
２．
６

８
１０
２．
３

１１
６．
８

８７
．６

９５
．７

０．
９

１１
０．
７

６．
１

９
１０
０．
９

１１
５．
１

８７
．７

１０
８．
２

１．
４

１０
４．
１

１．
０

１０
１０
０．
４

１１
４．
４

８７
．８

１０
０．
２

△
４．
０

１０
６．
６

６．
０

１１
１０
０．
９

１１
４．
０

８８
．５

９４
．１

△
４．
４

１０
８．
８

△
１．
０

１２
９９
．５

１１
５．
８

８５
．９

１０
３．
３

△
６．
６

１０
６．
２

△
０．
７

２４
．

１
１０
２．
４

１１
５．
０

８９
．０

８０
．５

△
１０
．１

１０
９．
８

３．
１

２
１０
２．
０

１１
８．
８

８５
．９

９７
．４

△
３．
８

９６
．０

３．
２

３
１０
４．
８

１２
２．
０

８５
．９

１０
８．
１

３．
７

１０
８．
７

３．
１

４
１０
４．
４
P

１２
４．
６

８３
．８

９７
．４

４．
７
P

１０
３．
０

１．
９

発
表
機
関

財
務

省

国
際

収
支

状
況

（
IM
F
統

計
ベ

ー
ス

）
（
注
）

経
常

収
支

貿
易
・
サ
ー

ビ
ス

収
支

所
得

収
支

経
常
移

転
収
支

貿
易

収
支

サ
ー
ビ

ス
収
支

輸
出

輸
入

前
年
比

前
年
比

億
円

％
億
円

％
億

円
４５
年
度

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

５０
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
５５

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

６０
１２
５，
７３
１

１１
２，
５３
９

１３
４，
４６
５
４０
０，
７４
２

－
２６
６，
２７
６

－
△
２１
，９
２４

１６
，２
７６

△
３，
０８
６

２
５５
，７
７８

４２
，５
８６

１０
２，
８３
６
４１
０，
５２
６

６．
６
３０
７，
６８
９

１１
．０
△
６０
，２
４８

３１
，１
３１
△
１７
，９
４０

６
１２
４，
２８
４

９０
，５
９４

１４
１，
０３
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２７
．５

０．
５

０．
８

５７
．４

７６
８３
１．
７

２．
９

３．
０

１５
．０

１６
５７
．６

＊＊
＊

＊＊
＊

０．
３

１６
３５
４．
１
△
１２
．９
△
１４
．５

３．
２

２０
４８
９５
２０
．１

５０
５８
０３
．３
△
４．
６
△
２．
３
△
３．
７
△
１．
０
△
４．
９
△
２．
３
△
４．
７
△
２．
６
２８
８１
０５
．４
△
２．
２
△
２．
０

５８
．９

７１
０１
４．
７
△
７．
６
△
７．
７

１４
．５

１３
４１
．２

＊＊
＊

＊＊
＊

０．
３

１６
５２
７．
６

１．
１
△
１．
１

３．
４

２１
４７
３８
７８
．４

４９
５４
３８
．６
△
３．
２
△
６．
０
△
２．
０
△
５．
５
△
３．
５
△
６．
５
△
１．
１
△
４．
０
２８
４２
３２
．７
△
１．
３

１．
２

６０
．０

６０
７７
１．
１
△
１４
．４
△
１２
．０

１２
．８
△
５１
２３
．２

＊＊
＊

＊＊
＊
△
１．
１

１２
６４
１．
９
△
２３
．５
△
２１
．０

２．
７

２２
４７
９３
１１
．３

５１
１１
４４
．７

１．
１

２．
３

３．
２

４．
４

１．
２

２．
２

２．
２

３．
３
２８
４１
７６
．９
△
０．
０

１．
５

５９
．３

６２
０３
０．
５

２．
１

３．
５

１２
．９
△
１３
４４
．７

＊＊
＊

＊＊
＊
△
０．
３

１２
９９
６．
５

２．
８

２．
４

２．
７

Ｐ
２３

４６
９８
７２
．８

５１
１１
１９
．８
△
２．
０
△
２．
８
△
０．
０
△
０．
７
△
１．
６
△
２．
４
△
０．
９
△
１．
６
２８
４８
３５
．８

０．
２

１．
１

６０
．６

６２
０３
４．
７

０．
０

０．
９

１３
．２
△
３５
４９
．９

＊＊
＊

＊＊
＊
△
０．
８

１３
５５
９．
９

４．
３

３．
６

２．
９

２３年
度実
績見
込み
（注
）
４７
０１
００
．０

－
△
１．
９

－
△
０．
１

－
－

－
－

－
２８
２７
００
．０
△
０．
５

０．
３

－
６１
００
０．
０
△
１．
７
△
１．
１

－
△
２４
００
．０
＊
△０
．２
＊
△０
．２

－
１３
５０
０．
０

４．
１

２．
９

－
２４
年度

見通
し（
注）

４７
９６
００
．０

－
２．
０

－
２．
２

－
－

－
－

－
２８
５４
００
．０

１．
０

１．
１

－
６４
２０
０．
０

５．
２

５．
１

－
△
１８
００
．０
＊
０．
１
＊
０．
１

－
１４
５０
０．
０

７．
３

６．
３

－
２０
．

７―
９
４９
６５
７３
．３
５１
７５
２６
．７
△
１．
８

－
△
１．
１

－
△
１．
６

－
△
１．
６

－
２９
３１
８３
．９

０．
３
△
０．
１

５９
．０

７４
６５
８．
２
△
２．
３
△
２．
８

１５
．０

△
８３
１．
９
＊＊
＊

＊＊
＊
△
０．
２
１７
１１
９ ．
９

４．
８

３．
８

３．
４

１０
―１
２
４８
８５
８４
．７
５０
１１
９３
．２
△
１．
６

－
△
３．
２

－
△
２．
０

－
△
１．
５

－
２８
６４
１６
．１
△
２．
３
△
１．
３

５８
．６

６８
１５
４．
８
△
８．
７
△
８．
０

１３
．９

６４
６２
．６

＊＊
＊

＊＊
＊

１．
３
１７
０３
９．
５
△
０．
５

０．
６

３．
５

２１
．

１―
３
４６
８０
９２
．６
４８
１４
４２
．２
△
４．
２

－
△
３．
９

－
△
４．
６

－
△
２．
９

－
２８
０７
３９
．９
△
２．
０
△
１．
０

６０
．０

６５
７２
１．
８
△
３．
６
△
２．
６

１４
．０
△
４１
２０
．３

＊＊
＊

＊＊
＊
△
０．
９
１５
５１
０．
９
△
９．
０
△
７．
９

３．
３

４―
６
４７
２６
２９
．９
４８
８９
４４
．４

１．
０

－
１．
６

－
１．
３

－
１．
８

－
２８
３９
１８
．７

１．
１

１．
６

６０
．１

６１
７５
９．
６
△
６．
０
△
５．
０

１３
．１
△
４８
６２
．６

＊＊
＊

＊＊
＊
△
１．
０
１３
６１
１．
１
△
１２
．２
△
１０
．９

２．
９

７―
９
４６
９１
９２
．８
４８
８９
０１
．７
△
０．
７

－
△
０．
０

－
△
０．
９

－
△
０．
７

－
２８
２６
２７
．８
△
０．
５

０．
１

６０
．２

６０
７７
５．
１
△
１．
６
△
０．
９

１３
．０
△
６３
０８
．１

＊＊
＊

＊＊
＊
△
１．
３
１２
４５
８．
０
△
８．
５
△
７．
７

２．
７

１０
―１
２
４７
４３
６２
．６
４９
８３
８０
．６

１．
１

－
１．
９

－
０．
７

－
１．
４

－
２８
４４
８５
．１

０．
７

１．
４

６０
．０

６０
６１
８．
１
△
０．
３

０．
１

１２
．８
△
５８
１８
．４

＊＊
＊

＊＊
＊
△
１．
２
１２
０８
０．
６
△
３．
０
△
２．
９

２．
５

２２
．

１―
３
４７
９１
７６
．８
５０
４８
８５
．５

１．
０

－
１．
３

－
１．
３

－
１．
２

－
２８
５６
８９
．７

０．
４

０．
６

５９
．６

６０
０７
３．
５
△
０．
９
△
１．
０

１２
．５
△
３５
８１
．１

＊＊
＊

＊＊
＊
△
０．
７
１２
４８
６．
４

３．
４

３．
０

２．
６

４―
６
４８
３２
３２
．０
５１
０８
５９
．３

０．
８

－
１．
２

－
０．
６

－
０．
８

－
２８
６１
０７
．５

０．
１

０．
３

５９
．２

６２
６９
４．
５

４．
４

４．
８

１３
．０
△
１７
５０
．０

＊＊
＊

＊＊
＊
△
０．
４
１２
５９
３．
６

０．
９

０．
８

２．
６

７―
９
４８
４０
１１
．２
５１
４８
１９
．５

０．
２

－
０．
８

－
０．
５

－
１．
０

－
２８
５２
９１
．０
△
０．
３

０．
５

５８
．９

６２
９１
８．
５

０．
４

０．
９

１３
．０

△
３１
０．
０
＊＊
＊

＊＊
＊
△
０．
１
１２
６４
０．
４

０．
４

０．
３

２．
６

１０
―１
２
４８
１０
９８
．７
５１
４７
１０
．４
△
０．
６

－
△
０．
０

－
△
０．
６

－
△
０．
２

－
２８
４８
１７
．４
△
０．
２

０．
２

５９
．２

６１
４９
５．
７
△
２．
３
△
２．
０

１２
．８

△
１２
２．
７
＊＊
＊

＊＊
＊
△
０．
０
１３
２４
４．
８

４．
８

４．
５

２．
８

２３
．

１―
３
４６
９４
９０
．５
５０
４４
４７
．３
△
２．
４

－
△
２．
０

－
△
２．
２

－
△
２．
５

－
２８
０４
７７
．１
△
１．
５
△
１．
５

５９
．７

６１
１６
７．
５
△
０．
５
△
０．
３

１３
．０
△
３２
４７
．５

＊＊
＊

＊＊
＊
△
０．
７
１３
５２
３．
１

２．
１

１．
６

２．
９

P
４―
６
４６
３５
５６
．５
５０
２３
３５
．３
△
１．
３

－
△
０．
４

－
△
１．
０

－
△
０．
４

－
２８
１３
４２
．７

０．
３

０．
６

６０
．７

６０
８６
０．
１
△
０．
５
△
０．
３

１３
．１
△
４４
１７
．４

＊＊
＊

＊＊
＊
△
１．
０
１３
１６
１．
３
△
２．
７
△
３．
１

２．
８

P
７―
９
４７
１０
９８
．７
５１
１８
８２
．１

１．
６

－
１．
９

－
１．
５

－
１．
４

－
２８
４０
０８
．６

０．
９

１．
１

６０
．３

６０
８３
０．
９
△
０．
０

０．
１

１２
．９
△
２９
８７
．４

＊＊
＊

＊＊
＊
△
０．
６
１３
７８
３．
４

４．
７

４．
８

２．
９

P
１０

―１
２
４６
９５
１９
．２
５１
１９
８５
．９
△
０．
３

－
０．
０

－
△
０．
４

－
△
０．
１

－
２８
５０
２７
．３

０．
４

０．
７

６０
．７

６３
８７
１．
８

５．
０

５．
２

１３
．６
△
４３
２１
．５

＊＊
＊

＊＊
＊
△
０．
９
１３
７５
２．
７
△
０．
２

０．
１

２．
９

２４
．P

１―
３
４７
５１
４４
．２
５１
７９
５２
．５

１．
２

－
１．
２

－
１．
３

－
１．
１

－
２８
８７
６６
．８

１．
３

１．
２

６０
．８

６２
５０
９．
６
△
２．
１
△
２．
１

１３
．２
△
２５
０７
．７

＊＊
＊

＊＊
＊
△
０．
５
１３
５２
４．
３
△
１．
７
△
１．
５

２．
８

発
表
機
関

内
閣

府

〔
国
内
総
支
出
・
国
民
総
所
得
〕

（
注
）
国
内
総
支
出
，
国
民
総
所
得
：
９３
SN
A
，
平
成
２４
年
１
－
３
月
期
２
次
速
報
値
（
連
鎖
方
式
，
平
成
５
年
度
ま
で
は
平
成
１２
暦
年
基
準
，
平
成
６
年
度
以
降
は
平
成
１７
暦
年
基
準
）
に
よ
る
。

２３
年
実
績
見
込
み
，
２４
年
度
見
通
し
：
平
成
２４
年
１
月
２４
日
閣
議
決
定
。
な
お
，
＊
書
き
は
，
寄
与
度
で
あ
る
。

１７３



国
内

総
支

出
（
季
節
調
整
済
）（
注
）

国
民
所

得

貯
蓄
率

政
府

財
貨
・
サ
ー
ビ
ス
の
輸
出

財
貨
・
サ
ー
ビ
ス
の
輸
入（
控
除
）

最
終
消
費
支
出

資
本

形
成

前
期

比
名
目

構
成
比

前
期

比
名
目

構
成
比
� �
季
節
調
整

済
年
率
� �
１
人
当
り

前
期

比
名
目

構
成
比

前
期

比
名
目

構
成
比
� �
含 在
庫
増
� �
前
期

比
名
目

構
成
比

名
目
実
質

名
目
実
質

名
目
実
質

名
目
実
質

名
目
実
質

１０
億
円

％
１０
億
円

％
１０
億
円

％
１０
億
円

％
１０
億
円

％
１０
億
円

千
円

％
４５
年
度

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
５０

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
５５

５８
１５
９．
１

－
－

２３
．４

３４
９３
６．
６

－
－

１４
．１

２３
２２
２．
５

－
－

９．
３

３３
５０
１．
３

－
－

１３
．５

３４
６３
０．
８

－
－

１３
．９

２０
３８
７８
．７

１，
７４
３

１７
．５

６０
６８
２８
４ ．
６

１．
４
△
２．
４

２０
．７

４５
９６
１．
２

４．
８

１．
８

１３
．９

２２
３２
３．
３
△
５．
０
△
１３
．７

６．
８

４４
３９
６．
３
△
３．
５

２．
５

１３
．４

３２
８０
１．
３
△
１２
．２

△
４．
４

９．
９

２６
０５
５９
．９

２，
１５
３

１５
．９

元
８２
９３
２．
５

７．
３

２．
９

１９
．９

５５
８２
４．
２

６．
７

２．
８

１３
．４

２７
１０
８．
２

８．
５

３．
４

６．
５

４３
６４
３．
５

１２
．９

８．
５

１０
．５

３７
９１
２．
０

２４
．１

１５
．０

９．
１

３２
０８
０２
．０

２，
６０
５

１３
．９

２
８９
４９
２ ．
２

７．
９

４．
２

１９
．８

６０
１５
６．
３

７．
８

３．
８

１３
．３

２９
３３
５．
９

８．
２

５．
２

６．
５

４６
１２
６．
６

５．
７

６．
７

１０
．２

４１
５６
８．
４

９．
６

５．
４

９．
２

３４
６８
９２
．９

２，
８０
８

１２
．６

３
９５
４４
８．
２

６．
７

４．
３

２０
．２

６３
７９
７．
８

６．
１

３．
６

１３
．５

３１
６５
０．
４

７．
９

６．
０

６．
７

４６
９８
７．
２

１．
９

５．
２

９．
９

３８
４４
２．
２
△
７．
５
△
０．
６

８．
１

３６
８９
３１
．６

２，
９７
４

１５
．１

４
１０
４８
８８
．１

９．
９

７．
７

２１
．７

６７
４８
２．
０

５．
８

２．
８

１４
．０

３７
４０
６．
１

１８
．２

１７
．９

７．
７

４７
２３
７．
０

０．
５

３．
７

９．
８

３６
４２
１．
９
△
５．
３
△
２．
１

７．
５

３６
６０
０７
．２

２，
９４
０

１４
．９

５
１１
００
５９
．６

４．
９

５．
４

２２
．８

６９
９４
５．
２

３．
７

３．
３

１４
．５

４０
１１
４．
４

７．
２

９．
１

８．
３

４３
４７
７．
６
△
８．
０
△
０．
６

９．
０

３２
８６
４．
２
△
９．
８

０．
４

６．
８

３６
５３
７６
．０

２，
９２
７

１３
．５

６
１１
６１
４９
．５

－
－

２３
．４

７３
７７
８．
０

－
－

１４
．９

４２
３７
１．
５

－
－

８．
５

４４
６１
０．
１

－
－

９．
０

３５
５９
０．
５

－
－

７．
２

３７
００
１０
．９

３，
９８
９

１３
．８

７
１２
１６
３３
．５

４．
７

５．
２

２４
．１

７６
９４
７．
５

４．
３

４．
３

１５
．２

４４
６８
６．
０

５．
５

６．
７

８．
９

４６
３６
２．
８

３．
９

４．
４

９．
２

４０
６４
９．
７

１４
．２

１３
．８

８．
１

３６
８９
３６
．７

４，
０５
６

１１
．５

８
１２
２９
８９
．３

１．
１

０．
５

２３
．８

７９
５０
９．
５

３．
３

２．
２

１５
．４

４３
４７
９．
８
△
２．
７
△
２．
６

８．
４

５１
１４
０．
０

１０
．３

７．
４

９．
９

４９
１７
７．
５

２１
．３

１１
．６

９．
５

３８
０１
６０
．９

４，
１５
３

１０
．３

９
１２
１７
１６
．２

△
１．
０
△
２．
１

２３
．３

８０
９３
０．
５

１．
８

０．
６

１５
．５

４０
７８
５．
７
△
６．
２
△
６．
９

７．
８

５６
４６
６．
５

１０
．４

８．
７

１０
．８

４９
４１
３．
０

０．
５
△
１．
５

９．
５

３８
２２
９４
．５

４，
１９
０

１１
．４

１０
１２
２２
７８
．３

０．
５

１．
９

２３
．９

８２
０１
０．
２

１．
３

２．
０

１６
．１

４０
２６
８．
１
△
１．
３

１．
６

７．
９

５３
７０
６．
７
△
４．
９
△
４．
０

１０
．５

４３
９３
９．
４
△
１１
．１

△
６．
７

８．
６

３６
８９
７５
．７

４，
０９
６

１０
．７

１１
１２
２１
３４
．９

△
０．
１

１．
５

２４
．１

８３
６３
３．
７

２．
０

３．
８

１６
．５

３８
５０
１．
３
△
４．
４
△
２．
９

７．
６

５２
３７
６．
６
△
２．
５

５．
９

１０
．３

４４
４３
０．
６

１．
１

６．
７

８．
８

３６
４３
４０
．９

４，
０５
０

１０
．０

１２
１２
３３
１８
．６

１．
０

１．
４

２４
．１

８７
３６
３．
７

４．
５

４．
８

１７
．１

３５
９５
４．
９
△
６．
６
△
５．
９

７．
０

５５
８２
８．
７

６．
６

９．
３

１０
．９

４９
５７
７．
５

１１
．６

１１
．２

９．
７

３７
１８
０３
．９

４，
０８
１

７．
９

１３
１２
３３
４０
．０

０．
０

０．
９

２４
．６

９０
４０
２．
１

３．
５

３．
９

１８
．０

３２
９３
７．
８
△
８．
４
△
６．
４

６．
６

５２
５４
８．
８
△
５．
９
△
７．
８

１０
．５

４８
６１
８．
１
△
１．
９
△
３．
５

９．
７

３６
６７
８３
．８

４，
０１
１

３．
５

１４
１２
１５
１６
．２

△
１．
５

０．
２

２４
．４

９０
６９
４．
４

０．
３

２．
１

１８
．２

３０
８２
１．
８
△
６．
４
△
４．
９

６．
２

５７
０３
９．
０

８．
５

１１
．９

１１
．５

５０
４８
２．
０

３．
８

４．
３

１０
．１

３６
３８
９０
．１

３，
９６
９

２．
８

１５
１１
９８
１９
．０

△
１．
４
△
０．
３

２３
．９

９１
４１
３．
５

０．
８

２．
１

１８
．２

２８
４０
５．
５
△
７．
８
△
７．
８

５．
７

６０
７１
６．
３

６．
４

１０
．１

１２
．１

５１
２６
５．
６

１．
６

３．
２

１０
．２

３６
８１
００
．９

３，
９９
８

２．
６

１６
１１
７７
２６
．５

△
１．
７
△
１．
５

２３
．４

９２
０５
９．
２

０．
７

１．
２

１８
．３

２５
６６
７．
３
△
９．
６
△
１０
．１

５．
１

６７
２６
８．
６

１０
．８

１１
．１

１３
．４

５８
１１
３．
０

１３
．４

７．
９

１１
．６

３７
００
８８
．３

４，
０１
２

１．
７

１７
１１
６７
００
．３

△
０．
９
△
１．
２

２３
．１

９２
４３
１．
３

０．
４

０．
４

１８
．３

２４
２６
８．
９
△
５．
４
△
６．
７

４．
８

７５
１０
４．
５

１１
．６

８．
５

１４
．９

６８
４９
４．
３

１７
．９

４．
５

１３
．６

３７
４０
８４
．８

４，
０５
８

０．
９

１８
１１
４７
０７
．８

△
１．
７
△
１．
３

２２
．５

９１
９３
８．
５
△
０．
５

０．
４

１８
．１

２２
７６
９．
３
△
６．
２
△
７．
４

４．
５

８４
０６
６．
１

１１
．９

８．
７

１６
．５

７６
９４
３．
１

１２
．３

３．
８

１５
．１

３７
８１
０５
．１

４，
０９
８

１．
５

１９
１１
５３
９０
．６

０．
６

０．
０

２２
．５

９３
２５
５．
６

１．
４

１．
２

１８
．２

２２
１３
５．
０
△
２．
８
△
４．
７

４．
３

９２
４３
７．
６

１０
．０

９．
４

１８
．０

８４
３７
５．
９

９．
７

２．
４

１６
．４

３８
１０
６１
．５

４，
１４
４

０．
３

２０
１１
４１
５０
．４

△
１．
１
△
１．
６

２３
．３

９２
８９
５．
０
△
０．
４
△
０．
４

１９
．０

２１
２５
５．
４
△
４．
０
△
６．
６

４．
３

７８
６１
０．
７
△
１５
．０
△
１０
．６

１６
．１

８０
２２
９．
９
△
４．
９
△
４．
７

１６
．４

３５
４７
６７
．２

３，
９４
１

１．
５

２１
１１
７０
３９
．７

２．
５

４．
２

２４
．７

９４
２４
４．
１

１．
５

２．
７

１９
．９

２２
７９
５．
６

７．
２

１１
．１

４．
８

６４
５０
６．
３
△
１７
．９

△
９．
８

１３
．６

６０
１９
０．
１
△
２５
．０
△
１０
．７

１２
．７

３４
２５
１８
．９

３，
７９
８

２．
６

２２
１１
７１
５２
．６

０．
１

０．
５

２４
．４

９５
７８
４．
１

１．
６

２．
３

２０
．０

２１
３６
８．
５
△
６．
３
△
７．
０

４．
５

７３
８０
２．
７

１４
．４

１７
．２

１５
．４

６９
５０
３．
２

１５
．５

１２
．０

１４
．５

３４
９２
７７
．７

３，
８４
２

２．
５

Ｐ
２３

１１
９３
５３
．９

１．
９

２．
１

２５
．４

９７
０７
３．
９

１．
３

１．
８

２０
．７

２２
２８
０．
０

４．
３

３．
７

４．
７

７０
９０
９．
９
△
３．
９
△
１．
４

１５
．１

７７
２７
１．
４

１１
．２

５．
３

１６
．４

２３年
度実
績見
込み
（注
）

１１
９８
００
．０

２．
３

２．
３

－
９７
９０
０．
０

２．
２

２．
５

－
２１
９０
０．
０

２．
０

０．
９

－
７２
５０
０．
０
△
１．
８

０．
０

－
７６
９０
０．
０

１０
．７

４．
６

－
３４
２３
００
．０

－
－

２４
年度

見通
し（
注）

１２
０３
００
．０

０．
４

０．
６

－
９８
３０
０．
０

０．
４

０．
８

－
２１
９０
０．
０

０．
１
△
０．
１

－
７７
２０
０．
０

６．
６

６．
５

－
８０
２０
０．
０

４．
２

３．
３

－
３４
９４
００
．０

－
－

２０
．

７―
９

１１
３５
３６
．８

△
０．
２

０．
１

２２
．９

９２
１８
４．
９
△
０．
９
△
０．
１

１８
．６

２１
３５
１．
９

２．
５

１．
２

４．
３

９５
６２
９．
９

３．
２

０．
０

１９
．３

９６
７２
３．
６

７．
９

０．
４

１９
．５

３６
２８
６０
．５

－
△
１０
．２

１０
―１
２

１１
４５
３４
．６

０．
９

０．
６

２３
．４

９３
１６
６．
７

１．
１

０．
５

１９
．１

２１
３６
７．
９

０．
１

０．
８

４．
４

７３
８１
７．
８
△
２２
．８
△
１３
．９

１５
．１

７７
８４
０．
６
△
１９
．５

１．
６

１５
．９

３３
６１
７７
．４

－
１４
．４

２１
．

１―
３

１１
４５
３０
．７

△
０．
０

１．
３

２４
．５

９３
０９
２．
９
△
０．
１

１．
１

１９
．９

２１
４３
７．
８

０．
３

２．
４

４．
６

５２
１３
７．
０
△
２９
．４
△
２５
．３

１１
．１

５６
４２
７．
３
△
２７
．５
△
１６
．４

１２
．１

３４
０１
６２
．９

－
△
１８
．２

４―
６

１１
５７
７２
．３

１．
１

１．
７

２４
．５

９３
３０
３．
６

０．
２

０．
６

１９
．７

２２
４６
８．
８

４．
８

６．
６

４．
８

５７
４３
６．
５

１０
．２

９．
５

１２
．２

５５
００
５．
５
△
２．
５
△
３．
８

１１
．６

３３
８９
４５
．０

－
１３
．５

７―
９

１１
６６
２８
．１

０．
７

０．
９

２４
．９

９４
３８
０．
４

１．
２

１．
２

２０
．１

２２
２４
７．
８
△
１．
０
△
０．
４

４．
７

６２
６２
７．
６

９．
０

９．
１

１３
．３

５９
６１
５．
８

８．
４

５．
２

１２
．７

３４
５１
３０
．９

－
△
７．
５

１０
―１
２

１１
７５
０４
．８

０．
８

０．
９

２４
．８

９４
６７
２．
３

０．
３

０．
５

２０
．０

２２
８３
２．
５

２．
６

２．
６

４．
８

６６
８２
８．
１

６．
７

６．
７

１４
．１

６１
３３
５．
７

２．
９

１．
６

１２
．９

３３
８６
９９
．１

－
１３
．７

２２
．

１―
３

１１
８１
６３
．７

０．
６

０．
１

２４
．７

９４
７０
３．
５

０．
０
△
０．
５

１９
．８

２３
４６
０．
３

２．
７

２．
５

４．
９

７１
１３
４．
２

６．
４

６．
２

１４
．８

６４
７８
９．
８

５．
６

２．
５

１３
．５

３４
５７
８０
．７

－
△
１６
．１

４―
６

１１
７３
６４
．６

△
０．
７
△
０．
１

２４
．３

９５
５２
３．
７

０．
９

１．
６

１９
．８

２１
８４
０．
８
△
６．
９
△
７．
２

４．
５

７４
８１
６．
８

５．
２

５．
５

１５
．５

６８
５９
５．
０

５．
９

５．
９

１４
．２

３４
７２
３０
．０

－
１２
．４

７―
９

１１
７７
４６
．５

０．
３

０．
３

２４
．３

９５
８６
６．
５

０．
４

０．
３

１９
．８

２１
８７
９．
９

０．
２

０．
０

４．
５

７３
４６
８．
６
△
１．
８

１．
５

１５
．２

６７
７４
３．
８
△
１．
２

１．
８

１４
．０

３５
０５
０６
．７

－
△
８．
８

１０
―１
２

１１
６９
４３
．３

△
０．
７
△
０．
０

２４
．３

９５
３９
４．
１
△
０．
５

０．
４

１９
．８

２１
５４
９．
１
△
１．
５
△
１．
９

４．
５

７３
４１
１．
２
△
０．
１
△
０．
２

１５
．３

６８
６９
１．
０

１．
４

０．
２

１４
．３

３４
８６
９６
．５

－
１４
．１

２３
．

１―
３

１１
７０
９８
．０

０．
１
△
０．
５

２４
．９

９６
４３
８．
７

１．
１

０．
３

２０
．５

２０
６５
９．
３
△
４．
１
△
４．
３

４．
４

７３
５０
７．
８

０．
１
△
０．
４

１５
．７

７３
０３
５．
４

６．
３

１．
２

１５
．６

３５
０６
９２
．６

－
△
１４
．２

P
４―
６

１１
９０
０７
．２

１．
６

１．
９

２５
．７

９６
６５
１．
６

０．
２

０．
７

２０
．９

２２
３５
５．
７

８．
２

７．
８

４．
８

６８
６８
７．
９
△
６．
６
△
６．
３

１４
．８

７５
０８
５．
３

２．
８

０．
２

１６
．２

－
P
７―
９

１１
９１
９９
．６

０．
２

０．
０

２５
．３

９６
９２
８．
１

０．
３

０．
２

２０
．６

２２
２７
１．
５
△
０．
４
△
０．
８

４．
７

７３
２８
０．
０

６．
７

８．
７

１５
．６

７７
０１
６．
３

２．
６

３．
５

１６
．３

－
P
１０

―１
２

１１
８７
７９
．７

△
０．
４

０．
１

２５
．３

９６
８２
９．
７
△
０．
１

０．
４

２０
．６

２１
９４
９．
９
△
１．
４
△
１．
０

４．
７

６９
６８
３．
４
△
４．
９
△
３．
７

１４
．８

７７
２７
４．
２

０．
３

０．
９

１６
．５

－
２４
．P

１―
３

１２
０５
６６
．４

１．
５

１．
３

２５
．４

９７
９４
４．
２

１．
２

０．
７

２０
．６

２２
６２
２．
２

３．
１

３．
７

４．
８

７２
００
１．
８

３．
３

３．
０

１５
．２

７９
７１
７．
１

３．
２

１．
９

１６
．８

－
発
表
機
関

内
閣

府

〔
国
内
総
支
出
・
国
民
所
得
・
貯
蓄
率
〕

（
注
）
国
内
総
支
出
：
９３
SN
A
，
平
成
２４
年
１
－
３
月
期
２
次
速
報
値
（
連
鎖
方
式
，
平
成
５
年
度
ま
で
は
平
成
１２
暦
年
基
準
，
平
成
６
度
年
以
降
は
平
成
１７
暦
年
基
準
）
に
よ
る
。

２３
年
度
実
績
見
込
み
，
２４
年
度
見
通
し
：
平
成
２４
年
１
月
２４
日
閣
議
決
定
。

国
民
所
得
，
貯
蓄
率
：
平
成
１７
暦
年
基
準
（
た
だ
し
，
平
成
５
年
度
以
前
は
平
成
１２
暦
年
基
準
）
に
よ
る
。

１７４



法
人
企
業
統
計

（
全
産
業
）

日
銀

短
観

（
全
国
企
業
，
全
産
業
）
（
注
）

売
上
高

前
年
比
経
常
利
益

前
年
比
設
備
投
資

前
年
比
売
上
高

前
年
比

経
常
利
益

前
年
比

売
上
高
経

常
利
益
率

大
企
業

製
造
業

大
企
業

製
造
業

大
企
業

製
造
業

６０
年
度

６．
９

４．
２

１２
．８

２．
３

０．
３

△５
．７

△１
４．
４

２．
６８

４．
０４

２
９．
２

△２
．０

１４
．１

６．
７

９．
６

１．
１

△１
．９

３．
４１

５．
１５

７
３．
２

２０
．２

３．
９

１．
４

２．
６

１９
．１

２７
．９

２．
６７

３．
８１

１２
３．
７

３３
．２

８．
６

２．
８

４．
９

１８
．０

３２
．３

２．
８７

４．
６１

１７
６．
２

１５
．６

△３
．９

４．
８

６．
７

１２
．３

１６
．５

４．
０１

６．
４８

１８
３．
９

５．
２

１４
．３

４．
８

６．
６

１０
．１

１０
．６

４．
２６

６．
７６

１９
０．
９

△１
．６

１．
０

４．
１

６．
１

△１
．０

０．
８

４．
０５

６．
４２

２０
△４
．６

△３
３．
７

△３
８．
３

△４
．５

△９
．２

△４
２．
５

△６
１．
９

２．
４４

２．
７０

２１
△９
．３

△９
．４

２０
．５

△１
２．
６

△１
２．
７

△４
．３

△３
．７

２．
７３

２．
９８

２２
１．
３

３６
．１

△０
．２

４．
５

６．
９

３８
．３

６７
．９

３．
６１

４．
６８

２３
＊１
．５

＊０
．４

＊
△９
．４
＊
△１
７．
９

＊３
．２２

＊３
．８２

24
＊１
．４

＊２
．０

＊２
．１

＊０
．６

＊３
．２４

＊３
．７７

２０
．
１０
～
１２
２０
・
下

△１
１．
６

△６
４．
１

△１
７．
３

△１
２．
５

△２
１．
６

△７
０．
１

欠
損

１．
３０

△０
．８４

２１
．
１～

３
△２
０．
４

△６
９．
０

△２
５．
３

４～
６
２１
・
上

△１
７．
０

△５
３．
０

△２
１．
７

△２
０．
６

△２
６．
４

△４
９．
９

△８
２．
４

２．
２１

１．
３２

７～
９

△１
５．
７

△３
２．
４

△２
４．
８

１０
～
１２
２１
・
下

△３
．１

１０
２．
２

△１
７．
３

△３
．８

４．
０

２．
２倍

利
益

３．
２０

４．
４２

２２
．

１～
３

１０
．６

１６
３．
８

△１
１．
５

４～
６
２２
・
上

２０
．３

８３
．４

△１
．７

７ ．
５

１３
．８

７９
．３

４．
３倍

３．
６９

５．
０３

７～
９

６．
５

５４
．１

５．
０

１０
～
１２
２２
・
下

４．
１

２７
．３

３．
８

１ ．
７

１．
０

１２
．６

△０
．９

３．
５４

４．
３３

２３
．

１～
３

０．
３

１１
．４

３．
０

４～
６
２３
・
上

△１
１．
６

△１
４．
６

△７
．８

０ ．
０

△２
．７

△４
．９

△９
．０

３．
５１

４．
７０

７～
９

△１
．９

△８
．５

△９
．８

１０
～
１２
２３
・
下

△１
．３

△１
０．
３

７．
６

＊３
．０

＊３
．４
＊
△１
４．
０
＊
△２
８．
１

＊２
．９５

＊３
．０１

２４
．

１～
３

０．
６

９．
３

３．
３

４～
６
２４
・
上

＊１
．８

＊１
．８

＊
△８
．１
＊
△１
８．
２

＊３
．１７

＊３
．７８

７～
９

１０
～
１２
２４
・
下

＊１
．０

＊２
．２

＊１
３．
２

＊２
７．
５

＊３
．３１

＊３
．７５

２５
．

１～
３

発
表
機
関

財
務

省
日
本
銀
行

２３
．
７．
１５

７．
２５

７．
２９

８．
４

８．
５

８．
１２

８．
１５

９．
１３

１０
．２
１ 〃

１０
．２
７

１０
．２
８ 〃

１１
．２
１

１２
．１
６

１２
．２
０

１２
．２
１

１２
．２
４

２４
．
１．
２４ 〃 〃

２．
８

２．
１４

３．
２９

３．
３０

４．
５

４．
２７

財
政
演
説

平
成
２３
年
度
補
正
予
算
（
第
２
号
及
び
特
第
２
号
）
成
立

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
の
基
本
方
針
（
東
日
本
大
震
災
復
興
対
策
本
部
決
定
）

「
資
産
買
入
等
の
基
金
」
増
額
（
４０
⇒
５０
兆
円
程
度
）（
日
銀
金
融
政
策
決
定
会
合
決
定
）

日
本
再
生
の
た
め
の
戦
略
に
向
け
て
（
閣
議
決
定
）

中
期
財
政
フ
レ
ー
ム
（
平
成
２４
年
度
～
平
成
２６
年
度
）（
閣
議
決
定
）

政
策
推
進
の
全
体
像
（
閣
議
決
定
）

所
信
表
明
演
説

平
成
２３
年
度
補
正
予
算
（
第
３
号
，
特
第
３
号
及
び
機
第
２
号
）
概
算
（
閣
議
決
定
）

一
般
会
計
補
正
増
額

１２
１，
０２
５億
円

円
高
へ
の
総
合
的
対
応
策

～
リ
ス
ク
に
強
靭
な
社
会
の
構
築
を
目
指
し
て
～
（
閣
議
決
定
）

「
資
産
買
入
等
の
基
金
」
増
額
（
５０
⇒
５５
兆
円
程
度
）（
日
銀
金
融
政
策
決
定
会
合
決
定
）

所
信
表
明
演
説

財
政
演
説

平
成
２３
年
度
補
正
予
算
（
第
３
号
，
特
第
３
号
及
び
機
第
２
号
）
成
立

平
成
２４
年
度
予
算
編
成
の
基
本
方
針

～
日
本
再
生
に
向
け
て
－
危
機
を
チ
ャ
ン
ス
に
～
（
閣
議
決
定
）

平
成
２３
年
度
補
正
予
算
（
第
４
号
及
び
特
第
３
号
）
概
算
（
閣
議
決
定
）

一
般
会
計
補
正
増
額

２５
，３
４５
億
円

平
成
２４
年
度
の
経
済
見
通
し
と
経
済
財
政
運
営
の
基
本
的
態
度
（
閣
議
了
解
）

平
成
２４
年
度
予
算
概
算
（
閣
議
決
定
）

一
般
会
計
予
算

９０
３，
３３
９億
円
対
当
初

２．
２％
減

基
礎
的
財
政
収
支
対
象
経
費

６８
３，
８９
７億
円
対
当
初

３．
５％
減

公
債
発
行
額

４４
２，
４４
０億
円
公
債
依
存
度

４９
．０
％

財
政
投
融
資
計
画

１７
６，
４８
２億
円
対
当
初

１８
．４
％
増

施
政
方
針
演
説

財
政
演
説

平
成
２３
年
度
の
経
済
見
通
し
と
経
済
財
政
運
営
の
基
本
的
態
度
（
閣
議
決
定
）

平
成
２３
年
度
補
正
予
算
（
第
４
号
及
び
特
第
３
号
）
成
立

「
中
長
期
的
な
物
価
安
定
の
目
途
」
導
入
（
日
銀
金
融
政
策
決
定
会
合
決
定
）

「
当
面
，
消
費
者
物
価
の
前
年
比
上
昇
率
１
％
を
目
指
し
て
，

そ
れ
が
見
通
せ
る
よ
う
に
な
る
ま
で
強
力
に
金
融
緩
和
を
推
進
し
て
い
く
。」

「
資
産
買
入
等
の
基
金
」
増
額
（
５５
⇒
６５
兆
円
程
度
）

平
成
２４
年
度
暫
定
予
算
（
閣
議
決
定
）

平
成
２４
年
度
暫
定
予
算
成
立

平
成
２４
年
度
予
算
成
立

「
資
産
買
入
等
の
基
金
」
増
額
（
６５
⇒
７０
兆
円
程
度
）（
日
銀
金
融
政
策
決
定
会
合
決
定
）

最
近
の
財
政
金
融
政
策
（
平
成
２４
年
６
月
１８
日
現
在
）

（
注
）
日
銀
短
観
：
＊
印
は
平
成
２４
年
３
月
調
査
に
よ
る
計
画
で
あ
る
。

法
人
企
業
統
計
：
金
融
業
，
保
険
業
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。

平
成
２０
年
４
－
６
月
期
以
降
は
「
金
融
機
関
を
子
会
社
と
す
る
純
粋
持
株
会
社
」
を
含
む
計

数
で
あ
る
。

平
成
２１
年
度
年
次
別
調
査
か
ら
，
日
本
郵
政
㈱
，
郵
政
事
業
㈱
，
郵
便
局
㈱
を
含
ん
だ
計
数

と
な
っ
て
い
る
。

設
備
投
資
は
平
成
１４
年
度
以
降
は
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
投
資
額
を
含
ん
だ
も
の
で
あ
る
。

〔
企
業
収
益
〕

（
％
）

１７５




